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序章 
本研究の目的と内容構成 
 
第 1 節 研究目的 
柏木惠子を中心に計画・実践された武蔵野市における「子育て広場 0123吉祥寺」（柏
木・森下 1997：134～148 ページ）を端緒とする取組は、国の育児支援施策の一つと
して「つどいの広場事業」に発展した。これが、さらに 2008 年度以降には、第 2 種
社会福祉事業として、全国約 2,000 か所（2010 年度交付決定ベース）で開設される「地
域子育て支援拠点事業（ひろば型）」として発展した（内閣府 2011：94 ページ）。こ
うした事実は、子育て家庭、特に出産以降子どもが保育所・幼稚園などに通い始める
までの時期の親子のニーズに拠点が応えていることが社会一般に認知されてきた証左
である。すなわち、個々のペースで自由に出向き、遊びや対話などの交流を通した友
だちづくり、あるいは気軽な育児相談や情報交換を通した育児知識・技能の獲得など
が可能となる場の提供が、十分なエビデンスを伴っているわけではないものの、育児
を営む上で近年課題とされる育児不安（孤立感、負担感、困難感、焦燥感など）を低
減させることに成功していると推察できる。 
 こうしたいわゆる「子育てひろば」が全国各地に開設されるまで、多くの子育て家
庭は、子どもが主に 3 歳を過ぎてから通い始める保育所あるいは幼稚園を核として地
域の人間関係を開始していたと思われる。言い換えれば、多くの子育て家庭は、子ど
もが生まれてから約 3 年間は、近隣の家庭との親密な交際がないままの生活を送るこ
とが多かったと推測できる。特に、1980 年代以降の専業主婦のうち一定数が、この時
期に不安をもちやすいこと（原田 2006：173～180 ページ）が明らかにされて以後、
「子育てひろば」の普及が着実に進んでいった。したがって、「地域子育て支援拠点」
は、3 歳未満の子どもとその親（専業主婦あるいは育児休業中の女性が大多数）を対
象とするサービスとなり、こうした「子育てひろば」を利用者する家庭は、従前に比
べればかなり早期から、そこを核とした人間関係を形成するようになったと言えよう。 
しかし、こうした「子育てひろば」を自ら積極的に利用しない・利用できない親が
いること、そして、そうした親こそが「子育てひろば」の利用者（支援の対象）とな
るべきだと繰り返し指摘される。例えば、「つどいの広場」や「子育てサロン」を利用
していない親が一定数おり、彼ら・彼女らの子育てに対する満足度は、つどいの広場
や子育てサロンの利用者よりも低いことが「こども未来財団」の調査によって明らか
にされている（内閣府 2007：61 ページ）。また、松田（2010：96～102 ページ）は、
首都圏と愛知県での調査から、世話ネットワーク・相談ネットワークのいずれにおい
ても、サポート源である相手の種類が多いことが育児の悩みや不安の軽減につながり
やすいこと、子どもの年齢が低いほど・社会経済的な階層低いほど・母親の年齢が若
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いほど、非親族からのサポートが得られにくいことを明らかにしている。言い換えれ
ば、仲間づくりのために外出する精神的余裕あるいは時間的余裕のない親ほど育児に
不安を抱えており、親族以外のソーシャルサポート源も得られにくくなっていること
が示唆される。この観点のうち、「子どもの年齢が低いほど」に着目すれば、妊娠期と
いう最早期から、すべての妊婦とその家庭が、地域にある「子育てひろば」の場所・
スタッフ・サービス内容等をあらかじめ知っておくこと、あるいは、出産後には「子
育てひろば」等の拠点に出向きやすいシステム、あるいはごく自然に「子育てひろば」
等に誘導できるシステムを準備しておくことが求められる。 
さらに、「子育てひろば」を実際に利用する家庭の中には、親子あるいは親どうしで
楽しく過ごすことや保育所・幼稚園に通う前の子どもに対するプレ学習の機能を「子
育てひろば」に求めている家庭が比較的多く、子育てを負担に感じるとか子どもの発
育に不安があるなど何らかの悩みや課題を具体的に抱えている家庭、あるいは自分の
育児経験を拠点で生かしたいとする家庭の割合は相対的に低いとも言われている。言
い換えれば、「子育てひろば」提供というサービスがもたらす意義に関する認識が、場
の提供・運営を担う支援者側とそれを利用する地域住民との間で必ずしも一致してい
るとは限らないのである。端的に述べれば、支援者側には、「子育てひろば」の主体的
な利用を通した地域住民の子育て家庭としてのエンパワーメントを促進したいと考え
ているスタッフが一定数存在する（蔵原 2011：80～98 ページ）のに対し、利用者側
は、すでに述べたように、「子育てひろば」で提供される楽しいプログラム・役立つプ
ログラムや子どもにとって保育所・幼稚園に通う前の準備的な体験を目指して通って
くるという実態が見受けられる。 
ちなみに、本研究の主な実践・調査フィールドである神戸大学大学院人間発達環境
学研究科が運営する大学サテライト施設（地域子育て支援拠点・ひろば型）、名称は「の
びやかスペース あーち」では、地域の保育所からアウトリーチしてくる保育士が担当
する手遊びやリズム遊び等のプログラム（名称は「おひさまひろばあーち」）は多大な
人気を博しており、その曜日の利用者数は他の曜日のそれを圧倒している。例えば、
2011 年度 4 月から 9 月までの期間において、「おひさまひろば あーち」が実施されて
いる火曜日の利用者数の平均とそれ以外の曜日（水曜日～土曜日）の利用者数の平均
値は、258.6 と 83.4 である。  
もちろん、地域の子育て家庭が拠点において親子であるいは親どうしで楽しく過ご
すことには、子どもの社会性を育んだり、育児のストレスを解消したり、仲間を増や
したりなどにつながるという点で重要な意義があるが、地域住民の子育て家庭として
のエンパワーメントを促進するという目的からすれば、子育てを開始した地域に暮ら
す多くの親子が、不安・悩み・課題などが多く生じると言われる出産直後の早期から、
拠点を利用しやすい・利用したくなる仕組が求められると考える。なぜなら、エンパ
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ワーメントは、受動的な姿勢で誰かから指南されて到達できる固定された目標状態で
はなく、多様な人間関係のなかに自らを積極的にかかわらせ、そこで様々な価値観を
ぶつけ合い試行錯誤を繰り返しながら自ら課題解決の力を引き出していくという過程
と、人がその時々の状況に応じて自らを変容させていく状態だからである。つまり、
かかわる人々の多様性が豊かであればあるほど、エンパワーメントの過程とそれによ
ってもたらされる状態も豊かになっていくと考えられる。つまり、拠点が多様な場で
あることが重要な条件であり、そのためには、様々な背景を持つより多くの子育て家
庭がそこを利用することが必要である。 
こうしたエンパワーメントやその主要な要素である主体性を筆者が重視するさらな
る理由として、以下のような背景を挙げておきたい。支援のあり方として「支援を受
ける者が、自分に何らかのニーズが生じた時、それにもっとも適合する具体的援助を
もっとも適切なタイミングで、しかも経済的にも心理的にもそれほど大きなコストを
かけずに容易に利用できることが望ましい」と一般的には判断されている。しかし、
利用者の自己決定を軽視しニーズの充足を中心にすると、自分のニーズさえ充足すれ
ば支援を受け続ける必要はないことになり、ここに主体的な自己変容の姿は見いだし
にくい。また、逆に、支援を受け続けたいとする依存の継続という課題も指摘できる。
例えば、家事や育児の方法を家庭に入って支援者が具体的に教えるという養育支援訪
問事業において時折見られるように、支援の継続が逆に利用者を依存的な状態に留め
てしまうという弊害（西郷 2006：103 ページ）や、複数の「子育てひろば」をショッ
ピングするかのように転々とするような一群の親に見られるような子育て支援サービ
スの受動的消費者にも同じ様な依存の問題が潜んでいることに留意する必要がある。
この点にかかわって、原田（2002：22～25 ページ）は「公的子育て支援が、親たち
の主体性をつぶす結果になっていないか」という小見出しの項で、行政主導型から市
民主導型への転換が親の主体性を育てる鍵であると強調している。 
悩みや課題を抱えている者が支援者に依存することはごく自然なことであり、決し
て責められるべき態度ではない。しかしながら、子育て家庭のなかに、依存的な態度
から徐々に「ソーシャルサポート源等の諸資源を積極的に利用しながら自ら悩みや課
題の解決に向かう」といった主体的な態度への変容が実現されることを目指した早期
からの「子育てひろば」利用とそこでの「多様な交流」促進にかかわる支援が必要で
あると筆者は考えるようになった。 
本研究の目的は、こうした育児における主体的態度への変容としてのエンパワーメ
ントの実現を目指して、地域に在住する多くの子育て家庭が早期から「子育てひろば」
を利用し、そこで多様な交流を展開していくことを促進するための仕組を構築・実践
し、その効果を検証することである。具体的には、支援の対象となる地域の家庭が産
科施設を利用している妊娠期のうちから、地域の助産師であるという立場とその専門
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性を活用して構築・実践されたサービス等によって本当に拠点の早期利用が促され、
悩みや不安の軽減・解消や十分な仲間づくりが可能となるのかどうか、最終的には、
拠点利用者である母親が主体性を取り戻すことを通して、女性のエンパワーメントを
実現するという目的が達成されるかどうかを検証することが本博士研究の目的である。 
 
第 2 節 内容構成 
第 1 章：早期からの子育て支援の必要性と助産師の役割 
この章では、近年の育児をめぐる諸課題に関する先行研究・資料などを検討するこ
とを通して、早期からの女性に対する子育て支援の必要性を明らかにする。また、こ
うした支援が目指す中心的目標としてのエンパワーメント概念について、本博士研究
がフィールドとする拠点利用との関係から検討する。さらに、これまでの社会の変化
とともに助産師がどのような役割を果たしてきたか、そして、社会全体で育児を支援
するという今日の育児の社会化の流れのなかで、助産師にどのような役割が期待され
るのかを論じる。 
 
第 2 章：助産師がおこなう産後家庭訪問の今日的意義と課題 
－出産した女性が助産師に求める訪問のあり方－【調査 1】 
この章では、1961 年より母子保健サービスの一つとして定着し継続している専門職
による家庭訪問（新生児訪問指導事業）が、今日の育児の社会化という流れの中で、
どのような意義や課題をもっているのかを、出産後の母親（産後 8 か月未満）を対象
にした調査を通して明らかにする。加えて、彼女らが求める訪問者が助産師であるこ
と、なぜ助産師を希望するのかその理由等を明らかにする。その結果をもとに、早期
の子育て支援にとって助産師が重要なキーパーソンとなりうること、どのような助産
師の役割が想定できるのかを検討する。＜この章は、筆者の卒業論文（2004 年 3 月神戸大
学発達科学部に提出）を執筆し直し、神戸大学大学院人間発達環境学研究科研究紀要 6 巻 1 号
に掲載された内容で構成する＞ 
 
第 3 章：産科施設と地域子育て支援拠点とをつなぐ意義と仕組 
この章では、地域子育て支援拠点事業が開始されるまでの沿革とその現状を整理し
た上で、地域子育て支援拠点事業・ひろば型が提供する多様なサービスを地域の子育
て家庭が早期から利用することの意義を論じる。さらに、こうした早期からの拠点利
用が必ずしも十分に実現しているわけではないことと、第 2 章で明らかにされた産後
の母親が信頼する助産師という専門職に見られる特性とを踏まえ、「地域の助産師が月
齢の低い子どもをもつ数多くの家庭を拠点につないで利用を促し、利用者である女性
のエンパワーメントを実現する」ための支援の仕組を提案する。 
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第 4 章：早期からの拠点利用につなぐペリネイタル・アウトリーチ・サービス(1) 
－産科施設と連携したエンパワーメントを目指す試行実践－【調査 2】 
この章では、第 3 章で提案した、子育て家庭を早期からの拠点利用につなぐ仕組「ペ
リネイタル・アウトリーチ・サービス」の試行的実践の内容を紹介するとともに、女
性のエンパワーメントの観点から、本サービスの実践者である筆者自身が記録したエ
ピソード分析を通して、この試行実践の効果を明らかにする。また、この試行実践を
踏まえて、本サービスの本格的な実践に向けての具体的提案をおこなう。＜この章は、
神戸大学大学院人間発達環境学研究科研究紀要 2 巻 1 号に掲載された内容で構成する＞ 
 
第 5 章：早期からの拠点利用につなぐペリネイタル・アウトリーチ・サービス(2） 
  －拠点に利用登録した家庭の子どもの月齢分析－【調査 3】 
この章では、第 4 章で示された「ペリネイタル・アウトリーチ・サービス」の本格
的な実践内容を提示するとともに、その結果として、拠点を利用する家庭の子どもが
低月齢化したかどうかを検証する。すなわち、サービス導入前・後の各 9 か月間にお
いて、このサービスを利用した家庭と利用しない家庭別に、子どもの平均月齢等を利
用登録者データから算出・解析することを通して、このサービスがねらっている早期
からの拠点利用が真に実現されているかを検討する。＜この章は、子ども家庭福祉学（日
本子ども家庭福祉学会誌）9 号に掲載された内容で構成する＞ 
 
第 6 章：早期からの拠点利用につなぐペリネイタル・アウトリーチ・サービス(3) 
－相談システムと相談対応によるエンパワーメント効果－【調査 4】 
この章では、第 5 章で示した本格的な「ペリネイタル・アウトリーチ・サービス」
の利用者が、このサービスを担当する支援者（助産師 2 名）に対して持ちかけた相談
内容を分類・解析することを通して、このサービスの利用者のどのような悩みや課題
（ニーズ）をもち、それに対して助産師はどのように応えているのか（カウンセリン
グの内容だけでなく、「子育てひろば」内・外の他の支援者との連携・協働なども含め
て）を明らかにするとともに、相談者がこのサービスを通してエンパワーメントされ
たかどうかを評価する。＜この章は、心の危機と臨床の知（甲南大学人間科学研究所紀要）
第 12 巻・第 14 巻に掲載された内容で構成する＞ 
 
第 7 章：拠点の利用開始期における交流促進の課題 
－拠点の利用者への調査結果を手がかりにして－【調査 5】 
この章では、第 4 章から第 6 章において示した「ペリネイタル・アウトリーチ・サ
ービス」の利用者をつなぐ先である地域子育て支援拠点・ひろば型が実施した質問紙
調査（2005 年度～2010 年度における「子育てひろば」の利用者を対象）で得られた
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データを、主に拠点での仲間づくりや交流の実態に焦点を当て、利用者のエンパワー
メントという観点から、改めて分析する。具体的には、「子育てひろば」に来たばかり
の利用者（アウトリーチ・サービス経由かどうかとは独立に）が、常連の利用者から
排除されているように感じることなどから、なかなか仲間づくりに踏み込めずエンパ
ワーメントにつながりにくいという可能性を明らかにするとともに、そうしたネガテ
ィブなイメージを払拭し、利用者の積極的な交流を支援する拠点でのプログラムあり
方を提案する。＜この章は、神戸大学大学院人間発達環境学研究科研究紀要 5 巻 2 号に掲載
された内容で構成される＞ 
 
第 8 章：拠点の利用開始期からのコネクション支援とその効果【調査 6】 
この章では、第 7 章で示された「早期から拠点を利用し始めても、すでに知り合い
の輪ができており、そこに入りにくいと感じる利用者が多い」「拠点を利用し始めた者
は、自分の子どもの月（年）齢が近い相手と互いに知り合って交流したいと希望して
いる」という事実を踏まえ、筆者が新たに構想・実践した「コネクション・プログラ
ム」の効果を検討する。具体的には、このプログラムによって、利用者どうしの仲間
づくりやピアサポートを促進されるのかどうか、育児に関するエンパワーメントが実
現されるのかどうかを検証する。すなわち、インタビュー調査から導出されたエンパ
ワーメント指標を含む質問紙を、プログラム参加後約 5～6 か月を経過した時点におい
て、コネクション・プログラム参加者（処理群）と非参加者（対照群）を対象に郵送
することを通して、当該プログラムの効果を検証する。また、子どもの発達の捉え方
を踏まえた拠点活用の違いに関しても、両群間で比較する。 
 
終章：コミュニティ・エンパワーメントに向けた家庭支援 
最後に、第 1 章から第 8 章までで明らかにされた知見を整理・統合し、「子育てひろ
ば」を拠点として構築・実践した「ペリネイタル・アウトリーチ・サービス」および
「コネクション・プログラム」を利用することが、女性のエンパワーメントにつなが
るのかどうかを総括する。さらに、地域拠点における支援の今後のあり方・展望を、
コミュニティ・エンパワーメントという観点から論じる。すなわち、地域住民の居場
所である「子育てひろば」という拠点を、地域の多様な支援者が活動するプラットフ
ォームにしてくことにより、拠点のワンストップ機能を充実させ、さらに、女性だけ
でなく子どもの発達支援や父親支援も含めた育児家庭全体を単位としたエンパワーメ
ントを促す場にしていくことの必要性を提言する。 
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第 1 章 
早期からの子育て支援の必要性と助産師の役割 
 
第 1 節 子育てをめぐる現状と子育て支援 
 子育ては、一般的には、子どもが生まれた時から始まると考えられるが、子どもを
育てていくためのさまざまな準備、例えば、育児環境を整えるといった物理面や親に
なることへの期待・覚悟といった心理面などに着目すれば、それは、子どもが生まれ
る以前から始まるとも言える。また、スムーズな子育ての開始にとって、幼い命に対
する共感性・養護性や子どもを育てるための知識・技能を、親となる以前の子ども・
青年期から身につける必要があるとも指摘される。また、「地域の教育力の低下」とい
う言葉に見られるように、すでに途絶えて久しいのかもしれないが、近隣の大人が自
分の子どもだけではなく同じ地域で暮らす子どもたちの世話することも、広義の子育
てと言える。この節では、こうした育児の準備段階や地域による育児も視野に入れ、
近年の子育てをめぐる現状と課題を整理しながら、子育て支援がなぜ必要とされるの
か、なぜ女性がエンパワーメントしていく必要があるのか、子育て支援のどのような
構造で展開されているのかを分析・考察していく。 
 
(1) 人口動態と子育て 
表 1-1 は、厚生労働省のホームページ「平成 23 年我が国の人口動態」に掲載されて
いる「第 1 表人口動態総覧年次別」にもとづいて、1920 年～2030 年までの年齢 3 区
分別の構成比率の推移、普通出生率（人口 1,000 対）および人口増減率（人口 1,000
対）の推移を 10 年きざみで整理したものである（将来人口の部分（推定値）について
は、総務省統計局ホームページ「日本の統計 第 2 章 人口推移と将来人口」を参考
にしている）。 
 国勢調査が始まった 1920 年における 3 区分人口構成比を見ると、おおむね「子ど
も 35%」「大人 60%」「高齢者 5%」となっている。これが、1960 年には、「子ども 30%」
「大人 65%」「高齢者 5%」と若干変化し、人口の増加分が生産年齢の比率の増加につ
ながっている。1970 年および 1980 年においては、さらに「子ども 20%代」「大人 70%
弱」「高齢者 10%未満」と出生率の減少にもかかわらず、人口全体は微増し続けてい
る。1990 年以降は、「子ども 20%未満」「大人 70%弱」「高齢者 10%代」と人口全体に
占める子どもと高齢者の割合が逆転に向かう傾向が読み取れ、2000 年には「子ども
14.6%」「高齢者 17.3%」と両者が逆転している。さらに、2010 年には「子ども 13.2%」
「高齢者 23.0%」と、この傾向がさらに明確になってくる。また、この年には人口が
マイナスに転じている（実際には 2005 年に自然増減率がマイナスに転じ、2006 年に
いったんプラスに戻ったがその後マイナスが続いている）。 
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約 15 年先の推計値も含めて、1920 年から約 1 世紀の間、大人（生産年齢人口）の
占める比率は若干の増減が見られるものの、そのレンジの差が 10%程度であるのに対
し、子どもの占める比率は約 25%減り、高齢者の占める比率は約 25%増えること、ま
た、自然増減率が徐々にゼロに近づいたのちマイナスに転じたこと、毎年人口 1,000
人に対して 30 名以上生まれていた子どもが 10 名を下回るようになったことから、少
子高齢化は確実に進行していると言える。 
 
 表 1-1  人口推移および将来人口（1920 年～2030 年）年齢 3 区分別構成比率（%） 
および普通出生率・自然増減率（1920 年～2010 年）の推移 
年次 
年少人口 
（0～14 歳） 
生産年齢人口 
（15～64 歳） 
老年人口 
（65 歳以上） 
普通 
出生率 
自然 
増減率 
1920（大正 9） 36.5 58.3 5.3 36.2 10.8 
1930（昭和 5） 36.6 58.7 4.8 32.4 14.2 
1940（昭和 15） 36.1 59.2 4.7 29.4 12.9 
1950（昭和 25） 35.4 59.6 4.9 28.1 17.2 
1960（昭和 35） 30.2 64.1 5.7 17.2 9.6 
1970（昭和 45） 24.0 68.9 7.1 18.8 11.8 
1980（昭和 55） 23.5 67.3 9.1 13.6 7.3 
1990（平成 2） 18.2 69.5 12.0 10.0 3.3 
2000（平成 12） 14.6 67.9 17.3 9.5 1.8 
2010（平成 22） 13.2 63.8 23.0 8.5 △1.0 
2020（平成 32） 11.7 59.2 29.1 － － 
2030（平成 42） 10.3 58.1 31.6 － － 
 
人口動態と子育てにかかわっては、きょうだい数の変化も関連要因である。まず、
合計特殊出生率の推移（内閣府 2012：36 ページ）を見ると、すでに 1985 年の時点
で 1.76 となっており、2.00 を下回っている。ここから、日本のきょうだい数が 2 名
を割ったと判断しがちであるが、合計特殊出生率は 15 歳から 49 歳までの女性の総数
（子どもを産まない女性も含まれている）を分母にして算出される値であるので、き
ょうだい数を正確に反映していない。広井（2007）は、1920 年代～2000 年代の複数
の公的統計資料を比較し、1950 年代生まれから 4 人以上のきょうだが減り、2 人きょ
うだいが急速に増えていったものの、1970 年代から 1980 年代に生まれた世代につい
ては、合計特殊出生率の低下にもかかわらず、平均きょうだい数の減少は明確には見
られず、1990 年代以降になると、その減少傾向が若干はっきりしてくる（一人っ子が
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やや増加した）と結論づけている。しかし、第 11 回出生動向基本調査（国立社会保障・
人口問題研究所ホームページ 1997 年）の結果を見ると、1977 年（第 7 回）には結婚
持続期間 15～19 年の夫婦のうち 85.9%が 2 人以上の子を生んでいる（完結出産児数
2.19人）こと、2010年（第14回）では、同じ結婚持続期間15～19年の夫婦のうち 77.8%
が 2 人以上の子を生んでいる（完結出産児数 1.96 人）ことから考えると、少なくとも
ここ 30 年間のきょうだい数は微減にとどまっていると言えよう。 
 では、こうした人口動態は子育てにどのような影響を与えてきたのであろうか。 
厚生労働省のホームページ「平成 23 年国民生活基本調査の概況」によると、1 世帯
当たりの平均人員は、1992 年に 3.00 を下回り、2010 年には 2.59、2011 年には 2.58
となっている。2010 年の普通出生率（8.5）と 1 世帯あたりの平均人員（2.59）を照
らし合わると、あくまで平均的な算出結果ではあるが、おおむね 40～50 軒（世帯）
に 1 人の割合で毎年子どもが生まれていることになる。この数値を見ると、近所です
れ違う子どもの家庭がどこにあり、その親が誰であるかを容易に特定できるとは思え
ない。つまり、地域で子どもを守り・育てることの意義を感じている人々やそうした
ことを実践したいと望む大人が近隣にいたとしても、彼らが子どもたちに声をかけや
すい状況にあるとは言い難い。少子化は、少なくとも地域の子育て力を発揮させにく
い状況を作り出していると言えよう。 
少子化の原因は、柏木（2011：40～54 ページ）が指摘するように、矢継ぎ早の妊娠、
産死の恐怖、子の夭折、多産による家計や家族の健康への圧迫など、産育にかかわる
悲劇が医学の進歩と公衆衛生の改善によって解決された結果、子どもを持ち親になる
ことは、カップルとりわけ産む性である女性の決定事項となったこと、子を持つこと・
育てることが親の持っている「資源」を配分するに値するかどうかが事前に検討され
るようになったこと、子育てが必ずしも結婚の究極の目的ではなくなったこと、持ち
たい子どもの数よりも実際に持つ子の数を意識的に減らしていることなどに求めるこ
とができる。そして、そうした熟慮の末に「つくられる」現代の子どもは、子どもが
数多く生まれていた時代よりも、その稀少さとも相まって、非常に大事に育てられて
いることは否定できない。託児や保育・教育機関に子どもを委ねている時間を除き、
親は常に子どもの傍から離れなくなったし、それが当たり前の光景となってきた。 
少なくとも 1960 年代以前は、きょうだい数が多く、親がわが子一人ひとりに丁寧
に向き合うのが難しかった時代には、子どもどうしが親の知らない場所で長時間遊ん
で過ごすことは日常であった。当時の社会は、こうした状況を当たり前として容認し
ていたし、それを子どもの発達にとってむしろ必要だと捉えていたと思われる。しか
し、時代が降るにしたがって、こうした状況は、子どもを大事にしているのではなく、
子どもの放置・放任であると捉えられるようになってきたのではないだろうか。この
ような少子化にともなって生じてきた社会の「懐の狭さ」が、子どもの養育（管理）
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責任を親のみに帰属させるという規範・圧力につながってきたと考えられる。 
 
(2) 人口移動および家族形態と子育て 
縄田（2008）によると、戦後の日本では、1950 年代から 1960 年代の高度経済成
長期に、地方から東京・名古屋・大阪の三大都市圏への急激な人口移動が生じ、その
後 1970 年代に入り人口移動のペースは緩やかになったものの、2000 年を過ぎても
なお東京圏・名古屋圏への人口移動は続いているという。また、縄田（2008）は「1950 
年において三大都市圏にはわが国の総人口の約 3 分の 1（34.7%）が、その他の地方に
は 3 分の 2（65.3%）が居住していたが、その後、三大都市圏の人口比率は一貫して増
加し、2005 年には三大都市圏が 50.2%、その他の地方が 49.8%と両者の比率が逆転
し、三大都市圏が総人口の過半数を占めるに至っている。1950 年から 2005 年の 55 
年間で日本の人口は 4,365 万人増加したがこのうち 8 割に当たる 3,497 万人が三大
都市圏の人口増である。生産年齢人口について見ても、既に 1990 年の時点で三大都
市圏が全国の過半数を占めている」と述べている。 
こうした人口移動は、まさに高度経済成長と密接に結びついていると考えられるが、
それに拍車をかけた要因として、地方の生活における窮屈な人間関係から脱却したい
と願う人々の存在がうかがえる。このことを、山崎（2012：8 ページ）は「農村部か
ら都市へ出て工場で働くようになると、農業に比べて自宅の周りに住む人たちとの協
同作業は驚くほど少ないことに気づく。個人の生活に干渉する人が少ないことに気づ
く。『これは暮らしやすい』ということになる。ドアを閉めれば隣の人が何をしてい
ても関係ない。誰ともつながらない時間を確保することができる。自由が謳歌できる。
さぞかし快適であったと推察する」と述べている。もちろん、こうした自由の代償と
して、都市に移動した人々は会社や工場に拘束されることになるのだが、「しがらみ」
からの解放は大都市圏への移動の強い動機であった可能性は高いと推測できる。 
また、経済成長期の人口移動は、家族形態の変化をもたらした。近年、子育て支援
を論ずる際の枕詞として「核家族化が進行し」というフレーズを頻繁に目にする。こ
の表現には不正確な点があり、それについては以下で詳しく検討するが、少なくとも、
自分の生まれた故郷、すなわち親元を離れて都会に移った人々の多くが核家族であっ
たことは間違いないと思われる。 
 国勢調査が始まった 1920（大正 9）年以降の家族形態の推移（世帯類型別構成割合）
が、内閣府（2006）による少子化社会白書（ホームページ版）内の「子育て家庭の変
化 コラム：核家族はいつの時代から存在したか」に示されている。ここでは、家族
形態が「核家族世帯」「拡大家族世帯」「単独世帯」に分けられ、集計・グラフ化され
ているが、それを表 1-2-(1)に整理する。また、近年（2001・平成 13 年～2010・平成
22 年）の家族形態の推移を文部科学省・家庭教育支援の推進に関する検討委員会
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（2012：34 ページ）に記載されている資料（原典は「福祉行政報告例結果の概況」）
に基づき「核家族世帯」「拡大家族世帯」「単独世帯」別に整理し直した結果を表 1-2-(2)
に示す。 
 表 1-2-(1)から、1920 年から 80 年間における核家族世帯数の最大比率と最少比率と
の差は 8.6%あるものの、拡大家族世帯数や単独世帯数に比べれば、その変動は少ない。
これに比べて、この 80 年間で、拡大家族の世帯数は 25.4%の減少、単独世帯数は 21.0%
の増加を見ている。したがって、大づかみには、わが国の家族形態において、核家族
は主流であり続けており、拡大家族が減っていく一方で単独世帯が増えてきていると
言える。また、表 1-2-(2)から近年の動向を探っても、2000 年頃とほぼ同じ傾向が維
持されていることが明らかである。 
 
表 1-2-(1) 世帯形態別構成割合の推移（1920 年～2000 年） 
年 次 核家族世帯 拡大家族世帯 単独世帯 
1920（大正 9） 54.0 39.4 6.6 
1955（昭和 30） 60.6 36.0 3.4 
1965（昭和 40） 62.6 29.6 7.9 
1975（昭和 50） 59.5 21.0 19.5 
1985（昭和 60） 60.0 19.2 20.8 
1990（平成 2） 59.5 17.4 23.1 
1995（平成 7） 58.7 15.7 25.6 
2000（平成 12） 58.4 14.0 27.6 
 
表 1-2-(2) 世帯形態別構成割合の推移（2001 年～2010 年） 
年 次 核家族世帯 拡大家族世帯 単独世帯 
2001（平成 13） 58.9 17.0 24.1 
2004（平成 16） 60.6 16.0 23.4 
2007（平成 19） 59.7 15.3 25.0 
2008（平成 20） 59.8 15.3 24.9 
2009（平成 21） 60.0 15.1 24.9 
2010（平成 22） 59.8 14.7 25.5 
 
どの時代であっても、親と同居して拡大家族を形成するのは、きょうだいのうち一
人であり、他のきょうだいは親元から独立して新たな世帯を構えるという日本の慣習
からすれば、核家族の世帯数が増加していくという意味での「核家族化の進行」はあ
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りえない。そこで、「核家族化の進行」という言説の本質は何であるかを探るために、
核家族世帯の下位分類である「夫婦のみの世帯」「夫婦と子の世帯」「ひとり親と子の
世帯」の推移を見てみる。表 1-3-(1)は、小島（2005）がまとめた世帯数の推移に関す
る表から、筆者が核家族世帯に分類されている 3 類型のみを取り出して整理したもの
である。また、近年の動向（2001 年～2010 年）を見るために、先の文部科学省・家
庭教育支援の推進に関する検討委員会（2012）に記載されている資料から、核家族世
帯に分類されている 3 類型を取り出して整理したものが表 1-3-(2)である。 
 
表 1-3-(1) 核家族世帯 3 類型の構成割合の推移（1960 年～2000 年） 
年 次 夫婦のみの世帯 夫婦と子の世帯 ひとり親と子の世帯 
1960（昭和 35） 7.3 38.2 7.5 
1970（昭和 45） 9.8 41.2 5.7 
1975（昭和 50） 11.6 42.5 5.4 
1980（昭和 55） 12.5 42.1 5.7 
1985（昭和 60） 13.7 40.0 6.3 
1990（平成 2） 15.5 37.3 6.7 
1995（平成 7） 17.4 34.2 7.1 
2000（平成 12） 18.9 31.9 7.6 
 
表 1-3-(2) 核家族世帯 3 類型の構成割合の推移（2001 年～2010 年） 
年 次 夫婦のみの世帯 夫婦と子の世帯 ひとり親と子の世帯 
2001（平成 13） 20.6 32.6 5.7 
2004（平成 16） 21.9 32.7 6.0 
2007（平成 19） 22.1 31.3 6.3 
2008（平成 20） 22.4 30.7 6.7 
2009（平成 21） 22.3 31.0 6.7 
2010（平成 22） 22.6 30.7 5.5 
 
 表 1-3-(1)および表 1-3-(2)から、1960 年から 50 年間で、夫婦と子の世帯の比率が若
干の低下を示しているのに対し、夫婦のみの世帯が 7.3%から 22.6%へと大きく増加し
ている。これは、子どもと同居していない高齢の夫婦が増えたこと、子育て世代であ
るものの子どものいない夫婦が増えたことを示唆している。しかし、私たちが一般的
に思い描く核家族、すなわち夫婦と子の世帯は、ピーク時の 40%程度から減少してい
る。また、ひとり親と子の世帯の比率はほとんど変化していない（実数は増加してい
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るが、単独世帯数の増加に伴って比率算出の分母となる総世帯数が増加しているため
だと思われる）。こうした事実から見れば、子育て支援の文脈で語られる「核家族化の
進行」とは、つまるところ、何世代にもわたって同じ地域に暮らしているわけではな
い（1 世代ないしは 2 世代前に都会に移動してきた）親世代とも離れて（いわゆる地
縁の薄い状況の中で）、夫婦と子どもだけで暮らす世帯が、都市部を中心に数多く存在
するようになったことを表しているのだと考えられる。 
 ここで、先に述べた「しがらみ」からの解放について再度取り上げてみたい。他者
に干渉されない自由な暮らしを求めて都市部に移動し核家族を形成した人々であるな
らば、地縁が薄いことは気にしないはずである。しかし、それが極度に進行すれば「孤
立・無縁」に近づいていく。数多くの自治体を対象に全国規模の調査を 2007 年 5 月
に実施し、603 自治体から回収したデータにもとづいてコミュニティの現状を明らか
にしようと試みた広井（2009：79～81 ページ）によると、地域（コミュニティ）の
課題として選択された上位 3 つの選択肢は、「①地域コミュニティへの人々の関心が低
い」「②現役世代は会社（職場）への帰属意識が高く地域とのかかわりがうすい」「③
若者の流出や少子化等のため人口が減少している」となっている。さらに、①はどの
自治体にも共通する課題であり、②は大都市に多く見られる課題、③は小規模町村に
多く見られる課題だとされている。ここから、多くの自治体では、地域における人と
人とのつながりが大きな課題だと認識されており、特に都市部において「しがらみ」
からの解放とは反対のベクトル、すなわち地域住民どうしの「つながり」が希求され
るようになってきている。 
地縁が薄くても、家庭（世帯）どうしを結びつける契機の一つとして、子どもどう
しのつながりや子どもの交友関係を介した親どうしの交流がありうるが、すでに述べ
た毎年 40～50 軒に 1 人の出産という状況そのものが、地域内で親どうしが知り合う
機会を制限していると考えられる。また、こうした機会そのものが限られてくると、
子育てを開始したばかりの親にとって、知り合う段階における成功・失敗は後々の地
域における育児を軸とした生活の質に大きく響いてくるように感じられるため、知り
合いづくりを成功に導くためのノウハウとして、「公園デビュー」「ひろばデビュー」
などが雑誌やインターネット上で頻繁に扱われている。 
以上、人口移動にともなう家族形態の変化によって、「他者に干渉されない自由な生
活を享受してきた親たちが、自分たちだけに重くのしかかる育児の責任をまっとうす
るために、これまでとは違った姿勢、すなわち、地域内での孤立から脱却し地域の人々
とつながることによって、育児生活を成功・充実させたいと願う」といった親のアン
ビバレントな心理状況がもたらされたと分析できよう。そこで、次項ではこうした育
児にかかわる親の不安定な心理状況、すなわち「育児不安」について検討する。 
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(3) 育児不安と子育て 
育児不安に関しては、1980 年代から比較的多くの研究が蓄積されてきている。例え
ば、原田による大規模調査（1980 年実施の大阪レポート、2003 年実施の兵庫レポー
ト）は、子どもの成長につれて育児不安が高まる時期が複数回あらわれること、これ
らの2回の調査が実施された23年間に育児不安が増大していることを明らかにしてい
る（原田 2006：173～180）。また、牧野（1982）は、育児不安を「一般的疲労感」「一
般的気力の低下」「イライラの状態」「育児不安兆候」「育児意欲の低下」という 5 つの
特性から構成されるとしている。さらに、岩田（1995）は、母親の不安を「生活疲労」
「充実感欠如」「育児不安」という 3 つの特性から構成されるものとした上で、こうし
た特性（尺度得点）と関連変数との関係性すなわち、専業主婦か有職者かによる尺度
得点の違い、ソーシャル・ネットワークが豊か貧しいかによる尺度得点の違いなどを
検討している。さらに、川井・庄司・千賀・加藤・中野・恒次（1994）は、育児不安
の本質を「育児困難感」であるとし、これを中心としたプロフィールによる評定質問
紙の開発を進め、川井・庄司・千賀・加藤・中村・谷口・恒次・安藤（1999）は、0
歳児用・1 歳児用・2 歳児用・3～6 歳児用の育児支援質問紙を完成させ、臨床実践へ
の応用に大きな貢献をはたしている。 
岩田（1997）によれば、それまでの育児不安に関する研究では、子育て全般につい
ての困難な状況や危機状況にある主に母親の心理的側面を「育児不安」という用語で
代表させているが、具体的に何をもって「育児不安」というのか、その対象は曖昧な
まま残されていると分析するとともに、研究動向としては、育児不安を尺度で捉え、
それと様々な関連要因とを検討しようとする流れと、育児不安が何であるかを探るた
めに母親のパーソナリティー特性との関連性を検討しようとする流れに大別できると
いう。また、八重樫・小河（2002）は、過去の育児不安に関する調査研究は「育児不
安本態に関する研究、育児不安に関する社会的心理的要因に関する研究、育児不安が
子どもに与える影響に関する研究、そして育児不安尺度作成に関する研究が主たるも
のである」としている。さらに、岩田（1997）は、育児不安を数量的に測定するとい
う前提に立つと、いわゆる問題のない健全な母親であるから不安が低いケースと子ど
も・子育てに関心がない（持てない）から不安が低いケースを区別できないという限
界を指摘するとともに、あらゆる階層の母親に対する不安低減・解消を目指すのであ
れば、構造的資源としての社会的な育児構造（階層性）を視野に入れつつ、この資源
と当事者である母親が自身で問題解決に向かう際に操ることのできる編成的資源との
関連性を検討する必要性を提起している。 
以上の検討から、現段階で、育児不安を明確に定義することも、それを低減・解消
するための効果的な解決策を提言することも大変困難である。そこで、筆者としては、
あらゆる立場や階層にある母親が様々な場面で感じる育児に対するネガティブな感情
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を、本論文内で扱うそれぞれの文脈に応じて、育児孤立感（育児をしていく上でソー
シャルサポート源をうまく利用できないと感じる場合）、育児困難感（知識・技能に自
信がなくうまく育児行動ができないと感じる場合）、育児負担感（自分だけに育児の重
圧がのしかかりストレスや疲労を感じる場合）、育児焦燥感（自分の子どもがうまく育
っていないのでは、他者から母親としてネガティブに評価されているのでは、あるい
は、社会から遅れをとってしまうのではないか、などと感じる場合）を使い分けるよ
うにし、これらが複合した漠然とした不安感（このままでは育児の責任をうまく果た
していけないのではないかという気持ち）を表す際に育児不安を用いることにする。 
さて、現代の親が育児不安を抱えがちになる背景には、すでに述べたように近隣社
会、すなわち地域からの孤立、つまり育児孤立感があると考えられるが、それと同時
に、すでに前項で検討した 3 世代家族の減少や高齢の夫婦のみの世帯の増加に見られ
るように、自分の親（子どもから見れば祖父・祖母）との疎遠な関係もその一因であ
ろう。また、専業主婦にとっては、パートナーが仕事のせいで家庭にいる時間が短い
場合、あるいは家事や育児に対して積極的に関与しない場合、育児の責任は自分だけ
に重くのしかかり育児負担感を抱えることになる。言い換えれば、地域の人々との無
縁に加え、人によっては親族からの孤立状態も想定しうる。 
こうした女性が抱えがちな孤立感や負担感の可能性を示唆する調査データとして、
平成 23 年度社会生活基本調査（総務省統計局ホームページ）の中に掲載されている、
子どものいる世帯の夫と妻の行動種類別「総平均時間数」「行動者平均時間」「行動者
率」を挙げることができる。このうち、末子が 6 歳未満の世帯における「有償労働」
「無償労働－家事」「無償労働－育児」に関する結果だけを抜粋したものが、表 1-4 で
ある。 
 
表 1-4 末子が 6 歳未満の世帯における夫婦の仕事と家事・育児にかかわる生活時間等 
  総平均時間数（分） 行動者平均時間（分） 行動者率（%） 
有償労働 
妻 116 398 27.8 
夫 529 648 82.4 
無償労働 
－家事 
妻 227 230 98.9 
夫 18 68 50.2 
無償労働 
－育児 
妻 182 197 92.5 
夫 42 105 34.0 
 
 この表から、まず、有償労働にたずさわっている女性の割合は非常に低いこと、そ
うした女性の労働時間は 6～7 時間程度（男性は 10 時間以上）であることが指摘でき
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る。次に、家事・育児にたずさわっている女性の割合は非常に高く（いずれも 90%以
上）、これに対して男性の割合は非常に低いこと（家事で約 50%、育児で約 35%）が
分かる。言い換えれば、女性のうち半数が家事を一人だけで、女性のうち約 65%が育
児を一人だけで担当していることになる。また、家事に男性が関与している世帯であ
っても、それを担当する平均時間は女性の 3 分の 1（関与の有無を考慮しない総平均
では 10 分の 1 未満）、育児に男性が関与している世帯であっても、それを担当する平
均時間は女性の約 2 分の 1（関与の有無を考慮しない総平均では約 4 分の 1）である。 
 ここから、出産した女性のうちかなり多くが出産後に孤立した状態で育児を開始し、
家事も担当している姿が浮かび上がってくる。特に、出産後から 4 か月児健診に出か
けるおよそ 4 か月間（里子帰り出産の場合はその限りではないが）、1 日の大半を一人
きりで子どもと向き合う女性が多いと言われている。 
筆者は、2000 年から現在まで、神戸市からの委嘱により、神戸市 A 区および B 区
内で新生児訪問指導事業に訪問員として携わっているが、その経験からも、孤立感や
負担感、場合によっては困難感や焦燥感を抱える女性が数多くいることを実感して久
しい。以下の項では、こうした筆者の経験にもとづいて、育児不安におちいり、妊娠
以前あるは出産以前に持っていたパワーを失ってしまった女性の姿を描く。 
 
(4) 妊娠・出産を機にディスパワーされる女性たち 
ここでは、新生児訪問指導で筆者が訪れた数多くの女性の出産直後の様子を描くこ
とを通して、いわゆる育児不安の本質がディスパワーされた状態とどのように結びつ
いているかを考察する。以下に 5 人の女性を事例的に取り上げるが、個人情報保護の
観点から、各エピソードは、事実を忠実に再現したというよりも、筆者が繰り返し出
会う女性たちが示す複数の典型的なパターンを 5 つ選んだ上で、エピソードの内容を
その本質を歪めることなく再構成した事例である。以下、A さん・B さん・C さん・
D さん・E さんの順に、訪問時のエピソードとそれに対する筆者の観察を通した感想
を整理した上で、5 事例を通じて共通に引き出すことのできる育児不安とディスパワ
ー状態との関連性を、他の文献も参照しながら検討する。 
 
【事例 1：A さんのエピソード】 
 山の手にある大規模集合住宅に住む A さんは、夫と生まれたばかりの子どもとの 3
人暮らしの専業主婦である。訪問時、子どもは生後 2 か月を少し過ぎていた。A さん
は、自分が生まれ・育ち・就職した関東で知り合った男性と結婚した。それを機に長
年勤務した会社を辞めている。その後、夫の転勤で夫の実家のある関西に移住する。
夫の母親はすでに他界、夫の父親は存命であった。A さんは、この義父の身の回りの
世話をする必要もあって、夫の実家で暮らすことになった。初めて暮らす関西には、
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周囲に知り合いがほとんどいない。毎日の帰宅時間が深夜になることが珍しくないほ
ど夫は多忙であり、また休日とは名ばかりで仕事に出かけることも多いという。 
子どもの発育・発達等の健診をおこない、その後、A さんの体調や現在の困りごと・
心配事を尋ねたところ、突然、A さんが涙を流しながら、ぽつりぽつりと次のように
話し始めた。 
 
実は私、家族以外の大人の方とこのようにゆっくりお話をするのが 2 か月ぶり 
なんです。毎日毎日、子育てや家事に追われ、出口の見えない中、言いようの 
ない孤独に苛まされながら何とか暮らしています。子どもは可愛いと思います 
が、自分だけが社会から一人取り残されているような感じがずっとしています。 
 
実家は遠方、慣じみのない不案内な土地で、周囲からの支援や友人との交流なども
まったくなく、初めての育児や義父の世話に明け暮れる日々を送る A さんは、孤独な
生活を強いられていたと言っても過言ではない。食欲が湧かないとも言っており、明
らかに表情も暗く顔色も悪かった。2007 年 10 月以降、神戸市では新生児訪問指導に
おいてエジンバラ産後うつ質問票を用いているが（加藤 2009）、当時 A さんにこの質
問票に答えてもらっていたら、要フォローの対象になっていたと思われる。こうした
密室内での息詰まるような孤立感は、育児に向かう意欲・体力を奪ってしまうだけで
なく、生活全般にわたって無気力状態に女性を追い込むのである。 
 
【事例 2：B さんのエピソード】 
 幼稚園教諭として 10 年のキャリアを持つ B さんは、出産を機に退職した。子ども
と長い間かかわってきた経験を自らの子育てにも生かせる自信があったことと、自分
の子どもの成長・発達をこの目でしっかりと見届けたいという気持ちがあったからだ
という。訪問時、子どもは 1 か月半を過ぎた頃であった。訪問すると、開口一番、険
しい表情の B さんがこう切り出した。 
 
子どもが、全然泣き止まないんですよ。毎日毎日、一日中抱っこしているよう 
な状況です。この子、何とかならないんでしょうか？どこか体が悪いんでしょ 
うか？ 
 
その言葉に対して共感とねぎらいの気持ちを表明しながら、子どもの体重を測定し、
授乳の回数やその時の様子、子どもの排泄回数や量をチェックしたところ、母乳不足
の可能性が考えられた。B さんは、妊娠中から、完全母乳で育てたいという気持ちが
強く、連日連夜、母乳を頑張って与えてきていた。しかし、子どもが授乳後も泣きや
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まないため、不眠が続いた上に、家事もままならず、自分の食事もろくに取れず、B
さんは心身ともに疲れ果てており、涙ながらにこう訴えた。 
 
だって、母乳が一番いいんですよね？他のお母さん方も母乳で頑張っているん 
じゃないのですか？幼稚園に勤めていた時の保護者のお母さん方も「ミルクよ 
り母乳で育てたほうがいいのよ」という人が多かったし…。 
 
中規模の集合住宅に子どもと夫との 3 人暮らしの B さん。実家は電車で 20 分程度
の距離にある。つまり、必要があればいつでも実母の支援を受けられる状況であった。
さらに、学生時代からの友人・知人も多く、相談相手にも事欠かない状況であった。
それにもかかわらず、誰にも相談せず、一人で子育てを頑張っていると言う。その理
由を B さんは次のように告白した。 
 
10 年も幼稚園の先生をしていたんだから、夫も私の両親とも、子育てはうま 
くできるはずと思いこんでいるみたいです。まあ、子どもが生まれるまでは、 
子どもを 1 人育てるくらいわけもないと、私自身も思っていました。何とかな 
るだろうと自信があったんです。でも、実際に子どもが生まれて、こんなに大 
変だとは思いませんでした。でも、悩んだり困ったりしても、今さら実母や友 
人に相談はしにくいんです。 
 
育児に自信があった分だけ、現実にうまくいかなかったという事実をなかなか受け
入れられない B さんの気持ちがひしひしと伝わってくる告白である。指導者である自
分が、一般の母親たちが当たり前にこなしていた「泣きやませる」「寝かしつける」が
うまくできないことによる焦燥感と困難感は、さらに自分も眠れないことと相まって
負担感にもつながっている。また、専門職であるがために、素直に他者のサポートを
得られないため、孤立感も深めてしまっている。他人の子どもの養育・教育をうまく
こなせる専門職であっても、母乳育児への過度なこだわりから、「母乳が足りなければ
人工栄養を足す」という当たり前の知恵や工夫が浮かばないほど、B さんは追い詰め
られ疲れ果てていたと言えよう。 
 
【事例 3：C さんのエピソード】 
 瀟洒なデザイナーズマンションに住む C さん。その住まいは、モデルルームのよう
に美しく清潔であった。しかし、人がそこで暮らしているという生活感を欠いていた。
訪問時、子どもは生後 2 か月半過ぎであった。この赤ちゃんと夫との 3 人暮らしで、
実家は遠方にある。夫の収入水準が高く経済的に安定しているため、結婚と同時に 8
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年続けた仕事を辞めた。C さんは有名大学を卒業後、大手企業に勤務。仕事もチーム・
リーダーを任じられるまで頑張ったと言う。また、専業主婦になったからには、育児
や家事をほぼ完璧にこなすことが当然だ・自分にはそれらができていると断言した。
仕事に比べて育児はたやすい、との思い込みが、C さんの言葉の端々から窺えた。 
「今何かお困りのことや気になることはありますか」という質問に対して、「特に困
ったことはないですね。よく寝てくれますから」と自信ありげに答える。しかし、子
どもの健診を続けるうちに、生後 2 か月半を過ぎているにもかかわらず、人と対面し
た時の笑顔やこちらの話しかけに答えるクーイング様の反応がまったく見られず、新
生児期のようなぼんやりした表情のままであることが気になった。訪問業務も終盤に
近づいたため、こちらから「普段はどのように赤ちゃんとお話をされていますか」と
いう質問を投げかけたところ、C さんはとても意外そうな表情で、「えっ。まだ話せな
い子どもと話をするのですか」と言った。子どもとのかかわり方について少しずつ説
明を加えていくうちに、「生まれた時からおとなしい赤ちゃんなので、静かに寝かせる
のが一番よい育児だ」と思い込んでいたという。 
C さんは、A さん・B さんとは違い、孤立感を訴えるわけでもなく、困難感・焦燥
感・負担感も感じさせない。しかし、育児において子どもへの応答的働きかけの重要
性が理解できていない点に大きな問題点を感じた。自分の課題に気づかないことは、
少なくともエンパワーメントにはつながらない。こうした応答性の少ない育児が続き、
後に子どもの発達に問題や遅れが見つかった時、C さんは後悔の念を持つことになる
のではと心配した。 
後日、C さんの子どもは、1 歳 6 か月児健診時に保健師から「発語がほとんどない」
という子どもの言葉の遅れを指摘され、言葉がけの必要性を指導された。C さんはこ
の事実を受け入れることが不本意であったらしく、地域の子育てひろば（第 3 章・第
3 節で述べる神戸大学のサテライト施設）の発達相談員に、保健師への不満という形
で相談を持ちかけている。この時点では、まだ、親としての未熟さを受容できていな
かった。しかし、発達相談員からも言葉の発達を促すようなかかわり等について話を
聞くうちに、C さんは、これまで「子どもが苦手で、自然なかかわりができなかった」
こと、また「誰にも相談できなかったこと」を複数回の相談機会を通して次第に打ち
明けるようになっていった。 
 
【事例 4：D さんのエピソード】 
 大学教員の D さんは、シングルマザー（未婚の母）を選択した。相手（子どもの父
親）は、「父親の名を誰にも明かさないこと」「子どもは認知しない」「今後一切 D さ
んと会わないこと」を条件に、しぶしぶ出産を承諾したという。育児休業取得中の D
さんは、現在、小規模の集合住宅に子どもと 2 人で暮らしている。実家は徒歩圏内に
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あるが、子どもを産むことに D さんの両親は猛反対した。それ以来、気まずい関係に
なっているため、実家との行き来はほとんどない。訪問したのは、子どもが生後 1 か
月半を過ぎた頃であった。化粧気のない顔に悲しそうな表情を浮かべ、子ども抱きか
かえながら、次のように語り始めた。 
 
生まれてから赤ちゃんがずっと泣いているんです。その声を聞くと、どうしよ 
うもなく悲しくなり、私も赤ちゃんと一緒に、夜も昼もずっとずっと泣いてい 
ます。眠れない夜が続いているし、食欲もないし、抱っこしているのにこの子 
は機嫌が悪いし…。私のこと責めているのかも。 
 
涙をこぼしながら弱々しい声で語る D さんであるが、本人によれば、元来の性格は
非常に明るく、面倒見の良い教員として学生にも好かれ、特に自分のゼミの学生たち
は今回の妊娠を喜んでくれ、子どもの顔を見るのを心待ちにしてくれていたと言う。
学生たちの理解があること、また経済的にも安定しているので、ひとり親家庭であっ
ても困ることはないだろうと、自信を持っての決断・出産であった。ところが、いざ
子育てが始まると、子どもは泣き止まず、それに振り回されている自分に気づき、大
きく落ち込んでいた。こうした困難感や焦燥感に加え、一番頼りにしたい実家とは出
産をめぐる関係の悪化で頼ることができないという孤立感や負担感も手伝って、D さ
んは日を追うごとに憔悴していくことになる。 
 
 自分が選んだ道なので、しっかりやっていこうと思っていました。いつか両親 
にも理解してもらい、世間一般にいらっしゃるおじいちゃん・おばあちゃんみ 
たいに、孫を可愛がってもらえるように頑張ろうと思っていました。でも、子 
育てがこんなに辛いとは想像もしていなかった。こんな風に自分が落ち込むと 
は思ってもみなかった。 
 
D さんは教職に従事しながら充実した毎日を送っていたが、これまでの明るく自信
に満ちた自分とは程遠い出産後の「落ち込んだ自分」を受け入れることが困難な様子
であった。自分で選択した生き方であったにも関わらず、子育て最早期の時点で、す
でに大きな挫折感を味わっている。まさに、早期からの支援が必要なディスパワーさ
れた状況であると言えよう。 
 
【事例 5：E さんのエピソード】 
 2 人目の子どもを出産した E さんは、生まればかりの子どもの世話よりも上の子ど
もに手がかかることに苛立ちを覚えていた。訪問時、生まれた子どもは生後 2 か月を
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過ぎていた。E さんと 2 人の子どもたちは、出産後しばらく E さんの実家に里帰りし
ていたが、上の子どもの動きやかんしゃくの激しさとその対応に疲れ果てた E さんの
実母は、子どもたちを連れて自宅に帰るよう E さんに申し入れた。E さんは、今帰っ
たら 2 人ともをうまく育てられるかどうか不安であったが、しぶしぶ自宅に戻ってき
たという。 
 
もうね、毎日、気が狂いそう。上の子どもが激しくて。朝から晩まで上の子に 
「やめなさい！早くしなさい！」って怒鳴ってばかりいるし、そしたら、その 
子は、ぎゃんぎゃん泣くし、近所から虐待しているんじゃないかと疑われそう。
下の子の世話なんて、ゆっくりできなくて、すごくかわいそうなことをしてま 
すよ。 
 
上の子どもはもうすぐ 2 歳の男児。1 歳 6 か月児健診時に、保健師や臨床心理士か
ら、言葉が少し遅いことを指摘されている。このことを E さんは否定しつつも、心の
どこかでは気になっていた。そのような中で、2 人目の子どもの出産・育児が重なっ
た。夫は仕事が忙しいため、帰宅が深夜になることもしばしばであるという。週 1 回
程度の休みの日に、夫は家事を分担したり、上の子どもを連れて外に遊びに行ったり
することが精一杯で、E さんにとって、日頃の育児・家事の負担は重すぎる。 
 
お兄ちゃんは体も大きくなって力も強くなったから、もう家の遊びだけでは満 
足できないみたいなんです。それに自分のしたいことが言葉にできないから、 
よけいにかんしゃくおこすのかな。でもね、こんな小さい赤ちゃんを連れて外 
で長い時間、お兄ちゃんを遊ばせるわけにもいかないし。どうしたらいいんで 
しょうか。親子でストレスを抱えています。私自身もイライラすることも増え 
たし、正直に言うと、あんまり腹が立って、おもわず子どもに手をあげそうに 
なったことが今までに何度かありました。言葉の遅れも気になるし。本当だっ 
たら同じくらいの年頃の子どもたちと遊ばせた方がいいんですよね。気軽に相 
談できるところもないし…。 
 
子どもの成長・発達とともに、親の子どもへのかかわり方も変わってくる。特に自
我の発達が著しい 2 歳前後の子どもにじっくりと向き合うには、親の側に忍耐と根気
が必要である。そうした状況で、下の子どもが生まれたり、夫の家事・育児の分担が
十分でなかったり、身近な支援者がいなかったりする場合、母親が育児にかかわって
負担感や困難感を抱くことは不思議ではない。さらに、子どもの言葉や行動に悩みや
疑問があれば、こうしたネガティブの感情が高まり、さらに母親が追い詰められるこ
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とも考えられる。 
 
以上の事例は決して稀有なものではなく、非常に多くの出産後の女性に共通に見ら
れる姿である。他の助産師もジャーナリストからの取材に対し、筆者の事例と非常に
よく似た出産後間もない女性の様子を語っている（小林 2013：71～73 ページ）：「新
生児訪問に行くと、子どもと二人きりの空間で呆然としている母が多い」「オムツを交
換する時も、母親が赤ちゃんにまったく話しかけずに黙ってまるで作業のようにテキ
パキしている」「具体的にアドバイスしないと行動に移すことができずに、育児ノイロ
ーゼになってしまう」「実家の母が何か教えようとすると、知識だけあって育児がうま
くいかないイライラから『今は昔とは違う』と反発しがちだ」などである。 
事例を通して理解できるのは、育児にかかわる孤立感、負担感、困難感、焦燥感が
相互に深く関連していることである。一人だけで育児をするから自分だけが疲れてし
まうし、一人だけで相談相手がいなからうまく育児ができないし、うまく育児ができ
ないから焦ったりイライラしたりするといったネガティブな感情の連鎖が、育児面や
生活面全般における意欲や自尊心・自信を低減・減衰させていく。言い換えれば、女
性たちの置かれたこうした状態は、自分の行動を自己決定できたり、周囲の状況に対
して積極的にかかわったりできていた妊娠・出産以前の状態から大きく後退している
という点で、まさにディスパワーされた状態にいると判断できる。産後うつ、ひとり
親家庭などといった明らかなリスク要因によるディスパワー状態への移行もあるが、
育児力への過信による子どもの発達への無理解、上の子どもの育児に手を焼いて疲れ
果てる、孤独で周囲からのサポートのない育児環境などからディスパワー状態へ移行
することも決して珍しくない。誰もがいつ育児不安に陥ってもおかしくない時代にな
ってきたのである。 
A さんを訪問した 2000 年頃は、まだ地域子育て支援拠点事業が開始されておらず、
また、A さんの住んでいる地域にはそれに代わるような施設もなかった。全国的にみ
ても当時は月齢の小さい赤ちゃんを連れて気軽に出かけられる場所はほとんどなかっ
た。さらに、A さんの地域で活動している子育てサークルに参加するには、もう少し
子どもが大きくなることと母親が積極的にサークル運営に参加できることが求められ
ていた。結局、A さんには、その後、行政の保健師に電話で相談したり、行政の窓口
に自分から出向いて保健師に相談したりという選択肢しかなかった。小さい赤ちゃん
を連れて公共の交通機関を利用するのは容易なことではない。自宅から徒歩で行ける
範囲に、赤ちゃんや小さい子どもを連れていける場所を、当事者のみならず、筆者の
ような訪問者（支援者）たちも切望していた。 
全国に先駆けて行政が設立した「武蔵野市・0123 吉祥寺」に次いで、NPO による子
育てひろばを横浜市で立ち上げた奥山千鶴子氏も、ひろば立ち上げ以前の自らの専業
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主婦時代を振り返って、次のように述べている（大沢・鈴木 2012：208～216 ページ）：
育児休暇を取る前に課長になったので、課長として復帰したのですが、部下が 7～8
人いて、残業も多く、自分が残業できないという中、一緒に働いている人たちに申し
訳ない気持ちでいっぱいでした。…（中略）…もうこれはちょっと無理だなと、仕事
を上手く引き継いで、復帰後 1 年で辞めました。…（中略）…憧れの専業主婦になれ
ると思いました。しかしそれは間違いでした。それまですごく忙しい毎日でしたから、
抜け殻のようになってしまって、退職サラリーマンみたいな感じだったのでしょうね。
…（中略）…息子を 1 日追いかけ回す日々。そういうことを頭ではわかっていても、
なかなか難しい。…（中略）…公園に行って午前中に帰ってこようと思っても、次か
ら次に子どもたちがきて盛り上がっちゃうと帰れない。…（中略）…みんな子育ては
大変だけど、一緒にいれば、子どもは子ども同士で育ちあう。「お母さんがそんなに口
を出さなくても、子どもは集団で遊べるようになるので大丈夫」と私自身も変わって
きた。…（中略）…専業主婦は、子育てが専業だと言われてしまうと、むしろ不安感
だとか負担感は高くなる。保育園に預けていると、保育園の先生がパートナーとして
共に見てくれているというようなことがありますよね。でも、専業主婦にはそれがな
くて、根なし草というか、何かあった時の拠り所がないという感じです。…（中略）
…自分たちが声をあげていいし、そういう人たちの場を作ってもいいという感じで、
「0123 吉祥寺」みたいなものを横浜に作ろうという動きを作っていきました。…（中
略）…今出たいという時に施設が開いていないと意味がない。そういうふうに思った
ので、すごく常設にこだわりがあった。 
こうした当事者や支援者の求める居場所、すなわち子育てひろばが、比較的身近な
地域に設置されるようになるのは、次の項で整理する子育て支援策の展開における「少
子化社会対策大綱（2004 年）」とそれにもとづく「子ども・子育て応援プラン（2005
年～2009 年）」によって実現される「地域における子育て支援の拠点等の整備及び機
能の充実」の時期を待つことになる。 
 
(5) 子育て支援施策の展開とその構造 
60 年に 1 度めぐってくる「丙午（ひのえうま）」の年に生まれた女児は気性が激し
く長じて結婚すると夫を不幸にしてしまうという迷信があり、人々はこの年の出産を
避ける傾向にある。赤林（2007）によれば、1906 年（丙午）の女子出生数は前年に
比べて約 7%減少し、翌年は 16%増加しているが、避妊方法の普及により、次の丙午
である 1966 年におけるこの変動はさらに大きく、女子出生数は前年に比べて約 25％
減少し、翌年は約 42％増加しているという。この年の合計出生率は 1.58 であったが、
1989 年のそれは、この 1.58 という値を下回った。これが「1.57 ショック」と呼ばれ
る現象である。1990 年以降、出生数ないしは出生率改善を目指して、政府は少子化対
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策に本格的に着手するものの、合計特殊出生率の値は 2005 年の 1.26 まで漸次低下し
続けた。その後、非常に緩やかにではあるが上昇の傾向を見せ、2011 年で 1.39 とな
ったが、この年の出生数は過去最低となっている（内閣府 2012：36 ページ）。 
 長期的に人口を一定水準に維持できる値を人口置換水準と呼ぶが、この値は主に出
生と死亡の多寡で決まるため、出生時あるいは成長途上に死亡する子どもが多かった
時代の人口置換水準は大きく、近年になればなるほど小さくなる。例えば、1975 年に
おける人口置換水準は 2.22 であるが、この年の合計特殊出生率 1.91 は、直近の丙午
の年（1966 年）以降はじめて人口置換率を割り込んでいる。つまり、少なくとも約
40 年前からすでに少子化現象は始まっていたが、人口モメンタムの影響で人口全体は
まだ増加しており、それに気づくのが遅きに失した感は否めない。いずれにせよ、先
に述べたように 1.57 ショックがきっかけとなって、1990 年以降、政府は積極的に少
子化に関する対策や子育て支援対策を策定・実施し始めた。なお、実際に総人口が減
少しはじめたのは、死亡数が出生数を上回った 2004 年からである。 
 また、1990 年は、全国の児童相談所における相談内容の分類種別のうち「養護相談」
に含まれている「虐待」を個別に取り出して、その相談対応件数を公表し始めた年で
もある。この年の虐待に関する相談対応件数は 1,101 件であったが、「児童虐待等の防
止に関する法律」が制定された 2000 年の数年前からは、この件数は劇的に増加し、
2013年7月に厚生労働省が発表した2012年度の虐待に関する相談対応件数（速報値）
は 66,807 件となり、この約 20 年間に 60 倍以上に膨れ上がっている。 
 こうした背景を考慮すると、繰り返しになるが、1990 年前後が、わが国の政府が本
格的に子育て支援施策に乗り出した時期であることは間違いない。そこで 1990 年以
降現在までの子育て支援施策等の流れとその概要を、「平成 24 年度版子ども子育て白
書（内閣府 2012：3～15 ページ）」を参考にしながら整理してみたい。 
 政府による子育て支援策の嚆矢は、1994 年 12 月に文部・厚生・労働・建設の 4 大
臣合意による「今後の子育て支援のための施策の基本的方向について（エンゼルプラ
ン）」に基づいて策定された「緊急保育対策等 5 か年事業（大蔵・厚生・自治の 3 大臣
合意）」である。これによって、保育の量的拡大・低年齢児（0 歳～2 歳）保育・地域
子育て支援センターの整備などが数値目標を掲げて 1999 年度末まで進められた。さ
らに、1999 年 12 月には、少子化対策推進関係閣僚会議が決定した「少子化対策推進
基本方針」とそれに基づく「重点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画につい
て（新エンゼルプラン 2000 年～2004 年度／大蔵・文部・厚生・労働・建設・自治の
6 大臣合意）」が策定された。この新プランは、エンゼルプランにおける緊急保育対策
等 5 か年計画の見直しに加え、雇用・母子保健・相談・教育などに関する事業も含ま
れたより幅広い内容となっている。 
 新エンゼルプランの実施期間最終年度（2004 年度）が近づく 2003 年には、子育て
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支援に関する法律が相次いで成立する。その一つは、少子対策の流れをくむ「少子化
対策基本法（議員立法 2003 年 7 月制定・9 月施行）」であり、いま一つは、家庭や地
域の子育て力の低下に対応すべく、次世代を担う子どもを育成する家庭を社会全体で
支援する観点から制定された「次世代育成支援対策推進法（2003 年 7 月制定・7 月以
降段階的に施行）」である。 
 後者は、地方自治体および企業に対して、2005 年度から 10 年間（2014 年度末まで）
の集中的・積極的な次世代育成にかかわる取組を行動計画として策定し実施すること
を求めるものであった。これに対し、前者は少子化社会において講じられるべき施策
の基本理念の明確化および少子化に的確に対処できる施策の総合的推進をねらった法
律であり、これに基づいて 2004 年 6 月には「少子化社会対策大綱」が少子化社会対
策会議によって閣議決定されている。この大綱では、子どもが健康に育つ社会、子ど
もを生み・育てることに喜びを感じることのできる社会への転換を目指し、「3 つの観
点」「4 つの重点課題」「28 の具体的行動」が提示されている。「3 つの観点」＜4 つの
重点課題＞とは、「自立への希望と力＜若者の自立とたくましい子どもの育ち＞」「不
安と障壁の除去＜仕事と家庭の両立支援と働き方の見直し＞」「子育ての新たな支え合
いと連帯＜生命の大切さ、家庭の役割等についての理解／子育ての新たな支え合いと
連帯＞」であり、これらの枠組みに沿って、28 の具体的行動目標が提起されている（表
1-5 参照）。 
 
表 1-5 少子化社会対策大綱（2004.6）で示された 28 の具体的行動目標 
【重点課題 1】若者の自立とたくましい子どもの育ち 
（1）若者の就労支援に取り組む 
（3）体験を通じ豊かな人間性を育成する 
（2）奨学金の充実を図る 
（4）子どもの学びを支援する 
【重点課題 2】仕事と家庭の両立支援と働き方の見直し 
（5）企業等におけるもう一段の取組を推進する 
（6）育児休業制度等についての取組を推進する 
（7）男性の子育て参加促進のための父親プログラム等を普及する 
（8）労働時間の短縮等仕事と生活の調和のとれた働き方の実現に向けた環境整備を図る 
（9）妊娠・出産しても安心して働き続けられる職場環境の整備を進める 
（10）再就職等を促進する 
【重点課題 3】生命の大切さ、家庭の役割等についての理解 
（11）乳幼児とふれあう機会の充実等を図る 
（12）生命の大切さ、家庭の役割等についての理解を進める 
（13）安心して子どもを生み、育てることができる社会の形成についての理解を進める 
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【重点課題 4】子育ての新たな支え合いと連帯 
A地域における子育て支援 
（14）就学前の児童の教育・保育を充実する 
（15）放課後対策を充実する 
（16）地域における子育て支援の拠点等の整備及び機能の充実を図る 
（17）家庭教育の支援に取り組む 
（18）地域住民の力の活用、民間団体の支援、世代間交流を促進する 
（19）児童虐待防止対策を推進する 
（20）特に支援を必要とする家庭の子育て支援を推進する 
（21）行政サービスの一元化を推進する 
B子どもの健康の支援 
（22）小児医療体制を充実する           （23）子どもの健康を支援する 
C妊娠・出産の支援 
（24）妊娠・出産の支援体制、周産期医療体制を充実する 
（25）不妊治療への支援等に取り組む 
D子育てのための安心、安全な環境 
（26）良質な住宅・居住環境の確保を図る    （27）子育てバリアフリーなどを推進する 
E経済的負担の軽減 
（28）児童手当の充実を図り、税制の在り方の検討を深める 
 
この表を見ると、【重点課題 1】では、子どもや若者が体験なども含めた多様な学び
を通して成長し、最終的には就労を通して社会に貢献するまでの過程全体を支援する
ことが目指されている。学校教育や家庭教育に加えて地域における社会教育やキャリ
ア教育も視野に入れた内容となっている。【重点課題 2】は、いわゆるワーク・ライフ・
バランスにかかわる施策であり、より一層の取組を企業や職場に求める内容、父親プ
ログラムの普及を目指している点が特徴と言える。【重点課題 3】は、次世代を担う子
ども・若者の家庭や育児に関する理解を促す取組であり、【重点課題 1】とともに次世
代の育成をわが国の政府が重視し始めたことを示唆している。【重点課題 4】は、さら
に 4 つの枠組みに分かれており（表中では A～D と表示）、B および C は従来の妊娠・
出産および子どもに対する医療サービス・システムのさらなる充実を、D は生活環境
の整備を、E は子育て家庭への手当の充実と税負担の軽減を目指すものとなっている。
また、【重点課題 4】の中でもっとも多くの行動目標が含まれているのが「A 地域にお
ける子育て支援」である。ここでの行動目標は、地域が支援の主体者であるという考
えに基づいたものではなく、地域ないしは自治体単位で展開される支援が並置されて
いるが、就学前の教育・保育、学童保育、子育て支援拠点、家庭教育の充実や地域に
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おける世代間交流の促進、児童虐待の予防・防止、特別なニーズを家庭への支援、公
的サービスのあり方など多様な行動目標が挙げられている。就学前の教育と就学前の
保育を同じ括りにしている点、家庭教育の充実を挙げている点、特別なニーズを持つ
家庭への支援を明示した点、行政サービスの改善を明示した点が大きな特徴である。 
この少子化社会対策大綱が原型となり、2005 年度からの 5 年間（2009 年度末まで）
の数値目標を掲げた計画が、2004 年 12 月に少子化社会対策会議によって決定された。
それが、「少子化社会対策大綱に基づく具体的実行計画について（子ども・子育て応援
プラン）」であるが、このプランの特徴は、重点課題ごとに 2009 年度までに講ずる施
策と目標（値）を挙げていることに加えて、「子どもが健康に育つ社会」「子どもを生
み、育てることに喜びを感じることができる社会」への転換がどのように進んでいる
のかが検討できるよう、概ね 10 年後を展望した「目指すべき社会の姿」も記されてい
る点にある。 
この時期（2005 年）、前年度に、日本で初めて出生数が死亡数を下回って総人口の
減少が始まったこと、出生数が過去最低となったこと、合計特殊出生率も過去最低に
なったことが明らかとなった。こうした事態に対処し、少子対策の抜本的な拡充・強
化・転換を図るために、少子化社会対策会議は、2006 年 6 月に「新しい少子化対策に
ついて」を決定し、2007 年 12 月には「子どもと家族を応援する日本重点戦略」を取
りまとめた。これらを踏まえて、同会議は 2008 年 12 月に「新しい少子化社会対策大
綱の案の作成方針について」を取りまとめ、さらにこの方針を受けて編成された内閣
府の「ゼロから考える少子化対策プロジェクトチーム」による検討、内閣府の少子化
対策担当政務三役（大臣・副大臣・大臣政務官）で構成された「子ども・子育てビジ
ョン（仮称）検討ワーキングチーム」による検討を経て、2010 年 1 月に閣議決定され
た数値目標も備えた計画（期間は 2010 年～2014 年）が「子ども・子育てビジョン」
である。 
 この計画の大きな特徴は、子どもを中心に施策を組み立てている（チルドレン・フ
ァースト）点、それまでの少子対策中心の施策から子どもと子育てを社会全体で支援
することを重視した施策への転換を図っている点、生活と仕事と子育ての調和を促そ
うとしている点にある。また、「社会全体で子育てを支える（子どもを大切にする／ラ
イフサイクル全体を通じて社会的に支える／地域のネットワークで支える）」という視
点と「希望がかなえられる（生活・子育て・仕事を総合的に支える／格差や貧困を解
消する／持続的で活力のある経済社会が実現する）」が基本的な考え方とされ、「命と
育ちを大切にする」「困っている声に応える」「くらしを支える」が 3 つの大切な姿勢
とされている。さらに、これらを基本理念として、「目指すべき社会の姿への政策 4 本
柱」と「12 の主要施策」という枠組が導出され（表 1-6 参照）、これに依拠して、現
在、具体的な取組が進められている。 
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表 1-6 子ども・子育てビジョン（2010.1）で示された 4 本柱と 12 の主要施策 
1. 子どもの育ちを支え、若者が安心して成長できる社会へ 
（1）子どもを社会全体で支えるとともに教育機会の確保を 
（2）意欲を持って就業と自立に向かえるように 
（3）社会生活に必要なことを学ぶ機会を 
2. 妊娠、出産、子育ての希望が実現できる社会へ 
（4）安心して妊娠・出産できるように 
（5）誰もが希望する幼児教育と保育サービスを受けられるように 
（6）子どもの安全と健康を守り、安心して医療にかかれるように 
（7）ひとり親家庭の子どもが困らないように 
（8）特に支援が必要な子どもが健やかに育つように 
3. 多様なネットワークで子育て力のある地域社会へ 
（9）子育て支援の拠点やネットワークの充実が図られるように 
（10）子どもが住まいやまちの中で安全・安心にくらせるように 
4. 男性も女性も仕事と生活が調和する社会へ（ワーク・ライフ・バランスの実現） 
（11）働き方の見直しを 
（12）仕事と家庭が両立できる職場環境の実現を 
 
表 1-6 に示す 12 の主要施策は具体的な事業等の取組を示しているわけではないが、
これらを手がかりに、現在おこなわれている子育て支援の構造を検討してみる。まず、
「①子どもが安全で安心できる環境の中で成長し、最終的に就業・自立するまで発達
することを支える次世代育成」に相当するものが（1）（2）（3）と（6）（10）であろ
う。出生率向上のために「②結婚・妊娠・出産を促す」施策は（4）、「③孤立した育児
や育児不安を地域の子育て力を向上させることで低減・解消させる」施策は（9）、「④
多様な保育ニーズを満たしながら育児と仕事のバランスを取りながら生活することを
目指す」施策は（5）（11）（12）である。さらに、「⑤ひとり親など特別なニーズを持
つ家庭と子どもへの支援」が（7）（8）の施策となる。支援の構造としては、①～④が、
おおむね子育て家庭のライフステージの変化にともなって異なっていくニーズに対応
する支援（①は子どもの年齢に応じた長期間の取組となっている）であり、ほとんど
の家庭が利用できるユニバーサルな支援であるのに対し、⑤は貧困、ひとり親、障害、
虐待など一定の条件下にある家庭が利用するターゲット支援である。言い換えれば、
1990 年から開始されたわが国の子育て支援の施策は、少子化を食い止める施策・多様
な保育ニーズに対応する施策という限定的な段階から、およそ 20 年間で、子どもと家
庭のライフステージ（発達過程）に沿った取組を充実させる方向性と、家庭ごとに異
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なるニーズに沿った取組を充実させる方向性をもって展開してきたと整理できる。 
 
第 2 節 子育て支援と女性のエンパワーメント 
前節の（3）・（4）において、育児不安の本態を検討すると同時に、主に育児不安に
よって妊娠・出産後に多くの女性がディスパワーの状態に陥りやすいという実態を、
主に新生児訪問指導員としての筆者の実践経験にもとづいて述べた。こうした女性の
ディスパワー状態は、エンパワーメントに関する Rappaport（1987）の簡略な定義で
ある「個人レベルでは人が自分の生活（人生）を自己決定すること、社会レベルでは
人が地域社会での諸活動に民主的に参画すること」とは対照的であり、自分の生活・
人生のあり方を自分で決めていくことは難しく、地域の中で自分の力を発揮させてい
くことはなおさら難しい状態であることは事例からも明らかである。 
こうした事実を踏まえるならば、ディスパワー状態からエンパワーメント状態へと
出産後の女性が変容していくことを支援する施策・取組が講じられてもよいと考える。
本博士研究では、出産後の女性のエンパワーメントに焦点を当て、筆者が構築・実践
する助産師の地域活動を契機とした支援実践の効果を検討することを目的としている。
そこで、まず、このエンパワーメント概念を先行研究にもとづいて整理・検討する。 
 
(1) エンパワーメント概念の検討：過程と結果に関する考察を中心に 
Rappaport（1987）は、上述した簡略な定義に引き続いて、エンパワーメントには
「現実的な社会的影響力・政治的な力・法律上の権限ないし関心」という側面と「個
人的な統制力や影響力といった心理学的な意味」という側面があるとし、エンパワー
メントは個々の市民だけでなく、諸組織や近隣社会にもあてはまる多元的な概念であ
ると述べている。さらに、彼は、「エンパワーメントとは、個人・組織・地域が、自分
たちがかかわる事柄に対する統制力を身につけていく過程ないしはメカニズムである」
としている。あらゆる領域や文脈を包摂する中核理論としてエンパワーメントを位置
づけようとした Rapapport は、この概念を「過程」と見なすことを非常に重視してい
る。しかし、研究者は、それぞれに多様な関心を持っており、その関心に応じて、エ
ンパワーメントという過程によってもたらされた成果としての変数を扱っていること
も事実である。Rapaaport（1987）自身も、実際には、そうした変数の例として、メ
ンタルへルス、学校の成績、社会的有能さ、市民参加、ソーシャルサポート、ソーシ
ャル・ネットワーク、生活の変化、教育的成功、雇用、社会的正義、自己支援、相互
支援などを挙げている。 
Sadan（1997 ：73 ページ）は、エンパワーメント概念を、そのオリジナルな意味
とその後に生じた新しい意味とに分け、前者は「何らかの定められた目標・目的に向
けた行動が可能になること、すなわち法律的に何らかの権限が与えられること」であ
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り、後者は「自らの力で、あるいは、他者の支援を受けて、自分の生活をより明確に
統制できるようになっていくこと」であると整理している。さらに、彼女は「エンパ
ワーメントされること」とは、「過程」であるとともに「結果」であり、外界に対して
影響を与える力を高めていこうとする努力であるとも述べている。さらに、彼女は、
グループのエンパワーメントを含む個人のエンパワーメントと地域のエンパワーメン
トの内実を検討するのに加え、支援者のあり方（支援者と被支援者との対等な関係）
や支援者自身のエンパワーメントについても検討している。 
Perkins & Zimmerman（1995）も、エンパワーメントには、「過程」と「結果」の
双方が含まれており、行為、活動、構造がエンパワーしている過程があり、それがあ
るレベルのエンパワーされた状態に帰結するとしており、エンパワーメント理論を明
確化するためにはこの「過程」と「結果」とを区別することが重要だと述べている。 
以上から、産後の女性のエンパワーメントを論じる時にも、彼女らが自らをエンパ
ワーメントさせていく過程とそれによって到達した結果としてのエンパワーメントさ
れた状態（ある時点で捉えることのできる状態に限定されるが）との弁別に留意する
必要があること、彼女らが自らをエンパワーメントしていく過程に支援者が対等な関
係で関与することの重要性、彼女らの個々人としてのエンパワーメントがピア（グル
ープ）としてのエンパワーメントや近隣地域のエンパワーメントとどのような関係性
を持ちうるのかを考慮することの重要性を導き出すことができる。 
 
(2) 女性教育ないしは成人教育としてのエンパワーメント 
本博士研究では、産後の女性が利用する資源として子育てひろば（地域子育て支援
拠点）を想定しており、そこに子どもを連れて遊びに行くと、自分と同じように幼い
子どもを育てている仲間と交流することになる。交流では、価値観を伝え合う、情報
を交換し合う、育児の方法を観察し合うという学びが自然に生起する。さらに、拠点
では、自らのニーズに応じて、セミナーに参加したり相談援助を受けたりできるが、
それらを通して知識・技能を得るという学びもある。言い換えれば、拠点の利用は、
女性としての学習あるいは成人としての学習という側面を持っている。 
 そこで、女性学習（教育）の分野あるいは成人教育の領域でエンパワーメントがど
のように捉えられているのかを検討してみる。志熊（1997）によると、第 2 次世界大
戦の終結（1945 年）以後、婦人（女性）教育の課題・目標は、ほぼ 15 年を 1 期とし
て、次のように変遷してきたという。すなわち、「近代化に対応するために、女性に対
する教育が重視された時期（1945 年～1960 年）」「社会・経済の変動、主に高度経済
成長にともなう現代化への対応として、婦人学級等を通して自ら考え学ぶ女性が重視
された時期（1960 年～1975 年）」「国際婦人年をきっかけとして、国際化への対応と
女性問題の学習の必要性が顕在化した時期（1975 年～1990 年）」、そして、現在の「男
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女共同参画社会の実現に向けて、女性がエンパワーメントされるような教育・学習が
強調される時期（1990 年～）」である。中村（2004）による「1970 年代以降、アメリ
カにおいて様々な領域で用いられるようになった。日本でこの用語が多く用いられる
ようになったのは 1990 年代以降である」というエンパワーメントの用語に関する記
述からも、この変遷過程はうなずける。しかし、第 2 期における「自ら考え学ぶ女性
の重視」や第 3 期における「国際化への対応と女性問題」の中にも、自分たちの置か
れている問題状況や課題に気づき、その解決策を考えそれに向けて活動することで社
会変革を試みようとする姿勢・気概を読み取ることができる。つまり、内実としての
エンパワーメントはすでに 1960 年代から目指されており、この概念を的確に示す用
語としてのエンパワーメントが近年になって取り入れられたと判断するのが妥当であ
ろう。 
こうした流れに即して言えば、拠点における当事者どうしの交流は、利用者が「今
の自分の置かれた状況は、自分だけの課題ではなく、同じ立場にいる多くの女性と共
通した状況であること」に気づき、「互いに情報や知識・技能あるいは考え方を交換し
ながら相互支援的に」学び、社会的な活動にまでは至らなくとも、少なくとも、「育児
も含めた生活を自らコントロールしていける」力（自信）をつけていく契機を提供す
る可能性は高い。したがって、「拠点は、女性の学習の場、すなわちエンパワーメント
の場になりうる」という前提を置くことに無理はないと考えられる。 
 次に、成人教育の分野におけるエンパワーメント概念を検討する。成人教育の特徴
を示すために、ノールズはアンドラゴジー・モデル（学校等で教師が学習に関する決
定権や責任を持っているペタゴジー・モデルと対比した概念）を提唱したが、そこで
は次のような 4 つの前提ないしは特徴が想定されている（Cranton1992 入江・他訳
2003：18～19 ページ）。すなわち、「学習者の自己概念には自己決定性が含まれる」「学
習者の経験が用いられるべきである」「学習へのレディネスはニーズにもとづくもので
ある」「学習に向かわせるものは生活中心的あるいは問題中心的である」である。ここ
での「学習者」とは、当然「大人」を指し示しているのだが、こうした前提から敷衍
すれば、大人の学習とは、自分の生活にかかわって生じている問題点を自らのニーズ
とし、その充足すなわち問題解決に向けて、学ぶ内容・学ぶ方法・学ぶペースなどを
自ら決定し、自分の学びの成果も自己評価するという一連の過程になる。この過程は、
おおむね「自分の生活（人生）を自己決定すること」「自分の生活を自ら統制すること」
といったエンパワーメント概念との重なりが大きく、成人教育は大人のエンパワーメ
ントを目指す組織的な営みだと考えられる。 
 大人が単独で学ぶこともあるが、一般的には、女性の学習、成人の学習いずれにお
いても、大人が自らをエンパワーメントしていく過程を促すファシリテーター（支援
者、教師、同伴者、伴走者など呼称はさまざまにありうるが）の存在を想定している。
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言い換えれば、学ぼうとする大人が、誰かから何らかの啓発・介入・支援を受けると
いうスタイルが数多くの実践場面で肯定されているのであり、ファシリテーターのあ
り方・役割もまた、後述するように、エンパワーメントという枠組の中で検討される
ことになる。いずれにしても、拠点の利用者は、その利用が学習と結びついていると
いう明確な認識を持ってはいないかもしれないが、拠点で知り合った仲間、拠点のス
タッフ、拠点の相談員、拠点で提供されるプログラムなどの諸資源を、自らのニーズ
に応じて選択しながら、あるいはそうした諸資源の組み合わせを自己決定しながら、
自らのペースで利用していくことによって、育児を含む自分の生活をコントロールし
ていく姿を自己確認できる可能性がある。こうした側面を考えれば、地域子育て支援
拠点は女性のエンパワーメントを導く成人教育の場であると言えよう。 
 
(3) 子育て支援におけるエンパワーメント 
子育て支援の領域においても、エンパワーメントの視点に立った取り組みが近年は
重視されており、そこでは、「社会からの否定的パワーによって、私たちは、生まれな
がらにして持っている個性・感性・生命力・能力に対して自信を失ったり信頼できな
くなったりするが、自らの内に向かって変化を生み出すパワーを身につけ周囲との関
係性を作り直すことによって、それらに対する自信や信頼を取り戻すこと」あるいは
「権力を持たない集団や個人を対象とし、その人々が自分の生活を自分で管理するた
めに必要な、あるいは、自分から他者の生活に何らかの影響を与えるために必要な知
識や技能などを獲得できるよう援助すること」などがエンパワーメントであると河合
（1997）によって紹介されている。ここでは、援助すること、すなわち支援者の側か
らの働きかけもエンパワーメントに含まれている点が特徴的である。 
 以上から、子育て支援における概念も含めて、エンパワーメントは「当事者（学習
者や対象者）の持つ潜在的な能力を開発し、当事者が他者との関係性も含んだ生活を
より豊かなものにしていけるようになる過程、あるいは、当事者がそのような状態に
なること」であり、そのためには「何らかの啓発・介入・支援を受ける場合がある」
と考えることができる。しかしながら、少なくとも地域子育て支援の領域では、いわ
ゆるエンパワーメントの過程がどのように進展していくのか、その質的な違いを含ん
だエンパワーメントの諸段階と、どのような支援によってある段階から次の段階に移
行するのかに関する検討はほとんどなされていない。 
そこで、子育て支援にもっとも近接する領域である男女共同参画の分野および保
健・医療の分野において、女性のエンパワーメントの過程と支援のあり方が段階論と
してどのように把握されているかを検討してみたい。久保田（2005）は、女性のエン
パワーメントを循環的な 5 つの段階で説明しようとした Longwe（2002）の枠組みを
紹介している。それらは、「福祉」「アクセス」「意識向上」「参加」「コントロール」で
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ある。男女共同参画の分野であるため、Longwe は「福祉」を「基本ニーズへの社会
からの応答が男性と同等であるかどうか」で判断される段階、次の「アクセス」は「資
源へのアクセスが男性と平等かどうか」で判断される段階であるとしている。これを、
本博士研究の対象である地域の子育て支援に対応させると、例えば、「育児不安を抱え
る女性が多様な子育てに関する資源から切り離された状態にあることから脱し、一般
の子育て中の女性と同じようにこうした資源を利用して自らのニーズを満たせるよう
になる」ことが「福祉」「アクセス」であろう。次の段階は「意識向上」であるが、Longwe
はこれを「男女間の差別を生みだしている構造に気づくこと」としており、地域子育
て支援の領域では、「育児の大変さ・難しさなどがあるとすれば、それは、社会構造が
男性と育児との結びつけ方・女性と育児との結びつけ方を別々のものとさせているこ
とが原因であることに気づく」ことに相当するであろう。さらに、Longwe の言う「参
加」は「男性と同じように活動・社会参加をすること」、「コントロール」は「男性と
同じように自分の生活のあり方を自己決定・自己統制できること」がその判断基準と
なるが、これを地域子育て支援の文脈で解釈し直せば、「社会参加」が「子育て支援サ
ービスの消費者から転じて、自治会や子育てサークル・拠点などの場で地域活動に参
加すること」、「コントロール」は「子育て支援のサービス・資源の利用も、社会への
参加活動も自分で計画的に選択・決定できること」であろう。 
この段階論に関しては、「エンパワーメントのプロセスを見極め、どの段階にあるか
を判断するのには適切かもしれないが、どのように介入・支援すれば、次の段階に導
くことが可能となるのか、どのようにエンパワーメントを促進できるのかが見えにく
い」（久保田 2005）といった課題も指摘される。しかし、「自分の置かれた状態への気
づき→資源・サービスへのアクセスを通した学び→社会構造の転換への気づき・意欲
→社会的活動への参加と自信→生活の自己決定・自己統制」といった一連の過程は非
常に把握しやすく、子育て支援の分野における産後の女性のエンパワーメント過程を
評価する指標としても利用できると考えられる（本博士研究第 4 章【調査 2】におい
て、この 5 段階を対象者の変容を評価するための指標として活用する）。 
これに対して、保健・医療の分野では、対象者のエンパワーメントを目指して、支
援者側がおこなう「ケア」の内容・その実施方法・その評価法などが、他の関連概念
との関係性も含めてかなり具体的に議論・提示されている。それらは、安梅（2004：
2～48 ページ）によって整理・詳述されているが、この領域では、「すべての人・集団・
社会の潜在能力と可能性を引き出し、それらのウェルビーイングが実現されることに
向けた適切な環境づくり（あらゆる社会資源を再検討し、条件を整備していくこと）
を目指すこと」がケアにおけるエンパワーメントとされている。つまり、「環境整備と
到達すべき状態との関係性」が重視されており、その原則（8 項目）・過程（5 段階）・
評価（3 側面と 6 段階）・類型（3 種類）・関連理論（6 理論）などが体系的に整理され
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ている点が特徴的である。しかし、これらは、いずれもケア提供者側の視点に重点が
置かれている。例えば、エンパワーメントの過程としての 5 段階は、被支援者のニー
ズに応じた支援する側のケアの手順（エンパワーメントの必要性の把握→アセスメン
トとケアプランの作成→＜中略＞→モニタリング・評価）を示すものとなっており、
当事者が力をつけていく過程にはほとんど焦点が当てられていない。 
 
(4) エンパワーメントを導く支援者のあり方 
 エンパワーメントは基本的に自己変容・形成過程であると考えられるが、ディスパ
ワーされた状態にある当事者が、自らに潜在する有能さに積極的に働きかけて力を取
り戻すことはおそらく難しい。また、実際に、既に述べた定義の中には、エンパワー
メントには「支援すること」を含んでいるものもあり、エンパワーメントという文脈
に支援者（ファシリテーター）の存在を明確に位置づけている領域もある。つまり、
対象者のエンパワーメントを促すためには、何らかの具体的な啓発・支援・介入が求
められ、その役割を担うのがファシリテーターとなる。他の分野・領域と同様に、子
育て支援の領域でも、ファシリテーターがどのような構えや態度でもって対象者にア
プローチしていくのか、ファシリテーターがどのような手順や方法を用いて対象者を
支援するのかを検討することはきわめて重要である。 
 この観点は、Rappaport（1987）の重視するエンパワーメントの 3 要素、すなわち
「定義と意味」「条件」「時間経緯」のうち後者 2 つ、すなわち、一定の時間の流れの
中で特定の過程や結果を生じさせる環境の質を明らかにすることにもつながる。言い
換えれば、ファシリテーターによる支援は、エンパワーメントを実現させていくため
の環境のひとつとして重要な機能をはたすのである。 
 では、子育て支援あるいはそれに関連する領域における実践者たちは、こうした役
割ないしは機能を十分に認識したうえで支援を展開しているのであろうか。Lafrance 
& Mailbot（2005）は、カナダの助産師の実情を取り上げ、「彼女らの実践ではエンパ
ワーメント概念が暗黙的に重視されてはいるものの、認識レベルでこの概念を明確に
追及している者はほとんどいない」ことを踏まえ、親に対して適用すべきポジティブ
な態度として、意識的に親のネットワークを把握すること・親に備わっている強みを
活用することの重要性を強調した上で、Dunst らの提起した「親支援のための 12 の
原則」を紹介している。 
 
・ポジティブかつ受容的態度を採用することで支援はより効果を持つ 
・求められるまで待つのでなく積極的に支援を提供していくことで支援はより良く
受け入れられる 
・親にはっきりと自己決定を任せることで支援はより効果を持つ 
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・親が普通の状況ではない（abnormal）という思い込みをしないことで支援はより
効果を持つ 
・自分の課題やニーズを親がどのように捉えているかに合わせることで支援はより
効果を持つ 
・支援によって親が得られる「利益」が親の払う「コスト」を上回るとき支援はよ
り良く受け入れられる 
・親の側にも（支援者に対して）お返しができる（＝相互性）機会があり、そのこ
とを支援者がはっきりと承認するならば支援はより良く受け入れられる 
・親が自分の課題をすぐに解決できそうだ・自分のニーズをすぐに満たせそうだと
感じれば支援はより有益なものとなる 
・専門職のネットワークに変える必要はないことを伝え、普段から持っているネッ
トワーク活用するよう促すことで支援はより効果を持つ 
・ニーズを満たそうとする・課題を解決しようとする時、親と協力や責任（仲間意
識）を分かち合えれば、支援によって親のポジティブな行動が引き出されやすく
なる 
・将来ニーズが生じた時に必要とする援助の程度を低くしておくべく親が技能や方 
 略を身につけられるよう促すことで支援はより有益なものとなる 
・自分の状況が改善されているし、この変化を起こしたのは自分であると親が認識 
 できれば支援はより有益なものとなる 
 
 これらの原則に基づいて一連の支援を受けたあとの親の気持ちを時系列にしたがっ
て代弁すれば、「この支援者は自分に関心をもってくれているようだ」「この支援者は
上から目線でなく、自分のことを対等で温かく見てくれている」「自分の考えや気持ち
をよく聴いてくれ・受け入れてもらえるし、それがどうやら支援者の役にもたってい
るらしい」「あちこち専門職のところへ相談に行かずにすむし、自分のこれまでの知り
合いや仲間を頼って良いみたいだ」「何でもまずは一緒にやろうとしてくれるから、自
信のないことでもやってみようという気になる・行きにくい所でも行ってみようと思
える」「気がついてみたら、自分の困難な状況を良い方向に変えていったのは自分自身
だった気がする」「今後、同じように困ったことがあっても大丈夫と思えるし、もし支
援を受けることがあっても今回ほど長引かないだろうと思う」ということになろう。 
  
 さらに、中村（2004）は、様々な先行研究を概観した上で、多様な分野に共通する
エンパワーメントのファシリテーションに関する原理や態度として以下の 9 点（一部
筆者が改変）をあげている。 
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・外部の人間が「やらせない」こと（内発的動機ないしは必然性が大切） 
・ファシリテーターが個人のパワーを信じそれを見出していること 
・「変化は内側から生じる」「変化は可能」という信念を持つこと 
・傾聴と対話を重視し、ビジョンや行動目標を明確にすること 
・個人に対するファシリテーションとして、共通の課題を抱える他者とのネットワー
ク作りやグループ（組織）への参加を促すこと 
・グループ（組織）にとって自律性や民主性が大切だという価値観をもっていること 
 （対等な立場で自律的・民主的に決められた内容が多くの成員の行動に結びつく） 
・情報が必要だと判断した時は（個人の選択肢として）的確な情報を伝えること 
・ファシリテーター自身が内省的実践家として「いま・ここ」の過程の中で「計画→
実践→評価」のサイクルを繰り返すこと 
・上記 8 つの項目を実現するために、ファシリテーター自身と他者との関係性に敏感
であること 
 
これらの原理または態度は、かかわる相手が個人とグループ・組織との双方を前提
としているが、ほとんどの項目が両者に共通する原理であると考えられる。ただし、5
番目は個人をグループ（組織）につなげることでエンパワーメントを図る場合に当た
り、6 場目はグループ（組織）にかかわるときのファシリテーター側の価値観に限定
されている。 
 
(5) エンパワーメント研究の課題と方向性 
エンパワーメントに関する研究にかかわって筆者が課題と感じるのは、次のような
点である。すなわち、この概念は、個人・グループ・組織・地域などを対象にし、そ
れらの内的な発展的変容の可能性に価値を置きつつ、そうした状態を目指す理論であ
るため、それがカバーしている・カバーできる範囲があまりにも広く、その結果とし
て、この概念が適応される学問分野・領域も広範になってきている。こうした状況で
は、理論としてのエンパワーメント概念が日に日に拡散していく危険性がある。 
この点をどう考えたらよいのかに関しては、「エンパワーメントがより下位の概念に
よって説明できるならば（例えばコントロール感など）、わざわざ『エンパワメント』
という用語を使わなくても自己効力感、自己有能感、内的統制感などという心理学の
概念を用いればよいこととなる。しかし、エンパワメントは『人間尊重』と『平等』
という価値に根差した概念であり、細かい操作的定義ができる概念というよりは、い
わばパラダイムやムーブメントのキーワードとして理解した方がよい」という中村
（2004）の指摘にも見られるように、エンパワーメント概念はいわば人間と人間社会
の well-beingを実現しようとするあらゆる実践とそれに関する学問を包摂するグラン
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ド・セオリーであると捉えることができる。 
したがって、研究面に限れば、エンパワーメントをどう捉えるのか、エンパワーメ
ントをどう支援していくのか、エンパワーメントをどう評価していくのかに関しては、
分野・領域ごとに明確化していき、次の段階として、それらをエンパワーメントとい
う大きな枠組みの中に位置づけていくという方法が妥当ではないかと考える。中村
（2004）も、「エンパワメントの考え方が今後進展していくためには二つの方向性が
あると考える。一つは、ソーシャルワークの分野のように、ある一つの分野の中で、
エンパワメントの概念やアプローチ方法、測定方法などを精緻化していく方向性であ
る。各分野の中で、エンパワメントのプロセスを明らかにし、どのようなファシリテ
ーションがエンパワメントに有効であるかを明らかにすることは、フィールド研究と
して現場に根ざした研究を行う意味で、また現場へのフィードバックとしても役立つ
と思われる」と述べている。 
 
第 3 節 早期から必要とされる子育て支援 
 前節において、妊娠・出産および出産後に一時的にディスパワーされた女性が再度
その力を取り戻すこと、すなわち、エンパワーメント状態に向かうための支援が必要
であることを述べた。さらに、こうした女性のエンパワーメントを導くために必要だ
と思われるファシリテーションのあり方を検討した。妊娠・出産および出産後は、長
い育児期の中では早期にあたるが、本博士研究では、こうした「早期からの支援が必
要である」という前提に立って論を展開したり、具体的に支援の仕組を構想・実践し
たりしている。この節では、なぜ「早期からの支援」が必要なのかを、「(1)ニーズと
支援とのつながり」という観点および、「(2)子どもの加齢に伴って変わるニーズ」と
いう観点から議論する。 
 
(1) ニーズと支援のつながりという観点から 
 すでに本論文のはじめに（第 1 節）で述べたように、「支援を受ける者が、自分に何
らかのニーズが生じた時、それにもっとも適合する具体的援助を、もっとも適切なタ
イミングで、しかも経済的にも心理的にもそれほど大きなコストをかけずに、多様な
選択肢から利用できることが望ましい」という支援の捉え方をすれば、必ずしも「早
期」にこだわる必要はなく、当事者はニーズを感じた時に支援を受ければよい。 
しかし、ニーズと支援とが常に円滑に結びつくわけではないことを、伊藤（2012）
は、次の 4 つのパターンで説明している。すなわち、自分に課題があることに自覚的
ではない「ニーズ潜在パターン」、自分に課題があることは自覚しているが誰に・どこ
に支援を求めたらよいかを知らない「支援資源情報未獲得パターン」、課題があるこ
と・支援の情報も分かっているが何らかの理由から資源にアクセスしない「支援資源
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回避パターン」、課題があり資源にアクセスしたものの本人のニーズに支援内容が合っ
ていない「ニーズ・支援不一致パターン」である。そして、これらのパターンのうち、
最初の 3 つのパターンを防ぐためには、「早期からの支援」が有利だと考えられる。 
 「ニーズ潜在パターン」については、まず、ニーズの顕在化（掘り起こし）が必要
となる。日本では、妊娠が分かると退職をする女性が多いが、そうした女性の中には
自分のニーズに気づかない人が少なからずいることが予測される。小坂・柏木（2007）
は、女性自身が「家庭優先」という考えを持っていることや「夫や夫の親からの反対」
されることが、実際の退職に結びつきやすいことを明らかにしている。特に前者の場
合、知らず知らずのうちに自分のアイデンティティを母親役割にのみ押し込めてしま
う可能性がある。これは、妻や母になること自体が女性のアイデンティティの中核に
なる（岩田 2003）危険性をはらんでおり、個としてのアイデンティティの確立を阻
むものであるが、伝統的性役割観を受容している女性はこの危機には気づきにくい。
こうした女性に気づきを与える時期は、まさに、退職を決心したのとほぼ同時の妊娠
期が適切ではないかと考える。 
 「支援資源情報未獲得パターン」を防ぐためには、早期から数多くの女性に対して
多様な情報が提供されることが望ましい。「自分がこのような状況になった場合はこう
いった資源を利用できる」「子どもがこの程度の月齢・年齢になったらこんな資源を利
用できる」「子どもがこのような状況になった場合はこういった資源を利用できる」な
どを早期から把握していれば、「どこへ・誰のところへ行けばいいのだろう」と逡巡し
ているうちに課題が深刻化するのを予防できるであろう。 
 「資源支援回避パターン」が生じないようにするためには、女性が支援を受けよう
とする時に感じる心理的・経済的コスト（敷居の高さ）を払拭する必要がある。コス
トとは、具体的には「自分の個人情報や自分の窮状を他人にあまり知られたくない」
「交通費がかかる・有料のサービスは受けられない」などである。少なくとも、前者
については、女性が最初につながる支援者のことを安心できる人・信頼できる人と認
識することが重要となる。つまり、早期に出会う支援者を、他人ではなく「自分のこ
とに親身にかかわってくれる信じられる人」と思えば、その支援者が次に紹介する支
援者に対しても信頼を寄せやすく、こうした回避パターンは生じにくくなるであろう。 
 
(2) 子どもの成長に伴って変わるニーズの観点から 
本章・第 1 節において、わが国の子育て支援施策が 1989 年の「1.57 ショック」な
どをきっかけに、主に保育対策・少子対策として推進され始めたものの、その内容が
非常に幅広いものに変化してきたことが特徴点であり、少なくとも現状としては、「結
婚・妊娠・出産を促す取組」「出産後の孤立や育児不安を低減させようとする取組」「多
様な保育ニーズの充足と労働環境・条件の改善を主眼とするワーク・ライフ・バラン
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スを向上させる取組」「安全・安心の中でたくましい子どもの育ちを導こうとする次世
代育成の取組」「特別なニーズを持つ家庭（ひとり親家庭、障害ある子どものいる家庭、
虐待・ネグレクトの危険を抱える家庭など）への取組」といった 5 つの観点から整理
できることを指摘した。 
 これらのうち、最初の 4 つの観点は、子育て家庭のライフステージに伴って異なっ
てくるニーズに応えるための支援、いわば時間軸に対応する支援であるのに対し、最
後の観点は子育て家庭それぞれの事情・状況に応じるための支援、いわば空間軸に対
応する支援であると言える。前者、すなわち時間軸に対応する支援は、当然のことで
あるが、子どもの成長・発達にともなって異なっていく家庭の抱えるニーズ・課題に
応答するものでなければならない。 
例えば、倉石（2013：25～27 ページ）は、日本では 0 歳児から 5 歳児までの子を
持つ親を対象とした子育て講座が比較的充実しているのに対し、4 歳児から 10 歳児ま
でのいわゆる学童期の子を持つ親を対象とした親講座が少ないことを指摘し、その必
要性を論じる際に、「子ども自身の認知能力・社会性の著しい伸びへの対応」「子ども
の主張等に起因する親子関係の大きな変化（しつけのあり方、コミュニケーションの
あり方等）」など、乳幼児期とは異なる親の悩み・ニーズに対応することの重要性を挙
げている。 
 子どもが成長とともに変化していく過程では、各段階に応じた発達課題があり、そ
の課題をクリアすることで次の段階の発達が順次導かれていくという「子どもの発達
段階」があるが、これに対して、子どもの発達に対応しながら適切に養育者の役割を
果たすという「親としての発達段階」が想定できる。さらにこれら二者を統合した考
え方、すなわち、時間とともに変容していく「家族システムの発達論」も成立しうる
であろう。いずれにしても、乳児の段階で多くの家庭に共通する課題が、ある家庭に
おいてうまく解決されないまま時間が推移すると、子どもが幼児期に入った時、その
家庭では、まだ解決されていない乳児期の課題にさらに幼児期特有の課題が累積して
いくことになる。早期から支援につながることは、こうした課題やニーズが蓄積しな
いための予防的機能をもつとともに、最初の課題を乗り越えられたことがその家族の
自信となり、次の課題に向かう構えが整えられることにもつながるであろう。 
さらに、Lafrance & Mailbot（2005）が「エンパワーメントの過程を経ていくうち
に、ある条件において自分のパワーを取り戻した人は、その生活の他の場面でも同じ
ステップを再現する」と述べており、この「他の場面」を「後の時期」または「後の
場面」と置き換えるならば、「早期からの支援」の意義は大きい。つまり、一度主体的
に課題を解決できたという経験を持った女性は、その時にうまく機能したやり方など
をすでに自分のものとしているので、その後、子どもが成長して別の課題に直面して
も、以前のうまく機能した方法をこの新たな課題に対しても応用すると期待できる。
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つまり、早期に支援を受けてうまくいけば、次の時期の課題に対しては、自分からそ
の解決に向かうことが期待できる。この意味で、早期からの支援は、予防的な機能を
もつとともに、対象者のレジリエンシー形成の可能性も有していると考えられる。 
 
第 4 節 助産師活動の変遷と助産師による地域支援活動の可能性 
(1) 助産師の業務・就業の現状 
助産師は、保健師・看護師・准看護師と合わせて、看護職に含まれる医療職者であ
る。助産師、保健師、看護師の免許（資格）を取得するためには国家試験に合格する
ことが必要であり、准看護師の免許（資格）を取得するためには都道府県が実施する
知事試験に合格しなくてはならない。また、2006 年 6 月に成立した「保健師助産師看
護師法第 7 条」により、2007 年 4 月以降、新たに国家試験を受けて保健師・助産師の
資格を得ようとする場合、看護師国家試験に合格していることが条件となった（1951
年に改正された保健婦助産婦看護婦法では、すでに、看護婦の資格を有しなければ助
産師の資格を有することはできないと定められている）。また、同法第 3 条において、
助産師とは「（厚生労働大臣の免許を受けて、）助産又は妊婦、じよく婦若しくは新生
児の保健指導を行うことを業とする女子」と規定されており、さらに、「助産師でない
者は、第 3 条に規定する業をしてはならない（同法 30 条）」とされている。これに対
する違反には罰則規定（第 43 条）があるが、「助産師でない者は、助産師又はこれに
紛らわしい名称を使用してはならない（同法 42 条の 3）」の違反については、罰則規
定が定められていないことから、助産師の仕事は基本的に「業務独占」と解釈できる。 
 日本看護協会出版会（2013）は、2002 年から 2011 年までの就業場所別の助産師数
に関する統計資料を公表しているが、筆者がこれを、就業場所について次のように再
整理した上で作成し直したものが表 1-5 である。すなわち、「保健所」「市町村」を合
わせて「行政関係」、「病院」「診療所」を合わせて「産科医療施設」、助産所にかかわ
っては「開設者」「従事者」「出張のみ」を合わせて「助産所関係」、「社会福祉施設」
「事業所」「看護師等学校養成所・研究機関」を合わせて「その他」とし、「看護師等
学校養成所・研究機関」はそのまま単独で集計しなおした。 
を合わせて「その他」として集計しなおした。 
表 1-5 を見ると、2002 年の時点で、産科医療施設で働く助産師が圧倒的に多く（全
体の 86.0%）、次に助産所関係、その他と続き、行政関係がもっとも少ない（全体の
2.7%）。この就業場所別の就業者数が総就業者数に対して占める比率は、10 年後の
2011 年までほとんど変わっていない。また、2002 年の就業者数を 100 とした場合、
2011 年度の指数は 129.9 となっており、助産師の総就業者数はこの 10 年間で約 3 割
増となっていることが分かる。そこで、その他を除く 4 つの分類ごとに、「増」のみの
指数を算出すると、行政関係は 150.6、看護師等学校養成所・研究機関は 143.0、産科
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医療施設は 131.0、助産所関係は 109.1 となる。ここから、この 10 年間で、比率がも
っとも増えたのは行政関係で働く助産師である。これは、家庭訪問などを中心とする
母子保健領域ないしは地域性を重視する育児支援策の展開にとって、助産師の専門性
が必要とされてきた表れだと思われる。また、次に比率が高いのが看護師等学校養成
所・研究機関であり、ここからは、看護職者の養成機関としての大学・学校等の増加
に伴い、教員として助産師が必要とされてきていることも読み取れる。 
 
 
表 1-5 年次別・就業場所別の助産師就業者数 
年次 
就業者総数 
行政関係 
産科医療 
施設 
助産所 
関係 
看護師等 
学校養所 
研究機関 
その他 
人数 指数 
2002 25,877 100.0 
702 
(2.7) 
22,263 
(86.0) 
1,705  
(6.6) 
960 
(3.7) 
247 
(0.9) 
2003 25,724 99.4 
653 
(2.5) 
22,218 
(86.4) 
1,601 
 (6.2) 
1,020 
(4.0) 
232 
(0.9) 
2004 26,040 100.6 
708 
(2.7) 
22,433 
(86.1) 
1,654 
 (6.4) 
1,048 
(4.0) 
197 
(0.8) 
2005 27,047 104.5 
626 
(2.3) 
23,486 
(86.8) 
1,586 
 (5.9) 
1,190 
(4.4) 
159 
(0.6) 
2006 27,352 105.7 
778 
(2.8) 
23,881 
(87.3) 
1,550 
 (5.7) 
1,027 
(3.8) 
116 
(0.4) 
2007 27,927 107.9 
799 
(2.9) 
24,422 
(87.4) 
1,530 
 (5.5) 
1,061 
(4.1) 
115 
(0.4) 
2008 30,130 116.4 
894 
(3.0) 
26,206 
(87.0) 
1,653 
 (5.5) 
1,223 
(4.1) 
154 
(0.5) 
2009 31,312 121.0 
945 
(3.0) 
27,357 
(87.4) 
1,631 
 (5.2) 
1,249 
(4.0) 
130 
(0.4) 
2010 32,480 125.5 
988 
(3.0) 
28,255 
(87.0) 
1,789 
 (5.5) 
1,298 
(4.0) 
150 
(0.4) 
2011 33,606 129.9 
1,057 
(3.1) 
29,167 
(86.8) 
1,861 
 (5.5) 
1,373 
(4.1) 
148 
(0.4) 
(  )内は% 
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(2) 助産師制度の沿革と助産師活動の変遷 
ここでは、助産師制度と助産師活動の歴史的変遷を、主に杉立（2002：110～122
ページ、200～220 ページ）を参考にしながら整理していくが、必要に応じて他の研究
者による著書等も参照する。 
助産師が、かつて多くの人から「産婆」と呼ばれるようになり、その身分や業務が
確立され始めたのは、明治時代に入ってからである。まず、1868 年（明治元年）の太
政官布達による「産婆取締規則」において、産婆、穏婆（おんば）、洗婆（せんば）、
子取り婆、腰抱きなどそれまでの様々な呼び名が、初めて「産婆」という名称に統一
されるとともに、それ以前に産婆がおこなってきた堕胎および堕胎のための売薬が禁
じられた。その後、1874 年（明治 7 年）には、近代的な医事衛生制度の確立に向けて
「医制」が定められた（東京・大阪・京都の三府にのみ発令された）が、これに含ま
れる産婆に関する 3 つの条文（50 条・51 条・52 条）によって、産婆は免許制となり、
産婆の業務と産科医の業務とが区別された。これによって、明確に、産婆の業務は正
常分娩の介助に限られることとされ、薬剤・産科器械の使用が禁じられた（関口 
1998：53～81 ページ）。 
 さらに、医療職者としての産婆の知識・技能を向上させるため、1875 年（明治 8 年）
以降、西洋式産婆教育が始められた。それまで、体験と伝承を基盤として自分たちの
役割を果たしてきた助産婦を再教育するために、大阪府立病院内（1875 年）、東京府
病院内（1876 年）、新潟医学校内（1879 年）などで補習講義が開始された。その後、
西洋に渡り優れた助産婦活動等を学んで帰国した産科医たちにより、本格的な産婆養
成学校が設立され始める。1980 年代から明治末にかけて、当初の 3 校からはじまり
100 校以上にまで増加した産婆養成所には、未婚のしかも初めてお産について学ぶ若
い女性が集まることとなった（吉村 1992：124～126 ページ）。 
その後、初歩的な近代医学知識を身につけた産婆を全国に配置するという目的のも
と、1899 年（明治 32 年）に制定された「産婆規則」によって、それまで三府に限定
されていた産婆免許が全国的な資格制度となるとともに、それまでになかった産婆の
法的身分、業務内容、試験・登録制度などが規定された。これによって、産婆の資質
水準の統一が全国レベルで図られたことになるが、この時に定められた 3 種の資格制
度（甲種免許：養成教育を受けた新産婆、乙種免許：簡易試験を受けた旧産婆、登録
者：学校を卒業すれば無試験で合格とみなす者）は昭和初期まで続いた（金子 2006）。 
こうした国による一連の政策によって、妊娠・出産は、女性が自然体で臨む生活の
一部としての営みから、国の認める科学的方法・内容を学んだ産婆や産科医によって
指導を受ける営みへと方向転換し始めたと言える（吉村 1992：121～122 ページ）。
しかし、出産の場が基本的に自宅であることは、1960 年代を迎えるまで変わりなく続
いていた。 
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富国強兵政策が破綻し、第 2 次世界大戦が終わってすぐの 1948 年（昭和 23 年）に
制定された「保健婦助産婦看護婦法」では、それまでの「産婆」という呼称が「助産
婦」と改められるとともに、助産婦教育が看護婦教育を受けた後の課程として位置づ
けられることとなった。これ以降、長きにわたり、助産婦の名称や資格等などの制度
には大きな変更は見られなかったが、2002 年（平成 14 年）に、男女で呼称が異なっ
ていた「保健婦・保健士」が「保健師」に、「（准）看護婦・（准）看護士」が「（准）
看護師」に変更になった時に、「助産婦」は「助産師」に改称された。そして、すでに
述べたように、2006 年（平成 18 年）の保健師助産師看護師法によって現行の助産師
制度が整えられたことになる。 
 こうした明治以降の沿革の中で、実に約 100 年にわたって、助産師は地域の「産婆」
として、のちに「開業助産婦」として、陣痛・分娩が始まった家庭に出かけて産婦の
介助をおこなってきた。また、彼女らは、出産前・後も妊婦・褥婦およびその家族（生
まれた新生児も含む）に一貫した継続的ケアを提供しており、地域に密着した活動・
役割を担っていたと言える（福島 2013）。しかし、1960 年代以降、それまでは困難
な出産ケースのみを扱っていた産科医のいる病院や診療所での出産を選択する家庭が
急速に増加していった。表 1-6 は、総務省統計局のホームページに掲載されている統
計表一覧をもとにして、出生場所別出生数の推移（百分率）を、1960 年を境とし前後
合わせて 20 年間に焦点を当てて 5 年きざみで整理したものである。 
 
 表 1-6 出生場所別の出生数の分布（1950 年～1970 年） 
年次 
施設内 
自宅・その他 
総数 病院 診療所 助産所 
1950 4.6 2.9 1.1 0.5 95.4 
1955 17.6 10.8 4.5 2.4 82.4 
1960 50.1 24.4 17.5 8.5 49.9 
1965 84.0 36.8 34.3 12.9 16.0 
1970 96.1 43.3 42.1 10.6 3.9 
 
 この表の網掛け部分を比較すれば、1950 年～1970 年の 20 年間に、自宅・その他に
おける出生と施設における出生とが完全に入れ替わっていることが瞭然である。また、
施設内の「助産所」が 10%前後で安定してきているように見えるが、実際には、1975
年には 7.2%、1980 年には 3.8%と減少している。 
戦後に多くの国で生じたという「自宅分娩から施設分娩へ」という大きな流れの中
で、日本において一時的に助産所における出生率が増加した背景を、松岡（1993）は
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「それまでもっぱら家庭に出向いて出産の介助にあたってきた開業助産婦たちは、自
分たちで共同運営する助産院や、また自宅の一部を入院施設に改造するようになった。
…（中略）…同じ施設分娩でも助産所分娩は病院分娩よりはむしろ、自宅分娩により
近いと考えるほうが妥当であろう。というのは、助産所分娩も自宅分娩も同じ開業助
産師が手がけるものであり、かつて自宅分娩を行っていた助産婦たちが、時代の流れ
に合わせるために助産院での分娩を手がけるようになった」と説明している。助産所
での分娩が自宅分娩により近いものであったとすれば、地域に密着した助産師の活動
は、かろうじて助産所で展開されていたことになるが、1980 年代以降、ほとんどの家
庭は「病院」または「診療所」での出産を選択するようになり（1980 年において 95.7%）、
ほとんどの助産師活動が「病院」「診療所」に限定されるようになった。 
いずれにしても、妊娠・出産という営みは、それが正常な経過をともなうか否かに
かかわらず、病院・診療所にいる医療者の手によって管理されるようになり、こうし
た産科施設で働く助産師の増加をもたらすこととなった。このような状況の中で、助
産師の姿が地域から遠のくことになった。 
 
(3) 地域で求められる助産師の役割・活動 
これまで述べてきたように、1960 年を境に、女性たちは自宅での出産よりも産科施
設（病院や診療所）で出産することを選択し始めた。こうした変化にともなって、多
くの助産師が活動する場は地域から産科施設へとシフトし、いわゆる勤務助産師が増
加していくようになる。こうした変化はすでに表 1-5「年次別・就業場所別の助産師
就業者数」で確認したとおりである。 
では、1960 年以前に見られていた地域を基盤とする助産師活動は、現在、まったく
姿を消してしまったと見るべきなのであろうか、それとも、地域にかかわる助産師活
動は、その姿と機能を変えながらも現在まで連綿と続いていると捉えるべきなのであ
ろうか。地域支援者としての役割、すなわち、妊産婦の自宅に出向いて直接に出産を
介助するという役割をはたしている助産師は、自宅分娩そのものの希少さから現在非
常に少なくなっている。しかし、助産所を開設し、家庭的な雰囲気を大切にしながら、
妊産婦のケア・出産の介助・新生児のケアなどをおこなう助産師数は一定程度維持さ
れている。これは、自宅（家庭）分娩が減少した分、日常から切り離された状況でケ
アを受ける産科施設よりも、家庭に近い状況の助産所を選択する女性が一定数存在す
ることを示している。 
助産所以外で、正確には、開業助産師（助産所を開設する者・出張業務のみの者）
を除いて、助産師が地域にかかわっている業務として挙げられるのは、行政からの委
託を受けて従事する新生児訪問指導・乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事
業）・養育家庭支援訪問事業などの訪問活動、教育機関から依頼を受けて学校等で思春
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期教育・性教育などを担当する講師としての活動、地域子育て支援拠点など子育てひ
ろばの開設・運営活動、そうした子育てひろばでのペアレンティング講座やベビーマ
ッサージなどを担当する講師としての活動、また、地域の様々な場や機会を利用した
相談員としての活動などである。 
かつて、自分が居住する地域の子育て家庭の相談相手であった産婆や助産婦たちは、
現在の勤務助産師のように産科施設での妊婦健診時・出産前後の入院期間中という限
定された時期のみに特化して女性を支援していたわけではない。自宅分娩が当たり前
の時代、彼女たちは、妊娠中から家庭を訪問し、妊婦や胎児の診察やケアをおこない、
妊婦には出産に対する知識を与えたり不安を和らげるように話し相手になったりして
いた。また、分娩開始の兆候が見られると、出産の介助と新生児のケアをおこない、
出産後には、子どもの沐浴や母親の産後ケアのため毎日のように家庭を訪問していた。 
こうした長期にわたる一連の支援は出産をめぐるものだが、さらに時代を遡れば、
彼女ら（特に産婆と呼ばれた支援者たち）は、女性と子どもだけでなくその家族や親
類が参与する様々なライフイベントにも深くかかわっていた。田間（2009）によれば、
取上婆が子どものさまざまな生育儀礼に招待され、生涯「オバア」と呼ばれて親類同
様の扱いを受けたこと、さらに、彼女たちの役割として「呪術者、司祭者としてかか
わる」「生命力を与えるだけでなく、子どもの成長、健康、幸福に一生を通じてかかわ
り守る」ことが重視されていたという。 
こうした地域に密着したかかわりにもっとも近いのは、現在では、助産所を運営す
る助産師あるいはそこに勤める助産師であろうが、家庭を訪問して母子の健康にかか
わる、教育機会を通して子どもの成長にかかわる、子育てひろばなどで母子の成長・
発達や家庭の福祉にかかわるなど、助産師は地域に密着した形で多様な役割を担って
いる。なぜこうした状況が生まれているのかを説明するのは難しいが、近年の母子支
援の文脈においては、多様な側面にまたがる対象者のニーズを総合的に充足していく
ことの必要性が徐々に認識されてきたことと関係しているのではないかと思われる。 
この点に関して、猪飼（2010）は、ヘルスケア（医療）の世界では、1990 年代以
降、それまでの医療提供者側の権威主義や患者の側の忍従的態度が根拠を失い、「生活
の質（QOL）」という概念が現場に深く浸透し重視されるようになったことを踏まえ、
こうした歴史的転換期においては、助産も変化せざるを得ないと指摘する。すなわち、
助産は「私はなぜ産みたいのか」「この子はなぜ生まれようとしているのだろうか」と
いう母子の視線から発せられる問いを共有し、それに応える努力を開始しなければな
らないのではないかと主張している。さらに彼は、助産は、単に子どもが安全に生ま
れることを保障するだけでなく、健やかな親の育児と子の育ちを保障する方向へと、
言い換えれば、女性が妊娠してから母親になってゆく全過程を支援する方向へとシフ
トしていると分析し、課題としては、「こうした役割をはたすための職業的特性を助産
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師が有しているかどうか」「助産師自らが主体的にこうした役割を引き受けようとする
かどうか」であるとする。そして、母親支援においては、助産師には「妊産婦との間
に形成される傾向のある強力な紐帯」ゆえに、他の専門職よりも優れて、こうした役
割をはたせる可能性が高いとしている。この「紐帯」は、本博士研究の第 2 章【調査
1】で明らかにする「信頼関係」とほぼ同義であると思われるが、出産という大きな困
難を一緒に乗り換えた女性と助産師との強力な信頼関係は「女性が母親となってゆく
ことを支援する上で代替の効かない人間関係資本（social capital）となり得る」と彼
は指摘する。これは、助産師を子育て支援の文脈における人的資源として見なすこと
につながる。 
 ここで再度整理すると、女性が親として成長していく過程を総合的に支える最初の
支援者としての助産師が（専門性の限界もあるため、何年にもわたって主たる支援者
にはなりえないと考えられるが）、子育て支援にかかわる有効な地域資源としてみなさ
れつつあり、これはまさに助産師が地域にかかわるための大きな推進力となる。現実
の問題として病院等に勤務している助産師に地域にかかわる時間的な余裕があるとは
思えない。したがって、出産という困難を一緒に乗り越えた助産師とは異なるけれど
も、勤務助産師と同じ資格をもつ地域の助産師が、出産後早期における女性が親とし
て成長していく過程を総合的に支える役割を取ることになる。いずれにしても、子育
て支援の文脈の中で母子やその家族と地域に密着した助産師としてかかわるとは、具
体的にどんな役割を担うことであり、それを実践するためにはどんな資質・有能さが
求められるのであろうか。 
筆者は少なくとも以下に示す仕組や役割（これに対応する資質・能力も必要となる
が）が求められると考えている。まず、対象者の把握、すなわち地域内でこれから出
産する予定の妊婦を同定し産前からその妊婦にアプローチできる仕組が必要である。
次に、産前の時期には「妊婦が多く集まる場（産科施設や両親学級など）で地域の子
育て支援に関する情報、出産・子育てに関する知識を提供する」「妊婦からのニーズに
応じて地域資源に同行・参加する」「妊婦からのニーズに応じて家庭訪問をする」「妊
婦からのニーズに応じて相談援助をおこなう（メール・電話・面談）」などの役割が、
そして、産後の時期には「産前から顔見知りになっている女性の相談（メール・電話・
面談）に応じる」「地域の子育て支援に関する情報・子育てに関する知識を提供する」
「母親からのニーズに応じて家庭訪問をする」「母親のニーズに応じて地域資源（地域
子育て支援拠点や子育てサロン・サークルなど）を紹介したり、そうした場に同行・
参加したりする」といった役割が必要であろう。 
このような一連の流れに沿った地域の助産師による支援に関しては、本論文の第 3
章において、再度、地域子育て支援拠点と連動させたシステムの中で検討する。 
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第 2 章 
助産師がおこなう産後家庭訪問の今日的意義と課題 
－出産した女性が助産師に求める訪問のあり方－【調査 1】 
 
第 1 章・第 4 節では、妊娠期から女性の支援にかかわる助産師の活動ないしは役割
が、分娩の場所が自宅から施設へと変化する 1960 年代を境に、いったんは地域から
遠ざかったこと、しかし、社会全体で子育てを支援していくという機運の高まりやそ
れを実現するための施策の浸透にともなって、助産師はふたたび地域支援活動の担い
手として期待しうることを明らかにした。また、助産師が地域の支援者として、その
期待に的確に応えるために必要とされる、家庭訪問も含む具体的な役割に言及した。 
 そこで、この章では、産後家庭訪問に焦点を当てて、母子保健事業として 1960 年
代から実施されてきた産後の家庭訪問の変化を明らかにしつつ、子育て支援における
助産師活動という観点から、産後家庭訪問の今日的意義とその課題を検討する。具体
的には、ある産科施設で出産した女性を対象とした質問紙調査を通して、産後家庭訪
問サービスを利用した群とそれを利用しなかった群とを比較しながら、産後家庭訪問
の子育て支援としての有用性、訪問してほしいとする職種、助産師による訪問の場合
に期待される役割などを明らかにする。 
 
第 1 節 問題と目的 
少子化に歯止めをかけるという目的で策定された「エンゼルプラン（1995～1999
年度）」および「新エンゼルプラン（2000～2004 年度）」による重点施策の整備に引
き続き、近年大きな社会問題となってきた児童虐待の進行や育児不安の高まりに伴い、
従来は私的な営みであると捉えられてきた育児を社会全体が責任をもって支えていく
という方針「少子化社会対策大綱」が 2004 年 6 月に閣議決定された。これに基づい
て策定された「子ども・子育て応援プラン（2005～2009 年度）」に沿って、様々な子
育て支援施策が展開されてきた。さらに、「子ども・子育てビジョン（2010 年 1 月閣
議決定）」では、「妊娠、出産、子育ての希望が実現できる社会へ」「多様なネットワー
クで子育て力のある地域社会へ」など、母子保健事業に深く関連する領域も主要施策
として盛り込まれている。 
このような政策の流れは、当然、主に周産期（妊娠期および出産後の早期子育て期）
にある家庭の健全さを保障する公的責務を果たしてきた母子保健事業の内容にも少な
からず影響を与え、例えば、妊娠・出産の支援体制や周産期医療体制の確保、不妊治
療への支援、乳児家庭全戸訪問事業等などが重視されるようになってきた。 
ここで、母子保健法で定められ 1961 年以降実施されてきている「新生児訪問指導」
とそのサービス内容が重なっている「乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事
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業）」を取り上げ、それぞれの内容とそれらの関係を整理する。母子保健法第 11 条に
「行政が出産後の早期にある母子へかかわることで、新生児の発育発達や健康状態、生
活環境などを把握した上で、母親に適切な助言や支援を与える」と定められている「新
生児訪問指導」は、母子保健事業全体の実施責任が都道府県から市町村に移譲（同時
に一般財源化）されたのに伴って、他のほとんどの母子保健事業と同様に 1998 年度
以来、市町村が主体となって実施されている。これに対し、乳児家庭全戸訪問事業（こ
んにちは赤ちゃん事業）は、「すべての乳児がいる家庭を訪問し、様々な不安や悩みを
聞き、子育て支援に関する情報提供を行うとともに、母子の心身の状況や養育環境等
の把握および助言を行い、支援が必要な家庭に対し適切なサービス提供に結びつける
ことを通じて、乳児のいる家庭と地域社会をつなぐ最初の機会とすることにより、乳
児家庭の孤立を防ぎ、乳児の健全な育成環境の確保を図る」という目的で、2007 年度
より国が予算化を図った事業であり、その後の児童福祉法（2008 年 11 月一部改正、
2009 年 4 月施行）において第 2 種社会福祉事業として位置づけられた。 
厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課（2009）は、2009 年 3 月通知の「乳児家
庭全戸訪問事業ガイドライン」において、こんにちは赤ちゃん事業と母子保健法にも
とづく訪問指導（主に新生児訪問指導のこと）との関係について、「両事業は法的な位
置づけや、第一義的な目的は異なるものの、いずれも新生児や乳児がいる家庭へのサ
ポートを行うものであり、密接な関係にある。このため、効果的かつ効率的な事業実
施の観点からも、母子保健法にもとづく新生児訪問などの乳児に対する訪問指導を実
施している市町村の判断により、これらの訪問指導などと併せて本事業（こんにちは
赤ちゃん事業）を実施することとして差し支えない」との見解を示している。 
これに応じる形で、全国の自治体は様々にこれらの事業を展開していると思われる
が、中村・石井（2011）は、「新生児訪問指導と乳児家庭全戸訪問事業とを併合して展
開できている自治体、新生児訪問指導を一部拡大し、乳児家庭全戸訪問事業に置き換
えて展開している自治体、同時進行で 2 つの事業を走らせている自治体に分けられそ
うである」と述べている。例えば、神戸市では、従来実施してきた「新生児訪問指導」
を、家庭を訪問する専門職や事業の内容を変えることなく、名称のみを「こんにちは
赤ちゃん事業」と変更している（加藤 2009）。 
 いずれにしても、親の子どもに対するマルトリートメント（虐待とネグレクト）や
近隣からの孤立を防止するという目的を付加された出産後早期におけるすべての家庭
への訪問を目指した事業（以下、「新生児訪問指導」「乳児家庭全戸訪問事業（あるい
は、こんにちは赤ちゃん事業）」を総括して産後家庭訪問と呼ぶ）の実施率（訪問すべ
き対象のうち実際に訪問を受けた割合）は、政府が予算化を図った 2007 年度を境に
高くなってきていると推測される。事実、財団法人母子衛生研究会（2011：65 ページ）
の資料（表 36）によれば、全国で新生児訪問指導、未熟児訪問指導、乳児訪問指導を
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受けた人数は、2005 年度が 467、502 人、2006 年度が 490、575 人、2007 年度が 580、
873 人、2008 年度が 681、682 人と推移しており、2006～2007 年度にかけて約 90 万
人増、2007～2008 年度にかけて約 100 人増となっている。 
このように、従来の母子保健と児童福祉がクロスオーバーした産後家庭訪問という
サービスが幅広く多くの家庭に届けられるようになったことは、子育て支援施策の統
合化という観点からも望ましい動向であるが、その内容や仕組・運用等は各自治体に
任されているのが現状であり、多くの自治体が迷いを抱えながらこのサービスを展開
していると思われる。 
この現状を、中村・石井（2011）は、「乳児家庭全戸訪問事業は平成 19 年に開始さ
れたが、その後、児童福祉法にも書き込まれ、全国市町村事業として展開されている。
また、類似した事業として、母子保健法の規定により古くから実施されている新生児
訪問指導があるが、その棲み分けが明らかでないままに、新たな事業として事業化さ
れたことに問題があり、今回の調査結果をみても、このあたりが明確化されていない。
事業を実践する自治体の現場では、未だに少なからず混乱と困惑が隠せない」と捉え、
関東圏の 4 つの自治体へのインタビュー調査を実施し、乳児家庭全戸訪問事業のあり
方として以下の 5 点にわたる提起をおこなっている：（1）本事業は子ども虐待の防止
が目的という範疇にはとどまらない子育て支援を目的とすべきである。（2）行政機関
が地域の子育てを監視するという家庭訪問に強制力があるようなニュアンスを与える
アプローチは避けなければならない。あくまで、地域での健全な楽しい子育てを推進
するための事業として展開すべきである。（3）地域で生まれた子どもを地域全体で祝
福するという視点を前面に押し出すべきであろう。訪問により、より良い子育てをス
タートさせるという視点が大切であり、「地域があなたの子育てを支える」というメ
ッセージを伝えるべきである。（4）訪問員も医療者に限ろうという意見もあるが、そ
れは地域の実情に合わせればいいと思うし、さまざまな経歴と資格を持つ地域住民の
中からピックアップするのも効果があると思える。要は役割分担を明確にする必要が
ある。訪問員が専門職でないから問題があるとは思えない。返って、専門職でないか
ら気楽に話し相手になれるということもある。（5）家庭を訪問することこそが、目的
であるというかたくなな考えではなく、家庭を訪問されることへの各家庭の抵抗も理
解し、別の方法を組み合わせてサービスを提供する柔軟性を持ち合わせる必要性があ
るように思う。 
この提起は、産後家庭訪問を、あくまで地域で子育てをスタートさせたばかりの家
庭を支えるという「子育て支援の社会化」に即したものにすべきという理念に基づい
ており、筆者も基本的にはこの考え方に同意する。しかし、この提起を全面的に採用
するとすれば、これまで新生児訪問指導によって達成されていた「産後の母子の心身
の健康状態や育児環境、各家庭のニーズを把握した上での専門的助言」という重要な
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サービスが提供できなくなる危険性がある。また、実際に神戸市において新生児訪問
指導に携わる中で、自治体から派遣される専門職とはいえ、見知らぬ他者に訪問を受
けうことに対する家庭の抵抗感も筆者は強く感じていた。 
そこで、周産期にある家庭に対し、まずは母子保健を中心としたサービスを提供し
ながらも、それとほぼ同時に、中村・石井（2011）が指摘した「監視するといった強
制力」「訪問されることの抵抗」を極力排しながらも、「地域が支えるというメッセ
ージ」を伝えたり「気軽な話し相手」を見つける援助をしたりするための「別の方法
を組み合わせてサービスを提供する柔軟性」という要素を包含する支援を案出するこ
と、そして、可能であればそれを自分自身で実践し、さらにその効果を実証してみた
いと筆者は考えていた。本研究の調査実施当時、筆者は「女性が産科施設で妊娠・出
産期に顔見知りになった専門職から、産後早期より専門的支援を受けながらも、徐々
に専門職から離れて、多様な子育て支援資源につながっていく」といった流れの支援
イメージを持っていたが、これが、本博士研究の中心をなす実践のひとつ、すなわち
地域子育て支援拠点を核とする「ペリネイタル・アウトリーチ・サービス」を構想・
実践する契機となった。言い換えれば、妊娠・出産・産後の時期を通して、適切な情
報や助言を与えながら一貫して女性を支援するドゥーラ（doula）という職にある支援
者の実践に近いもの（クラウス・ケネル・クラウス 1996：18～33 ページ）を想定し
ていた。 
そのための第一歩として、筆者が卒業研究（寺村 2004）で取り組んだのが、産後
家庭訪問のあり方を提起するための出産後の家庭を対象としたニーズ調査（本章調査
のこと）であった。この調査を実施した 2003 年頃は、現在ほど新生児訪問指導の普
及率も高くなかった。当時、筆者は神戸市で新生児訪問指導に携わっており、このサ
ービスを希望する第 1 子を生んだ直後の家庭が、全体の半数程度に過ぎないこと知っ
ていた。つまり、この制度が当時は保護者にあまり知られず、十分に活用されていな
かったのであり、その理由は、対象の違い（主に初産婦か経産婦）に応じたサービス
の内容、訪問の時期と回数、訪問者の専門性や職種などについて、サービスを受ける
側の家庭のニーズや要望という観点からの詳細な検討がなされていなかったからだと
判断していた。また、市町村が実施している新生児訪問指導の存在を知らず、また出
産した施設からの産後のフォローがないという状態では、地域との交流も希薄で、近
くに乳児の祖父母が住んでいない核家族の女性は、出産後に孤立した状態で大きな不
安を抱えながら育児を開始せざるを得ないと推測していた。 
そこで、この研究では、産後の家庭が訪問に対して何を求めているかを明らかにす
ることを目的とした。明らかにされたニーズに対応するような訪問事業が再編成・再
構成できれば、このサービスの実施率は向上し、その結果として産後の育児家庭の悩
みや不安が低減されると考えていたのである。また、この研究で得られた知見は、「新
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生児訪問指導」と「乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）」が統合的に実
施されるようになった現在の産後家庭訪問のあり方を検討するためにも一定の意義を
有していると考えられる。このような理由から、当時の卒業論文に若干の再分析と修
正を加えた上で、本博士研究の第 2 章として位置づけることとした。 
 あらためて本章研究の目的を述べれば、産後の家庭を対象とし、初産婦・経産婦別
に、（1）産後の時間経過に伴って現れる育児上の不安や困難、（2）専門職による家庭
訪問の希望の有無→希望する場合、その理由と希望する時期・訪問者の属性・サービ
ス内容、（3）新生児訪問指導の認知度、利用の有無、利用後の評価、（4）出産した産
科施設からの訪問希望の有無→希望する場合、その理由、を明らかにすることを通し
て、サービス利用者の立場から、産後家庭訪問のあり方を検討・提起することである。 
 
第 2 節 研究方法 
上述の諸点を明らかにするために、質問紙調査を計画・実施した。調査票の配布お
よび回収は郵送によった。調査対象は、兵庫県 A 市で開業している B 産婦人科医院で
出産した女性（母親）から抽出した。抽出基準を、2003 年 1 月 1 日から 9 月 30 日の
間に、B 産婦人科医院で出産し、母子ともに異常なく退院した母親とした。その結果、
抽出された調査対象は 363 名となった。当該医院からの協力を得て、調査対象となっ
た母親の氏名・住所に関する情報を得た。調査期間は 2003 年 9 月 19 日～10 月 17 日
までとした。 
 
(1) 調査内容 
以下の順に、各質問項目を質問票に配置した：①対象者の属性をたずねる質問群（年
齢、初産か経産か、出産後の経過月数、居住地、家族形態）、②就労状況と育児・家事
の協力者、③育児の状況（育児不安・困難の有無とその内容）、④産後家庭訪問に関す
る質問（希望の有無、希望する理由、希望する時期、希望する訪問者、希望する支援
の内容）、⑤新生児訪問指導に関する質問（認知度、利用の有無、利用後の評価）、⑥
出産した医院からの家庭訪問に関する質問（希望の有無、希望する理由）。なお、下線
部は自由記述で回答を求めている。 
 
(2) 倫理的配慮 
 調査票のフェイスシートには、「氏名・住所のリストは B 産婦人科医院より提供さ
れたものであり、このリストは調査期間終了後にシュレッダーにより廃棄処分するこ
と」「調査は無記名で実施するのに加え、調査票への回答は個人的に処理されるのでは
なく全体傾向として統計的に処理されること」「回答したくない項目に関しては回答し
なくてもよいこと」を記載した。 
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(3) 分析対象データ 
 郵送総数 363 名中、調査期間内に返送された調査票は 231 名分（回収率は 63.6%）
であった。回答内容等を慎重にチェックしたが、不適切な調査票はまったくなく、こ
の 231 名分のデータを有効回答として分析対象とした。 
 
(4) 分析方法 
 各質問項目には、①選択肢から選択を求める形式、②「その他」を選択後にその具
体的な内容について記述を求める形式、③選択肢を選んだ理由について記述を求める
形式が含まれている。①の形式については、基本統計量として頻度分布を算出（年齢
のみ平均値と標準偏差を算出）し、②および③については、記述内容を分類しカウン
トした。基本的には初産婦群と経産婦群に分けて分析をおこなった。なお、①に関す
る統計処理は SPSS Ver.17.0J for Windows を利用した。 
 
第 3 節 結果と考察 
(1) 対象者の属性（標本の特性） 
 表 2-1 は、有効回答者数、平均年齢（レンジ）、出産後の経過月数、家族形態（経産
婦の場合は子どもの数）を、初産婦・経産婦別に集計した結果である。 
全有効回答者数に占める初産婦と経産婦の割合は半数ずつに近く（約53%と約47%）、
平均年齢およびその範囲にもほとんど違いがない。ただし、5 歳区分で集計した年齢
分布から分かるように、初産婦では 25 歳以上 30 歳未満のグループが全体に占める割
合が最も多いのに対し、経産婦では 30 歳以上 35 歳未満のグループが全体に占める割
合が最も多くなっている。また、出産後の経過月数については、いわゆる 3～4 か月健
診を基準とし、5 か月未満までは 1 か月ごとに、5 か月以上は一括してグループ化しカ
ウントした。その結果、全有効回答者数に占める健診時期までの子どもを持つ母親と
健診時期を過ぎた子どもを持つ母親の割合は半数ずつに近く（約 55%と約 44%）なっ
ている。家族形態については、初産婦と経産婦ともに 90%以上が核家族であった。 
以上から、この調査の分析対象は、20 歳から 40 歳まで（25 歳以上 35 歳未満が中
心）の核家族における母親であり、第一子が健診時期以前、第一子が健診時期以後、
第二子（あるいはそれ以降の子ども）が健診時期以前、第二子（あるいはそれ以降の
子ども）が健診時期以後のケースがほぼ四分の一ずつであることが確認できた。 
 
(2) 就業状況と家事・育児の協力者 
 表 2-2 は、回答者の就業状況および家事・育児の協力者の有無を、初産婦・経産婦
別に集計した結果である。生まれた子どもが第一子か第二子以降かにかかわらず、出
産後 8 か月までの間にほとんどの母親は就業していないことが明らかになった。仕事
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を持っていても、調査時点で「育児休業中」であった母親の数を「仕事なし」の母親
の数と合わせると、約 97%が未就業となる。ただし、初産婦のほうが経産婦に比べて
仕事を持っている割合が 10%程度高いことも見て取れる。そこで、「仕事の有・無」
と「初産婦・経産婦」で構成される 4 つのセルに含まれる度数を対象にカイ自乗分析
をおこなったところ、χ2=4.169（df=1 p<.041）が得られ、初産婦のほうが経産婦に
比べて仕事を持っている率が高いことが明らかにされた。 
 
表 2-1 回答者の属性に関する集計結果（初産婦・経産婦別） 
 初産婦 経産婦 合計 
有効回答者数 123（53.2%） 108（46.8%） 231（100.0%） 
平均年齢 
（レンジ） 
28.8 歳 
（19 歳～39 歳） 
30.8 歳 
（21 歳～37 歳） 
29.7 歳 
（19 歳～39 歳） 
年齢の分布 【計 123】 【計 108】 【計 231】 
20 歳未満 
～25 歳未満 
～30 歳未満 
～35 歳未満 
～40 歳未満 
2（1.6%） 
10（8.1%） 
56（45.6%） 
49（39.8%） 
6（4.9%） 
0（0.0%） 
4（3.7%） 
29（26.9%） 
62（57.4%） 
13（12.0%） 
2（8.7%） 
14（6.1%） 
85（36.8%） 
111（48.1%） 
19（8.2%） 
出産後の経過月数 【計 123】 【計 108】 【計 231】 
1 か月未満 
～2 か月未満 
～3 か月未満 
～4 か月未満 
～5 か月未満 
～8 か月未満 
19（15.4%） 
15（12.2%） 
9（7.3%） 
9（7.3%） 
18（14.6%） 
53（43.1%） 
14（13.0%） 
11（10.2%） 
9（8.3%） 
14（13.0%） 
11（10.2%） 
49（45.4%） 
33（14.3%） 
26（11.3%） 
18（7.8%） 
23（9.6%） 
29（12.6%） 
102（44.2%） 
家族形態 【計 123】 【計 108】 【計 231】 
核家族（含母子世帯） 
三世代家族 
その他 
116（94.3%） 
6（4.9%） 
1（0.8%） 
101（93.5%） 
6（5.6%） 
1（0.9%） 
217（93.9%） 
12（5.2%） 
2（0.9%） 
 
この結果は、1997 年に東京都内で実施された産後 4 か月までの女性を対象とした調
査（河田・杉下・佐藤 2004）における結果（「就業あり」は全体の約 20%）と同じ傾
向にある。また、平成 23 年版子ども・子育て白書（内閣府 2011：37 ページ）には、
「出産前に仕事をしていた女性の約 6 割が出産を機に退職している。…（中略）…出
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産前後で継続就労をしている女性の割合は、この 20 年間ほとんど変化していない」と
記述されている。しかし、2007 年に鳥取県内で実施された産後 1 か月の女性を対象に 
 
表 2-2 就業状況と家事・育児の協力者に関する集計結果（初産婦・経産婦別） 
 初産婦 経産婦 合計 
就業の状況 【計 123】 【計 108】 【計 231】 
 仕事あり 
 
 
仕事なし 
33（26.8%） 
内訳：30 育休中 
   3 就業中 
90（73.2%） 
17（15.7%） 
内訳：14 育休中 
  3 就業中 
91（84.5%） 
50（21.6%） 
内訳：44 育休中 
6 就業中 
181（78.4%） 
協力者の有無 【計 123】 【計 108】 【計 231】 
あり 
なし 
84（68.3%） 
39（31.7%） 
82（75.9%） 
26（24.1%） 
166（71.9%） 
65（28.1%） 
 
表 2-3 家事・育児の協力者が「誰か」に関する分類・集計結果（初産婦・経産婦別） 
初産婦（N=84） 経産婦(N=82) 合計(N=166) 
自分の実家の家族 
55（65.5%） 
自分の実家の家族 
49（59.8%） 
自分の実家の家族 
104（62.7%） 
夫 
13（15.5%） 
夫 
19（23.2%） 
夫 
32（19.3%） 
夫の実家の家族 
5（6.0%） 
夫の実家の家族 
13（15.9%） 
夫の実家の家族 
18（10.8%） 
双方の実家の家族 
5（6.0%） 
双方の実家の家族 
9（11.0%） 
双方の実家の家族 
14（8.4.0%） 
その他・無回答 
3（3.6%） 
その他・無回答 
8（9.8%） 
その他・無回答 
11（6.6%） 
＊初産婦は 2 人以上の協力者を記述していないので、その総回答数は 84 となっている。経産婦は複数の
協力者を記述しているので、その総回答数は 98 となる。なお、選択率を算出する際の分母はすべて N
（84、82 および 166）とした。 
 
した調査（秦・長田・藤田・西村 2009）では、「就業あり」の割合は全体の約 35%と
なっている。この違いが、年代によるものなのか地域差によるものかは不明である。 
育児や家事について協力者がいるかどうかに関しては、生まれた子どもが第一子か
第二子以降かにかかわらず、約 70%の母親が「協力者がいる」と回答している。ただ
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し、初産婦と経産婦とを比べると、若干経産婦のほうがその割合が高いことが見て取
れる。そこで、「協力者の有・無」と「初産婦・経産婦」で構成される 4 つのセルに含
まれる度数を対象にカイ自乗分析をおこなったところ、χ2=1.657（df=1 p<.198）が
得られ、度数の分布に有意な偏りがないことが明らかにされた。 
「協力者がいる」と回答した場合、その協力者が「誰であるか」を自由記述するよ
う求めた。その結果を表 2-3 に示す。この表から、初産婦に関しては、主に自分の実
家および夫をソーシャルサポート源として利用していることが分かる。経産婦につい
ても、基本的には初産婦と同様の傾向が示されているが、経産婦は、さらに夫の実家
やや両方の実家の協力を得る者の割合が増えており、複数回の出産経験がソーシャル
サポート源の広がりに関係していることが推測できる。 
 
(3) 育児の状況（育児不安・困難の有無とその内容） 
表 2-4 は、育児に対する不安や困難を現在感じているかどうかをたずねた結果を、
初産婦・経産婦別に集計した結果である。大日向（2002）は、育児不安を「子育てに
適切にかかわれないほどに強い不安を抱いている状態」と定義しているが、今回の調
査で用いた「育児に対する不安や困難」は、育児に対する具体的な悩み・心配事・困
り事という意味で使用した。この問いに引き続いて、具体的な不安や困難を示す選択
肢を配置してあるので、回答者は、不安や困難をこのような意味だと理解した上で回
答していると想定している。 
 
表 2-4 育児不安・困難の有無に関する集計結果（初産婦・経産婦別） 
初産婦（N=123） 経産婦(N=108) 合計(N=231) 
ある 107（87.0%） 
ない 16（13.0%） 
ある 68（63.0%） 
ない 40（37.0%） 
ある 175（75.8%） 
ない 56（24.2%） 
 
この表から、初産婦のほうが経産婦よりも育児に関して不安や困難を感じている者
の割合が多いことがうかがえる。そこで、そこで、「不安・困難の有・無」と「初産婦・
経産婦」で構成される 4 つのセルに含まれる度数を対象にカイ自乗分析をおこなった
ところ、χ2=18.079（df=1 p<.000）が得られ、初産婦のほうが経産婦に比べて有意に
育児に関する不安や困難を感じている者の割合が多いことが明らかにされた。 
 以下は、初産婦および経産婦がどのような不安や困難（以下、「不安」と一括する）
を具体的に感じているかについて、用意した選択肢（複数選択可）ごとにその選択数・
選択率を集計した。なお、選択率を算出するときの分母は、不安や困難の「ある」「な
し」にかかわらず、すべての回答者数とした。すなわち、初産婦の場合は 123、経産
婦の場合は 108 を分母とした。 
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＜子どもに関する不安＞ 
まずは、子どもに関する不安についての集計結果を、「A 栄養」「B 発育・発達」「C
病気」「D 機嫌等」「E 生活」「F 予防接種等」に分けて示す（表 2-5～表 2-10）。 
 
表 2-5 「A 栄養に関する不安」の集計結果（初産婦・経産婦別） 
 
母乳の 
回数・量 
授乳の方法 
ミルクの 
回数・量 
離乳食 計 
初産婦 
経産婦 
45（36.6%） 
22（20.4%） 
5（4.1%） 
1（0.9%） 
11（8.9%） 
3（2.8%） 
34（27.6%） 
10（9.3%） 
95（77.2%） 
36（33.3%） 
 
 「栄養」に関しては、初産婦のうち約 80%が、経産婦のうちの三人に一人が不安に
感じていることが明らかにされた。さらに、その内訳から、母乳の量・回数について
は、初産婦・経産婦ともに比較的多くの者が不安を感じていること、離乳食について
は、初産婦・経産婦ともに一定の割合の母親が不安に感じてはいるものの、その割合
は初産婦が経産婦の 2 倍以上であることが特徴的な結果であると言えよう。 
 「発育・発達」に関しては、初産婦のうち約 50%が、経産婦のうち約 10%が不安に
感じていることが明らかにされた。さらに、その内訳をみると、初産婦の場合は、子
どもの顔の形を気にする母親がかなりの程度いること、体重を気にする母親が一定程
度いることが特徴的な結果であると言えよう。 
 
表 2-6 「B 発育・発達に関する不安」の集計結果（初産婦・経産婦別） 
 体重 身長 顔の形 首のすわり 計 
初産婦 16（13.0%） 5（4.1%） 32（26.0%） 7（5.7%） 60（48.8%） 
経産婦 4（3.7%） 1（0.9%） 7（6.5%） 0（0.0%） 12（11.1%） 
 
表 2-7 「C 病気に関する不安」の集計結果（初産婦・経産婦別） 
 嘔吐 黄疸 湿疹 アトピー 便秘 計 
初産婦 9（7.3%） 7（5.7%） 26（21.1%） 7（5.7%） 9（7.3%） 58（47.2%） 
経産婦 0（0.0%） 2（1.9%） 9（8.3%） 6（5.6%） 8（7.4%） 25（23.1%） 
 
「病気」に関しては、初産婦のうち約 50%弱が、経産婦のうちの約 25%弱が不安に
感じていることが明らかにされた。さらに、その内訳をみると、初産婦の場合は、五
人に一人が湿疹について不安であること、それ以外の体調不良等についても 5%～7%
の範囲で不安に感じていることがうかがえる。これに対し、経産婦の場合、湿疹・ア
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トピー・便秘については一定の割合（10%未満）の者が不安を感じてはいるものの、
嘔吐および黄疸について不安を感じている者はほとんどいないことが特徴的な結果で
ある。 
 
表 2-8 「D 機嫌等に関する不安」の集計結果（初産婦・経産婦別） 
 機嫌の悪さ 夜泣き 寝つきの悪さ 計 
初産婦 12（9.8%） 18（14.6%） 27（22.0%） 57（46.3%） 
経産婦 1（0.9%） 3（2.8%） 2（1.9%） 6（5.6%） 
 
「機嫌等」に関しては、初産婦のうち約半数が不安に感じている一方、経産婦のう
ちでそれを不安に感じている者はごく少数である。さらに、その内訳をみると、初産
婦の場合は、ほぼ五人に一人が寝つきの悪さを気にしており、夜泣き・機嫌の悪さに
悩まされている初産婦も一定の割合（10%～15%）で存在することが明らかにされた
と言えよう。 
 
表 2-9 「E 生活に関する不安」の集計結果（初産婦・経産婦別） 
 お風呂 衣服 寝具 室温 計 
初産婦 13（10.6%） 19（15.4%） 7（5.7%） 18（14.6%） 57（46.3%） 
経産婦 5（4.6%） 4（3.7%） 0（0.0%） 2（1.9%） 11（10.2%） 
 
 「生活」に関しては、初産婦のうち約半数が不安に感じている一方、経産婦のうち
でそれを不安に感じている者は約 10%に過ぎない。また、その内訳から、初産婦は、
お風呂・衣服・室温などに一定の割合（10%～15%）で不安を感じているのに対し、
経産婦は 4 つの選択肢いずれに対しても不安を感じる者の割合は少なく、室温や寝具
について不安を感じている者はほとんどいないことが特徴的な結果である。 
 
表 2-10 「E 予防接種等に関する不安」の集計結果（初産婦・経産婦別） 
 予防接種 乳児検診 その他 計 
初産婦 26（21.1%） 8（6.5%） 12（9.8%） 46（37.4%） 
経産婦 3（2.8%） 0（0.0%） 7（6.5%） 10（9.3%） 
 
「予防接種等」に関しては、初産婦のうち約 40%弱が不安に感じている一方、経産
婦のうちでそれを不安に感じている者は約 10%に過ぎない。また、その内訳から、初
産婦は乳児健診よりも予防接種に不安を感じていること、これに対し、経産婦は予防
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接種にも乳児検診にも不安を感じている者はほとんどいなことが特徴的な結果である。 
なお、「その他」の具体的な内容として、初産婦が、「赤ちゃんとの遊び方（2 人）」
「おもちゃ」「断乳」「哺乳びん嫌い」「授乳時のゼ−ゼ−音と過呼吸」「下痢と血便」「紙
おむつの使い方」「夜中に何度も起きるのに昼寝をしない」「先天性股関節脱臼」「歯の
手入れ」「夫の協力が少ない」を挙げており、経産婦は、「耳の形」「夜間の授乳が続く」
「よく泣く」「食物アレルギー」「成長が早すぎる」「風邪について」「便が水っぽい」
を挙げていた。 
＜母親自身に関する不安＞ 
ここでは、母親自身に関する不安についての集計結果を、「G 母（自身）のからだ」
「H 母（自身）の気分」に分けて示す（表 2-11～表 2-12）。 
「母（自身）のからだ」に関しては、初産婦の 70%以上が、経産婦の約 55%が不安
を感じている。また、初産婦、経産婦ともに、20%程度の者が睡眠不足や疲労感に悩
んでいることが読み取れる。乳房については、初産婦の選択率が経産婦のそれよりも
7%程度高くなっている。疲労感については、二人以上の子どもを同時に育てている経
産婦の選択率も初産婦と同程度であることが特徴的な結果だと言えよう。 
 
表 2-11 「G 母のからだに関する不安」の集計結果（初産婦・経産婦別） 
 乳房 悪露 疲労感 睡眠不足 計 
初産婦 26（21.1%） 6（4.9%） 26（21.1%） 32（26.0%） 90（73.2%） 
経産婦 14（13.0%） 2（1.9%） 22（20.4%） 21（19.4%） 59（54.6%） 
 
表 2-12 「H 母の気分に関する不安」の集計結果（初産婦・経産婦別） 
 イライラ 落ち込み その他 計 
初産婦 24（19.5%） 21（17.1%） 13（10.6%） 58（47.2%） 
経産婦 18（16.7%） 9（8.3%） 3（2.8%） 30（27.8%） 
 
 「母（自身）の気分」に関しては、初産婦の約 50%弱が、経産婦の約 30%弱が不安
を感じている。イライラに関しては、初産婦と経産婦の間に大きな差は見られないが、
気分の落ち込みに関しては、初産婦の選択率が経産婦のそれよりも約 2 倍になってい
る点が特徴的な結果だと言えよう。 
 なお、「その他」の具体的な内容として、初産婦が「生理がこない」「後陣痛か腰痛
かわからない」「卒乳の時期」「便秘」「生理様出血」「生理の再来の時期」「帝王切開の
傷」「自分の時間の使い方」「ストレスがたまっている」「赤ちゃんへの接し方」「きち
んと育児ができない」「何かあった時に冷静に対処できるか」を、経産婦は「仕事と育
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児の両立」「体重・体型」「産後無理したことによる更年期障害」を挙げている。 
＜子ども・母親自身以外の不安＞ 
ここでは、「子どもに関する不安」および「母親自身に関する」以外の不安に関する
集計結果を、「I その他」として表 2-13 に示す。 
 
表 2-13 「I その他の不安」の集計結果（初産婦・経産婦別） 
 
上の子ども
のこと 
保育所 
のこと 
育児の 
相談相手が
いない 
育児・家事
の協力者が
いない 
その他 計 
初産婦 
経産婦 
― 
52（48.1%） 
18（14 .6 %） 
5（4.6%） 
5（4.1%） 
0（0 .0%） 
7（5.7%） 
3（2.8%） 
5（4.1%） 
2（1.9%） 
35（28.5%） 
62（57.4%） 
 
経産婦のうち約 60%が選択したのは、「上の子どものこと」であり、経産婦の約半
数が年長のきょうだいに関して何らかの悩みを感じていることが読み取れる。「保育所
のこと」に関しては、初産婦のうち約 15%が不安に感じているが、経産婦はそれをあ
まり不安に感じてはいない。 
 なお、「その他」の具体的な内容として、初産婦が、「しつけのこと（2 人）」「実母
との育児方法の相違」「同じ月齢の子どもがいる母親との交流がない（2 人）」を挙げ
ており、経産婦は、「夫と上の子どもの生活リズムがばらばらで、夫をあてにできない」
「夫の帰りが遅くほとんど一人で育児をしている」を挙げている。 
 
(4) 育児の不安・困難に関する「出産後経過月数」別の分析 
 ここまでは、育児の不安・困難について「初産婦・経産婦」別に分析・検討してき
たが、ここでは、これを「出産後経過月数」別という観点も加えて再分析する。「出産
後経過月数」別と「初産婦・経産婦」別を組み合わせて育児の不安・困難を集計し直
した結果を表 2-14 に示す。 
 まず、回答者数の合計に着目すると、初産婦 123 名のうちで、不安・困難の選択肢
を選んだ女性の数は 107 人（87.0%）であったのに対し、経産婦 108 名のうちで、不
安・困難の選択肢を選んだ女性の数は 68 人（63.0%）であった。この結果は、表 4 に
おいて紹介した結果とまったく同一であり、初産婦のほうが経産婦よりも不安・困難
を感じやすいと判断できる。 
次に、出産後の経過月数の変化にもかかわらず、一貫して産後の女性が悩み続ける
不安の内容に着目すると、初産婦に関して言えば、母乳の回数や量の問題、子どもの
寝つきの悪さ（これについては、途中の 2 か月以上 3 か月未満では見られないが）で
あり、経産婦に関して言えば、上の子どものことである。 
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表 2-14 育児の不安・困難に関する集計結果（出産後月数別×初・経産婦別） 
出産後経過月数 
回答者数（初産+経産＝計） 
初産婦 
不安の内容（回答数） 
経産婦 
不安の内容（回答数） 
1 か月未満 
（17 人+11 人＝28 人） 
母乳（12）／気分の落ち込み（8）
／子どもの頭の形（8）／子ども
の寝つきの悪さ（7）／疲労感（7）
／睡眠不足（7）／乳房の状態（7）
／その他（56） 
小計：112【6.6／人】 
上の子どものこと（7）／乳
房の状態（5）／イライラ感
（4）／気分の落ち込み（4）
／その他（23） 
小計：43【2.1／人】 
1 か月以上 2 か月未満 
（15 人+9 人＝24 人） 
母乳（9）／睡眠不足（8）／室温
（7）／子どもの頭の形（6）／乳
房の状態（6）／疲労感（5）／気
分の落ち込み（4）／夜泣き（4）
／子どもの寝つきの悪さ（4）／
衣服（4）／寝具（4）／湿疹（4）
／保育所のこと（4）／その他（38） 
小計：107【7.1／人】 
上の子どものこと（7）／母
乳（6）／疲労感（4） 
／その他（13） 
小計：30【3.3／人】 
2 か月以上 3 か月未満 
（8 人+5 人＝13 人） 
母乳（4）／予防接種（3）／乳房
の状態（3）／イライラ感 
（3）／その他（28） 
小計：41【5.1／人】 
上の子どものこと（5）／そ
の他（14） 
小計：18【3.6／人】 
3 か月以上 4 か月未満 
（9 人+8 人＝17 人） 
子どもの頭の形（8）／母乳（5）
／予防接種（5）／子どもの寝つ
きの悪さ（4）／乳房の状（4）／
その他（27） 
小計：53【5.9／人】 
上の子どものこと（5）／頭
の形（4）／疲労感（3）／
母乳（3）／その他（18） 
小計：36【4.5／人】 
4 か月以上 5 か月未満 
（17 人+7 人＝24 人） 
母乳（7）／疲労感（7）／離乳食
（5）／子どもの頭の形（5）／予
防接種（5）／その他（51） 
小計：80【4.7／人】 
上の子どものこと（7）／そ
の他（19） 
小計：26【3.7／人】 
5 か月以上 8 か月未満 
（41 人+28 人＝69 人） 
離乳食（25）／湿疹（10）／夜泣
き（10）／イライラ感（10）／母
乳（8）／予防接種（8）／子ども
の寝つきの悪さ（8）／保育所の
上の子どものこと（22）／
疲労感（10）／睡眠不足（9）
／母乳（8）／離乳食（7）
／イライラ感（7）／その他
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こと（8）／睡眠不足（8）／衣服
（7）／ 
その他（60） 
小計：164【4.0／人】 
（34） 
小計：98【3.5／人】 
回答者数の合計 
（107 人+68 人＝175 人） 
回答数の合計 
557【5.2／人】 
回答数の合計 
251【3.6／人】 
 
出産後の月数が浅い時期には多く見られ、月数の経過に伴って消失していく内容に
着目すると、初産婦については、乳房のトラブル（5 か月以降は見られなくなる）、子 
どもの頭の形（途中の 2 か月以上 3 か月未満で見られず、5 か月以降でも見られなく
なる）、気分の落ち込み（2 か月以降で見られなくなる）であり、経産婦にはそのよう
な悩みはあまり明確に見られない。 
反対に、出産後の月数が浅い時期にはほとんど見られず、月数の経過に伴って現れ
てくる内容に着目すると、初産婦については、予防接種（2 か月以降から見られる）、
離乳食（4 か月以降から見られる）であり、経産婦では、離乳食（5 か月以降から見ら
れる）である。 
さらに、特定のパターンに従っているわけではなく、多く見られたりほとんど見ら
れなかったりを繰り返す悩みは、初産婦では、（母親自身の）睡眠不足や疲労感であり、
これらは子どもの夜泣きや湿疹とほぼ並行している。経産婦を見ると、これに当たる
のは疲労感であるが、この悩みが特に他の悩みと並行しているとは言い難い。 
 なお、出産後の経過月数に応じた一人当たりの不安・困難数（表中、【平均値／人】
の箇所）に着目すると、初産婦については生後 1 か月未満および生後 1 か月～2 か月
をピークが見られ、時間の経過とともに徐々に不安や困難が減少していくのに対し、
経産婦については生後直後の不安や困難は少なくて、生後 3 か月～4 か月にそのピー
クが見られる。この結果は、「経産の母親の不安は初産の母親よりも遅い時期から高く
なり持続している（橋本・江守 2008）」「経産婦では育児で大変な時期の始まりと終
わりが初産婦に比べると遅れている（我部山 2002）」「一番不安だった時期が初産の
母親は出産後早い時期であり、経産の母親は産後 3 か月頃までであった（都筑・金川
2001）」といった知見にほぼ対応している。 
全体的に整理すると、初産婦においては、出産後の最初の 2 か月間に不安・困難が
多く見られるのに対し、経産婦においては、特定の時期に不安・困難が集中してはい
ないと結論づけられる。また、初産婦と経産婦とでは、不安・困難と感じる悩みの内
容やその時期が異なることも明らかにされた。ここから、初産婦に対してはできる限
り早期に悩みを解消できる対応が必要であるのに対し、経産婦に対しては悩みが生じ
る時期に応じて柔軟に対応していく必要があると言えよう。 
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(5) 専門職による産後家庭訪問 
 産後の家庭訪問に関する質問は、専門職による産後の訪問を希望するかどうか、希
望する場合の理由（自由記述）、希望する時期・希望する専門職の職種・希望する内容
であった。 
＜専門職による家庭訪問希望の有無＞ 
 表 2-15 は、専門職による産後の家庭訪問希望の有無に関する結果である。ここから、
初産婦、経産婦にかかわらずほとんどの女性は専門職による家庭訪問を望んでいるこ
とが明らかである。 
 
表 2-15 専門職による産後家庭訪問の希望に関する集計結果（初産婦・経産婦別） 
初産婦（N=123） 経産婦 (N=108) 合計 (N=231) 
希望する 115（93.5%） 
希望しない 8（6.5%） 
希望する 96（88.9%） 
希望しない 12（11.1%） 
希望する 211（91.3%） 
希望しない 20（8.7%） 
 
＜専門職による家庭訪問希望の理由＞ 
 次に、訪問を希望すると回答した 211 名のうち、希望する理由（なぜ希望するのか）
を記述した総回答（一人で複数の理由を書いたケースもある）105 件を分類・カウン
トした。その結果を表 2-16（初産婦 45 件分）と表 2-17（経産婦 60 件分）に示す。 
初産婦と経産婦の結果を比較しながら考察していく。初産婦と経産婦いずれにおいて
もかなり多く見られる理由は、「専門的な意見を聞きたい」である。しかし、その内訳
を見ると、初産婦では安心できる（心配でなくなる）・落ち着けるという理由が多いの
に対し、経産婦では具体的に聞きたい内容があるという理由が多い。これは、出産経
験の有無が影響した結果であると考えられる。次に、経産婦だけに見られる理由とし
て、「一人目の時に必要である（必要であった）」が得られている。自分の一人目の出
産後を回想し、初産婦に対して共感的に回答していると思われる。この結果は、調査
時に経産婦が訪問を希望していないわけではなく（表 2-15 参照）、不安を解消したい
というニーズが少ないだけであると考えてよいであろう。このことは、初産婦の「（不
安になる時期に）不安を解消してもらえる」が 12 件であったのに対し、経産婦の「不
安を解消してもらえる」が 6 件であることからもうかがえる。初めての出産の場合、
ニーズが生じた時に応じて柔軟に訪問時期を選択できる、複数回の訪問を受けられる
といったシステムを検討することが望まれる。さらに、経産婦のみに明確に見られた
理由として「外出がままならない」がある。これは、経産婦は少なくとも子どもが二
人以上いるため、初産婦の母親よりも外出に対することに抵抗が大きいことの表れで
あると思われる。 
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表 2-16 専門職による産後家庭訪問を希望する理由（初産婦 45 件）の分類結果 
分類結果 具体的記述 
専門的な意見を 
聞きたいから 
（小計 13 件） 
専門職から聞けば安心できる・心配がなくなる・落ち着ける（6）
／専門職から分らないことを聞きたい（2）／親世代（昔）と
は違う現代の子育てが知りたい（2）／その他（3） 
自宅で直接見て 
もらえるから 
（小計 7 件） 
電話とはちがい直接見てもらえる・聞いてもらえる（3）／育
児環境を直接見てアドバイスをもらえる（2）／自分の育児方
法・子どもを目の前で直接見てもらえる（2） 
自宅での相談のほうが 
気楽・便利だから 
（小計 9 件） 
わざわざ病院にまで行きづらい（4）／自宅のほうが気軽で相
談しやすい（2）／産後は外出が大変だから（2）／他の相談窓
口は人が多いから（1） 
＜不安になる時期に＞ 
不安を解消して 
もらえるから 
（小計 12 件） 
初めての出産で不安・心配な点がある（2）／退院後・産後直
後には不安なことが多い（2）／産後 1 か月までは不安なこと
が多い（3）／産後 1 か月～2 か月の間に不安なことが多い（2）
／その他（3） 
その他 
（小計 4 件） 
電話で専門職に相談できれば一番良い（1）／気軽に行ける相
談コーナーがあると嬉しい（1）／市の新生児訪問がとても役
に立った（1）／人と接することが少ないので来てほしい（1） 
 
表 2-17 専門職による産後家庭訪問を希望する理由（経産婦 60 件）の分類結果 
分類結果 具体的記述 
専門的な意見が 
聞きたいから 
（小計 13 件） 
身近な親族等の相談相手からの意見では不安（3）／具体的に
専門職から聞きたい内容がある（7）／専門職に来てもらえる
と安心だから（2）／専門的な意見を聞く機会がすくない（1） 
自宅で直接見て 
もらいたいから 
（小計 6件） 
電話相談では不安・うまく伝わらない・納得できない（5）／
直接見てもらわないと分からなことが悩みだから（1） 
不安を解消して 
もらえるから 
（小計 6 件） 
不安だから・安心できるから（5）／気分が落ち込み悩むから
（1） 
一人目のときには不安 
が高く必要である 
＜必要であった＞ 
（小計 15 件） 
一人目（初めて）の子どもの時は、不安なこと・わからないこ
とが非常に多いから必要（15） 
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自宅での相談のほうが 
気楽・便利だから 
（小計 6 件） 
わざわざ病院や保健センターにまで行く・問い合わせるのは躊
躇してしまう（4）／わざわざ電話で問い合わせるほどでもな
いことを聞ける（1）／落ち着いて話せる（1） 
相談窓口が少ないから 
（小計 3 件） 
産後の悩み・疑問に答えてくれるところが少ない（1）／どこ
にどう相談して良いか分からない（1）／近くに小児科が少な
い（1） 
小さい子どもを連れて 
の外出が大変だから 
（小計 6 件） 
子ども二人を連れての外出が大変（2）／下の子どもがまだ小
さく外出しにくい（1）／天候によって、家事と育児の両立な
どで外出がままならない（3）  
その他 
（小計 5 件） 
親族が身近におらず孤独な育児（2）／ストレスがたまり話し
相手が必要（1）／出産した医院の助産師さんに来てほしい（1）
／良いタイミングに同世代で同じ月齢の子どものいる専門職
に来てほしい（1） 
 
＜専門職による家庭訪問で希望する時期・職種・サービス内容＞ 
次に、専門職による家庭訪問を希望すると回答した 211 名を対象として、希望する
時期、希望する専門職の職種（複数選択可）、希望するサービス内容（複数選択可）に
関して用意した選択肢への回答を初産婦・経産婦別に集計した。その結果を、順に、
表 2-18、表 2-19、表 2-20～表 2-23 に示す。 
 
表 2-18 産後家庭訪問の希望時期に関する集計結果（初産婦・経産婦別） 
訪問時期 初産婦（N=115） 経産婦 (N=96) 合計 (N=211) 
出産～1 か月未満 
1 か月以上 2 か月未満 
2 か月以上 3 か月未満 
3 か月上 4 か月未満 
4 か月以上 5 か月未満 
その他 
35（30.4%） 
48（41.7%） 
17（14.8%） 
5（4.3%） 
6（5.2%） 
4（3.5%） 
27（28.1%） 
36（37.5%） 
21（21.9%） 
4（4.2%） 
0（0.0%） 
8（8.3%） 
62（29.4%） 
84（39.8%） 
38（18.0%） 
9（4.3%） 
6（2.8%） 
12（5.7%） 
 
 表 2-18 から、専門職による家庭訪問のニーズは出産から 3 か月以内に高いことがう
かがえる。初産婦、経産婦ともに、1 か月～2 か月の間、1 か月未満、2 か月～3 か月
の間の順に選択率が高くなっている。必ずしも、最早期の訪問が非常に強く求められ
ているわけではないことが示唆されたと言えよう。しかし一方で、この結果は、初産
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婦に関して表 14 から明らかになった出産後 2 か月間に不安・悩みが多いという結果に
対応している。 
 なお、「その他」の具体的な内容については、初産婦が、「毎月 1 回（1 人）」「生後 3
か月まで毎月 1 回（1 人）」「必要な時に（2 人）」を挙げており、経産婦は、「希望する
時に（4 人）」「必要な時に（2 人）」「6 か月を過ぎてから（2 人）」を挙げている。 
 表 2-19 を見ると、回答者が家庭に来てもらいたいと望む職種として、自分が出産し
た産科病院・医院の助産師が圧倒的に高い比率で選択されている。これは、妊娠期か
らの「顔見知りである」ことの重要さを示す結果である。次に多く選択されているの
は、地域の保健師であり、開業助産師よりも多くの女性に選択されている。この結果
は、開業助産師という存在自体が、その人数が少ないため一般的にあまり良く知られ
ていないことの反映ではないかと考えられる。 
なお、「その他」の具体的な内容については、初産婦が、「選択肢にある職種の中で
事前に会ったことがあり信頼できる人（3 人）」を、経産婦は、「年齢の近い出産経験
のある助産師（2 人）」「子どもを産んだことのある人（2 人）」を挙げていた。 
 
表 2-19 産後家庭訪問者の希望職種に関する集計結果（初産婦・経産婦別） 
職種 初産婦（179 件） 経産婦（135 件） 合計（314 件） 
地域の保健センターの保健師 
地域で開業している助産師 
出産した産科施設の助産師 
その他 
40（34.7%） 
22（19.1%） 
114（99.1%） 
3（2.6%） 
21（21.9%） 
18（18.8%） 
92（95.8%） 
4（4.2%） 
61（28.9%） 
40（39.8%） 
206（97.6%） 
7（3.3%） 
*複数回答のため、百分率を算出する時の分母は産後家庭訪問を希望すると回答した女性で、 
順に 115 名、96 名、211 名である。従って、百分率の合計は 100.0 を超える。 
 
次に、専門職による家庭訪問を受ける際、どんな内容のサービスを希望するかを「子
どもの栄養に関する内容」「子どもに関するその他の内容」「母親自身に関する内容」
「その他に関する内容」に分けて、初産婦・経産婦別にその選択数・選択率を集計し
た（順に、表 2-20～表 2-23）。なお、選択率を算出するときの分母は、専門職による
産後の家庭訪問を希望するとした回答者数とした。すなわち、初産婦 115、経産婦 96、
合計 211 を分母とした。 
表 2-20 から、初産婦、経産婦いずれも、希望者の半数以上が、母乳について専門職
からサービスを受けたいとしていることが明らかになった。離乳食に関しては、初産
婦のほうが経産婦よりも希望する者の割合が高く、初産婦の三人に一人、経産婦の五
人に一人が、離乳食について専門職に話を聞きたいと考えている様子がうかがえる。 
表 2-21 からは、いずれの項目についても、経産婦に比べて初産婦のほうがより多く
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希望していることがわかる。また、初産婦、経産婦ともに、もっとも選択率が高いの
は「健康診査」であるが、これは、健診のなかに、体重、身長、その他全身の状態な
ど多様な健康にかかわる指標が含まれており、健診の具合的な内容を専門職から聞い
ておきたいという母親の気持ちの表れだと推測される。さらに、子どもの病気や生活
リズムのことについても、専門職から話を聞きたいと思っている者の割合も比較的高
いが、選択率は 15%程度初産婦のほうが高くなっている。予防接種については、初産
婦が比較的高い割合であるのに対し、経産婦はそれほど高くはない。これらの違いは、
経産婦が上の子どもを育てた経験から、一定の知識や対処技能を身につけていること
の反映であろうと思われる。 
 
表 2-20 「子どもの栄養に関する内容」の集計結果（初産婦・経産婦別） 
内容 初産婦（119 件） 経産婦（84 件） 合計（317 件） 
母乳の量や回数 
ミルクの量や回数 
離乳食 
63（54.8%） 
14（12.2%） 
42（36.5%） 
51（53.1%） 
13（13.5%） 
20（20.8%） 
114（54.0%） 
27（12.8%） 
62（29.4%） 
 
表 2-21 「子どもに関するその他の内容」の集計結果（初産婦・経産婦別） 
内容 初産婦（258 件） 経産婦（148 件） 合計（406 件） 
健康診査 
病気 
生活リズム 
沐浴 
予防接種 
106（92.2%） 
57（49.6%） 
52（45.2%） 
7（6.1%） 
36（31.3%） 
76（79.2%） 
30（31.3%） 
28（29.2%） 
1（1.0%） 
13（13.5%） 
182（86.3%） 
87（41.2%） 
80（37.9%） 
8（3.8%） 
49（23.2%） 
 
表 2-22 「母親自身に関する内容」の集計結果（初産婦・経産婦別） 
内容 初産婦（100 件） 経産婦（108 件） 合計（208 件） 
自分のからだ 
乳房マッサージ 
家族計画 
40（34.8%） 
53（46.1%） 
7（6.1%） 
45（46.9%） 
56（58.3%） 
7（7.3%） 
85（40.3%） 
109（51.7%） 
14（6.6%） 
 
 母親自身に関する内容についてたずねた表 2-22 からは、「自分のからだ」と「乳房
マッサージ」に関して、10%程度ではあるが経産婦のほうが初産婦よりも多く選択し
ている。初めての子どもを育てる場合、子どもの様子に大きな関心が向き、自分のこ
とを振り返る余裕が少ないのに対し、二人以上の子どもを育てる場合は、自分のこと
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に関心を向ける精神的余裕が生じることが、この結果につながっていると思われる。 
その他に関する内容に関しては、用意した選択肢が少ないこともあり、ほとんど特
徴的な結果は見られなかった。あえて指摘するならば、初産婦が保育所に関する情報
を専門職から聞きたいという希望が約 20%見られる点である。これも、経産婦はすで
に自分の子どもを保育所等に入れた経験のある者が多く、すでにその様子を良く知っ
ているのでこの項目を選ばなかったのに対し、初めての子どもを育てる場合、早めに
子どもを預けたいと考えている母親がこの項目を選んだのではないかと推測される。 
 
表 2-23 「その他に関する内容」の集計結果（初産婦・経産婦別） 
内容 初産婦（27 件） 経産婦（12 件） 合計（39 件） 
保育所 
その他 
24（20.9%） 
3（2.6%） 
7（7.3%） 
5（5.2%） 
31（14.7%） 
8（3.8%） 
 
(6) 新生児訪問指導（認知、利用状況、利用後の評価） 
自分が居住している自治体が提供している新生児訪問指導を知っているかどうかに
関して、すべての回答者に尋ね、初産婦、経産婦別に集計した結果を表 2-24 に示す。
このサービスを知っていると答えた人は 115 人で全体の 49.8%、知らないと答えた人
は 116 人で全体の 50.2%であった。初産婦のうち、このサービスを知っている人は 58
人（47.2%）、知らない人は 65 人（52.8%）であった。経産婦については、知っている
人は 57 人（52.8%）、知らない人は 51 人（47.2%）であった。初産婦、経産婦にかか
わらず、ほぼ約半数程度の母親だけしか、このサービスを認知していないことが明ら
かとなった。     
 
表 2-24 「新生児訪問指導の認知」に関する集計結果（初産婦・経産婦別） 
 初産婦（N=123） 経産婦（N=108） 合計（N=231） 
知っている 
知らない 
58（47.2%） 
65（52.8%） 
57（52.8%） 
51（47.2%） 
115（49.8%） 
116（50.2%） 
 
 次に、この新生児訪問指導を知っていると回答をした 115 名に対して、B 産婦人科
医院で今回出産した後に、そのサービスを受けた（受ける予定である）かどうかを尋
ねた。その結果を集計したものを表 2-25 に示す。  
この表から、新生児訪問指導を知っている初産婦のちょうど半数がこのサービスを
利用しているのに対し、それを知っている経産婦のうち 20%未満しかこのサービスを
利用していないことが分かる。この結果の背景には、二人目以降の母親がこのサービ
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スを受ける必要性を感じていない可能性、さらに、自治体が訪問の対象を初産婦にし
ぼっている（限定している）という可能性がある。「2004（平成 16）年度の調査資料
（厚生労働省統計データ 03 表）によると、全国の事業報告からの算出では、新生児
訪問指導の実施率（利用率）は全国平均で 3 割程度である」と高木（2008）が紹介し
ている。表 2-24 と表 2-25 の結果を組み合わせると、初産婦の利用率は 23.5%、経産
婦の利用率は 9.3%、全体の利用率は 16.9%と全国平均をかなり下回っている。この結
果は、調査地域（自治体）の特徴によるものと考えられる。 
 
表 2-25 「新生児訪問指導の利用状況」に関する集計結果（初産婦・経産婦別） 
 初産婦（N=58） 経産婦（N=57） 合計（N=115） 
利用した 
利用していない 
29（50.0%）* 
29（50.0%） 
10（17.5%） 
47（82.5%） 
39（33.9%） 
76（66.1%） 
*利用する予定 5 名を含む 
 
次に、新生児家庭訪問を利用したと回答した34名（初産婦の利用予定者5名は除く）
に対して、このサービスを利用してみての評価について 4 件法で尋ねた。その結果を
集計したものを表 2-26 に示す。 
 
表 2-26 「新生児訪問指導利用後の評価」に関する集計結果（初産婦・経産婦別） 
 
とても 
役に立った 
まあまあ 
役に立った 
あまり役に 
立たなかった 
まったく役に立
たなかった 
合計 
初産婦 9（37.5%） 12（50.0%） 3（12.5%） 0（0.0%） 24 
経産婦 1（10.0%） 7（70.0%） 2（20.0%） 0（0.0%） 10 
 
 この表から、このサービスに対する評価は、初産婦に比べて経産婦のほうが厳しい
ことが分かる。この結果は、表 2-25 において、経産婦がこのサービスの利用の必要性
を感じていないことと関連していると思われる。二人目あるいはそれ以上の子どもを
出産した母親にとっては、新生児訪問指導がもはや必要ではないのか、それとも、そ
の形態や内容を工夫することで彼女らが必要とするサービスに改善するべきなのかを
検討する必要があると考えられる。 
 
(7) B 産婦人科医院の助産師による家庭訪問 
いくつかの先行研究（岡本・長濱・井上・沖野・藤岡・岡野・今井・小椋・寺尾・
高田 1996、加藤・高橋・佐々木・今井・土屋・舛森・村上 1996、坂本・田村・伊志
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嶺・桧原・大草 2000）において、母親たちの多くは自分が出産した産科施設の助産師
による訪問を希望すること、また、実際にはそのような家庭訪問を実施している産科
施設は数少ないことが明らかにされている。そこで、自分が出産した産科施設からの
家庭訪問を母親がどう判断するのかを改めて調べるために、B 産婦人科医院の助産師
による訪問を希望するかどうかを尋ねた。その結果を集計した表 2-27 から分かるよう
に、初産婦、経産婦いずれも非常に高い割合で「希望する」を選択している。 
河田・杉下・佐藤（2004）も、自分が出産した産科施設の助産師による家庭訪問を
希望するかどうかを調査しており、出産後 1 か月の女性のうち 81.3%が、出産後 4 か
月の女性のうち 56.2%がそれを希望していることが明らかにされている。同様に、出
産後 3 か月～4 か月の女性を対象とした調査（水野 1999）や出産後 1 か月までの女性
を対象とした調査（石川・寺門・笹本・滝本・中島 2000）でもそれぞれ 70%以上お
よび 80%以上が、自分が出産した産科施設の助産師による家庭訪問を希望しているこ
とが明らかである。 
 
表 2-27「B 産婦人科の助産師による訪問希望の有無」の集計結果（初産婦・経産婦別） 
 希望する 分からない 希望しない 合計 
初産婦 111（90.2%） 11（8.9%） 1（0.8%） 123 
経産婦 92（85.2%） 13（12.0%） 3（2.8%） 108 
 
表 2-28 B 産婦人科医院助産師による産後家庭訪問を希望する理由 
（初産婦 48 件）の分類結果 
分類結果 具体的記述 
安心感・信頼感が 
あるから 
（小計 31 件） 
入院中・出産時の個人情報を熟知・理解している（10）／入院
中・出産時、親切・親身な対応であった（10）／顔見知り（8）
／保健師訪問への抵抗感（3） 
専門的な支援が 
受けられるから 
（小計 5 件） 
乳房ケア・マッサージを希望（3）／専門職の意見が聞きたい
（1）／他のことを色々教わりたい（1） 
自宅での支援が 
必要だから 
（小計 5 件） 
自宅で赤ちゃんの様子を見ながら相談に乗って欲しい（2）／
外出困難（2）／自宅に帰ってから不安になる（1） 
その他 
（小計 7 件） 
不安の解消（1）／条件により希望（5）／訪問希望なし（1）  
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そこで、訪問を希望すると回答した 203 名のうち、希望する理由（なぜ希望するの 
か）を記述した総回答（一人で複数の理由を書いたケースもある）100 件を分類・カ
ウントした。その結果を、表 2-28（初産婦 48 件分）と表 2-29（経産婦 52 件分）に
示す。 
 
表 2-29  B 産婦人科医院助産師による産後家庭訪問を希望する理由 
（経産婦 52 件）の分類結果 
分類結果 具体的記述 
安心感・信頼感 
があるから 
（小計 29 件） 
入院中・出産時の個人情報を熟知・理解している（8）／入院
中・出産時、親切・親身な対応であった（5）／顔見知り（11）
／保健師訪問への抵抗感（5） 
専門的な支援が 
受けられるから 
（小計 9 件） 
乳房ケア・マッサージを希望（5）／専門職の意見が聞きたい
（4） 
自宅での支援が 
必要だから 
（小計 3 件） 
自宅に訪問してくれた方が安心（1）／外出困難（1）／孤立感
の解消（1） 
その他 
（小計 11 件） 
不安の解消（1）／一人目の時は不安が高かった（3）／条件に
より希望（5）／希望なし（2） 
 
これら 2 つの表から、初産婦の結果も経産婦の結果も類似した傾向を示しているこ
とがうかがえる。すなわち、60%前後の回答が、すでに産科施設でケアを受けている
専門職に対し、自分の妊娠・出産にかかわる情報を知っていてくれる、妊娠中・出産
時に親身なケアをしてくれた、顔見知りであるという理由から安心感・信頼感を持っ
ている点である。その他の理由は、すでに専門職による産後家庭訪問を希望する理由
（表 2-16、表 2-17）で見られた結果の一部（専門的な意見・支援が受けられる、自宅
での支援が受けられる・便利である）と重なっている。自分が出産した産科医院の助
産師による産後の家庭訪問を非常に高い割合で希望する理由は、既知の専門職者に対
する安心感・信頼感であることが明確に示されたと言えよう。 
水野（1999）においても、自分が出産した産科医院の助産師による産後の家庭訪問
を希望する理由として、「妊娠時からの経過を知っている」「お産の状況を知っている」
「母子のことを少しでも多く知っている」「病院で慣れた人だから何でも気軽に聞ける」
「同じ人だと一貫した指導が受けられる」が示されている。 
以上の表 2-27～表 2-29 まで結果と、すでに、本章研究において、初産婦と経産婦
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の約 90%が産後の家庭訪問を望んでいること（表 2-15）、その職種として自分が出産
した産院の助産師の訪問を希望する女性が、初産婦で 100%近く、経産婦で 95%以上
いること（表 2-19）、および先行研究の知見を総合的に判断すれば、2007 年度以降に
始められた「乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）」において、自治体か
ら家庭に派遣される訪問者が現行のままで良いのかどうかを再考する必要があると考
えられる。 
 
第 4 節 本章のまとめ 
本章研究は、2003 年に筆者が実施した卒業研究を書き直したものである。この研究
は、当時、地域や親族から孤立した状態で不安を抱えながら育児を開始する女性が増
加しているにもかかわらず、それを早期から適切に支援できる可能性を十分に有して
いる新生児訪問指導の普及率が低いという当時の状況に鑑み、このサービスの内容や
仕組を再考・提起するための資料を得るために実施したものである。この研究結果は、
現在、各自治体がその実施にかかわって、従来から実施されていた「新生児訪問指導
事業」との兼ね合いで苦慮している「こんにちは赤ちゃん事業（2007 年度より国が予
算化、2009 年度からは第 2 種社会福祉事業、別名「乳児家庭全戸訪問事業」）の内容
や仕組の検討にも有用であり、本博士研究の中心である「地域子育て支援拠点を核と
するペリネイタル・アウトリーチ・サービス」を構想・実践する契機となった研究で
もあるため、第 2 章として位置づけた。 
 産後家庭訪問という行政サービスを受ける当事者である産後の女性（子の月齢が 8
か月まで）を対象として、彼女らの育児の現状や訪問に対する意識（ニーズも含む）
を調査した。本章研究の主な結果を以下に整理し、さらにそれに基づき、産後の家庭
訪問のあり方に関して考察・提言をおこなう。 
 
(1) 育児上の悩みの内容（不安や困難と感じる内容） 
育児上の悩みの内容は、産後の時間経過にともなって変化すること、それらは初産
婦と経産婦との間でも異なっていることが明らかにされた：①経産婦に比べて初産婦
の方が悩みの量が多く、その内容も広範囲である。②初産婦の悩みのピークは生後 1
か月未満および生後 1 か月以上 2 か月未満であるのに対し、経産婦の悩みのピークは
生後 3 か月以上 4 か月未満である。③生後 8 か月まで一貫して継続する悩みは、初産
婦については「母乳の量や回数」「子どもの寝つきの悪さ」であり、経産婦については
「上の子どものこと」である。④時間の経過にともなって消失していく悩みは、初産
婦については「乳房トラブル（5 か月まで）」「子どもの頭の形（5 か月まで）」「気分の
落ち込み（2 か月まで）」であり、経産婦については特に見られない。⑤時間の経過に
ともなって出現する悩みは、初産婦については「予防接種（2 か月以降）」「離乳食（4
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か月以降）」であり、経産婦については「離乳食（5 か月以降）」である。 
これらの結果から、①新生児訪問指導をすでに止めた自治体であっても、初産婦に
ついては生後 1 か月前後を目安に、少なくとも「母乳（ミルク）および乳房」「子ども
の睡眠」「子どもの頭の形」「気分の落ち込み（産後うつ）」に関して対応できる人材が
家庭訪問する必要がある。②経産婦については、生後 3 か月前後を目安に、少なくと
も「きょうだい関係」「離乳食」について対応できる人材が家庭訪問する必要がある。
③初産婦については、さらに 2 か月以降を目安に、「予防接種」「離乳食」について対
応できる人材が 2 度目の訪問を実施することが望ましい、と言える。 
 
(2) 専門職による家庭訪問 
専門職による家庭訪問は、初産婦と経産婦いずれも約 90%が希望していた。希望す
る理由については、初産婦と経産婦との間にはいくつかの違いが見られた：①「専門
的な意見が聞きたい」というカテゴリについては、初産婦は「安心できるから」「落ち
つけるから」と情緒的な効果を期待しているのに対し、経産婦は「具体的に聞きたい
ことがあるから」と知識を期待している。②「自宅でみてもらいたい」というカテゴ
リについては、初産婦は「直接みてもらえると安心だから」とやはり情緒的な効果を
期待しているのに対し、経産婦は「直接でないと伝わらない・納得できないから」と
自立的な姿勢がうかがえる。③初産婦は不安になる時期に来てほしいといった不安の
解消を求めている傾向が高いのに対し、経産婦は外出がままならないという事情で訪
問でのサービスを求める傾向にあった。 
専門職による家庭訪問を希望する時期について、初産婦と経産婦との間には、若干
のずれが見られた：初産婦については、1 か月未満と 1 か月以上 2 か月未満が多いの
に対し、経産婦については、1 か月未満、1 か月以上 2 か月未満、2 か月以上 3 か月未
満がほぼ均等に分かれていた。 
家庭訪問者として来てほしいと思う職種については、従来多くの自治体で主に新生
児訪問指導を担当してきた地域の保健センターの保健師の選択率はそれほど高くなく、
初産婦と経産婦いずれも自分が出産した産科施設の助産師の訪問を強く希望していた。
また、希望するサービス内容については、すでに整理した育児上の悩みとほぼ共通し
ていた。 
これらの結果から、家庭を訪問する人材としては、妊娠期から顔見知りである助産
師が望ましいことに加え、初産婦に対しては不安を取り除き安心感を高める姿勢、経
産婦に対しては納得できる丁寧な情報提供や助言を提供する姿勢が求められる。なお、
訪問時期については、初産婦については悩みの分析から導出した結果と一致している
が、経産婦については必ずしも一致していない。3 か月前後に固定するのではなく、
出産直後から 3 か月頃までの間で、対象者の希望に応じて臨機に対応する必要がある。 
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(3) 新生児訪問指導 
新生児訪問指導については、初産婦・経産婦ともに約半数が知っていた。しかし、
このサービスを知っている女性のうち、実際にそれを利用した割合は初産婦で 50%、
経産婦で 17.5%であり、調査対象全体からすれば、それぞれ 23.5%と 9.3%に過ぎなか
った。これは、調査をおこなった年代および地域の影響があると思われるが、利用後
の評価では、初産婦・経産婦ともに 80%以上が満足していた。高木（2008）は、新生
児訪問指導の利用者と非利用者を対象にした調査から、非利用者の訪問に対する印象
として「身近な相談員で間に合う」「おっくう」「健康なので不要」「健診で間に合う」
「初対面の訪問員への抵抗感」といった項目の選択率が高かったことを明らかにして
いる。 
この先行研究の結果と、上記の「利用すれば満足感が得られる」点から考えれば、
初対面であることへの抵抗感を払拭すると同時に、出産以前から産後家庭訪問の意義
や内容を当事者に対して周知しておくといった仕組が必要である。 
 
(4) 出産した産科施設からの訪問と新たな仕組 
出産した産科施設からの訪問については、改めてこれに対するニーズが高いことが
示されたが、その主な理由は「自分の妊娠・出産にかかわる情報を知っていてくれる」
「妊娠中・出産時に親身なケアをしてくれた」「顔見知りである」であり、訪問者に対
する安心感・信頼感が極めて重要であることが明らかにされた。しかし、地域の産院
や大きな病院の産婦人科などに勤務する助産師が、行政サービスである産後家庭訪問
を兼務することは難しい。そこで、すでに述べたドゥーラやイングランドにおける地
域担当助産師などの業務などが参考になる。中嶋・任・服部（1996）によると、イン
グランドでは、地域ごとに複数の助産師グループが構成されており、それぞれに拠点
を持っている。女性は妊娠すると GP（General Practitioner＝家庭医）を受診し、そ
こで CM（Community Midwife＝地域担当助産師）を紹介されることが多い。つまり、
妊娠中から顔見知りの助産師が、拠点からの家庭訪問を中心とした産後のケア計画を
立てて、少なくとも産後 1 か月まで女性の支援を継続する。 
これらを参考にすると、以下のような仕組が提案できる。すなわち、妊娠期から「比
較的長期にわたって寄り添ってくれる地域の最初の支援者」であると対象者（妊産婦）
が認識する者が、産後家庭訪問も含めた地域内で利用可能な多様な育児支援の諸資源
（内容と意義）を紹介し、必要に応じてそれらにアクセスできるよう援助するような
サービスの提供である。こうした仕組を工夫すれば、早期からのサービスは、対象者
から自然に受容され、頻繁に利用されるだろう期待できる。こうした仕組の構想・実
践・評価については、本博士論文の第 4 章・第 5 章・第 6 章において詳述する。 
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第 3 章 
産科施設と地域子育て支援拠点とをつなぐ意義と仕組 
 
第 2 章【調査 1】では、初対面であることへの抵抗感を払拭できる点や妊娠期から
当事者に関する情報を熟知している点から、女性は、妊娠期という早期から産科施設
においてケアを受けてきた助産師による産後の家庭訪問を求めていることが明らかに
された。さらに、助産師が妊娠期から比較的長期にわたって寄り添うことのできる地
域の最初の支援者であると女性に認識してもらうことから出発し、産後家庭訪問も含
めた地域で利用することのできる多様な子育て支援の諸資源（内容と意義）を紹介し、
必要に応じてそれらにアクセスできるよう援助するようなサービスの提供を助産師が
担うことの可能性・有用性も指摘した。 
 そこで、この章では、近年になって、地域の子育て支援資源として、主に 3 歳未満
の子どもとその親が数多く利用するようになった「地域子育て支援拠点」を取り上げ、
その沿革と現状を紹介し、拠点を早期から利用することの意義を整理した後、地域の
助産師が産科施設と連携して女性を対象として拠点利用を促すサービス（仕組）を具
体的に構想・提案する。 
 
第 1 節 地域子育て支援拠点の沿革と現状 
(1) 地域子育て支援拠点事業までの沿革 
わが国の子育に支援に関する方針や政策・施策、それにもとづく個々の事業・取組
の状況を系統的にまとめているのが、毎年、内閣府が刊行する「子ども・子育て白書」
である。最近の子ども・子育て白書（平成 23 年版：内閣府 2011、平成 24 年版：内閣
府 2012）を見ると、地域子育て支援拠点事業は、「子ども・子育てビジョン」におけ
る「目指すべき社会への政策 4 本柱と 12 の主要施策」のうち「第 3 の柱：多様なネ
ットワークで子育て力のある地域社会へ」「第 9 の施策：子育て支援の拠点やネットワ
ークの充実が図られるように」の中に「地域子育て支援拠点の設置促進」として位置
づけられている。つまり、地縁コミュニティ内の人々が地域内にある諸資源を活用し
ながら協働的に子育て家庭を支援するという姿が目指されており、地域子育て支援拠
点もこうした資源のひとつである。また、同じ第 9 の施策には、「乳児家庭の全戸訪問
（こんにちは赤ちゃん事業）等」もあり、産後の家庭訪問も地域性を持った支援とし
て位置づけられ、その発展・充実が期待されている。 
現在、地域子育て支援拠点として「センター型」「ひろば型」「児童館型」という 3
類型が設定され、取組の内容等が一定の条件を満たせば、各類型の実施主体は、地域
子育て支援拠点事業者として国から補助金が交付される（市町村が単独で補助金を交
付する場合もある）。こうした拠点が構想・制度化された背景には、「1.57 ショック
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（1989年の合計特殊出生率が丙午である 1966年の合計特殊出生率1.58を下回ったこ
とを指す）以降の出生率の低下」という事実、原田（2006：173～180 ページ）が大
規模調査「大阪レポート」によって明らかにした「多くの子育て中の女性が育児不安
を抱えている」という事実がある。つまり、身近な場所に子育てを支援する拠点（居
場所）を準備し、安心感を持った地域住民が出産・育児への意欲を高めるとともに、
育児に関する不安感を低減・解消していくことを目指した取組がこの事業である。 
以下、センター型、ひろば型、児童館型に分けて、これら 3 つの取組が 2007 年に
統合され、現行の地域子育て支援拠点事業に再編・統合されるまでの経緯・沿革を整
理する。なお、2013 年度から、この地域子育て支援拠点事業が、子ども・子育て新制
度への円滑な施行に向けた事業展開を図るという目的で、従来の子育て支援拠点事業
の 3 類型（ひろば型・センター型・児童館型）から、公共施設の空きスペースや商店
街の空き店舗・公民館・保育所等において基本事業を実施する「一般型」、一般型の
事業に加えて、子育て親子が子育て支援に関する給付・事業の中から適切な選択がで
きるよう地域の身近な立場から情報の集約・提供を行う利用者支援や、親子の育ちを
支援する世代間交流や訪問支援、地域ボランティアとの協働による支援などの地域支
援を実施する「地域機能強化型」、児童福祉施設等において子育て中の当事者をスタ
ッフとして交えて基本事業を実施する「連携型」の類型に移行しているが、本章研究
内ではこの再編には触れず、2012 年度までの沿革を扱う。 
＜センター型の経緯＞ 
育児不安の低減・解消が少子対策のひとつとして重要だと判断した政府は、1993 年
度より、保育所が中心となって育児に関する相談・指導、子育てサークル等への支援
など、地域の子育て家庭（在所児以外の家庭）を対象とした支援を担う「保育所地域
子育てモデル事業」を開始した。この事業は、エンゼルプラン（1995 年～1999 年）
の策定によってさらに充実・発展の方向に進み、1995 年には「地域子育て支援センタ
ー事業」と改名された。このセンターのほとんどは、市町村が指定する保育所など（指
定施設）に、地域子育て指導者および子育て担当者を置く形で運営されてきてきた。 
この事業は、以下に述べる「つどいの広場事業」と統合され、2007 年から現在の地
域子育て支援拠点事業として再編されたが、そこに至るまでの 12 年間、その実施要綱
は繰り返し改正され、実施される事業内容とそれを担う職員の役割は少しずつ変化し
てきた。1995 年当初には、「育児不安等についての相談指導」「子育てサークル等の育
成・支援」「地域の保育ニーズに応じた特別保育の積極的実施」の 3 事業がおこなわれ
ていたが、1998 年には「ベビーシッターなど地域の保育資源の情報提供」が、2000
年には、さらに「家庭的保育を行う者への支援」が追加された（土田 2012：58～59
ページ）。 
これらの事業は、支援を受ける者がセンターに来所する方法、電話を通じて相談す
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る方法、センターの職員が支援を受ける相手を訪問する方法などを通しておこなわれ
るが、上記の職員が保育士としての専門性を生かして地域の多様な資源にアウトリー
チし、情報を提供したり親子遊びなどの技能を伝達したりする（寺村 2013：72～73
ページ）という、それまでには見られなかった取組が展開されたことも、この事業の
特徴である。 
＜ひろば型の経緯＞ 
保育所に併設されたセンター、あるいは保育士を軸としたセンターによって地域の
子育て力を高めようとする取組とは別に、未就園の子どもを育てる親自身が、子ども
の遊び場や親子の交流の場を求める活動が活性化した。その結果、「常設の子育てひろ
ば」が全国に少しずつ見られるようになった。わが国における常設の子育てひろばの
端緒・モデルは、本論文の「はじめに」で述べたように、1992 年 11 月に発足した武
蔵野市における「子育て広場 0123吉祥寺」である。この施設は、大学教員のグループ
の協力を得ながら行政が主導する形で創られたが、これがモデルとなって、その後、
子育ての当事者や当事者に近い立場の人々が中心となって、「むくどりホーム・ふれあ
いの会（1995 年札幌市）」「ひだまりサロン（1998 年福岡市）」「おやこの広場・びー
のびーの（2000 年横浜市）」などの子育てひろばが順次開設されていった。 
2002 年には、このような子育てひろばの発展が、国の育児支援施策のひとつとして
「つどいの広場事業」という制度に結びつき、4 つの基本事業、すなわち「子育て親
子の交流・集いの場を提供する」「子育てアドバイザーが子育て・悩み相談に応じる」
「地域の子育て関連情報を集まってきた親子に提供する」「子育てサポーターの講習を
実施する」が定められた。この事業の大きな特徴は、おおむね 3 歳未満の子どもと親
が自分のニーズやペースに応じて自由に気軽に集える居場所を提供する点にある。地
域子育て支援センター事業がアウトリーチによる「届ける支援」とすれば、この事業
は居場所を準備して地域住民がそこに来るのを「待つ支援」と言えよう。 
こうした「自らのニーズやペースに応じて自由に気軽に集える場」は、「ちょっと立
ち寄る」という意味で「ドロップイン」とも呼ばれるが、この点から言えば、地域子
育て支援拠点の起源は、2000 年以降に日本に紹介された（福川 2002、武田 2002：91
～109 ページ、福川 2003：143～172 ページ）、カナダなどのいわゆる子育て支援先進
国におけるドロップインセンターであるとも言える。本博士論文・第 7 章で詳述する
が、神戸大学が運営する「ひろば型」の原型となる実践（伊藤・岡田・川谷 2005）は、
実際に、このドロップインセンターをモデルにしている。カナダには移民が多く、彼
ら・彼女らが子育ても含む生活上の悩みを相談するために気軽に立ち寄ることのでき
る居場所をつくろうとする草の根的な取り組み・運動が起き、それが発展してドロッ
プインセンターないしはファミリー・リソース・センターに発展したという経緯があ
る。また、こうしたセンターには、保育所やユース・センターが併設されており、さ
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らに、パンなどの食糧の無料配給や古着も含めた日用品の交換の場所にもなっており、
地域の子どもの保育・教育あるいは移民も含めた地域の貧困家庭の生活を支える機能
も果たしている（伊藤 2007：104～110 ページ）。日本の「子育てひろば」が子育てに
かかわる支援に特化しているのに対し、カナダのドロップインセンター（ファミリィ
ー・リソース・センター）は、子育てや子どもの育ちに加えて、地域住民の生活全般
を支援していると言えよう。 
＜児童館型の経緯＞ 
 児童館は「地域において児童に健全な遊びを与えて、その健康を増進し、又は情操
をゆたかにすることを目的とする児童福祉施設（児童福祉法第 40 条）」であり、地域
の子どもの発達支援・健全育成を担う児童厚生施設である。また、その対象は小中高
校生だけでなく、就学前の乳幼児も含めた0歳から18歳までの子どもである。さらに、
子どもの最善の利益を保障するための地域福祉的機能を発揮するよう求められるよう
になったことから、親をはじめとした地域住民も利用する拠点ともなっている。こう
した背景もあり、全国各地の児童館では、従来から乳幼児を育てている地域の家庭が
参加できる母親（幼児）クラブなどの取組を、例えば、対象年齢を限定した登録制な
どの方法でおこなってきたと思われるが、近年までその実態は明らかではなかった。 
しかし、財団法人児童健全育成推進財団が、全国のすべての市区町村および児童館
を対象に実施した大規模調査（市区町村からは 1,786 票・回収率 97.7%、児童館から
は 4,794 票・回収率 96.3%）によって、児童館が取り組んでいる子育て支援の実態が
かなりの程度明らかにされた。この調査結果から、乳幼児とその親にかかわる部分を
取り出し、その概要を整理する。 
まず、乳幼児の 1 日あたりの平均利用人数については、「まったく利用なし」が約
10%、「1 人～10 人」が約 42%、「10 人～19 人」が約 22%となっている。乳幼児が
単独で児童館を訪れるとは考えにくいので、一定の割合の就学前の子どもとその親が
児童館を利用していることがうかがえる。しかも、この乳幼児の利用は中高生の利用
よりも多いことが示されている。次に、母親クラブに関しては、それを「実施してい
る」児童館が約 51%、「実施していない」児童館が約 46%となっており、半数以上の
児童館では母親のグループに対する場所の提供やその活動に対する何らかのサポート
を実施している。さらに、こうした支援の内容（母親クラブ等との連携事業）として、
約 80%の児童館が「親子交流事業」を、約 50%の児童館が「異世代交流事業」を実施
している。さらに、児童館の活動内容に関しては、「小学校就学前児童の親子を対象
とした活動」を約 67%の児童館が、「子育てに関する相談等の子育て支援活動」を約
60%の児童館が実施しており、ここからは、全国の児童館の半数以上が子育て支援に
かかわる取組をおこなっていることが明らかになっている。 
 この全国調査でも示されるように、多くの児童館では、その主要な取組の一つとし
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てすでに子育て支援の拠点となっていること、しかも、その内容が上述したつどいの
広場事業のそれと共通していることもあり、2007 年度の地域子育て支援拠点事業とし
て児童館の統合が構想され、児童館型として再編されたと推測できる。 
 
(2) 地域子育て支援拠点事業の現状 
すでに整理してきたように、1995 年に始まった「地域子育て支援センター事業」、
2002 年の「つどいの広場事業」、児童館における子育て支援の取組が、2007 年に制度
化された「地域子育て支援拠点事業」と呼ばれる一つの枠組みの中に統合・再編され
た。以下の表 3-1 には、この事業の最新の概要を示す（厚生労働省ホームページより
抜粋して筆者が改変・作成）。 
 
表 3-1 地域子育て支援拠点事業の概要 
 ひろば型 センター型 児童館型 
機能 
常設のつどいの広場設
け、地域の子育て支援機
能の充実を図る 
地域の子育て支援関連情
報の収集・提供し、子育
て全般に関する専門的な
支援をおこなう／地域支
援活動をおこなう 
民営の児童館内で一定
時間つどいの広場を設
け、子育て支援活動従
事者による地域の子育
て支援をおこなう 
実施 
主体 
特別区含む市町村 
社会福祉法人、NPO 法人、民間事業者への委託も可 
基本 
事業 
① 子育て親子の交流の場の提供と交流の促進 
② 子育て等に関する相談・援助の実施 
③ 地域の子育て情報の提供 
④ 子育ておよび子育て支援に関する講習等の実施 
実施 
形態 
・上記①～④の事業 
・機能拡充の取組 
・出張ひろばの取組 
・地域の子育て力を高 
める取組 
・上記①～④の事業 
・地域支援活動の取組 
・上記①～④の事業 
・地域の子育て力を高
める取組 
従事者 
子育て支援に関して意
欲があり、子育てに関す
る知識・経験を有する者
（2 名以上） 
保育士 
（2 名以上） 
子育て支援に関して意
欲があり、子育てに関
する知識・経験を有す
る者（1 名以上）に児童
館の職員が協力 
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実施 
場所 
公共施設の空きスペー
ス、商店街の空き店舗、
民家・マンション・アパ
ートなど 
保育所、医療施設、公共
施設など 
児童館 
開設 
日数等 
週 3～4 日、週 5 日、週
6～7 日 
1 日 5 時間以上 
週 5 日以上 
1 日 5 時間以上 
週 3 日以上 
1 日 3 時間以上 
 
まずは、この表にもとづいてこの事業の内容と特徴を概観する。 
3 つの類型に共通しているのは、表内の「基本事業」にある 4 つの取組が必須とな
っている点である。この内容は、つどいの広場事業で定められている 4 事業をほぼそ
のまま踏襲している。違いをあえて挙げるとすれば、4 つ目の「子育てサポーターの
講習を実施する」が「子育ておよび子育て支援に関する講習等の実施」と変化してお
り、講習の受講対象が支援者（サポーター）だけでなく利用者である地域住民にまで
拡張された点である。 
これら基本 4 事業に加え、表内の「実施形態」に示されているように、各類型に実
施するように期待・推奨される取組が定められている。これらは、必須ではないが、
事業として導入した場合には、別途補助金が加算されることになっている。センター
型に対しては、「地域支援活動」という取組が期待されており、その具体的内容は「公
民館や公園等に職員が出向いて親子交流や子育てサークルへの援助等をおこなう」「地
域支援活動を通して、より重点的な支援が必要だと判断される家庭に対応する」とさ
れている。児童館型に対しては、「地域の子育て力を高める」取組が期待されており、
その具体的内容は「つどいの広場における中・高校生や大学生等ボランティアの日常
的な受入・養成」である。ひろば型に対しては、多くの取組が期待されている。その
1 つ目は、「ひろば」機能にさらなる機能を付加させて、事業内容を拡充するという取
組である。具体的には、一時預かり事業や放課後児童クラブなどの多様な子育て支援
活動を、関係機関等とネットワーク化を図りながら、ひろばと一体的に実施すること
である。2 つ目は、「出張ひろば」の取組であり、常設のつどいの広場を実施している
主体が週に 1～2 回・1 日 5 時間以上、常設以外の場所にアウトリーチしてひろばを開
設することである。3 つ目は、「地域の子育て力を高める」取組であり、「中・高校生
や大学生等ボランティアの日常的な受入・養成」「継続的な世代間あるいは異年齢児童
との交流」「父親サークルの育成など継続的な父親のグループづくり」「公民館、街区
公園、プレーパークなど親子が集まる場所における支援や見守りなど」の実施が期待
されている。 
センター型の従事者であるためには「保育士」という資格が必要であるが、ひろば
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型または児童館型の従事者であるための条件は、意欲・知識・経験だけでかまわない。
つまり、業務に携わる者に期待される専門性が 3 類型の間で明らかに異なっており、
センター型の従事者に高い専門性を求める内容になっている。また、児童館型の従事
者はすでに児童館にいる専門性の高い職員と協力して業務を遂行できる。これに対し、
ひろば型はそのような要件が設定されていないにもかかわらず、期待・推奨される取
組は多岐に渡っている。もちろん、基本 4 事業のみでも拠点の実施主体として補助金
交付の対象と認められるが、ひろば型には、実施場所や開設日数等にも選択肢が多い。
言い換えれば、3 つの類型のうち、ひろば型がもっとも自由度が高く、実施主体側の
創意・工夫によって柔軟に取組内容を構想・実践できることに加え、そうした取組の
目的や内容に応じて必要とされる資質を有した従事者を雇用できると言えよう。 
次に、「子ども・子育てビジョン（2010 年 1 月閣議決定）」で目標とされている「地
域子育て支援拠点の設置促進」が 2007 年以降にどの程度実現されてきたのかを確認
する。以下の表 3-2 は、厚生労労働省のホームページをもとに、補助金が交付されて
いる全国の実施主体数すなわち拠点の箇所数（市町村単独交付分は除く）を 3 つの類
型別に整理したものである。この表から、ひろば型の箇所数は少しずつ増加する傾向
にあること、センター型の箇所数は飽和状態にあること、児童館型の箇所数が 2009
年から 2010 年にかけて大幅に増加していることがうかがえる。2013 年 1 月 1 日現在
の全国の自治体数が 1,742 であるので、センター型拠点は、１つの自治体あたりにお
おむね 2 箇所ずつ設置されていることになる。地域の子育て支援の展開・充実にかか
わって専門的・指導的な立場を担うということを考えれば、これ以上の箇所数は不要
なのかもしれない。これに対し、地域住民が自分の生活圏内にあって気軽に立ち寄る・ 
 
表 3-2  全国地域子育て支援拠点箇所数の近年の推移（3 類型別市町村単独分を除く） 
 ひろば型 センター型 児童館型 合計 
2009（平成 21） 1,527 3,477 195 5,199 
2010（平成 22） 1,965 3,201 355 5,521 
2011（平成 23） 2,132 3,219 371 5,722 
 
交流することを想定しているひろば型や児童館型は、合計しても約 2,500 箇所しかな
く、1 つの自治体あたり 2 箇所に満たない状況である。生活圏内の身近な資源とは程
遠いと言わざるをえない。また、児童館型が急増しているのは、表 3-1 の「開設日数
等」にある 1 日の時間数が、2011 年度より「5 時間以上」から「3 時間以上」に緩和
されたためであると思われる（この年より、神戸市の児童館のうち 115 箇所が児童館
型として申請・認定されており、増加数全体の約 70%を占めている）。なお、2011 年
10 月 1 日現在の全国児童館数は 4,318 箇所なので、児童館型拠点が占める割合は 10%
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未満となり、決して多いとは言えない。 
拠点の設置促進に関しては、内閣府が毎年発刊している「子ども・子育て白書」に
もその現状（拠点数）や数値目標が記載されているが、こちらには、市町村単独交付
分も含まれている。2007年の平成 19年版（この時点では「少子化社会白書」）では「2009
年度までに 6,000 か所を整備する」とされ、2010 年の平成 22 年版・2011 年の平成
23 年版では「現状約 7,100 を 2014 年度までに 10,000 箇所とする」とされ、最新の
2012 年の平成 24 年版では「2011 年実績が 7,555 箇所」と記載されている。これらの
データからすれば、全国 10,000 箇所という数値目標が達成される可能性は高いが、こ
れはおおむね中学校区に 1 か所（3 類型すべてを含めて）に相当しており、すでに述
べたように地域性の高い拠点という観点からすれば、拠点の整備としては不十分であ
ると判断できる。 
 
第 2 節 地域子育て支援拠点を早期から利用することの意義 
(1) 地域子育て支援拠点の利用者層 
すでに前節で紹介したように、地域子育て支援拠点では、いずれの類型においても、
子どもの年齢が 0 歳～就学前の子育て家庭を対象として第 2 種社会福祉事業が展開さ
れているが、実際には、こうした拠点を利用する家庭の子どもの年齢は 0 歳から 3 歳
未満が圧倒的に多いと考えられる。 
総務省統計局が公表している幼稚園・保育所の在園者数・在所児数および年齢別人
口のデータ（いずれも 2009 年度）をもとにして、0 歳～2 歳の子どものうち保育所に
在所している子どもの比率と 3 歳～5 歳の子どものうち保育所に在所あるいは幼稚園
に在園している子どもの比率を算出した結果、前者は 626 千人÷3,158 千人で 19.8％、
後者は 2,849 千人÷3,206 千人で 88.9％となる（実際には在所・在園児の中には年度
途中に 6 歳になる子どももいるが、この計算には入れていない）。すなわち、3 歳未満
の子どものいる家庭のうち約 80%は、何らかの子どものケアをサービスとして利用し
たり家庭どうしのかかわりを築いたりするためには、地域子育て支援拠点や育児サー
クルのような地域資源を自らのニーズに応じて選択することになる。筆者のかかわっ
ている大学サテライトにおける利用者約 2,000 家庭（回収数は 473）を対象にした調
査（本博士研究第 7 章の調査）によれば、利用者の 86.3%を占めているのは 3 歳未満
の乳幼児とその親である（寺村 2011）。 
こうした統計的事実も合わせて考えると、現在までの拠点の経緯は次のように整理
できる：①3 歳以降の子どもが何らかのケア（保育）・教育を受けるメインストリーム
としての保育所・幼稚園は従来から整備され十分に利用されてきた。②3 歳未満の年
齢の子どもと家庭が利用する保育・教育の場は少なかっが、これは、そうした場を必
要とする人も少なかったためである。③しかし、近年では、多くの人がそうした場を
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必要とするようになり、地域子育て支援拠点事業がこれを担うことになった（政府は
全国に拠点 1 万か所という数値目標を挙げてメインストリーム化を目指している）が、
まだ十分に整備が進んでいない。つまり、0 歳児・1 歳児・2 歳児とその親（主に専業
主婦）が、自宅の近くにあって気軽に利用できる居場所（子育てひろば）を求めると
いう切実なニーズが 1990 年代から生じており、そうした当事者の願いが当事者の活
動（例えば、NPO を立ち上げて、ひろばを開設する）に発展し、最終的に現在の第 2
種社会福祉事業に結実している。 
0 歳～2 歳は、出生から 6 歳未満という比較的長い乳幼児期（就学前の時期）全体か
ら見れば「早期」であるが、筆者が言おうとする早期は、0 歳～2 歳という年齢幅の中
での「早期」であり、概ね「生後間もなくから半年まで」を想定している。つまり、
子どもの月齢が 6 か月前後までに、できるだけ多くの家庭が地域の拠点（子育てひろ
ば）を利用し始めることが望ましいと考えている。また、こうした早期からの拠点利
用を促進するためには、妊娠期のうちから女性が拠点は出産直後から利用できる支援
の資源であることを知っていること、また、実際にそこを利用してみたいと思うこと
が必要である。そこで、以下に、なぜ生後 6 か月前後までの早期に拠点利用を開始す
ることが望ましいのかについて論じる。 
 
(2) なぜ早期からの拠点利用が望ましいのか 
まず、筆者の言う「早期」にあたる生後 6 か月前後よりも低い月齢の子どもを育て
ている家庭が拠点をどの程度利用しているのかを、いわゆる子育てひろばにかかわる
調査で確認してみた。しかし、筆者が所属する神戸大学サテライトの利用者対象の調
査（津田・伊藤・寺村・井手 2012）も含め、愛知県立大学が体育館を活用して地域
貢献として開設した子育てひろばの活動報告（大林・岡田・緒方・神谷・志村・佐久
間・金尾・高橋 2011）、財団法人生協総合研究所（2009）が実施した全国 5 都県にお
ける利用者調査、斉藤（2008）による東京・千葉・埼玉・福井在住者を対象にした調
査も、利用者の子どもの年齢に関しての質問は 1 歳区分の選択肢で回答を求めている
（生協による調査では、親が複数の子どもと一緒に利用している場合には 6 か月ごと
の選択肢を用意していた）。そこで、1 歳未満の子どもとその親が利用している比率を
見てみると、大林・他（2011）では 2007 年度 28.9% 、2008 年度 19.2%、2009 年度
13.5%、2010 年度 14.5%であり、財団法人生協総合研究所（2009）では 19.0%、斉藤
（2008）では 21.2%となっている。子育てひろばの利用者の約 15%～20%が 1 歳未満
の子どもとその親であると考えてよいであろう。しかし、津田・他（2012）の調査で
は、1 歳未満で利用を開始した家庭の比率は、30.0%となっている。この高い比率は、
この調査の時期にすでに神戸大学サテライトで開始していた本章第 3 節で述べる早期
利用を促すサービスの影響であると判断できる。以下、なぜ早期からの拠点利用が望
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ましいのかを検討する。 
松島（2003）によれば、妊娠・出産という体験には身体イメージの変化とともに精
神的・身体的に大きなストレスや痛みを伴い、こうした状況が周囲から受容されない
女性は、「孤立している」「見捨てられている」と感じるという。また、家族に新しい
命が加わることで、妊娠・出産の当事者である女性は、それまでに構築してきた関係
性を再構築することを迫られると述べている。さらに、こうした関係性は、夫婦間や
親子間だけにとどまらず、「自分と子どもが社会的に受容されていることや、それをサ
ポートする人々との関係性や社会とのつながり」も視野に入れるべきであると、彼女
は強調する。 
3 歳未満の子どもを育てている母親約 5,500 人を対象としたベネッセ次世代育成研
究所（2012）による調査では、0 歳児の母親のうち 19.0%、1 歳児の母親のうち 11.7%、
2 歳児の母親のうち 9.9%が、「地域での子どもを通じたつきあい」に関する 4 項目（子
どもを預けられる人、子どものことを気にかけて声をかけてくれる人、子育ての悩み
を相談できる人、子ども同士を遊ばせながら立ち話をする程度の人）すべてに「1 人
もいない」と回答している。また、同じ調査において、「子育てに自信が持てるように
なった」という質問に対して肯定的に回答した割合は、地域でのつきあいがある群が
34.8%、つきあいのない群が 21.7%となっている。つまり、子どもの年齢が上がるに
つれて「社会とのつながり」は広がっていくが、0 歳児の母親がもっともつながりを
持ちにくいこと、「社会とのつながり」を実感している母親のほうが前向きに育児に取
り組める可能性があることが示されている。言い換えれば、育児を自らの役割として
主体的に受け止めるためには、早期から社会とつながることが重要なポイントとなる。 
このように子どもの年齢が 1 歳未満における「社会とのつながり」が必要であるが、
さらに、すでに述べた生後 6 か月前後未満からの拠点利用が重要と筆者が考える理由
を以下に整理する。 
神戸市が 2009年度に乳幼児健診を受診した約 38,000 人の保護者を対象に実施した
調査結果のまとめである「神戸市における子育ての現状と支援に関する調査報告書
（2011）」によれば、「子育ての仲間がいない」と回答した者の比率は、4 か月児保護
者 23.6%、1 歳 6 か月児保護者 15.9%、3 歳児保護者 12.9%となっており、4 か月児の
保護者が最も孤立していることがうかがえる。また、「普段の近所づきあいの程度」に
関する質問に着目すると、4 か月児の保護者のうち 11.2%が「近所づきあいをほとん
どしていない」を、35.4%が「挨拶程度しかしない」を、24.0%が「会えば親しく話す
が、頼みごとまではできない」を選択しており、これを合計した 70.6%が「困ったと
きに頼める近所の人がいない」という状況にあると推測できることになる。この値を、
1 歳 6 か月児の保護者と 3 歳児を持つ保護者についても同様に算出すると、それぞれ
57.8%と 49.6%となり、ここからも、6 か月未満の乳児の保護者に、子育ての仲間がい
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なかったり、近所づきあいが進まなかったりしている人が多く、孤立状態になりやす
いことがうかがえる。 
さらに、同調査結果として掲載されている「すくすく赤ちゃんセミナー（各区が実
施する生後 5～6 か月児を持つ保護者を対象とした、離乳食・育児・歯科に関する講習
と仲間づくりを目的とするセミナー）」を知っている保護者は全体の 80%弱となって
おり、このセミナーの認知度は非常に高い。にもかかわらず、実際の参加（セミナー
利用経験者）は、約 50%とそれほど高くない。参加しない理由（自由記述）が書かれ
ているが、それは「子どもを連れて区役所まで行くのが大変」「5～6 か月児と一緒に
長時間の講座を受けることが負担」などであり、ここからは、5～6 か月児を育ててい
る親は、子ども連れの外出に困難を感じていること、外出するのであれば、近所で子
どもを遊ばせながらリラックスできる場所を求めている可能性がうかがえる。 
厚生労働省は、毎年、子ども虐待による死亡事例等を調査している。その結果の概
要である「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第 9 次報告）」による
と、平成 23 年 4 月～24 年 3 月までに、心中以外で虐待死した子ども 58 人中、0 歳児
が 25 人（43%）と最も多く、その内訳は、日齢 0 日の死亡が 7 人、月齢 0 か月の死
亡が 4 人、月齢 1～6 か月の死亡が 9 人、月齢 7 か月以上 11 か月までの死亡が 5 人と
なっている。6 か月以下と 7 か月以上を比較すれば、20 人対 5 人となる。この事実は、
子どもが小さければ小さいほど虐待死を招きやすいことを示している。 
まだ記憶に新しいが、神戸市においても、2012 年 2 月、実の母親が生後 5 か月の乳
児の首を絞めて殺害するという痛ましい事件が起きた。母親は 2011 年 4 月、他県か
ら転入して実家の両親と同居、父親は単身赴任中であったという。新生児訪問では産
後うつ病の可能性があると査定されていたが、乳児 4 か月健診では母子ともに特に異
常がないということで、それ以降の支援を特に利用しなかったという。この死亡事例
を受け、急きょ有識者らで構成される神戸市児童虐待死亡等事例検証委員会が立ち上
げられたが、その報告書では、虐待の原因が「母親は産後うつ状態が疑われたことと、
妊娠中に転居してききたため子育て仲間がいなかったことなど孤立しやすい状況に置
かれていたこと」にあると指摘され、その再発防止策として「乳幼児健診時の母親に
よる『困っていることはない』などの発言だけを根拠に『支援不要』と判断しないこ
と、4 か月健診時に産後うつ病のスクリーニングを実施すること、面識のある助産師
が引き続き家庭訪問する仕組みを創ること」などが提言されている。 
以上から、子どもの月齢が 6 か月前後以前の親（女性）はもっとも孤立しやすく、
子連れでの移動のしやすさを考えれば、身近な地域での仲間づくりや社会的つながり
の形成が求められる。地域子育て支援拠点、特にひろば型は、すでに本章内でも述べ
たように、常設の子育てひろばであり、育児中の家庭が自分たちのペースに合わせて
思い思いの過ごし方ができる仲間づくりの場・交流の場・子どもの遊び場である。社
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会的なつながりを広めたり・深めたりするためには絶好のサービスを提供している。 
以上の前提を踏まえるならば、妊娠中および出産前後における支援として、女性の
主体性を伴った出産を保障することに主眼におくことはもちろん重要であるが、これ
に加えて、出産後に利用できる資源の情報を親となる女性が得ておくという点も重要
となる（松島 2003）。こうした「主体的なお産の保障」「関係性の再構築」および「社
会的つながり」・「出産後の資源情報」といった観点を考慮すれば、地域の資源を熟知
している助産師が、相談援助などを通して女性が母になる・親になることへの伴走的
支援をおこなうとともに、地域子育て支援拠点などの子育てひろばに関する情報提供
およびその利用への勧誘を、妊娠期および産後早期から実施することによって、女性
のエンパワーメント過程を導いていけると考えた。そこで、次節では、こうした目的
を実現するための拠点からのアウトリーチを取り入れた仕組を紹介・検討する。 
 
第 3 節 地域域子育て支援拠点の早期利用を促す仕組 
産科施設に勤務していない地域の助産師であっても、その専門性をもっとも発揮し
やすい対象は、妊娠中から出産後 1 年くらいまでの女性であることは否定できない。
出産後できるだけ早期からの拠点利用を促すためには、産科施設に地域の助産師が出
向き、そこに通院する女性に対する何らかのサービス提供を通して女性からの信頼感
を得ることが必要である。すでに、第 2 章で明らかにしたように、産科施設で顔なじ
みとなった助産師からであれば家庭訪問を受けても良いと判断されるほど、助産師は
産後の女性から信頼を得られやすいという結果に着目し、助産師が妊娠中から家庭訪
問も含めた多様なサービスを提供すると同時に、妊娠中および出産後には大学サテラ
イトを含む諸資源を紹介し、それらの利用を促すという仕組が有効であると考えた。 
そこで、神戸大学大学院総合人間科学研究科（現同大学院人間発達環境学研究科）・
サテライト施設「のびやかスペース あーち（神戸市灘区）」から、助産師である筆者
がアウトリーチ・ワーカーとして地域の産科施設に出向き、そこに通院している妊産
婦に対して、自分が地域で活動しているフリーの助産師であることを伝えると同時に、
「あーち」のプログラムを紹介し、そこへの参加を促した。さらに、対象者のニーズ
に応じて、携帯メールでの相談、複数回の産後母子家庭訪問、子育て支援に関する多
様な地域資源（「あーち」も含む）への同行参加といったサービスも随時おこなうとい
う仕組を構想した。この仕組は、「妊娠中から出産後の時期（広義のペリネイタル期）」
にある女性を対象にして、拠点からワーカー（助産師）が「出向く（アウトリーチす
る）」という特徴を有しているので、これに「ペリネイタル・アウトリーチ・サービス」
という名称を付けた。第 4 章では、筆者が試行的に約 1 年間にわたって実施したこの
「ペリネイタル・アウトリーチ・サービス」の効果を、エンパワーメントの過程（段
階）およびそれに応じた支援内容という視点から検討する。 
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第 4 章 
早期からの拠点利用につなぐペリネイタル・アウトリーチ・サービス（1） 
－産科施設と連携したエンパワーメントを目指す試行実践－【調査 2】 
 
本章では、第 3 章・第 3 節で筆者が構想・提起した「助産師活動を起点とした地域
子育て支援拠点の早期からの利用」を促す仕組、すなわち、妊娠期から出産後の女性
を対象として筆者が試行した相談援助や家庭訪問を含むアウトリーチ・サービスを受
けた対象者が、孤立・依存の状態から自立の状態へとエンパワーされる過程を、具体
的な支援との関連性から事例的に検討する。まずは、第 1 節において、2000 年以降に
イギリスのブレア政権のもとで発展・充実してきた家庭訪問を中心とするアウトリー
チという支援法とエンパワーメントとの関係を、地域子育て支援拠点の利用にかかわ
らせて議論したうえで、本研究の目的を詳説する。そして、第 2 節以降において、ペ
リネイタル・アウトリーチ・サービス試行実践の効果に関する検討結果を示す。 
 
第 1 節 問題と目的 
(1) アウトリーチとエンパワーメント 
予防的な子育て支援活動のなかで、近年、活発におこなわれるようになった「つど
いの広場事業（伊藤・岡田・川谷 2005）」や「育児サークル」などの、いわゆる、当
事者によるセルフ・ヘルプ・グループによる活動は、「妊娠・出産や子育てという同じ
当事者体験をしている仲間（ピア）が、メンバーとして自発的に参加し継続的な活動
していくことを通して、互いに支え合うという仕組と成果の意義に気づき、さらに常
に対等で開かれた関係によるコミュニケーションやコミットメントを続けることによ
って、メンバー間の信頼関係や相互支援の関係がより強固なものになる」という循環
的な特徴をもっている（石川 2004）。 
しかし、様々な理由から、このような交流の場・拠点にやって来て参加することが
できない対象者は、当事者としての仲間との交流を持たず、居住地域から孤立した状
態のまま、出産と育児期を迎えることになる。そして、そのような支援の届きにくい
親、特に女性に対し、どのような支援をどのような方法で届けるのか、言い換えれば、
｢アウトリーチ｣による支援のあり方が問われることになる。このアウトリーチ活動は
近年さまざまな分野で広がりを見せているが、子育て支援におけるアウトリーチは「支
援を必要とする家庭・親等へ支援を届ける、通常（従来）おこなわれている枠を超え
て支援をおこなう（国立教育女性会館 2008：4～6 ページ）」とされている。例えば、
イギリスのシュア・スタートやカナダにおけるニューカマー（貧困層が多い）への支
援活動として、コミュニティ・センターのような拠点から、アウトリーチ・ワーカー
が家庭訪問をおこなうというサービスがおこなわれている。しかし、拠点など地域の
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資源につなぐことがないままで訪問サービスを長期に継続することは、対象者の依存
性をかえって高めてしまう可能性がある。もちろん、訪問する支援者がエンパワーメ
ントの重要性を十分に意識し、豊富な情報を与えながら、そこから対象者が自分の判
断でニーズに合ったサービスを選択できるように促すといった方法もあるが、訪問に
よるサービス提供に終始することは、居宅外の資源にアクセスして対人関係を広げる
機会を対象者に与えることを制限してしまう可能性もある。これは、エンパワーメン
トという視点から見ても、必ずしも望ましい支援とは言えない。ここに、拠点からア
ウトリーチ・ワーカーが派遣されている意味がある。 
拠点のアウトリーチ・ワーカーが家庭訪問等をおこなう他の専門職（新生児訪問指
導員、子ども家庭支援員など）と異なるのは、相談や家庭訪問によって対象者のセル
フ・エンパワーメント過程を支えるのに加えて、拠点であるコミュニティ・センター
などに対象者を徐々に誘導できる点にある。このような方法は、対象者どうしが出会
う場を提供することによって彼女らのピア・エンパワーメントを促す可能性、さらに
は彼女らが居住する近隣社会へのポジティブな評価や地域行事（活動）などへの積極
的参加に代表されるコミュニティ・エンパワーメントにつなげていける可能性をもつ。
わが国においては、何らかの拠点からアウトリーチ・ワーカーが、家庭訪問を中心と
したサービスを展開している事例はほとんどなく、ましてや、対象者を拠点につなぐ
ことによってピア・エンパワーメントやコミュニティ・エンパワーメントを実現する
といった考え方も希薄である。ごく最近、古川（2010）が、新生児期にある家庭への
アウトリーチ支援が次の支援拠点につなぐ役割も兼ねる必要があると指摘しているが、
このように複数のサービスを「つないでいく」こと、すなわちサービス間の連続性・
継続性という発想を重視した取り組みは、子育て支援の予防および介入という観点か
ら見ても、わが国の今後の大きな課題となってくると思われる。 
 
(2) 本研究の目的 
現在の母子保健事業には、母子健康手帳の交付、妊産婦および乳幼児の健康診査、
妊産婦および乳幼児の保健指導、医療の援護など様々なサービスがあり、それらは、
これまで女性と子どもの健康の保持・増進に大きな効果をあげてきた。しかし、いわ
ゆる、育児不安感を持つ女性の増加や、親から子どもへのマルトリートメントといっ
た深刻な社会問題などに対応するためには、母子保健事業もこれまでの枠を超えた展
開が求められている。例えば、調査対象は異なるが、兵庫県（3 歳児健診時の母親を
対象）と大阪府（3 歳 6 か月児健診時の母親を対象）で実施された子育てに関する大
規模な実態調査において、「育児の中で一番心配なときは、いつでしたか」という問い
に最も高い割合で選択された時期は「退院から 1 か月」という結果が得られている（原
田 2006：174 ページ）。しかし、現実には、母子保健事業サービスがこの時期に特に
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手厚く提供されているわけではない。 
この出産後 1 か月間の過ごし方は、各家庭の事情によって多様である。親と同居し
ていたり里帰り出産をしたりする女性は、育児不安感を周囲の支援的資源（ソーシャ
ル・サポート源）を利用することで解消しやすい。しかし、核家族であると同時に親
や親戚の援助を得られにくい女性は、育児不安感を抱えていても、産科施設での 1 か
月健診や各市町村でおこなっている母子保健事業のひとつである新生児訪問指導以外
には、育児について直接に相談できる機会はほとんどない。その後、母親となった女
性が利用できる相談窓口は、生後 3～4 か月の乳児健康診査である。 
核家族（夫婦と子の世帯）の場合、「夫の帰宅が遅い」「夫がわが子や育児に無関心
である」「プライバシーを重視しすぎる都市部で暮らしているため、近隣の人との結び
つきが期待できない」といった条件が重なると、女性と子どもが地域から孤立して家
の中だけで生活せざるを得なくなり、このような状態は、育児不安感をさらに増大さ
せることが指摘されている（今泉 2001、長坂 2002）。さらに、全国規模の調査（福
永 2005）では、市町村の新生児訪問指導が、「全数訪問をおこなっている割合が少な
い点」「虐待予防を念頭においたネットワークづくり（地域内の産科・小児科医療機関
や NPO などと行政との継続的連携）が進んでいない点」などから、十分に機能して
いないことが指摘されている。 
これらの指摘は、筆者自身の 3 年間の新生児訪問指導員（2001 年度～2003 年度神
戸市から委嘱 東灘区担当）としての経験に照らしても明らかであり、筆者の卒業研究
（寺村 2004）では、新生児訪問指導に類するサービスを希望する女性が非常に多い
こと、そして、訪問してほしい相手・訪問回数・訪問期間等についてのニーズが多様
であることが明らかにされている。この研究では、調査対象（初産婦 123 名・経産婦
108 名）である女性のほとんど（初産婦が 90.2%、経産婦が 85.2%）が、新生児訪問
の指導者として「自分がすでに顔見知りである産科施設の助産師」を希望しているこ
とが最も特徴的であった。さらに、産後 1 か月の女性を対象とした全国調査によれば
「出産施設での育児相談」「じっくりと相談にのってもらえる乳児健診」「乳房マッサ
ージなども含めた家庭訪問」「必要だと思うときの複数回の家庭訪問」などといったニ
ーズが比較的高くなっている（島田・杉本・縣・新田・関・大橋・村上・中根・谷・
戸田・盛山 2006）。つまり、自分自身と赤ちゃんの心身の健康面に関する専門職が、
妊娠期から出産後まで継続的にかかわり複数回にわたって家庭訪問ができるようなシ
ステムが、少なくとも産後直後から乳児 3～4 か月健診までの時期にある女性の強いニ
ーズとなっているのである。 
以上から、妊娠期から出産後数か月（広い意味での周産期）にある女性が、「育児不
安感を抱えるというディスパワーされた状態から脱却し、仲間づくりを通して地域か
ら孤立することなく、親として自分自身をエンパワーしていくこと」を支援するプロ
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グラムの早急な確立が望まれている。ところが、このような支援プログラムを考える
際に指摘されるのが「利用できるサービスがあることを知っていても、そこにアクセ
スする意欲を持てない対象者が必ずおり、そのような人こそ、当該のサービスを最も
必要としている」という課題である。これに対応する方法として、北米を中心に行わ
れている予防的子育て支援のひとつとして、コミュニティ・センターやファミリー・
リソース・センターによる「家庭訪問を中心としたアウトリーチ・サービス」を挙げ
ることができる。センター所属のアウトリーチ・ワーカーが、地域から寄せられる情
報と個別のニーズに応じて家庭訪問をおこない、やがては女性と子どもがセンターの
グループ・プログラムを利用することで、孤立や不安を解消しながら親としてのあり
方を学んでいくという方法がとられている。 
そこで、筆者は、この方法の一部を援用し、地域の産科施設と連携しながら、妊娠
期から出産後までの女性が、親として成長し自らをエンパワーしていけることを目指
して、比較的長期にわたる継続的・連続的支援を視野に入れた「アウトリーチによる
支援プログラム」を構築・実践した。支援の継続性ないしは連続性はきわめて重要な
観点である。Lafrance & Mailbot（2005）によると、カナダにおいても「助産師は信
頼と相互尊重という絆を母親およびその家族と結ぶことによってそのケアにあたって
いるが、彼らの生活環境を十分に考慮しながら、ケアが文脈と連続性の中で提供され
るよう留意している」と述べている。本章研究における継続性・連続性とは、産前・
産後に支援を受けた信頼のおける助産師が、拠点にも所属しており、なおかつ、ライ
フステージの進行に伴うニーズの変化によって（助産師の専門性では）支援できなく
なった場合を想定して、拠点に常駐する他の専門性をもったスタッフに対象者をつな
げるという仕組を指している。 
本章では、こうした仕組を試行的に実践したプロセス、すなわち、筆者による支援
とそれを利用した対象者の変容との関係性を分析することで、このペリネイタル・ア
ウトリーチ・サービスの効果を検討した。具体的には、筆者と対象者の間で展開され
た相互作用に関する記録を、Longwe（2002）のエンパワーメント 5 段階論も援用し
ながら分析した。言い換えれば、第 3 章・第 3 節で示したサービス提供（仕組）によ
って、対象者である女性が、助産師としての筆者の専門性と大学サテライトをはじめ
とする地域リソースとをどのように利用し、どのように自らをエンパワーしていくの
かを対象化することによって、この支援プログラムの効果と今後のあり方を検討した。 
 
第 2 節 研究方法 
2006 年 4 月末に、大学サテライト施設（ひろば型拠点）である「のびやかスペース
あーち（以下「あーち」と記述する）」に比較的近い場所にある A 産科施設の院長お
よび看護師長に会い、実践的研究への協力依頼とマタニティクラスで説明する内容に
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関する打ち合わせをおこなった。配布予定の資料に基づいて、実践研究の内容と方法
を説明し同意を得た。また、「クラス開催時間中のいつごろ説明をしたらよいのか」「参
加人数はどのくらいか」「経産婦・初産婦の内訳」「妊娠週数」「特に留意すべきこと」
について確認した。  
A 産科施設で定期的に開催される「マタニティクラス」と「産後クラブ」に筆者が
出向いた。「マタニティクラス」には 2006 年 5 月から月 2 回ずつのペースで、「産後
クラブ」には 2006 年 7 月から月 1～2 回のペースで出向いた。こうしたアウトリーチ
活動を、2007 年 1 月末まで継続した。説明時には、自分が地域でフリーな立場で活動
している助産師であること、つまり、自分が助産師という立場でかかわることのでき
る地域の支援者であることを参加者に伝え、また、「あーち」のスタッフとして、子育
て支援に関連する「あーち」のプログラムを紹介し参加を勧めた。このようにして、
支援者という役割と同時に、大学施設と参加者とをつなぐコーディネーターとしての
役割を明確化した。 
妊娠期（産前）は、A 産科施設において「あーち」の存在を知り、アウトリーチ・
ワーカーの働きかけにより「あーち」に来た女性に対して妊婦相談などをおこない、
その際に個別の情報収集もおこなった。産後に関しては、このアウトリーチ・サービ
ス利用者の心理的な状態を把握するために、「子ども総研式・育児支援質問紙＜0～11
か月児用＞（川井・庄司・千賀・加藤・中村・谷口・恒次・安藤 1998）」による育児
困難感の測定および「日本版エジンバラ産後うつ病自己評価票（岡野・村田・増地・
玉木・野村・宮岡・北村 1996）」によるうつ傾向の測定に協力するよう対象者に依頼
した。その際、上記の質問紙で得られた結果は、本研究以外に用いないことを文書と
口頭で約束し、同意の得られた女性のみを対象にこれらの質問紙への回答を依頼した。
この結果は、産後における対象者への支援に役立てるための資料として利用した。産
前・産後の相談を中心としたやりとりは、携帯電話・携帯メール・家庭訪問を通して
記録されたが、この内容に関しても、質問紙の場合と同様の約束・同意の手続きをと
った。実践研究をおこなう前から予想されたことではあるが、必ずしも、すべてのケ
ースが複数回の母子産後家庭訪問につながったわけではない。本章研究では、後述す
るように、頻回な相談と複数回の産後母子家庭訪問につながった 2 事例を中心に結果
を整理する。なお、分析対象のデータは、対象者との出会いから 2007 年 1 月末日ま
でのものとした。 
研究対象となる女性を選定するための条件は、「妊娠 20 週以降の正常に経過してい
る妊婦であること」「出産予定日が 2006 年 7 月～9 月の間にあること」であった。こ
れは、「多様なプログラムに参加するには妊娠の安定期であることが望ましいこと」を
配慮したのに加え、計画した実践研究期間が 1 年間であり、一定の支援期間を確保す
るためでもあった。これは、A 産科施設のマタニティクラス参加者に適用された初期
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条件であった。次の条件は、妊娠中に「あーち」を見学し、「あーち」のプログラムに
参加することであった。さらに、第 3 の条件は筆者からの産後母子家庭訪問を受け、
その訪問時に、筆者から依頼した質問紙調査に協力することであった。最後の条件は、
2 回目以降の産後母子家庭訪問を筆者から受けることであった。もちろん、これらの
訪問は行政サービスとしての新生児訪問指導とは独立である。以上の条件を満たした
対象者は、全対象者の女性 9 名のうち、結果的に 2 名（以下、A さん、B さんと呼ぶ）
であり、彼女らを本研究の分析対象とした。これら 2 名の女性からは、2007 年度途中
の 2 回目の産後家庭訪問時に、先に述べた質問紙への回答内容およびそれ以降の筆者
との相談および最終（2007 年 1 月末）の事後インタビューを通したやりとりの内容に
関する記録を研究成果として分析・公表することについて再度説明し、口頭にて同意
を得た。 
 
第 3 節 結果と考察 
(1) 質問紙調査（事前調査）について 
「子ども総研式・育児支援質問紙＜0～11 か月児用＞」と「日本版エジンバラ産後
うつ病自己評価票」の結果から知ることができるのは、母親がもつ育児不安の内容の
プロフィールであり、それは「（心配・困惑・不適格感からなる）育児困難感Ⅰ」「夫・
父親・家庭機能の問題」「母親の不安・抑うつ傾向」「Difficult Baby」「夫の心身不調」
という 5 つの尺度から構成される。A さんは、「Difficult Baby」尺度が平均よりも高
く、「夫・父親・家庭機能の問題」尺度は平均よりも低いことが、B さんは、「夫・父
親・家庭機能の問題」尺度が平均より高く、「Difficult Baby」「母親の不安・抑うつ傾
向」「夫の心身不調」の各尺度は平均よりも低いことが明らかになった。日本版エジン
バラ産後うつ病自己評価票は、母親の産後 3 か月頃までの「うつ状態の強さ」を測定
するものである。うつ病と診断された母親たちの平均は 15.0±2.8 点、非抑うつ群の平
均は 5.0±2.6 点であることがすでに知られている。A さんの得点は 7 点、B さんの得
点は 3 点で、いずれも正常範囲内であった。 
以上から、それ以後のかかわりのなかで、A さんに対しては「赤ちゃんに対する理
解を深めてもらうよう、赤ちゃんの特性や発達の経緯について分かりやすく説明する
必要がある」と、B さんに対しては「本人からパートナーに関する相談があれば積極
的に傾聴する心構えが必要である」と筆者は判断した。 
 なお、A さんと B さんに対して、これらの質問紙をポストテストとして再度実施す
ることはしなかった。なぜなら、2 人に「育児困難感が特に高い」「うつ状態である」
という傾向が顕著には見られなかったからである。その後の支援が効果的であり、対
象者のエンパワーメントにつながったかどうかの検証は、以下で述べる「対象者と筆
者とのやりとり」と「事後インタビュー」の記録分析によっておこなわれた。 
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(2) 対象者と筆者とのかかわりについて 
 まず、対象者 2 名とアウトリーチ・ワーカーである筆者とのやりとり（ニーズ・相
談内容とそれに対する助言や同行・参加等を中心とする支援）を時系列に沿って整理
した。整理の対象となったデータは、「直接に対象者と面会したときの会話を筆者が書
き起こした記録」「電話・携帯電話における対象者との会話を筆者が直後に書き起こし
た記録」「携帯メールに残された対象者と筆者間の記録」である。2 人のプロフィール
も含めて、これらの記録を整理した概要を以下に示す。 
【A さんについて】 
・プロフィール：年齢は 30 歳代前半。初産婦。結婚を機に県外から転入。2006 年 6
月、A 産科施設のマタニティ後期クラスに参加。正常分娩。新生児の体重は平均的。
A 産科施設で出産後、1 か月健診まで実家で過ごす。 
・分析期間：2006 年 6 月 24 日～2007 年 1 月 30 日 
・サービス内容：携帯メール：57 往復／携帯電話：2 往復／産後母子家庭訪問：3 回
（含新生児訪問指導 1 回）／A 産科施設「産後クラブ」への勧誘や同行・参加：2
回／「あーち」プログラムへの勧誘や同行・参加：8 回／「あーち」編集会議への
勧誘や同行・参加：1 回／「あーち」連絡協議会への勧誘と同行・参加：1 回 
【B さんについて】 
・プロフィール：年齢は 20 歳代後半。初産婦。結婚を機に（約 1 年半前）県外から転
入。2006 年 5 月、A 産科施設のマタニティ前期クラスに参加。A 産科施設で妊婦健
診を受けていたが、里帰り分娩をする。正常分娩。新生児の体重は平均的。里帰り
先で 1 か月健診を受けた後、自宅に戻る。 
・分析期間：2006 年 5 月 12 日～2007 年 1 月 28 日 
・サービス内容：携帯メール：27 往復／携帯電話：0 往復／産後母子家庭訪問：2 回
／A 産科施設「産後クラブ」への勧誘や同行・参加：2 回／「あーち」プログラム
への勧誘や同行・参加：3 回／乳児４か月健診での面会：1 回／市主催のセミナーへ
の勧誘と同行・参加：1 回  
以上から、対象者と筆者とのかかわりは、「日常的な携帯メールによる相互のやりと
り」「筆者から対象者への地域資源への勧誘と同行・参加」「対象者からの家庭訪問の
ニーズと筆者の対応」によって特徴づけられる。携帯メールの利点は、電話とは違い、
相手を煩わせることなく離れた相手と比較的迅速に情報のやりとりができる点にある。
これによって、対象者が不安・心配になっている期間を最短に抑えることができたと
考えられる。次に、様々な地域資源を単に紹介するのではなく同行・参加するという
方法は、勧誘だけでは動機づけられない対象者に対して、あるいは対象者にとって初
めての場所に勧誘するときには、資源に確実にアクセスしてもらうために有効であっ
たと考える。 
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 筆者は、対象者のニーズを引き出し同定することに細心の注意を払った。具体的に
は次のような支援に努めた。対象者が表出しきれない、表出をためらっている、ある
いは自分自身が気づいていない「潜在的なニーズ」を引き出すために、家庭訪問時や
家庭外で直接にかかわる時は、対象者との信頼関係を築き、ゆっくりと落ち着いて話
せる時間や雰囲気を提供すると同時に、一貫した態度（傾聴、受容、共感、支持、承
認など）に留意した。また、その時にはニーズを表出しなくても、その対象者がおか
れている状況を査定（アセスメント）し、今、対象者には何が必要なのか、近い将来、
何が必要となってくるのかを同定した上での支援に努めた。具体的には、県外から来
たばかりで、地理的にも心理的にも孤立しやすい対象者に対して、あらかじめ他の母
親との仲間づくりがしやすい場づくりをしたり、赤ちゃんの病気を気にしている場合
には、その解決に役立ちそうなプログラムや講演会を紹介したりした。 
 
(3) 対象者のニーズと筆者の支援との対応について 
 「(2)対象者と筆者とのかかわり」のデータ（記録）から、対象者 2 名に共通するニ
ーズを取り出し分類した結果、7 つのカテゴリが得られた。以下に 7 つのカテゴリと
それぞれに含まれる典型的なニーズを整理する。 
 
①知識や育児技能：赤ちゃんの発育・発達に関すること（体重や身長、発達段階の特性、
欲求、あやし方、遊び方など）・赤ちゃんの病気のこと（湿疹、風邪、予防接種など）・
赤ちゃんの栄養のこと（母乳や離乳食など）・赤ちゃんの生活のこと（沐浴、スリン
グおよび抱っこひも、外出、テレビの見せ方など）・母親自身の身体のこと（産後の
からだの変化、睡眠不足、体調など）などを知ってその意味を理解したい。 
②育児困難感：赤ちゃんが泣くことに対する心配や対処困難。これらについて気軽に相
談できる相手が欲しい。 
③育児不安感：育児に対する漠然とした不安、徒労感、虚脱感など。妊娠中は、胎児に
関する漠然とした不安。 
④不満・ストレスの表出：夫が対象者の気持ちに理解を示さないことに関する不満。産
後、自由に外出できないことでストレスがたまることでイライラする。これらに関し
て話を聞いて欲しい、共感して欲しい。 
⑤孤立感：現住所に転入してまだ日が浅く（ニューカマー）、近隣に友人や知り合いが
いない。妊娠中は仕事（他市で勤務）を持っていたので、住んでいる地域に不案内で
ある。特に産後、同じような月齢の赤ちゃんを持つ母親と知り合いになりたい。夫の
理解や協力が欲しい（妻の気持ちを理解する、育児にできるだけ参加する、母親を支
えるようなかかわり方など）。 
⑥地域の子育て支援資源の利用：行政の相談窓口は敷居が高い。実際に会って相談する
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ことが大切。「あーち」「A 産科施設の産後クラブ」「近隣の児童館や地域福祉センタ
ーでおこなわれている育児サークル」などについて、アクセスの方法や利用の仕方が
わからない。また、上記の施設に最初に一人でいくのがためらわれる。 
⑦自己実現や自己表現：妊娠中からボランティア活動をしたい。出産後も子育てに没頭
するのではなく、個人としても活動がしてみたい。現状は、赤ちゃんがいるので子育
てに関連するような活動がしたい（母親の視点でのモノづくり、将来の仕事につなが
るような活動など）。 
 
次に、「(2)対象者と筆者とのかかわり」のデータ（記録）から、対象者 2 名に対し
て提供された筆者からの共通する支援内容を取り出し分類した結果、7 つのカテゴリ
が得られた。以下に 7 つのカテゴリとそれに含まれる典型的な支援を整理する。 
①情報の伝達（知識・技術）：医学的知識、子どもの発達や育児に関する知識、育児に
関する具体的な技術を対象者に教える行為。 
②情報の伝達（資源の紹介）：対象者の居住地から比較的近隣にある・いる「育児支援
に関連する地域資源（居場所、セミナー、人・仲間など）」を対象者に知らせる行為。 
③看護的ケア：行動レベルでは「見守り」と「健康診査」がこれにあたるが、これに
は、「受容・承認・支持・共感」といった対象者をリラックスさせるための態度が伴
うこともある。また、「パニック予防」としても機能する場合がある。 
④資源への同行・参加：アウトリーチは家庭訪問だけでなく、支援者が先に述べたよ
うなリソースに接近しやすくなるよう後押しすることも含まれる。これに当たる行
為が、支援者による同行・参加である。 
⑤動機づけ：常に前向きに「楽しく、たくましく育児をしていこう」という意欲を維
持・促進させるための行為であり、支援者と次に会う日を決めたり、今の困った状
態がいつまでも続くわけではないと伝えたりするなど、見通しや安心感を提供する
行為。 
⑥助言・カウンセリング：潜在ニーズを引き出すことも含めて、育児不安感および育
児困難感を軽減させるためのアドバイスや信頼関係にもとづく長時間の相談行為。 
⑦意見交換：支援者が一方向的に「情報・ケア・動機・助言など」を対象者に提供す
るのではなく、支援者が対象者と一緒に考えたり対等に議論をかわしたりする行為。 
以上のように、対象者のニーズと筆者による支援を分類できたので、これらのカテ
ゴリを使って、対象者 1 人ずつのニーズとそれに対応する筆者の支援とを時系列的に
カウントした。「第Ⅰ期：出産前」「第Ⅱ期：出産後～第 1 回産後母子家庭訪問日」「第
Ⅲ期：第 1 回産後母子家庭訪問日の翌日～第 2 回産後母子家庭訪問日」「第Ⅳ期：第 2
回産後母子家庭訪問日の翌日～2007 年 1 月末」の 4 期に分けた。対象者のニーズに関
する結果を表 4-1 および表 4-2 に、筆者からの支援に関する結果を表 4-3 および表 4-4
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に示す。なお、対象者の単一ニーズに対して筆者がおこなった支援が複数の場合もあ
るため、必ずしもニーズ数と支援回数とは一致しない。これによって、対象者の女性
がどのようにエンパワーしていくのかといった過程と、それがどのような支援によっ
て促進されたのかを明らかにすることが可能となる（これについては後述の「(4)エン
パワーメントの過程と支援」で扱う）。 
 
表 4-1 A さんのニーズの分類結果（件数） 
カ テ ゴ リ Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期 
① 知識や育児技術 
② 育児困難感 
③ 育児不安感 
④ 不満・ストレスの表出 
⑤ 孤立感 
⑥ 地域の子育て支援資源 
⑦ 自己実現や自己表現 
0 
0 
1 
1 
4 
1 
1 
6 
3 
1 
4 
5 
1 
0 
3 
0 
0 
4 
1 
2 
0 
6 
0 
0 
1 
2 
0 
5 
合   計 8 20 10 14 
 
表 4-2 B さんのニーズの分類結果（件数） 
カ テ ゴ リ Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期 
① 知識や育児技術 
② 育児困難感 
③ 育児不安感 
④ 不満・ストレスの表出 
⑤ 孤立感 
⑥ 地域の子育て支援資源 
⑦ 自己実現や自己表現 
0 
0 
0 
0 
3 
2 
0 
3 
2 
1 
2 
5 
2 
0 
0 
0 
0 
1 
4 
0 
0 
6 
0 
0 
1 
2 
0 
5 
合   計 5 14 5 14 
 
まず、表 4-1 と表 4-2 から指摘できるのは、各時期（第Ⅰ期～第Ⅳ期）における 2
人の対象者が示した合計ニーズ数の推移が類似している点である。すなわち、第Ⅰ期
は少なくて第Ⅱ期には多くなるが、第Ⅲ期に減少し第Ⅳ期になるとふたたび増加して
いる。そこで、この 2 人のニーズ数の時期別推移（合計の部分）を度数ととらえ、両
者に違いがあるかどうかを検討するためにχ２検定をおこなった。その結果、有意差は
見られず（χ２=1.271 df=3 n.s.）、対象者のニーズの推移は同じ傾向にあることが
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確認できた。また、時期別に 2 人に共通するニーズ内容に着目すると、第Ⅰ期と第Ⅱ
期では「孤立感」が顕著であるが、第Ⅳ期には「孤立感」は減少している。また、第
Ⅳ期になると「知識や育児技能」に関するニーズが高くなっているのに加え、「自己実
現・自己表現」を求めるようになるのもこの第Ⅳ期に入ってからである。 
 
表 4-3 A さんに対する筆者からの支援の分類結果（件数） 
カ テ ゴ リ Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期 
① 情報の伝達（知識・技術） 
② 情報の伝達（資源） 
③ 看護的ケア 
④ 資源への同行・参加 
⑤ 動機づけ 
⑥ 助言・カウンセリング 
⑦ 意見交換 
0 
0 
2 
4 
1 
2 
1 
11 
3 
9 
0 
5 
0 
0 
4 
5 
6 
1 
4 
1 
0 
6 
9 
3 
14 
5 
0 
7 
合   計 10 28 21 44 
 
表 4-4  B さんに対する筆者からの支援の分類結果（件数） 
カ テ ゴ リ Ⅰ期 Ⅱ期 Ⅲ期 Ⅳ期 
① 情報の伝達（知識・技術） 
② 情報の伝達（資源） 
③ 看護的ケア 
④ 資源への同行・参加 
⑤ 動機づけ 
⑥ 助言・カウンセリング 
⑦ 意見交換 
2 
3 
3 
1 
0 
0 
0 
9 
2 
11 
1 
5 
2 
0 
0 
1 
4 
1 
3 
2 
0 
6 
9 
3 
14 
5 
0 
7 
合   計 9 30 11 44 
 
表 4-3 と表 4-4 から指摘できることは、各時期において 2 人の対象者に提供された
支援回数の合計の推移が類似している点である。そこで、2 人に対する支援回数の時
期別推移（合計の部分）を度数ととらえてχ２検定をおこなった結果、有意差は見られ
ず（χ２=2.681 df=3 n.s.）、2 人の対象者に対する支援の推移は同じ傾向にあるこ
とが確認できた。また、時期別に 2 人に対して数多く提供された支援内容に着目する
と、第Ⅱ期には「情報伝達（知識・技能）」「看護的ケア」が、第Ⅳ期では「情報の伝
達（資源）」「資源への同行・参加」「意見交換」が共通している。 
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(4) エンパワーメントの過程と支援 
 ここでは、2007 年 1 月末に、2 人の対象者に対しておこなった「事後インタビュー」
の結果も援用しながら、すでに述べた 4 つの時期における対象者のエンパワーメント
の過程を Longwe（2002）の 5 段階説にしたがって検討していく。 
まず、対象者のニーズと筆者の支援との対応関係に着目する。第Ⅱ期の「孤立感」
のニーズに対して「情報伝達（知識・技能）」「看護的ケア」といった支援がなされて
いた。これに対し、第Ⅳ期になると「知識や育児技術」「自己実現・自己表現」に関す
るニーズに対して「情報の伝達（資源）」「資源への同行・参加」「意見交換」といった
支援がなされていた。「孤立感」の高さは、対象者がいずれも県外から引っ越してきて
日が浅いことから生じていると思われる。ここから、出産後から第 1 回目の産後母子
家庭訪問までの間には、対象者本人の身体面や心理面の安定が、知識や技能の伝達や
看護的ケアによって図られたと解釈できる。ところが、2 回の産後母子家庭訪問以降、
対象者は育児に関する知識・技能を求めながらも、自らの生活の充実も求めるように
なっている。これに応じて、筆者は、地域の子育て支援にかかわる資源によって知識・
技能を本人が主体的に得られるような対応、自己実現が図れるような対応をおこなっ
ている。何よりも、筆者からの一方的な伝達を避け、対等な関係性のもとで意見交換
という支援が成立していることが対象者の成長を示唆している。 
Longwe（2002）は、女性がエンパワーしていく 5 つの段階の最初は、「福祉：基本
ニーズの充足が男性と同等であるかどうか」であり、次の段階は「アクセス：資源へ
のアクセスが男性と平等かどうか」であるとしている。本研究の対象者をこれに対応
させると、「孤立感」や「育児不安・育児困難」を抱える女性が、子育てにかかわる多
様な資源から切り離された状態にあることから脱し、一般の子育てをする女性と同じ
ように資源を利用できるようになることであると言えよう。事後インタビューを見る
と、「里帰り出産後自宅に帰ること自体不安であった。赤ちゃんと二人きりになるのが
こわかった。自宅に帰ってから相談できるので安心し、訪問をしてもらえることが決
まり救われたような気持ちがした。相談を通して赤ちゃんの理解も深まった（A さん）」
「妊娠初期まで他の地域に勤めていたので、知り合いをつくりたくて『あーち』など
に参加した。切迫早産で実家に帰っていた。不安があったが、赤ちゃんの睡眠パター
ンなどいろいろ教えてもらい気持ちが落ち着いた。支援がなければ赤ちゃんと一緒に
泣いていたと思う（B さん）」で明らかなように、育児に対する理解の高まりと同時に
一人で子育てをすることに対する不安が低減していることがうかがわれる。この時期
は第Ⅱ期にあたる。さらに、「スリング交流会には楽しく参加できたし、実際にスリン
グを使いこなせるようになり、日常生活に役立っている。これで買い物にいける！と
世界が広がったように感じた（A さん）」「自宅から遠く出かけるには気合は必要。『あ
ーち』が近所にあれば毎日でも利用したい。興味があるプログラムがあればぜひ参加
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したい（B さん）」に見られるように、2 人とも積極的な気持ちに変化している。これ
は明らかに資源利用が可能な状態を示している。この時期は、ほぼ第Ⅲ期にあたる。 
 Longwe による次の段階は「意識向上」「参加」「コントロール」となっている。「意
識向上」は男女間の差別の構造に気づくこととされ、本研究では、育児の難しさが社
会構造によるものであることに気づくことに相当する。残念ながら、2 人の対象者に
はこれに相当する事実は明確に見られていないが、子育て支援活動への「参加」「コン
トロール」は A さん・B さんともに見られている。具体的には、「『あーち』通信の編
集委員の一人となって、地域活動に積極的に参画すると同時に、自分が得意なカット
を描くなど利用者に対する影響力を持つようになっている（A さん）」「『あーち』主催
の小学校における赤ちゃんふれあい体験学習の協力者として、参加者 12 組のうち約半
数の女性（と赤ちゃん）の紹介・コーディネートをおこなった（B さん）」に見られる。
この時期は第Ⅳ期にあたっている。 
 以上から、出産後約半年の間に、「孤立的・依存的」な状況にあった 2 人の対象者が
徐々に「主体的」な状態に変容し、Longwe（2002）の言う 5 つのエンパワーメント
過程（久保田 2005）のうち、「意識向上」を除く 4 つの段階を経ていることが実証さ
れたと言えよう。ここで、2 人の対象者が 5 つの段階すべてを経なかったことに関し
て議論しておきたい。久保田（2005）において、Longwe 自身がこの 5 つの枠組みを
順序性の明らかなステップというよりも、エンパワーメントの要素として見ているこ
と、そして各要素はスパイラル状にさらに循環していくものとして捉えていることが
指摘されている。ここから敷衍すれば、「今回の対象者 2 人は、5 つの要素のうち 4 つ
の要素に変容が確認されたことから、エンパワーメントの第一歩を踏み出したのであ
り、今後さらに福祉・アクセス・意識向上・参加・コントロールといった過程のいく
つかを経ることによってより質の高いエンパワーメントの状態に進んでいく可能性を
持つ」と考えることができよう。 
 
(5)アウトリーチにおいてひろば型拠点が持つ意味 
 本章の「1．問題と目的 (1) アウトリーチとエンパワーメント」において示唆した
ように、「あーち」を拠点としたアウトリーチ・ワーカーは、この拠点利用を対象者に
促すことを通して、対象者の「依存」から「自立」への変容を支えられることが本章
研究を通して明らかにされたと言えるが、これはセルフ・エンパワーメントに相当す
る。しかし、ワーカーが拠点に所属していることの意味は、このセルフ・エンパワー
メントの支援にとどまらない。すでに「(4)エンパワーメントの過程と支援」で示した
ように、対象者 2 人はそれぞれ「あーち」の中で独自の役割を果たすことによって、
同じ子育て中の女性によって構成される当事者グループにも積極的に関与できるよう
になっている。この背後にも「拠点を持っているアウトリーチ・ワーカー」による対
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象者への働きかけが存在していたことを考えると、拠点が存在することは、アウトリ
ーチ・ワーカーを媒介として当事者たちのピア・エンパワーメント促進につながる可
能性を持つことが本研究で明らかにされたと言えよう。さらに、拠点を持つアウトリ
ーチ・ワーカーの機能がコミュニティ・エンパワーメントをも促進できるかどうかは、
今後の研究の重要な視点のひとつとなりうる。 
 
第 4 節 本章のまとめ 
 本章研究の目的は、地域子育て支援拠点（ひろば型）に所属するアウトリーチ・ワ
ーカーが、産科施設と連携しながら、妊娠期から出産後にある女性の子育てを、携帯
メールによる相談、子育て支援にかかわる資源への同行・参加、複数回の家庭訪問な
どを通して支援することによって、彼女らがどのようにエンパワーメントされていく
のか、そして、それを促進するのは具体的にどのような支援であるのかを明らかにす
ることであった。 
 事例の対象者 2 名は、県外から引っ越してきたばかりであり、地域から孤立した状
況で妊娠・出産した女性であった。妊娠期（出産前）、出産から 1 回目の家庭訪問、1
回目の家庭訪問から 2回目の家庭訪問まで、2回目の家庭訪問以降の 4期に分けて、「対
象者と筆者との相互作用」および「事後インタビュー」を分析した結果、対象者であ
る女性は Longwe の言う 5 段階のエンパワーメント過程のうち、「福祉」「アクセス」
が第Ⅱ期・第Ⅲ期に、「参加」「コントロール」が第Ⅳ期にあたっていることが明らか
にされた。また、「福祉」「アクセス」を促進させる支援は「情報伝達（知識・技能）」
「看護的ケア」であり、「参加」「コントロール」を促進させる支援は「情報の伝達（資
源）」「資源への同行・参加」「意見交換」であることが示された。 
 今回の実践的研究は、あくまで試行的なものであり、筆者一人がどのように対象者
とかかわるかを対象化して事例的に分析した成果である。今回の結論をより普遍性・
一般性の高いものにするためには、どのような地域でも実践可能な支援システムをモ
デル化するという目的も含めて、拠点を中心として、より多くのアウトリーチ・ワー
カーが関与する組織的な支援実践をおこない、その効果を検討する必要があると考え
る。その際には、出産・育児にかかわるエンパワーメントの進展過程を独自に評価で
きるような枠組みを明確にする必要がある。また、地域が出産・育児に関してどのよ
うな資源をもっており、組織的な支援実践によって、その資源がどう変容していくの
かを、Luanaigh& Carlson（2005：103～105 ページ）の指摘する「コミュニティ・
プロファイリング」の手法によって評価する必要もあろう。このことによって、セル
フ・エンパワーメント、ピア・エンパワーメント、コミュニティ・エンパワーメント
の相互関係も明らかにできると考えられる。 
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第 5 章 
早期からの拠点利用につなぐペリネイタル・アウトリーチ・サービス（2） 
－拠点に利用登録した家庭の子どもの月齢分析－【調査 3】 
 
 第 4 章では、筆者が構想し試行的に実践したペリネイタル・アウトリーチ・サービ
スの有効性や効果を、当該サービスの利用者である女性のエンパワーメント過程とい
う観点から事例的に検討した。このサービスにより、「孤立的・依存的」であった 2 人
の対象者が、「福祉」「アクセス」「参加」「コントロール」といったエンパワーメント
の要素を含んだ主体的な状態に徐々に変容していくことが確認された。これにもとづ
き、神戸大学サテライト施設（ひろば型拠点）では、新たに 2 名の助産師を雇用し、
このペリネイタル・アウトリーチ・サービスを開始した。この章では、このサービス
の主要なねらいである早期からの拠点利用が本当に実現されるのかどうかを、サービ
ス導入前・後における拠点利用登録者の子どもの月齢変化を比較することを通して検
討する。さらに、次の第 6 章では、このサービスの中核である「相談対応」が利用者
である女性のエンパワーメントにつながるかどうかを検討する。 
 
第 1 節 問題と目的 
すでに述べたように、本章は、妊娠期から出産後の女性を対象に、大学が運営する
子育てひろば（地域子育て支援拠点）が 2007 年 10 月から本格的に助産師 2 名をワー
カーとして雇用し開始した「ペリネイタル・アウトリーチ・サービス」の効果の一部
を、同サテライトがすでに 2005 年 9 月から提供している「ドロップイン・サービス
（つどいの広場）」との接続、すなわち利用促進という視点から検討したものである。
まず、一般的な施策としての「地域子育て支援拠点事業（ひろば型）」と、大学が運営
する子育てひろばにおけるドロップイン・サービスおよびアウトリーチ・サービスの
位置づけを提示する。次に、このドロップイン・サービスとその後に実施し始めたア
ウトリーチ・サービスとの組み合わせによって、この子育てひろばが目指している支
援の意味・意義、つまり利用者層の変動に関する予測（低月齢化する）を示し、最後
にこれを確認するためにおこなった分析結果とそれに関する考察をおこなう。 
 
(1) 予防的子育て支援としての「地域子育て支援拠点事業（ひろば型）」 
少子対策として政府は、1995 年より 15 年間にわたり「エンゼルプラン」「新エンゼ
ルプラン」「新々エンゼルプラン（子ども・子育て応援プラン）」を策定・実施してき
ている。先の 2 つのプランによって、親が子どもを預けて働きやすくするための「保
育」環境の向上が図られた。しかし、合計特殊出生率で示される指標をみる限り、少
子化の流れに歯止めをかけるには至らなかったという経緯を踏まえ、子育て中のすべ
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ての家庭や若者にまで支援の範囲を広げた施策が、新々エンゼルプラン（子ども・子
育て応援プラン）やその後に引き続く子ども・子育てビジョンである。 
すべての子育て家庭への支援が必要とされる理由としては、少子化だけではなく、
親から子どもに対する不適切な扱いであるマルトリートメント（虐待やネグレクト）
の増加・深刻化もあげられる。マルトリートメントは、貧困や孤立といった当事者で
ある親の生活状況に、産後うつや育児に関する不安感などのストレス状況が加わった
ときに引き起こされるとされている（萩原・岩井 1998）。マルトリートメントが顕在
化した場合、児童相談所などからの専門的な対応としての介入がなされるが、予防を
考えた場合、孤立の解消、産後うつへの対応（岡野 2008）、育児に関する不安感の低
減・解消（原田 2006）などが目指される必要がある。 
このような、すべての子育て家庭への支援およびマルトリートメントの予防的支援
のひとつとして近年着目され策定・実施されてきたのが「地域子育て支援拠点事業（大
豆生田・太田・森上 2008）」である。すでに第 3 章で詳述したように、これには、公
共施設の空きスペース・商店の空き店舗・民家等を活用して常設のつどいの場を設け
る「ひろば型」、保育所や公共施設等の地域の子育て支援の拠点において職員が子育て
全般に関する専門的な支援をおこなう「センター型」、民営の児童館内につどいの場を
設けて子育て支援活動従事者が地域の子育て支援をおこなう「児童館型」の 3 類型が
あり、2009 年度末までに全国で 6,000 か所の整備が目指されてきた。以下に紹介する
大学サテライト子育て支援施設が提供するドロップイン・サービスは、これらのうち
の「ひろば」型拠点として神戸市より認定・補助を受けている。 
 
(2) 大学サテライトにおけるドロップイン・サービス 
 筆者がかかわる神戸大学のサテライト施設は、神戸大学大学院人間発達環境学研究
科が、神戸市灘区役所旧庁舎の 2 階部分約 350 ㎡を改装し、2005 年 9 月よりその運
営を開始した「子育て支援を契機とした共生のまちづくり」を目指す地域の拠点施設
である。神戸市や灘区の関連部署との連携により、多様なサービスおよびプログラム
を近隣の住民（利用者の約 85%が灘区民）に提供している。 
 この子育て支援施設において開設当初より週 5 日・1 日 6 時間実施されているドロ
ップイン・サービスの前身は児童館における取組（伊藤・岡田・川谷 2005）である。
これは、子どもを連れて親が自由に集まり、友だちづくりや情報交換をおこない、必
要な場合は気軽に育児の相談ができる場を提供するものである。当該の児童館では週
に 1 日（午前 2 時間午後 2 時間）だけの開設であったが、この大学サテライト運営を
機に週 5 日の開設が可能となり、授乳室・オムツ交換スペースやランチタイムの導入
など、利用者がより長時間にわたって過ごすことが可能となるとともに、専門性の異
なる相談員が日替わりで配置できるようになり、ドロップイン独自の多様な相談が展
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開している（伊藤 2009）。 
 このサービスは、同サテライトの基盤サービスとして位置づけられており、より多
くの親子が自由に集い、時には相談員からの助言に支えられながらも、主体的な友だ
ちづくりによって孤立感を解消し、友だちとの情報交換を通して育児等に関する知識
や技能を身につけることを目標にしている。言い換えれば、親としての「セルフ・エ
ンパワーメント」を支援すると同時に、仲間どうしの交流による「ピア・エンパワー
メント」過程を支援することが、このドロップイン・サービスの中心的な目標である。 
 
(3) 大学サテライトにおけるペリネイタル・アウトリーチ・サービス 
 ペリネイタル・アウトリーチ・サービスは、ドロップイン・サービスと並んで、当
該サテライトのもう一つの基盤サービスである。このサービスは、2007 年 10 月から
開始されたが、前年度に筆者が試行的実践をおこない、その効果を確認した（寺村 2007、
寺村・伊藤 2008）うえで本格導入したものである。 
この試行実践は、筆者が大学サテライト所属のアウトリーチ・ワーカー（助産師）
として地域の産科施設と連携しておこなったアウトリーチ・サービス（メールおよび
対面による相談、家庭訪問、および子育て関連資源への同行・参加）によって、対象
者の「依存から自立への変容」すなわちセルフ・エンパワーメントを支援できるかど
うかを明らかにする目的で実施された。事例分析の対象として、このサービス利用者
のうち、頻繁な相談と複数回の家庭訪問および複数回の同行・参加という基準を採用
したところ、他の自治体から引っ越してきたばかりの 2 名が選択された。彼女たちは
二人とも、いわゆる地域などから孤立した状態で出産を経験していた。これら対象者
2名からの支援ニーズとそれに対する筆者からの支援行動を時系列的に分析した結果、
いずれの女性も、久保田（2005）が紹介した Longwe の指摘するエンパワーメントの
5 段階のうち、「意識向上」を除く「福祉」「アクセス」「参加」「コントロール」を経
ていることが明らかにされた。 
このように、アウトリーチ・サービスの効果が確認されたため、2007 年 10 月より、
試行的実践研究と同じ方法で、新たに雇用した 2 名のアウトリーチ・ワーカー（いず
れも助産師）を産科施設におけるマタニティクラスや産後クラブに派遣した。そこで
は、産前・産後の時期にある女性を対象に「対面による相談（産科施設あるいは大学
サテライト）」「家庭訪問」「子育て関連資源（大学サテライトも含む）への同行・参加」
という支援を利用者である女性たちの個々のニーズに応じて展開した。 
 
(4) ドロップインとペリネイタル・アウトリーチを組み合わせる意味・意義 
 相談や家庭訪問を中心とする子育て家庭への支援には、支援を受ける対象者が、支
援者に依存し続けることによって、親としての自立に向かえない危険性が潜んでいる
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と指摘される。たとえば、西郷（2006）は、専門職からボランティアへという支援の
連続性を提起しつつも、子育て機能の社会化において「可能な限り自立的に子どもを
育てられるような援助」を政策目標として重視すべきだと指摘している。また、孤立、
うつ、育児不安の解消を目的とした介入的支援は、早期であればあるほど親の変化を
最大化させる可能性を持ってはいるが、介入のタイミングと資源との組み合わせを現
実の状況に応じて考慮しないと、効果的ではなくなる（Atwool 2005：226 ページ）と
されている。 
このように、出産後早期から支援を受けつつも、ワーカーなどの支援者に対する依
存状態から脱し、さらなるエンパワーメントの可能性・必要性を考えるならば、育児
に関する社会的サポート源となる友人・知人づくりが必要である。大学サテライトに
所属してペリネイタル・アウトリーチ・サービスを担当するワーカーは、この社会的
サポート源を確実に得られる大学サテライトにおけるドロップイン・サービスに対象
者をつなぐことが可能である。つまり、システムの上では、アウトリーチ・サービス
の利用者が自らドロップイン・サービスを利用できるようになり、他の利用者と積極
的に交流できるようになるというエンパワーメントの過程を支援する機会を提供でき
ることになる。 
 本章研究では、このシステムが現実的に十分機能しているのかどうか、すなわち予
防的子育て支援として重視されている早期からのドロップイン・サービス利用が、ア
ウトリーチ・サービスによって促進されるという予測を検証しようとするものである。 
 
第 2 節 研究方法 
 大学サテライト（ひろば型拠点）では、利用を希望する就学前の子どもをもつ親に
対し、「おやこ会員」登録（無料）を求めている。この登録申請書には、登録日時、親
の名前、子どもの名前と生年月日（登録時の年齢／月齢）、住所、緊急時の連絡先（複
数）を記入する欄がある。この「おやこ会員」登録者は、そのほぼ全員がドロップイ
ン・サービスの利用者である。 
大学サテライトにおいて、ペリネイタル・アウトリーチ・サービスを導入して以降、
このサービス利用者が最初にドロップインの利用（＝登録申請）をはじめたのが 2007
年 10 月 20 日であった。この日を基準とし、それ以前の 9 か月間（2007 年 1 月 20 日
～同年 10 月 19 日）に登録申請をした親子と、この基準日以降の 9 か月間（2007 年
10 月 20 日～2008 年 7 月 19 日）に登録申請をした親子に関する情報を入力し、SPSS 
Ver.17.0J for Windows により分析した。 
分析の対象としたデータは、「会員 ID 番号」「登録申請年月日」「登録時の子どもの
月齢」「登録のきっかけがアウトリーチ・サービスであるか否か」であった。対象者で
ある親子を＜導入前群：n=359＞と＜導入後群：n=317＞とに分け、両群間における
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年齢別分布の差を分析するのに加え、導入後に登録した親子を＜アウトリーチ利用
群：n=52＞と＜アウトリーチ非利用群：n=265＞とに分け、両群間における年齢別分
布の差を分析した。 
 これらの分析のねらいは、「アウトリーチ・サービスの利用者が地域拠点で提供され
るドロップイン・サービスを利用することによって、ドロップイン利用者の年齢が早
期に偏るかどうか」を検討することにある。すなわち、(1)アウトリーチ・サービス導
入の前後における登録者を比較した場合、＜導入後群＞の子どもの年齢分布のほうが
＜導入前群＞の子どもの年齢分布よりも有意に早期に偏ること、(2)アウトリーチ・サ
ービス導入後の登録者において、＜アウトリーチ利用群＞の子どもの年齢分布のほう
が＜アウトリーチ非利用群＞の子どもの年齢分布よりも有意に早期に偏ること、(3)ア
ウトリーチ・サービス導入後の登録者のうち＜アウトリーチ利用群＞を除いた場合に、
(1)で得られた分布の偏りが見られなくなることが、統計的に示されば、本研究の予測
が妥当であったことを確認できることになる。 
 
第 3 節 結果と考察 
(1) アウトリーチ導入前・後の登録乳幼児の年齢別分布比較 
すでに述べたように、ペリネイタル・アウトリーチ・サービスの導入前 9 か月間の
親子登録数は 359 組であり、同サービス導入後 9 か月間の親子登録数は 317 組であっ
た。これらすべての登録者の子どもの年齢を 1 歳未満・1 歳以上 2 歳未満・2 歳以上 3
歳未満・3 歳以上という４つのグループに分けると同時に、それらと＜導入前群＞と
＜導入後群＞をクロスさせて集計した。その結果は表 5-1 に示すとおりである。 
 
表 5-1 ペリネイタル・アウトリーチ・サービス導入前・導入後における 
    ドロップイン・サービス登録乳幼児の年齢区分別人数 （ ）内は% 
 
1 歳未満 
1 歳以上 
2 歳未満 
2 歳以上 
3 歳未満 
4 歳以上 合計 
導入前群 
導入後群 
153（42.6） 
186（58.7） 
99（27.6） 
71（22.4） 
39（10.9） 
18（5.7） 
68（18.9） 
42（13.2） 
359（100.0） 
317（100.0） 
 
このクロス表における度数分布を対象に、カイ自乗検定をおこなったところ、χ
2=19.17 (df=3) p<.001 という結果が得られた。2 群間の比率の違いを見ると、1 歳未
満については導入前よりも導入後が増加している（その他の年齢グループは減少して
いる）ことから、アウトリーチ・サービスの導入前に比べて導入後における 1 歳未満
の乳児とその親によるドロップイン利用が増加していることが統計的に支持されたと
言える。 
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アウトリーチ・サービス導入後に大学サテライトにおける「1 歳未満の子どもとそ
の親の登録者が有意に増加した」ことが示されたが、どの程度の年齢の低下が平均的
に見られたのかを明らかにするするために、＜導入前群＞における乳幼児の平均月齢
と＜導入後群＞における乳幼児の平均月齢を算出したところ、前者は 20.53 か月（標
準偏差 17.44）、後者は 15.68 か月（標準偏差 17.02）となった。両群間にはおおむね
5 か月の月齢差があるが、これに関して独立した標本間の t 検定をおこなったところ、
t=3.65  (df=674) p<.001 が得られ、アウトリーチ・サービス導入後にサテライトに登
録した子どもの年齢のほうが、その導入前にサテライトに登録した子どもの年齢より
も平均的にみて明らかに低いことが実証された。 
 
(2) アウトリーチ導入後の同サービス利用・非利用別の登録乳幼児の年齢分布比較 
 ここでは、ペリネイタル・アウトリーチ・サービス導入以後に期間を限定し（2007
年 10 月 20 日～2008 年 7 月 19 日）、この期間における親子登録数 317 組の子どもの
年齢を 1 歳未満・1 歳以上 2 歳未満・2 歳以上 3 歳未満・3 歳以上という 4 つのグルー
プに分けると同時に、すでに述べたような相談等のアウトリーチ・サービスを利用（産
科施設において大学サテライトの紹介を受けるというサービスも含めて）してから大
学サテライトの利用登録をした＜アウトリーチ利用群＞とこのサービスとは無関係に
大学サテライトの利用登録をした＜アウトリーチ非利用群＞をクロスさせて集計した。
その結果は表 5-2 に示すとおりである。 
 
表 5-2 ペリネイタル・アウトリーチ・サービス利用・非利用別における 
ドロップイン・サービス登録乳幼児の年齢区分別人数 （ ）内は% 
 
1 歳未満 
1 歳以上 
2 歳未満 
2 歳以上 
3 歳未満 
3 歳以上 合計 
非利用群 
利用群 
140（52.8） 
46（88.5） 
99（24.5） 
6（11.5） 
18（6.8） 
0（0.0） 
42（15.8） 
0（0.0） 
265（100.0） 
52（100.0） 
 
このクロス表からは、＜アウトリーチ利用群＞における 2 歳以上 3 歳未満および 3
歳以上における度数がゼロであり、カイ自乗検定をおこなうことはできない。そこで、
1歳未満および 1歳以上2歳未満のみを取り出してカイ自乗検定（2×2）をおこなった。
その結果、χ2=8.44 (df=1) p<.005 という結果が得られた。ここから、導入後において
アウトリーチ・サービスを利用したうえで大学サテライトのドロップイン利用登録を
した親子のうち、1 歳未満の乳児とその親の比率が明らかに高いことが統計的に支持
されたと言える。 
アウトリーチ・サービス導入後に、「同サービスを利用者した子どもとその親のサテ
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ライト登録者のうち、1 歳未満の子どもとその親の登録者が有意に多い」ことが示さ
れたが、＜アウトリーチ利用群＞と＜アウトリーチ非利用群＞とではどの程度の年齢
の違いが平均的に見られるかを確認するために、＜アウトリーチ利用群＞と＜アウト
リーチ非利用群＞における乳幼児の平均月齢を算出した。その結果、前者は 6.19 か月
（標準偏差 4.08）、後者は 17.54 か月（標準偏差 17.97）が得られた。両群間にはおお
むね 11 か月の月齢差があることがわかった。なお、年（月）齢は比率尺度であるため、
特定の集団の分布が 0 歳に近づけば近づくほどその分散は小さくならざるを得ない。
ここでは、利用群の分散が非常に小さくなっており、このことが利用群の分布全体が
0 歳に近づいていることを示している。また、＜アウトリーチ利用群＞と＜アウトリ
ーチ非利用群＞の頻度分布をヒストグラム（正規曲線付）で表したものが図 5-1 であ
るが、ここから、＜アウトリーチ利用群＞の分布の範囲が狭いことが分かる。標準偏
差の値からもうかがえるように、この群の約 70%の親子は生後 2 か月から生後 10 か
月のあいだに登録しているといえる。 
 
図 5-1 ペリネイタル・アウトリーチ・サービス利用・非利用別の 
ドロップイン・サービス登録乳幼児の月齢分布 
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 両群の月齢に差があるかどうかを確認するために、t 検定の代わりに中央値検定を実
施した。中央値検定を採用したのは、すでに示したように、両群の分散が大きく異な
っているためである。利用群の中央値と非利用群の中央値を分割点として、2×2 のカ
イ自乗検定をおこなった結果、χ2=27.77 (df=1) p<.01 という結果が得られた。ここか
ら、当該サービス導入後において、当該サービス利用群の子どもの月齢のほうが当該
サービス非利用群の子どもの月齢よりも有意に低いことが明らかにされた。 
 
(3) アウトリーチ・サービス利用群を除いた場合の導入前・後の年齢分布比較 
 アウトリーチ・サービス導入後の＜アウトリーチ利用群＞と＜アウトリーチ非利用
群＞の登録組数は順に 52 と 265 であった。ここから、導入後の総登録者に占める＜
アウトリーチ利用群＞の割合は、16.4%となる。導入前は当然のことながら 0%である
ので増加したと言うことはできる。しかし、この割合が高いか低いかを判断すること
は、外在基準となる類似の実践にもとづく知見がまったくないという現状においては、
大変難しい。いずれにしても、2007 年 10 月以降に大学サテライトのドロップインを
利用する親子の 5～6 組のうち 1 組は連携先の産科施設でサテライトのアウトリーチ・
ワーカーによる何らかのサービス利用者であったことが明らかにされた。アウトリー
チ・サービスを導入せず、これら 52 名がドロップインに登録しなかったと仮定すれば、
後半 9 か月間における登録者の年齢分布は、1 歳未満が 140 名・1 歳以上 2 歳未満が
65 名・2 歳以上 3 歳未満が 18 名・3 歳以上が 42 名となる。この分布と表 5-1 の上段
の分布とをクロスさせた上でカイ自乗検定（2×2）をおこなった結果、χ2=7.52 (df=3) 
n.s.となり、統計的な有意差は見られなかった。 
 
第 4 節 本章のまとめ 
本研究は、予防的子育て支援が機能するために重要だと考えられる早期からのドロ
ップイン・サービス利用の促進が、産科施設と連携したペリネイタル・アウトリーチ・
サービスによってもたらされうるのかどうかを検討しようとするものであった。大学
サテライトでは、アウトリーチ・サービスを導入する前にも、1 歳未満の子どもとそ
の親の占める割合がもっとも高かったが、その割合は 50%を超えていなかったのに加
え、利用者の子どもの平均月齢は 1 歳 8 か月程度であった。アウトリーチ・サービス
導入以後は、1 歳未満の子どもとその親の割合が 60%近くに増加するとともに、当該
サービスの利用者の多くが、子どもの月齢で生後 2 か月から生後 10 か月の間（平均は
約 6 か月）という早期から、地域拠点である大学サテライトで提供されるドロップイ
ン・サービスを利用し始め、同サービス開始以後に登録した全親子組数の 15%強がこ
のアウトリーチ・サービスの利用者であることが明らかにされた。さらに、アウトリ
ーチを導入せずその利用群の登録がなされなかったという仮定のもとで算出した前
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期・後期間の年齢分布には差が見られないことも明らかになった。以上から、本研究
の予測が妥当であることが実証されたのであるが、言い換えれば、大学サテライトで
基盤サービスとして重視されているドロップインとペリネイタル・アウトリーチを組
み合わせることによって、予防的子育て支援として有効であると思われる早期からの
ドロップイン利用によるセルフ・エンパワーメントやピア・エンパワーメントの機会
を対象者に提供することが「仕組の上」の議論にとどまるのではなく「現実に」可能
となったことを示している。 
 わが国では、このような拠点につなぐためのアウトリーチ活動（特に早期からの予
防的支援という意味で）に関する報告を目にすることはほとんどないが、たとえば、
カナダ・オンタリオ州に 103 か所ある Ontario Early Years Center では、センター利
用のためのアウトリーチ活動がおこなわれている（田村・水谷・田頭・倉持・上平 2006）。
この活動が機能している背景には、これらのセンターにおける相談事業を含む多様な
プログラムが無料でしかも利用者である住民のニーズに合わせて提供されていること
に加え、センター職員と住民との信頼関係が存在すると思われる。 
このことから敷衍すると、本研究で得られた指標上の結果も、「アウトリーチ・ワー
カーの資格・資質とその業務内容の質」によってもたらされていると同時に、利用者
をつなぐ先である「ドロップインで提供されているプログラムの内容や相談員の資
格・資質とその業務内容の質」に深く関連していると考える。例えば、大学サテライ
トのドロップイン・スペースで月に 2 回おこなわれる「ベビーマッサージ」は、出産
後の親にとっては魅力的なプログラムであり、アウトリーチ・ワーカーは、これがあ
るため対象者に対しサテライト施設への勧誘をおこないやすいという事実がある。つ
まり、ペリネイタル・アウトリーチ・サービスの質の高さとドロップイン・サービス
の質の高さとが相まって現在の利用実態がもたらされているはずである。したがって、
ペリネイタル・アウトリーチ・サービスの質とドロップイン・サービスの質を、実際
のサービス提供者や利用者である住民を対象とした面接調査や質問紙調査などを通し
て明らかにすることによって、アウトリーチ・サービスが本当に早期からのドロップ
イン利用によるセルフ・エンパワーメントやピア・エンパワーメントの機会を対象者
に提供しているのかどうかを検討することが必要となる。 
これについては、本博士研究では直接的に追及できていないが、次の第 6 章では、
ペリネイタル・アウトリーチ・サービスの中心である相談システムを利用した女性の
事例分析を通して、アウトリーチ・ワーカーの相談員とドロップイン・サービスの相
談員との連携的支援によるエンパワーメント効果を検証する。 
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第 6 章 
早期からの拠点利用につなぐペリネイタル・アウトリーチ・サービス（3） 
－相談システムと相談対応によるエンパワーメント効果－【調査 4】 
 
第 5 章では、地域子育て支援拠点ひろば型を運営する大学サテライト施設におい
て、ペリネイタル・アウトリーチ・サービスを導入して以降、月齢の低い子どもの
家庭の利用登録が増加することを明らかにした。このサービスの導入によって、利
用者層の子どもの年齢（月齢）に変化がもたらされることが、このサービスの主た
るねらいの一つであったが、もう一つの主要なねらいは、子育ても加わったストレ
スの生じやすい生活のなかで、利用者である女性が自らをエンパワーメントしてい
く過程を支援することにある。そこで、この章では、このサービスの中核である相
談対応（相談システム）に着目し、拠点で雇用した 2 名のアウトリーチ・ワーカー
の記録にもとづいて、サービスの対象である女性が相談をきっかけとして自らをエ
ンパワーできたかどうかを検討する。 
 
第 1 節 地域子育て支援拠点における 2 つのサービスと相談システム 
 筆者の研究フィールドが神戸大学人間発達環境学研究科のサテライト施設であるこ
とはすでに述べたが、ここでは、開設当初（2005 年 9 月）より、地域の子育て家庭が
自由に来館できる「子育てひろば」の提供をおこなっている。このサービスを、大学
サテライトでは「ドロップイン・サービス」と呼んでおり、そこでの相談対応を重視
している。これに、筆者が 2006 年度に試行的に実践をし、2007 年 10 月より大学（拠
点）が 2 名の助産師を雇用して本格的に実践を開始した「ペリネイタル・アウトリー
チ・サービス」においても、相談対応は重視されている。この章では、後者のサービ
スにおける相談内容および相談対応を分析することを通して、このサービスの効果と
意義を論じるが、まずは、「ドロップイン・サービス」での相談と「ペリネイタル・ア
ウトリーチ・サービス」での相談の相違点と共通点を明確にしておきたい。 
 
(1)ドロップイン・サービスでの相談システム 
 このサービスは、基本的には厚生労働省が近年推進している地域子育て支援拠点事
業ひろば型に相当する（須永 2008）。主に就園前までの乳幼児期にある子どもを在宅
で育てている家庭を対象に、自治体や非営利活動法人などが運営・提供する公的なサ
ービスであり、同じように子育てをしている者どうしの交流を促進することを通して、
支援し合える仲間づくり、子育てに関する多様な情報の取得や交換、子育てに関する
知識や技能の獲得、相談を通した子育てにかかわる悩みや迷いなどの解決など、親と
してのエンパワーメントを目指す取組である。このサービスが提供されている多くの
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場所では、相談が重視されているが、利用者と相談員との日常的なかかわりのなかか
ら自然に相談が起きる点が、電話等による互いの顔が見えない形態の相談や予約制に
よる一対一の対面相談とは異なる「ひろば型」に特有の特徴である。 
 この大学サテライトの「子育てひろば」では、様々な背景をもった利用者が来館す
ることを念頭におき、出来る限り多様な相談に応じられるよう、異なる専門性をもっ
た相談員を曜日ごとに別々に配置するようにしている。例えば、2007 年度は、火曜日
午前：灘区内の公立保育所と地域子育て支援センター灘からアウトリーチしてくる保
育士 2 名、水曜日：NPO 法人からのボランティア 1 名、木曜日：灘区地域支援コーデ
ィネーター（子育て支援担当・フリーの保健師）1 名、地域のボランティア（幼稚園
教諭免許保持者）1 名、地域のボランティア（家族相談士協会認定）1 名、金曜日：発
達相談員（他大学の非常勤講師 10 月より）1 名、土曜日および他の曜日：随時対応の
助産師（「サテライト」のスタッフと産科施設へのアウトリーチ・ワーカーを兼任）1
名、2008 年度は、火曜日午前：灘区内の公立保育所と地域子育て支援センター灘から
アウトリーチしてくる保育士 2 名、火曜日午後：灘区地域コーディネーター（子育て
支援担当・元母子相談員）1 名、水曜日：NPO 法人からのボランティア 1 名、木曜日：
地域のボランティア（フリーの保健師 不定期）1 名、金曜日午前：発達相談員（他大
学の非常勤講師）1 名、金曜日午後：灘区地域コーディネーター（子育て支援担当・
元母子相談員）1 名、土曜日：助産師（神戸大学教育研究補佐員 不定期）1 名、とな
っている。 
 この章では、このドロップイン・サービスでの相談内容および相談対応を検討する
ことはしないが、参考までに、このサービスで見られる相談内容は以下のようなカテ
ゴリに分類することが妥当だとされている（寺村・伊藤 2010）。子どもに関する相談
は、①身体面（発育・発達・病気と予防）②精神面（ことば・行動・情緒・その他）③発
達障害 ④基本的生活習慣（授乳や離乳食・睡眠・排泄・その他）である。また、親自身
に関する相談は、⑤家族関係・問題 ⑥育児方法・しつけなどの知識 ⑦育児不安・負担・
困難感 ⑧子育てリソース（保育所含む）⑩その他（母体の状態など）である。 
 
(2) ペリネイタル・アウトリーチ・サービスでの相談システム 
 ドロップインは、利用者が自ら「子育てひろば」に足を運ぶことによって成り立つ
サービスである。したがって、このサービスの利用者は何らかの方法で「子育てひろ
ば」の存在とそこで利用できる内容を知った上で「行ってみたい」「利用してみたい」
という意思を持って拠点を利用する。もちろん、相談だけを目指しての利用もあるの
で、利用者すべてではないにしろ、多くの利用者は特に大きな不安や深刻な悩みをも
っているわけではない。そして、これは、地域子育て支援拠点事業の一義的な目的で
ある「一次予防」と対応している。 
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 しかし、地域の子育て支援拠点として、自ら足を運ぶ利用者を対象とした、いわゆ
る「待つ支援」を提供するだけは、その使命を十分に果たしているとは言えない。自
分では明確に意識していなくても、客観的に見れば、ある一定のリスクが顕在的ある
いは潜在的に伴った状況にある人、あるいは、実証的に見れば、誰もが一定の確率で
リスク状況に陥る可能性のある時期にある人のうち、自ら「子育てひろば」に足を運
ばない人を対象とした出前型の（＝アウトリーチによる）相談機能を含むサービスが
必要ではないかと考えるようになった。そこで、この新しい「届ける支援」としての
アウトリーチ・サービス（これに関する詳細は、すでに第 3 章で述べているがここで
改めて再掲する）を、大学サテライト施設を拠点として展開するにあたり、次に示す
ような対象・目的・方法を設定した。 
まず、このサービスの対象を先に述べた「一定の確率で潜在的にリスク状況に陥る
可能性のある時期にある人」とし、その時期を出産の前後とした。どの女性にとって
も妊娠・出産は重大なライフイベントであり、誰もが、安定した妊娠期、安全な出産、
負担や不安のない新生児の育児を望んでいる。しかしながら、現実的には、この時期、
常に不安や心配ごとが次々と連続して現れる。具体的に挙げるとすれば、妊娠中には、
胎児の体重や成長に関する心配、出産そのものへの不安、出産後には、母乳がよく出
るか、子どもの体重が順調に増えるか、子どもの泣きにうまく対応できるか、家事や
育児が両立できるか、支援者が得られるかどうかについての不安などである。このよ
うな心配や不安は、場合によっては、女性の精神面にも影響し、産後のうつ的な状態
あるいはうつ病につながる可能性が報告されている（丸山 2008）。 
したがって、このサービスの目的は、こうした周産期に起こりやすい女性の不適応
状態への予防および対応となる。しかし、この目的のみにとどめるのではなく、地域
の子育て支援拠点であることの大きな特長である「親としてのエンパワーメント」を
支援できることも目指し、ペリネイタル・アウトリーチ・サービスからドロップイン・
サービスへの接続も視野に入れることとした。なお、すでに本博士研究の第 5 章【調
査 3】で示した通り、アウトリーチ・サービス導入前後におけるドロップイン・サー
ビスへの登録者（子ども）の月齢の推移を分析した結果、この接続に成功しているこ
とが実証されている（寺村 2010）。 
 以上を踏まえ、大学サテライトが置かれている地域で開業している産科施設との連
携を基本として、サービス提供の方法・内容などを構築した。支援者は大学サテライ
トが雇用する助産師 2 名である。この産科施設で定期的に開催されている産前のマタ
ニティクラスと産後の交流会（クラブ）に、この助産師 2 名（以下、アウトリーチ・
ワーカーあるいはワーカーとする）がそれぞれ週 1 回ずつ出向き、拠点から派遣され
た地域の助産師として、大学サテライトの取組を紹介するとともに、次に述べる 3 つ
の内容のサービスが、いつでもニーズを感じたタイミングに応じて利用できることを、
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その産科施設に通院する女性に伝えた。 
 
・産科施設または大学サテライト（拠点）において、主に対面による相談がいつでも
できる 
・事前に定められた曜日（助産師が訪問可能な曜日を伝達しておく）であれば、家庭
に訪問してもらい相談や助言を何度でも受けることができる 
・随時、利用してみたい場所や施設（大学サテライトも含む）などの資源を紹介して
もらえる、あるいはそこに同伴し一緒に参加してもらえる 
 
これらのサービスが提供される時期およびその内容に対応させて、筆者は 5 種類の
書式（妊娠中の相談に関する記録、妊娠中の資源への同行・参加に関する記録、産後
の相談に関する記録、産後の資源への同行・参加に関する記録、産後の家庭訪問に関
する記録）を作成しておき、アウトリーチ・ワーカーは、自分が利用者とかかわった
内容（相談内容や対応）を記述した。また、これらのサービスを提供する時に、アウ
トリーチ・ワーカーは、「いつでも大学サテライトは利用可能であるので、そこで提供
されているドロップイン・サービスやその他プログラムに関心があれば利用・参加す
るよう」に対象者に伝達した。 
 
第 2 節 ペリネイタル・アウトリーチ・サービスによるエンパワーメント効果 
(1) 分析対象としたデータ（相談記録）の概要 
ペリネイタル・アウトリーチ・サービスは、2007 年 10 月中旬から 2010 年 3 月末
までの約 2 年半にわたって実践されたが、2 名のアウトリーチ・ワーカー（便宜的に
A・B と呼ぶ）が共に 2008 年 12 月中旬以降から産前産後休暇および育児休業を取得
したため、このサービスには休止期間がある。そこで、2007 年 10 月中旬から 2008
年 12 月中旬までの 15 か月間を「第 1 期」とし、2 名が復帰してから当該サービスが
終了するまでの期間（1 名は 2009 年 3 月～2010 年 3 月末、もう 1 名は 2009 年 6 月
～2010 年 3 月末）を「第 2 期」とし、彼女らの記録をこれら 2 つの時期に分けて分析
の対象とした。 
この第 1 期・第 2 期のデータを分析の目的に応じて、以下の表 6-1 に示すように扱
うこととした。まず、相談にかかわる基本的な特徴（①どの程度の人が相談をもちか
けたか、②相談の開始時期はいつごろで終了時期はいつごろか、③2 回以上継続する
相談はどの程度あるのか、④2 回以上相談する人はどの程度いるのか、⑤どんな相談
が見られたか）については、第 1 期の相談記録を用いて分析した。次に、第 1 期のデ
ータに基づいておこなわれた相談内容の分類が妥当であったかどうかを確認するため
に第 2 期のデータを利用した。最後に、この相談を中心としたサービスを比較的長期
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に渡って利用した女性がエンパワーメントしたのかどうかを検討するために、第 1 期
から第 2 期を通したデータ（全期間）を用いた。 
 
表 6-1 分析の目的・内容とデータ（相談記録）の扱い 
データ（記録） 
の時期 
分析の目的・内容 
第 1 期 
①相談対象人数 ②相談の開始時期・終了時期 ③継続ケース
人数 ④相談回数と人数 ⑤相談内容の分類（カテゴリ化） 
第 2 期 
相談内容の分類（カテゴリ化）が 
妥当であるかどうかの確認 
全期間 
（第 1 期＋第 2 期） 
エンパワーメントの観点から、 
相談回数 6 回以上の長期継続事例を検討する 
 
(2) 第 1 期の相談記録に基づく分析結果の概要 
この期間にAが単独でかかわった女性は45名、Bが単独でかかわった女性は 33名、
二人で順次あるいは交互にかかわった女性は 14 名であった。全体では 15 か月の間に
92 名の女性がこのサービスを利用した。 
妊娠中に初回相談が始まったケースをカウントすると、A が 8 名、B が 5 名であり、
全体では約 12%の女性が「産前」に、約 88%の女性が「産後」からこのサービスを利
用していることがわかる。また、2 回以上にわたって同じワーカーが相談を受けたケ
ースをカウントすると、A が 28 名、B が 16 名であった。この中に 2 人のアウトリー
チ・ワーカーが共通にかかわった女性がいるので、複数回にわたってこのサービスを
利用した女性は、「A のみに複数回の場合」「B のみに複数回の場合」「A・B で複数回
の場合」と分類でき、その数は順に、20 名、10 名、14 名となった。したがって、全
体では約 48%の女性が継続的にこのサービスを利用していた。 
このサービスの対象は産科施設の通院者であるため、相談を利用した女性の居住地
は広範囲にわたる。しかし、後で詳しく述べるように、産後に何度も相談をしている
女性は、サテライト施設のある神戸市灘区内に居住し、そこでの「おやこ会員」とし
て登録していることが特徴的である。 
ほとんどの相談内容とそれへの対応は「予防的」な内容であったが、A は双生児を
出産した女性への 20 回以上にわたる家庭訪問も含むかかわり、B は産後うつ状態の女
性への 20 回以上わたる家庭訪問も含むかかわりをしており、いわゆる「介入的」対応
もおこなっている。 
 以下、「相談の開始時期と終了時期」「継続ケースと居住地およびサテライト登録」
「相談回数と相談内容」の順に分析結果を示していく。 
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(3) 相談の開始時期と終了時期 
 初回相談が妊娠中か出産後か、そして、最後の相談が妊娠中か出産後かをクロスさ
せると 4 つの群が想定できるが、実際には、「初回・妊娠中→最終・妊娠中」「初回・
妊娠中→最終・出産後」「初回・出産後→最終・出産後」の 3 つの群が得られた（順に
「（出産）前群」「（出産）前後群」「（出産）後群」と呼ぶ）。この 3 群別の利用者をカ
ウントすると、全利用者 92 名のうち、前群は 6 名（約 6.6%）、前後群が 7 名（約 5.7%）、
後群は 79 名（85.9%）となり、圧倒的に多くの女性は出産後にこのサービスを利用し
ている。 
 
  表 6-2 出産後群における相談の概要 
初回月齢 
または日齢 
ワーカーA ワーカーB 
ワーカー 
A・B 
合計 
10 日以内 
11～20 日 
21～30 日 
31 日以上 2 か月未満 
2 か月以上 3 か月未満 
3 か月以上 6 か月未満 
6 か月以上 
2 人 
5 人 
1 人 
6 人 
4 人 
11 人 
8 人 
2 人 
6 人 
3 人 
5 人 
0 人 
4 人 
7 人 
1 人 
0 人 
3 人 
6 人 
1 人 
2 人 
2 人 
5 人 
11 人 
7 人 
17 人 
5 人 
17 人 
17 人 
 
 そこで、「（出産）後群」のみを対象に、初回相談時に子どもの月齢（日齢）がどの
程度であったか、各ワーカーが何名の利用者とかかわったかを集計した。その結果を
表 6-2 に示す。 
この結果から、出産後からこのサービスを利用し始める時期が、特に一定の月齢（日
齢）に集中するということはなく、出産後の女性がそれぞれの悩み・心配を感じた時
にワーカーに相談していると推測できる。 
相談の終了時期に関しては、大学サテライト（地域子育て支援拠点事業・ひろば型）
が相談サービスを提供する場合（ドロップインであれアウトリーチであれ）、予約制の
一般的なカウンセリングとは異なり「終結」が明確ではなく、いったん途切れても、
かなり時間が経過してから相談が再開されることもある。事実、今回の分析対象の時
期（第 1 期）が過ぎ、数か月間の休止時期が終わっての第 2 期に入っても、継続的に
このサービスを利用している女性が見られた。A については 7 名、B については 6 名
存在している。これらの女性の中で、A がもっとも長期にかかわっている相手はすで
に述べた双生児を出産した女性で、その期間は 1 年 6 か月、B がもっとも長期にかか
わっている相手はすでに述べた産後のうつ状態にあった女性で、その期間は 2 年 1 か
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月である。アウトリーチ・サービスの導入によって、初回相談時の子どもの月齢が低
くなっていることも考慮すると、「子育てひろば」では、より長期にわたる相談にかか
わる利用者へのフォロー体制の確立が必要とされる。 
 
(4) 継続ケース人数 
 すでに「分析結果の概要」の箇所で述べたように、アウトリーチ・ワーカーが複数
回（2 回以上）にわたってかかわった女性を継続ケースとして、第 1 期におけるその
人数をカウントしたところ 44 名（47.8%）となり、全体のおよそ半数が継続的にこの
サービスを利用していた。2007 年度と 2008 年度の大学サテライトにおけるドロップ
イン・サービスにおける分析（寺村・伊藤 2010）では、2007 年度において相談件数
143 のうち 6 名のみが、2008 年度において相談件数 189 のうち 11 名のみが継続的な
利用（2 回以上）にすぎなかったことから考えると、妊娠中あるいは出産直後という
不安の高い時期、まだ友人などと頻繁に会ったり新しい友人を見つけたりしにくい孤
立しがちな時期に、産科施設で顔見知りになった助産師への信頼感が高くなっていた
ことが継続相談につながったと推測できる。 
 しかし、アウトリーチ・ワーカーに限らず、利用者の専門職への依存を高めたり・
長引かせたりすることは、利用者の親としての自立あるいはエンパワーメント（寺村・
伊藤 2008）にとって決して望ましいとは言えない。この問題を解決するために「利
用者が行ってみたい場所や施設（大学サテライトも含む）を紹介すること、あるいは
そこに同行・参加すること」を通し、女性が一人でそのような資源を利用できるよう
促すこともワーカーの役割であった。実際に資源への同行・参加を利用した女性は少
なかった（A は 1 名、B は 3 名）が、ワーカーからの紹介を受けて大学サテライト施
設の「おやこ会員」となりドロップイン・サービスを利用しはじめた女性は比較的多
く（35 名、全体の約 38%）、これら 35 名の女性のうち 30 名（約 86%）が灘区在住者
であった。 
 これらの結果から、産科施設と連携したアウトリーチ・サービスは、サービス提供
（相談）の場所がアウトリーチ先である産科施設でも可能という柔軟性の高さと、潜
在的にリスクがあると考えられる周産期の女性がこのサービスの対象であるといった
点が相俟って、継続的なかかわりを必要とした利用者が全体のほぼ半数を占めるとい
う特徴を示したと考えられる。これに対し、サテライト施設利用の促進については、
近隣地域に在住する利用者のみが登録するという結果となった。これは、近隣性・地
域性の高い「子育てひろば」が各地に整備されることの必要性を示している。 
 
(5) 相談回数と人数分布 
 すでに述べたように、相談の回数は 1 回だけの場合と複数回の継続ケースとがあっ
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たが、まずは、相談回数別の利用者数に関する集計をおこなった。その結果を、表 6-3
に示す。この結果から、相談回数が 6 回以上となるケースは非常に少ないことが看取
できる。しかし、すでに述べたように、大学サテライトのドロップイン・サービスに
おける複数回の相談結果と比べれば、このアウトリーチ・サービスの相談回数の分布
は明らかに多様である。 
 
表 6-3 2 名のワーカーがかかわった相談回数別の対象者数 
相談回数 ワーカーA ワーカーB 
ワーカー 
A・B 
合計 
1 回 
2 回 
3～5 回 
6～10 回 
11 回 
15 回 
25 回 
25 人 
12 人 
5 人 
1 人 
1 人 
0 人 
1 人 
23 人 
3 人 
6 人 
1 人 
0 人 
0 人 
0 人 
0 人 
2 人 
8 人 
3 人 
0 人 
1 人 
0 人 
48 人 
17 人 
19 人 
5 人 
1 人 
1 人 
1 人 
 
(6) 相談内容の分類結果 
では、相談内容はどの程度多様であろうか。これまでの報告（伊藤 2009、寺村・
伊藤 2010）において、相談内容を分類・分析できるカテゴリを確定させてはいるが、
これらはあくまでドロップイン・サービスにおける相談実態から導出したものであり、
アウトリーチ・サービスにおける相談は、サービスの対象を周産期にある女性に絞っ
ている点で、このカテゴリが有効であるとは言えない。したがって、ここでは、分析
対象となる 92 名の相談内容（総数は 542）を個々に整理・分類することを試みた。分
類の信頼性や妥当性を担保するために、筆者と博士号（看護学）を取得している研究
者と実践者（現役助産師）の 3 名が独立して 542 の相談内容をカテゴリ化した上で分
類した。まずは、伊藤（2009）および寺村・伊藤（2010）において導出されているカ
テゴリを参考にしながらも、それだけにとらわれることのないように留意しながら、
自分たちが導出したカテゴリを提示し合った。異なるカテゴリについては議論の上で
一致させ、7 つの上位カテゴリとその下位カテゴリ（上位カテゴリごとにその数は異
なる）を決定した。さらに 542 の内容を各カテゴリに分類する作業を 3 者が別々にお
こない、後日その結果を持ち寄った。3 者が同じ内容を同じカテゴリに分類した場合
を「一致」とした。実際に一致した相談内容の数は 483 であり、その一致率は 89.1%
であった。不一致であった 59 の内容については、合議の上で一致させた。その結果を
表 6-4 に示す。 
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相談総数のなかで最も多い割合（約 25%）を占めた上位カテゴリは、子どもに関す
る相談であった。ドロップイン・サービスでも、子どもに関する相談は最も多い割合
（約 60%）を占めていたが、その割合は明らかにアウトリーチ・サービスよりも高い。
言い換えれば、周産期の女性がかかえる相談には、自分の子ども以外の心配・不安を
占める割合のほうが高いという特徴がある。また、子どもに関する相談の内容で特徴
的なのは、体重増加・湿疹・混合栄養など、ドロップイン・サービスに比べ、保健医
療の分野にかかわりの深い相談内容となっている点である。 
 自分の子ども以外の相談内容は、大きく「不安・負担・困難」「乳房・乳頭・母乳」
「子育て支援資源」「知識・技能・方法」「家族関係と孤立」という上位カテゴリに分
類できた。すでに得られているドロップイン・サービスにおけるカテゴリを順に挙げ
ると、「育児不安・負担・困難感」「子育てリソース」「育児方法・しつけなどの知識」
「家族・親族関係」となり、明らかに対応しないカテゴリは「乳房・乳頭・母乳」で
ある。このカテゴリは、おおむね出産後 1 年くらいまでにかかわる内容であり、この
サービス特有の相談内容であると判断できる。残りの 4 つのカテゴリがほぼ対応する
ことが確認できたことは大きな成果である。なぜなら、今回の分析によって、ライフ
サイクルにおける特定の時期に特有の相談内容があると同時に、かなり長期のライフ
サイクルにわたって共通する相談内容もあることが明らかにされたからである。 
 
表 6-4 ペリネイタル・アウトリーチ・サービスでの相談内容の分類結果（第 1 期分） 
カテゴリ 内容数（%） 
１．子どもに関する相談 138（25.5） 
体重増加（胎児の成長含む） 49（9.0） 
症状と病気（湿疹・眼脂・舌小帯など） 31（5.7） 
栄養（混合栄養・離乳食） 23（4.2） 
泣き 10（1.8） 
生活リズム（睡眠含む） 9（1.7） 
排泄（便秘・下痢） 8（1.5） 
その他（性格・気質・ことば・今後の発達の不安など） 8（1.5） 
２．不安・困難・負担に関する相談 109（20.1） 
育児の負担・ストレス（家事・育児が大変 夫の遅い帰宅・疲労感・うつなど） 33（6.1） 
身体面の不安（妊娠中のトラブル・産後の体調不良など） 28（5.2） 
仕事復帰に関する不安やストレス 15（2.8） 
妊娠・出産中の不安（初産・双子妊娠・出産後・障害児出産の恐れなど） 13（2.4） 
産後の不安（自信のなさ・母乳不足など） 12（2.2） 
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育児の困難（二人の子どもの子育て・家事との両立困難・自己決定不可など） 8（1.5） 
３．乳房・母乳・授乳関連 96（17.7） 
乳房・乳頭トラブル 25（4.6） 
母乳量 21（3.9） 
授乳困難・方法・回数 20（3.7） 
母乳育児に対する考え方 13（2.4） 
乳房ケア 10（1.8） 
卒乳 7（1.3） 
４．地域の子育て支援資源に関する相談 89（16.4） 
大学サテライト施設の紹介 58（10.7） 
公的サービス（ホームヘルプサービス・ファミリーサポート・一時保育など） 21（3.9） 
保育所 10（1.8） 
５．育児の知識・技能等 51（9.4） 
育児方法（おもちゃ・スリング・入浴・外出・歯磨きなど） 24（4.4） 
上の子どもとの関係（退行・手がかかるなど） 10（1.8） 
寝かしつけ方 6（1.1） 
育児全般を知りたい 5（0.9） 
その他（予防接種・緊急時の対応・双子の育児など） 6（1.1） 
６．家族・親族関係 42（7.7） 
夫への不満・不仲（離婚を含む） 18（3.3） 
親・親族との関係についての不安 9（1.7） 
支援してくれる家族の不在・孤独な育児 13（2.4） 
自分が外国人 2（0.4） 
７．その他 17（3.1） 
乳児健康診査への不満・懐疑 5（0.9） 
出産の振り返りと意味づけ 4（0.7） 
次の妊娠について 4（0.7） 
その他 4（0.7） 
 
(7) 第 2 期の記録に基づく相談内容の分類カテゴリの妥当性 
ここでは、第 2 期のデータを追加的に分析することを通して、すでに本節・(6)にお
いて検討したペリネイタル・アウトリーチ・サービスでの相談内容の妥当性を確認す
る。すでに、第 1 期分のデータを対象として得られたカテゴリは、表 6-4 で示した通
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りであるが、この分類カテゴリが妥当であるかどうかを検討するために、第 2 期分の
データ（80 名分・相談総数 296）を対象に、第 1 期分の時と同じカテゴリを利用して
筆者が 1 人で分類を試みた。その結果、次の表 6-5 に示すような結果が得られた。 
 
表 6-5 ペリネイタル・アウトリーチ・サービスでの相談内容の分類結果（第 2 期分） 
カテゴリ 内容数（%） 
１．子どもに関する相談 87（29.4） 
体重増加（胎児の成長含む） 16（5.4） 
症状と病気（湿疹・眼脂・舌小帯など） 21（7.1） 
栄養（混合栄養・離乳食） 24（8.1） 
泣き 3（1.0） 
生活リズム（睡眠含む） 8（2.7） 
排泄（便秘・下痢） 3（1.0） 
その他（性格・気質・ことば・今後の発達の不安など） 12（4.1） 
２．不安・困難・負担に関する相談 70（23.6） 
育児の負担・ストレス（家事・育児が大変 夫の遅い帰宅・疲労感・うつなど） 28（9.5） 
身体面の不安（妊娠中のトラブル・産後の体調不良など） 7（2.4） 
仕事復帰に関する不安やストレス 7（2.4） 
妊娠・出産中の不安（初産・双子妊娠・出産後・障害児出産の恐れなど） 5（1.7） 
産後の不安（自信のなさ・母乳不足など） 5（1.7） 
育児の困難（二人の子どもの子育て・家事との両立困難・自己決定不可など） 18（6.1） 
３．乳房・母乳・授乳関連 42（14.2） 
乳房・乳頭トラブル 6（2.0） 
母乳量 9（3.0） 
授乳困難・方法・回数 7（2.4） 
母乳育児に対する考え方 8（2.7） 
乳房ケア 4（1.4） 
卒乳 8（2.7） 
４．地域の子育て支援資源に関する相談 36（12.2） 
大学サテライト施設の紹介 13（4.4） 
公的サービス（ホームヘルプサービス・ファミリーサポート・一時保育など） 3（1.0） 
保育所 20（6.8） 
５．育児の知識・技能等 34（11.5） 
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育児方法（おもちゃ・スリング・入浴・外出。歯磨きなど） 18（6.1） 
上の子どもとの関係（退行・手がかかるなど） 6（2.0） 
寝かしつけ方 2（0.7） 
育児全般を知りたい 4（1.4） 
その他（予防接種・緊急時の対応・双子の育児など） 4（1.4） 
６．家族・親族関係 14（4.7） 
夫への不満・不仲（離婚を含む） 3（1.0） 
親・親族との関係についての不安 4（1.4） 
支援してくれる家族の不在・孤独な育児 6（2.0） 
自分が外国人 1（0.3） 
７．その他 13（4.4） 
乳児健康診査への不満・懐疑 5（1.7） 
出産の振り返りと意味づけ 0（0.0） 
次の妊娠について 2（0.7） 
その他 6（2.0） 
 
 第 1 期分のカテゴリの分布比率（各カテゴリに分類された相談内容数を相談総数で
除した割合）と第 2 期分のそれを比較すると、その差は、最大で 6.3%・最小で 0.1%
と大変に小さな値となっている。この結果と「その他の相談」が全体に占める比率が
非常に少なかったことを併せて考えれば、本節・(6)で得られた分類カテゴリは妥当性
の高いものであると確認・判断できるとともに、このカテゴリを変更する必要はない
と判断できる。今後、周産期にある女性を対象とした相談を分析する時の枠組として
このカテゴリを応用していくことが可能となった。 
 
(8) 長期継続事例の結果とエンパワーメントに関する考察 
すでに本節において、複数回の家庭訪問を含む長期の「介入的」なかかわりを必要
とする利用者も少数ながら本サービスの対象者となったことを示したが、深刻なニー
ズを持つ少数の利用者への対応の実際とその効果を、利用者のエンパワーメントの観
点から明らかにすることを目的として、ここでは 2 名のアウトリーチ・ワーカーが比
較的長期にわたって継続的にかかわった事例を整理・検討する。 
中断をはさんだ全期間のデータから、「予防的」支援ではなく「介入的」支援になっ
ていると判断される「比較的長期の継続事例（6 回以上）」を選んだ。8 名分が得られ
たが、それらを詳細に検討し、より深刻で細やかな介入が必要であった 5 名のケース
に絞って分析の対象とした。以下では、この 5 名の女性と 2 名のワーカーとの間で展
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開された一連の相談過程を事例的に報告するとともに、そこから導くことのできるア
ウトリーチ相談の特徴や意義、そして、一連の相談過程が対象者のエンパワーメント
とにどのような影響を与えたかを考察する。なお、個人情報保護の観点から、相談内
容の内実や本質に支障をきたさない程度の修正を加え、個人の特定を避けている。 
事例として取り上げた相談過程は、以下の①～⑨の項目に従って整理・紹介した上
で、⑩において相談過程とその特徴・意義・成果について考察し、⑪においてエンパ
ワーメント（過程や状態）効果に焦点を当てて考察する。 
 
【事例番号 名前（アルファベット）】 
①初産婦・経産婦の別 ②相談者の年齢 ③夫以外の支援者の有無・地縁の有無 
④初回相談場所 ⑤総相談回数 ⑥相談継続期間（頻度） ⑦相談期間中の子ど
もの日齢・月齢・年齢 ⑧担当ワーカー ⑨相談内容（経緯・概要） ⑩相談過
程に関する考察 ⑪エンパワーメント（過程や状態）に関する考察 
 
【事例 1 C さん】①初産婦 ②35 歳 ③実母と実妹（車で約 1 時間）・地縁無し ④
産科施設 ⑤8 回 ⑥約 11 か月（1 か月から 3 か月に 1 回程度） ⑦生後 30 日目か
ら 1 歳 ⑧初回はワーカーB、その後はワーカーA・B の双方 ⑨産科施設での母子の
1 か月健康診査後に初めての相談。本人は、里帰りを終え自宅に戻ったばかりで、実
母のような支援者が側にいないので、子育てに自信がないこと、乳房トラブルがある
にも関わらず母乳育児を頑張ってきたこと、これまでの道のりが一番辛かったなどと
訴える。その後は大学サテライト（拠点）と産科施設の産後クラブを頻回に利用する
ようになった。生後 3 か月までの相談内容は、乳児湿疹やおむつかぶれへの対処法や
急な発熱や事故といった緊急事態の時の対処法が分からないという不安であった。他
には、拠点の利用の方法に関するものもあった。離乳食が始まってからは、子どもの
食べ方や体重増加が気になることが多く、発達面においては、生後 8 か月になるのに
寝返りしないこと、キイキイと大きな声を出すこと、気が強いといったこと等を心配
していた。同時に家事をきちんとこなせないことへのイライラ感や焦燥感もこの頃ピ
ークになった。生後 10 か月頃に乳腺炎になり、発熱と身体疲労のため、再び育児負担
感や不安感が高まった。ワーカーがゆっくり時間を設けて、話を傾聴したり乳房ケア
をしたりすることで気持ちが落ち着いた。子どもが 1 歳になり、卒乳にも成功し、二
人目の妊娠のことを考えられるようになった頃を最後に、相談がなされなくなった。
その後も本人は、拠点を時々利用しているが、ワーカーたちに相談をすることはない 
⑩初回相談時は、実家の母親から離れ、一人で家事・育児をしなければならないこと
に対する不安が強く、子どもの些細な病気のことや緊急時の対応を気にしていた。ワ
ーカーらがそれらへの対処法を丁寧に示し、大学サテライトでいつでも相談を受けら
136 
 
れることを伝えたことで安心できたようである。子どもの成長・発達とともに悩みの
内容も変化しているが、母乳栄養が確立するまでの時期と、乳腺炎等のトラブル時、
また子どもの発達面で気になることが生じた時は、育児不安や負担感が高くなってい
る。本人は物事を完璧に処理していきたい志向の持ち主であると推察されるが、身体
疲労が高くなるとワーカーに相談を持ちかけている。ワーカーによる傾聴と共感、ま
た乳房トラブルに対するケアにより、気持ちが落ち着いた。卒乳により母親の心身状
態が安定したので、その後は不安を訴えることはなくなった。相談回数や頻度はそれ
ほど多くないが、本人の不安が高まった時に、即時に相談できる気軽さ・アクセスの
良さが効果的であった事例である。⑪C さんは専業主婦であり、日頃から家事に熱心
であった。実母と実妹のいる実家は自宅から離れており、里帰りから戻って以降は、
この 2 人は C さんに身近な相談者とは言い難かった。夫の帰宅は遅く、家事・育児を
一人でこなさないといけないという焦燥感が強かったうえ、当初は乳房トラブルがあ
り、精神的にも身体的にも一時的にディスパワーされていたと言えよう。C さんにと
っては、真面目で完璧志向が強いことから、少しでも育児が上手くいかないとそれが
ストレスになり、気持ちがイライラしたり不安が高まったりしたりした。ワーカー2
名の複数回の関わりにより、C さん自身が本来の力を取り戻し、精神的にも安定する
のは、子どもが 1 歳になった頃である。その後は、拠点を利用してもワーカーには相
談しなくなったことから分かるように、育児にもある程度の自信がつき、自立的に生
活を築き始めたいことがうかがえる。すなわち、約 1 年間にわたるワーカーらとの関
わりが、C さんが次第にエンパワーされる過程を導き出したと言えよう。 
 
【事例 2 D さん】①経産婦 ②38 歳 ③支援者無し（実家は他県）・地縁無し ④
産科施設 ⑤8 回 ⑥約 9 か月間（連日から 1 か月に 1 回程度の割合だが、最終回は
3 か月後） ⑦生後 33 日目から 10 か月 ⑧初回はワーカーA、その後はワーカーA・
B の双方 ⑨母子の 1 か月健康診査のため出産した産科施設で初めての相談。第一子
出産後、不安神経症でメンタルクリニックに通院経験がある。初回相談では、母乳不
足感や子どもが泣いている理由がわからない、泣きすぎても子どもは大丈夫かといっ
た心配と、子どもの便秘についての気がかりが主な相談内容であった。夫婦ともに実
家が遠方で身近な支援者がおらず、すべて一人でこなさないといけないという不安や
困難感が強かったため、ワーカーからは、必要な時はいつでも家庭訪問を受けられる
と伝えていた。初回から 1 か月後に母親から電話があり、疲労感が強いことと子ども
の泣きへの対処が大変であることを聞き、2日後にワーカーは本人の自宅を訪問した。
訪問時の主な相談内容は、子どもがずっと泣いて寝てくれないこと、乳児湿疹の対処
法や衣服の着せ方がわからないこと、上の子どもの相手ができないこと、思うように
外出できずストレスがあることなどであった。ワーカーは傾聴のあと、「気分転換にな
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るかもしれないので、そろそろ外出を始めてみてはどうか」と助言した。訪問からお
よそ 10 日後に、ワーカーから本人に電話をかけた。留守であったが、「気にしている」
との内容の留守メッセージを残した。その後、母親からコンタクトはなく、1 か月後
に、ワーカーから再度自宅に電話をしたところ、「子どものひどい泣きが軽減し、生活
のペースがつかめてきた。少しずつ外出ができている」との返答があり、母親の声も
明るく、ひとまず落ち着いた様子であった。子どもが生後 5 か月になった頃に、乳房
トラブルが出現したのと同時に仕事復帰への不安が生じたため、たまたま産科施設の
産後クラブにアウトリーチしていたワーカーB に相談があった。本人から、「自分は元
来の神経質で心配症であり、仕事に復帰して何か大きな失敗するのではないか不安で
ある」との話を聞いている。その後、本人はワーカーA と産科施設の産後クラブで 2
回面談をしており、上の子どもがよく手伝いをしてくれるので助かるなどの報告や、
離乳食と母乳の飲ませ方などの相談があった。仕事復帰を間近に控えた頃の、乳房ト
ラブルのケアと仕事復帰にむけての準備についての相談を最後に、（仕事復帰以後は）
本人からの相談はない。⑩この事例は、事例 1 と同様に、産後しばらく母親本人の不
安が強かったが、以前のようにメンタルクリニックを受診する状態までには至らなか
った。初回相談時は、育児不安が強く、外出できないことがストレッサーとなってい
たので、ワーカーは即時に家庭訪問や電話対応をおこなっている。訪問後もワーカー
からフォローの電話をかけ、いつでも相談可能であることや気にかけていることを留
守メッセージに残し、孤立感を軽減するよう支援した。こうしたかかわりによって、
次第に母親の気持ちが落ち着いたようである。また、最終相談までの約 3 か月間は相
談が途絶えていたが、仕事復帰が決まってから、仕事が上手くこなせるかどうかや復
帰後の生活全般についての不安が強くなり、それと同時に、乳房トラブルも出現した
ため、ワーカーB が相談に応じた。その後に相談はない。元来、神経質で些細なこと
にも不安を感じやすい傾向があったが、ワーカーによるタイムリーな家庭訪問や電話
が功を奏したケースである。拠点も利用したが、アクセスがあまり良くなったことも
あり、頻回の利用はなく、仕事復帰してからの拠点利用はみられない。⑪D さんは、
事例 1 の C さんと同様、身近な支援者がおらず、育児を一人でおこなっており、日常
的に疲労感があり、育児に対する不安も強いといった状態、すなわち、ディスパワー
されていた時期があった。育児に次第に慣れていき、外出もできるようになり、落ち
着きを取り戻したが、子どもが生後 5 か月を過ぎるころから、乳房トラブルと仕事へ
の復帰に関する不安が生じたため、精神的に不安定になっていた。同じ乳幼児を持つ
母親として、ワーカーら自身も、女性が仕事と育児をこなさないといけない負担を理
解しており、共感的に D さんに対応した。当事者としての理解と共感が D さんを勇気
づけたことまでは確認できるが、その後に相談がないことが、D さんのエンパワーメ
ントにつながったかどうかは不明である。 
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【事例 3 E さん】①経産婦 ②35 歳 ③支援者無し（実家は車で約 1 時間の距離だ
が、実母は仕事や介護で忙しい）・地縁有り（上の子どもの母親仲間） ④産科施設 ⑤
17 回 ⑥約 16 か月間（1 週間から 1 か月に 1 回程度の頻度、最終回は 7 か月後） ⑦
生後 22 日目から 1 歳 4 か月 ⑧初回は、ワーカーB、その後はワーカーA のみ ⑨初
回は産科施設の母乳外来終了後の相談。母乳不足感があり、子どもの排便回数が多い
のが心配という内容であった。子どもが生後 2 か月までは産科施設で面談を受け、主
に上の子どもの世話が大変である、夫の帰宅が遅く休みもないので一人で家事育児を
こなしているという負担感がある、実母も仕事や介護があり手伝ってもらえない、外
出が困難等という訴えがあったため、いつでも家庭訪問を受けられること、後日電話
で様子伺いをすると伝えた。一週間後に、大学サテライト（拠点）から電話をかける
と、母乳を与えるのに時間がかかること、上の子どもを叱ってばかりで後悔している
こと、拠点に行きたいが寒いので外出が困難なことを訴えたため、再度、訪問可能な
ことを伝えた。子どもが 3 か月を過ぎた頃から、拠点においての面談が可能になり、
主に子どもの体重増加不良や母乳の飲み方のことが気になるという内容で、体重測定
を兼ねての数回の相談にのった。母親の希望でメールアドレスを交換し、それ以降は
メールでの相談も受けるようになる。メール相談は約 5 か月間続くが、主な内容は、
乳児健診で小児科医から母乳をやめ人工栄養にしなさいと言われ自信がなくなった、
義母の入院で忙しくなった、母乳量や人工乳についての不安であった。子どもが 7 か
月を超えるころから、ようやく子どもの栄養状態についての不安が軽減したが、乳児
9 か月健診で、小児科医から栄養状態が不良であると指摘され再び落ち込んでしまっ
たという相談があった。その後は、上の子どもの幼稚園準備等で忙しくなり相談はな
くなったが、ワーカーA が大学を退職する直前に、これまでの報告（体重増加も順調
になり、本人の気持ちも落ち着いてきた）と長期間の関わりに対する感謝を述べて相
談は終了した。⑩夫や実母からの子育てに関する協力がほとんど見込めない状況で、
上の子どもの世話や義母の入院のため、本人は家事や育児に負担感を強く持っている
時期が続いた。また、生まれた子どもの体重増加が思わしくなかったため、母乳育児
を続けるか人工乳の補充に切り替えるか等で、長い間迷いも生じていた。ワーカーは、
産科施設や拠点での面談時には必ず体重測定をおこない、ゆっくりであるが体重は増
えていることを示して、母乳育児への自信を失わないように支援した。また、外出で
きない時期は、メールを利用して即時の対応を心掛けた。最後の相談は、報告のみで
あったが、母親の表情も明るく生活が安定してきた様子がうかがえた。この事例では、
後半のやりとりがメール中心でなされたが、随時相談できたことが、母親の悩みを軽
減する一助になったと思われる。⑪主にワーカーA が中心にかかわった本事例の E さ
んは、事例 1 の C さん、事例 2 の D さんと同様、身近な支援者がなく、夫の帰りも遅
く家事・育児を一人でこなしていた。生まれた子どもの体重増加が思わしくなく、栄
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養状態に関する心配は、子どもが生後 7 か月になるまで続いた。また、上の子どもの
世話で忙しく、さらに義母の入院などで、拠点での相談がかなわないときは、メール
での相談も利用しながら、継続的にワーカーの支援を受けた。このように、2 人の子
どもの母親として忙しく働きながらも、必要な時にはメールをうまく利用しながら、
次第に日常生活をマネジメントできるようになっていった。子どもの 9 か月健診時に、
栄養状態が不良であると医師に言われ、再度心配が高まったが、その時もワーカーが
相談に乗り心配を和らげた。ワーカーが退職する時に、E さんから、「出産後まもなく
から、今まで（子どもが 1 歳 4 か月）ずっと寄り添うに相談に乗ってもらえて、いつ
も心強く感じていたこと、力づけられたこと、これからが前向きにやっていけそうで
ること」をワーカーA に告げたことからも、この相談システムが女性のエンパワーメ
ントを高める一助になっていると判断できる。 
 
【事例 4 F さん】①初産婦 ②33 歳 ③義母（車で約 30 分）・地縁無し ④産科施
設 ⑤27 回 ⑥約 18 か月間（産前は、数日から 2 週間に 1 度程度 産後は数日から
1、2 か月に 1 度 その後、半年を経過して 2 回（5 日間隔） ⑦約 18 か月間（妊娠
初期から生後 1 歳過ぎ） ⑧ワーカーA のみ ⑨初回相談は産科施設のマタニティク
ラス。相談内容は、初めての妊娠で双子であることが判明し、不安（出産時や経済面
を含めて）が強く、精神的にまいっているという訴えであった。母親の希望で産前の
家庭訪問をおこなった。相談内容は、妊娠・出産に対して前向きな気持ちになってき
ているが、双子は予想のつかないことが多く、色々なことを知りたいという希望があ
ったので、ワーカーからは、メールでの対応も可能であることを伝えた。妊娠後期ま
では、大学サテライト（拠点）に同行し、6 回相談に乗った。また、母親は元来明る
い性格のためか、双子を連れた他の母親と積極的に交流したり、その時々の心配事に
対しては、ワーカーから様々な情報や助言を得たりした。妊娠後期から、妊娠に伴う
合併症、身体疲労、不眠といったトラブルが出現し、外出も困難なため、家庭訪問 1
回とメールの随時利用によって支援を継続した。訪問時の主な相談内容は、不眠、双
子の間の体重差、帝王切開への不安であった。ワーカーは時間をかけて傾聴し共感の
態度を示した。その後、切迫早産で入院、一時退院するも安静の必要があり、夫の実
家で過ごすことになり、その後しばらくはメールでの支援となった。しばらくして、
合併症が悪化したため緊急入院し、帝王切開にて無事に出産する。産後のメールでは、
双子のうちの一人が小児科で精密検査を受けているので退院が遅れて心配である、母
乳の不足感がある、乳房マッサージをしてほしい、双子の子育てが大変である、帝王
切開部分の傷の痛みがある、疲労感が強いなどの多くの訴えがあった。さらに外出困
難なため、夫の実家への訪問を希望したため訪問する。訪問時の相談内容は、乳房ト
ラブル、肩こり、子どもの病気や症状、授乳に関することなどであった。夫の実家か
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ら自宅へ帰ってきてからは、自宅への家庭訪問および他大学の拠点へも同行しながら、
継続して相談に応じた。この時期の主な相談内容は、子どもの成長・発達や病気につ
いての不安、今後うまく子育てができるかどうかの不安、育児負担感や困難感が続い
ていること、授乳の方法、人工乳を嫌がることなどであった。ワーカーは時間をかけ
て傾聴し、必要時は乳房マッサージや授乳の援助をおこない、母親の疲労感がピーク
になった時には、子どもを一時預かるなどの支援も続けた。子どもが 5 か月を過ぎる
頃から、本人の育児困難感が軽減し、外出すると気分が晴れる、助産師と話ができて
よかった（違う世界の人と話ができて刺激になった）、これからも話を聞いて欲しいと
いう感想と希望を述べるようになった。その後は、時折、拠点で出会っても記録に残
すほどの内容の相談はなかった。子どもが 1 歳になり、乳房トラブルが出現し、家庭
訪問を希望したため、訪問を 2 回おこなった。この訪問が最後の相談であった。本人
は、その後も拠点を利用しているが、双子の子どもの発達について気になることがあ
る時は、ワーカーA から紹介された大学サテライト（拠点）内の発達相談員に相談を
している。⑩アウトリーチ・サービスの相談において、実質的にもっとも長期（1 年
半を超える）で、もっとも相談回数の多かったケースである。妊娠初期から産後 1 年
に渡り、ワーカーがまさに伴走者のように当事者に寄り添いながら支援を続け、さら
に、このワーカーの退職後は、大学サテライトの発達相談員に相談ができるよう引き
継がれている。母親のパーソナリティーは明るく前向きであるが、双子の妊娠に関連
する様々なリスクに負担や不安を感じ、また出産後は、授乳のトラブル、子どもの成
長・発達に関する不安、育児に対する負担・困難感が出現し、気持ちの落ち込みがみ
られた時期もあった。夫は協力的ではあるが、仕事が不規則であったので、困ったと
きはワーカーにメールで頻回に連絡を取った。ワーカーによるタイムリーな家庭訪問
で、乳房ケアやレスパイトケアを受けて、本人は子育てに前向きに取り組めるように
なった。⑪F さんには、妊娠中から出産後までの長期間、ワーカーA がかかわった。
初めての妊娠で、しかも、双子ということが判明し、妊娠中から出産や経済面に対す
る不安があった。支援方法は多様で、産前の家庭訪問、拠点での面談、メールの活用、
出産後の家庭訪問、子どもの一時預かりなど、F さんのニーズに応じて細やかかつ柔
軟に対応した。その結果、育児不安や負担感などが軽減され、それとともに自分とは
異なる立場への関心（助産師と知り合いになれ、刺激になった）を持つようになった。
子どもが生後 5 か月を過ぎるころから、ワーカーを単なる支援者としてだけではなく、
次第に母親仲間として意識し、当事者どうしの関係性も生まれるようになっていった。
F さんは専業主婦であるが、ワーカーのこのような活動を知ることにより、女性の働
き方に関心を持ったようである。ワーカーへの相談は、子どもが 1 歳になる頃に終了
したが、その後、子どもの発達については、拠点（ドロップイン・サービス）の発達
相談員に、自らのニーズに応じて自主的に相談するようになった。ワーカーA に依存
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的であった時期から、ワーカーを当事者仲間として位置づけたり、職業に関する関心
が高まったりする時期が見られ、子どもの発達に関しても適切な相談員を自分で選択
するなど、次第に子育てに自信を持てるようになった。これらにエンパワーメントの
姿を認めることができる。 
 
【事例 5 G さん】①初産婦 ②30 歳 ③支援者無し（実の両親は他界 夫の実家と
は不仲）・地縁無し ④産科施設 ⑤19 回 ⑥約 25 か月間（産前は、1 回のみ 産後
しばらくは、2 週間に 1 回程度から 1 か月に 1 回程度 ワーカーB が産休・育休に入
り、しばらく（約 9 か月間）相談がなかったが、ワーカーの復帰後、2～3 週間から 1
か月に 1 回程度） ⑦妊娠後期より生後 16 か月 ⑧ワーカーB のみ ⑨初回相談は産
科施設のマタニティクラス。大学サテライト（拠点）の見学希望があったため、拠点
まで同行し、その場で相談した。主な内容は、夫の両親が出産について介入してくる
のでストレスを感じること、無事に出産できるかどうかが不安なこと、であった。産
後初めての相談は、生後 1 か月を過ぎた時の拠点での面談であった。夫は育児につい
ては協力的であるが家事はしない、子どもの乳児湿疹や体重増加について気になるな
どの相談があった。その後、本人から、気分が落ち込み、身体が思うように動かない
ので外出がおっくうである、家庭訪問を希望したいと連絡があった。家庭訪問は計 6
回であったが、前半の訪問は、10 日の間隔で 2 回おこなわれた。1 回目の訪問時に、
「産後 1 か月の間はうつであったかもしれない」と本人が話したため、念のため、同
意を得てエジンバラ産後うつ質問紙票を実施した結果、低い得点であることが確認さ
れた。他にも、本人の体調不良、授乳困難、子どもの体重不良が気がかりだと述べた。
2 回目の訪問時には、夫の両親の介入に疲労感を覚えることを訴えたが、ワーカーが
訪問してくれたことで気持ちが落ち着いたと言った。その後、産科施設と拠点におい
ての相談が続いた。子どもが生後 6 か月から 7 か月の頃は、離乳食と便の性状につい
ての相談があり、同時期に、仕事復帰について自信がないことも訴えた。生後 9 か月
頃に、出産の辛い思い出を振り返り涙する場面があり、ワーカーは時間をかけて傾聴・
共感した。その後、ワーカーB が産休・育休を取ったこともあって、相談は約 9 か月
中断した。子どもが 1 歳半になった頃、本人から家庭訪問の希望があったので、ワー
カーが訪問をおこなった。この時の相談内容は、自分の時間がまったく取れないせい
でストレスがたまり子どもを怒ってしまう、保育所の利用の仕方がわからない、保育
所に預けるのは子どもに悪い気がするなどであった。保育所利用への不安があったた
め、後日、ワーカーが保育所見学に同行した。育児疲れや育児不安や焦燥感（仕事や
交友関係）がピークになっていたので、その後 3 か月間に家庭訪問を 3 回おこなった。
その頃の悩みは、自分の時間がまったくなくストレスを感じる、保育所に預ける決心
がつかない、プレ幼稚園や一時保育について悩む、子どもを夫に預けることへの抵抗
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感・不安感などであった。また、第 2 子を妊娠するが、こうしたストレスや悩みは継
続した。自宅で親子二人きりでいることの不安が強く、ワーカーB に対してやや依存
的に面談を求める傾向も見られた。その後の拠点での相談でも、同様の悩みが出され
が、この頃から夫への不満をはっきり口に出すようになり、夫婦間の問題についてワ
ーカーと話し合った。また、ようやく保育所の利用を決心した。ワーカーの退職以降
は、他の相談員に相談をもちかけることはなかった。その後、筆者らも、時々この親
子を拠点で見かけるが、本人の表情が明るくなり、二人目が生まれてから、気持ちが
とても落ち着いたとの報告を本人からも受けている。⑩本人も自覚しているが、一人
目の時は産後うつ状態であった可能性が高い。このことは、外出することもおっくう
になり、家庭訪問を 6 回も希望したことからも理解できる。ワーカーB が産休・育休
に入った期間は相談が途絶えたが、この間も上の子どものことや育児に対するストレ
スで悩んでいたことが、ワーカー復帰後の家庭訪問時の内容からも推察される。本ケ
ースの場合、ワーカーB が休職中、本人はワーカーA あるいは大学の拠点内の他の相
談員への相談も可能であったにもかかわらず、ワーカーB の復帰までは誰にも相談を
していない。その理由は明確には分からないが、本人のワーカーB に対する信頼が厚
かったことと、本人にとってワーカーB が単に支援者としてだけではなく心許せる友
人のような存在として機能していたことが考えられる。しかし、相談の過程・展開を
見ると、極端に依存的であった面は否めない。ワーカーB が中断した時期に、他の相
談員、特に心理職への連携相談を視野に入れ、本人にもう少し積極的な利用を勧める
べきであったと考える。結局、2 年間におよぶ相談は、一時保育を利用する決心によ
って終了したが、それまでの長い期間、親子ともにストレスフルな状況であったこと
は、アウトリーチ・サービスの相談体制だけでは十分に対応できなかったケースであ
る。 
⑪ワーカーB が妊娠中より長期にかかわった G さんも、他の事例と同様、身近な子育
ての支援者が不在であった。夫の家族の介入がストレスとなり、妊娠期から出産や子
育てに不安を感じていた。さらに、産後はうつ状態になったため、外出ができず、ワ
ーカーは G さんの希望に応じて、何回か自宅を訪問している。訪問により、次第に気
分が楽になったとの供述があるが、その後もストレスフルな出来事が起きるたびに、
G さんは何度も気分の落ち込みを感じている。ワーカーは、適宜、拠点や産科施設で
G さんと面談し、継続的に相談に乗ってきたが、ワーカーの休職中は他の誰にも相談
していないことを考えると、G さんはこの時期はまだエンパワーメントされた状態で
あるとは言い難い。⑩で述べたように、他の支援者との協働を考えるべきであったか
もしれないが、結局 G さんは、ワーカーが復職するのを待っていたかのように、家庭
訪問や面談を希望し、悩みを打ち明けていった。その頃は育児へのストレスや疲労感
がピークであり、ワーカーの判断で、一時保育利用を勧めるために保育所まで同行し
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ている。しかし、保育所を利用することへのためらいから利用はせず、しばらくして
第 2 子の妊娠が判明する。妊娠中における複数回の面談によって、徐々に夫への不満
など夫婦間の問題についても本音が出せるようになっていった。次第に、保育所利用
についても前向きに検討できるようになり、気分も落ち着いた。2 人目の出産後、筆
者と拠点で会った G さんは、以前に比べて大変表情が明るく、「一時保育等を積極的
に利用しながら子育てを心から楽しめるようになった」と筆者に報告した。ワーカー
との面談を重ねていくうちに、自らの家庭の問題に気づき、それを家族内で解決する
までに至ったことは、エンパワーメントされた証左であろう。 
 
第 3 節 本章のまとめ 
 本章では、まず、2007 年 10 月～2008 年 12 月末までを第 1 期とし、この期間にお
ける大学サテライト子育て支援施設を拠点とする周産期の女性を対象としたアウトリ
ーチ・サービスにおける相談内容の整理・分析を試みた。その結果、主に次のような
知見を得た。 
 
・妊娠中から利用できるサービスであるにもかかわらず、総利用者の約 86%が出産後
から本サービスを利用していた。ここから、育児にかかわる相談ニーズの多くは、
出産後に始まることが明らかにされた。 
・複数回の家庭訪問を含む長期のかかわりを必要とする「介入的」な支援が必要な利
用者も、少数ながら本サービスの対象者となった。 
・本サービスは、産科施設での相談を主とした支援だけでなく、主体的な資源利用に
つながる拠点のドロップイン・サービスへの登録・利用につなぐことも目的として
いたが、この登録・利用につながったのは、サテライト施設の近隣（灘区内）の居
住者にほぼ限定されていた。 
・相談が 6 回以上にわたる継続ケースは少なくなるが、2 回以上で 6 回未満のケース
は総利用者の約 40%と、かなり多いことが明らかになった。ここから、妊娠期から
自分が利用できる支援者として（実際のサービス利用が出産後であっても）サテラ
イトの助産師と顔見知りであることの有効性が推測できる。 
・1 回あるいは複数回にかかわらず、本サービスにおける相談内容を分析・整理した
ところ、子どもに関する相談よりも、それ以外（女性自身にかかわる）の相談の方
が多いことが明らかになった。また、子どもに関する相談では、体重増加・湿疹・
混合栄養など出産後 1 年未満に特有の内容が顕著であること、子ども以外に関する
相談では、「乳房・乳頭・母乳」という、やはり出産後 1 年未満に特有のカテゴリが
抽出された。 
  次に、本章の後半では、2009 年 3 月（ワーカーA）と 2009 年 6 月（ワーカーB）
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以降 2010 年 3 月末までに実施された「ペリネイタル・アウトリーチ・サービス」に
おいて展開された相談内容の詳細と、アウチリーチ・ワーカーがかかわった第 1 期・
92 名と第 2 期・80 名の（両期に対象者の重なりがある）うち、介入的な対応（家庭
訪問を含む）が必要となった長期にわたる継続相談事例（6 回以上のうちから 5 事例）
を取り出して、そのエンパワーメント過程を明らかにすることを試みた。その結果、
主に次のような知見を得た。 
 
・アウトリーチ・ワーカー2 名が産後休暇および育児休暇でサービス提供を中断する
以前（第 1 期）の相談内容を分析して得られた分類カテゴリを利用して、休暇後に
サービス提供を再開した後（第 2 期）の相談内容を分析した結果、各カテゴリに含
まれる相談内容数の比率が類似していることに加えて、カテゴリ「その他」に分類
される相談内容が非常に少ないことから、この分類の妥当性が示された。 
・拠点から派遣されるアウトリーチ・ワーカーは、産科施設のマタニティクラスで自
己紹介（サービス紹介）と拠点の紹介をしており、周産期の女性と妊娠中から顔見
知りとなっている。この事実が、ワーカーに相談を持ちかける女性が多かったこと
と、彼女らのうち、悩みが深刻な場合は、長期にわたってワーカーに相談をし続け
たことの大きな理由であったと推測できる。 
・アウトリーチ・ワーカーは、対象者のニーズの変化に応じて、対面相談や家庭訪問
だけでなく、電話や携帯メールあるいは資源への同行など、多様な支援の手段をタ
イミング良く提供している。そのことが、対象者に安心感や信頼感を与え、対象者
の問題解決につながっていることが記録から読みとれる。 
・相談の内容を見ると、それらは、助産師としての専門的な知識や技能だけにとどま
らず、家族との関係・育児不安・保育所入所・キャリア選択など、非常に広範で多
岐に渡っている。大学サテライトには、こうした多様な相談に対応できる複数の相
談員がいるので、2 名のアウトリーチ・ワーカーは、これらの相談員と必要に応じ
て連携していた。こうした条件が整っていれば、助産師によるペリネイタル・アウ
トリーチ・サービスは、さらに対象者のニーズに細やかに対応したものとなる。 
・5 事例中 4 事例において、「不安や心配を乗り越えたのち、ワーカーへの相談がなく
なった」「相談によって力づけられ前向きになれたとの本人からの報告」「ワーカー
を依存する相手ではなく育児の当事者仲間と認識できるようになり、自ら拠点の相
談員を選んで利用できるようになった」「うつ状態を脱し、地域資源をうまく利用し
ながら育児を楽しめるようになった」などから、ペリネイタル・アウトリーチ・サ
ービスが、拠点のドロップイン・サービスにおける相談と連携できるというシステ
ムは、利用者のエンパワーメントを導いている。 
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 なお、2010 年 4 月以降、ワーカーA は他県に引っ越し、ワーカーB はこの産科施設
に勤務することになったため、本サービスは中止となった。しかし、この産科施設で
出産した女性とその家族が集う産後のセミナー（イベント）を大学サテライト施設で
開催するとともに、ワーカーB が産科施設で大学サテライトの広報をおこなっている。
こうしたつながりと連携により、地域の子育て家庭による早期からの拠点利用と相談
対応は現在も継続している。 
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第 7 章 
拠点の利用開始時における交流促進にかかわる課題 
－拠点の利用者による評価を手がかりにして－【調査 5】 
 
 第 4 章～第 6 章において、産科施設と連携したペリネイタル・アウトリーチ・サー
ビスによって、子育て家庭による早期からの拠点利用が促されること、このサービス
を担当するワーカーによる多様な手段を用いた臨機応変で柔軟な相談対応および異な
る専門性を有する拠点の相談員との連携的対応によって、女性が自らをエンパワーメ
ントする過程を支えることが可能であることを明らかにした。しかし、ペリネイタル・
アウトリーチ・サービスから拠点のドロップイン・サービスにつなげば、それだけで、
すべての女性が順調に自らをエンパワーメントさせていけるとは限らない。なぜなら、
産後早期における子育ての悩みや課題と子どもの成長・発達にともなうそれ以降の時
期における子育ての悩みや課題とは異なるし、利用者の中には仲間づくりや交流が得
意な人と苦手な人が混在するからである。また、すでに第 5 章で示したように、拠点
の利用登録者のうちペリネイタル・アウトリーチ・サービスの利用者と非利用者との
比は 1：5 であり、およそ 80%の利用者はこのサービス以外のきっかけでドロップイ
ン・サービスを利用し始める。そこで、この章では、ペリネイタル・アウトリーチ・
サービスを利用したかどうかとは独立に、拠点を利用する女性が自らをエンパワーメ
ントさせていくために必要だと思われる「仲間づくり」や「交流」が十分に拠点にお
いて展開されているのかどうかを、利用者による拠点の事業評価（悉皆調査の結果）
を手がかりにして検討する。 
 
第 1 節 問題と目的 
2005 年 9 月、神戸大学大学院総合人間科学研究科（現人間発達環境学研究科）が、
神戸市灘区役所旧庁舎 2 階部分において「子育て支援を契機とした共生のまちづくり
拠点」の形成を目指し、主に灘区在住の地域住民を対象とした実践（地域貢献）と、
それに基づく研究ならびに学生教育を開始した。このプロジェクトの直接のきっかけ
となったドロップイン事業（2004 年度に当研究科教員が中心となって六甲道児童館で
実践した子育て支援の取り組み）において相談員としてかかわって以降、筆者は、助
産師・当研究科修士課程院生・同教育研究補佐員・同博士課程院生などの立場から、
大学サテライト、すなわち、本研究科の子育て支援施設「のびやかスペース あーち」
の取組に一貫してかかわってきた。 
 この大学サテライト発足のきっかけとなったドロップイン事業の目的は、子育て家
庭が孤立しないため・育児不安などに陥らないための 1 次予防と、すでに具体的な悩
みがある子育て家庭が不適応状態になったり問題行動を起こしたりしないための 2 次
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予防との同時達成であった。そして、これを実現するための事業内容の柱、すなわち
場の特徴は、（1）周産期にある親も含めて子どもの年齢を問わず誰もが利用できる（2）
子どもを預かる機能はなく親子が一緒に交流できる（3）プログラムはなく決められた
曜日と時間帯であればいつ来ていつ帰ってもよい（4）育児や子どもの発達について相
談したければそれが予約なしに気軽にできる（伊藤・岡田・川谷 2005）、である。 
この取り組みは、大学教員が協働実践的にかかわることによって 1992 年に誕生し
た「子育て広場 0123 吉祥寺（武蔵野市が運営）」や、この広場の運営方針をおおむね
踏襲し 2000 年にオープンした「おやこの広場びーのびーの（NPO 法人びーのびーの
が運営）」がモデルとなり（柏木・森下 1997：133～158 ページ、奥山・大豆生田 2003：
2～21 ページ）、2002 年度より創設された「つどいの広場事業（国事業）」として国内
に広く発展した子育て支援サービスとほぼ同一の機能を果たすものである。 
ただし、「子育てひろば」ではなく「ドロップイン」という用語を使っていることに
は、この事業のモデルが上述したわが国の源流的・代表的な取り組みだけではなく、
子育て支援先進国の一つとされているカナダにおける実践をモデルにした（福川 2002、
武田 2002：91～109 ページ、福川 2003：143～172 ページ）という背景がある。カナ
ダには移民が多く、彼らが子育ても含む生活上の悩みの相談に気軽に立ち寄ることの
できる居場所をつくろうとする草の根的な運動が起き、それが発展してドロップイン
センターないしはファミィリーリソースセンターに発展したという経緯があるが、こ
の児童館での試行実践（ドロップイン事業）も、この点、すなわち 2 次予防を重視し
ていたと思われる。なぜなら、週に 1 回（午前と午後 2 時間ずつ）だけの開設にもか
かわらず、4 名の専門性の異なる相談員を配置し、子どもを連れで楽しく遊ぶ・友だ
ちを作って交流するという機会を提供しながらも、子育て家庭が持つ多様な相談に気
軽に対応できるという点を重視していた（伊藤・岡田・川谷 2005）からである。 
その後、上述の「つどいの広場事業」が発展的に解消・再編されたものが「地域子
育て支援拠点事業（2007 年度より）」であり、その機能・発展経緯・実施主体の違い
によって「センター型」「ひろば型」「児童館型」の 3 類型に分かれている（これにつ
いては、すでに本論文第 3 章・第 1 節で詳述している）。さらに、2009 年度より、こ
の事業は第 2 種社会福祉事業（2008 年 12 月の児童福祉法改正により）として位置づ
けられた。すでに、2005 年 9 月より運営を開始していた大学サテライトには、児童館
におけるドロップイン事業を試行していた教員（このサテライトを中心的に運営する
ことになった当研究科ヒューマン・コミュニティ創成研究センターに所属する 2 名の
教員のうちの一人）がかかわっていたため、大学サテライトでは基盤サービスとして
ドロップインサービス（ひろば）が提供されてきた。そのため、2007 年度より現在ま
での 5 年間、神戸市より「地域子育て支援拠点事業・ひろば型」の補助金を継続して
受けている。 
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 このように、大学サテライトにおいて展開されている多様な取り組み、とりわけ、
出産直後という早期からの地域の子育て家庭によるドロップイン・サービス利用を促
すペリネイタル・アウトリーチ・サービスの創設とその評価、さらに助産師の立場か
ら拠点の利用者を対象とした相談業務に長期間かかわってきた筆者は、大学サテライ
トの実践全体を独自に評価する機会を得た。すなわち、大学サテライト開設から 5 年
が経過した時期に、サテライトの運営者である 2 名の教員が中心となって実施した利
用者対象の調査項目のうち、地域子育て支援拠点事業（大学サテライトでは子育て支
援以外の事業も実施しており、これを含めた概要としての基礎集計結果は、津田・伊
藤・寺村・井手（2012）に掲載されている）に関連の深いものを選び、さらにドロッ
プイン・サービスの利用者（この中にはペリネイタル・アウトリーチ・サービスの利
用者も含まれる）に焦点を当てて分析した結果にもとづいて、大学サテライトの子育
て支援事業を評価した。本章は、アウトリーチ・サービスによって早期からの拠点利
用をある程度実現はしているものの、拠点利用者のエンパワーメントに結びつくと期
待される十分な仲間づくりや交流ができているかを把握することが必要かつ重要であ
ると判断したために実施した研究である。 
 
第 2 節 研究方法 
(1) 調査対象 
大学サテライトでは、開設して満 5 年が経過する 2010 年 8 月末までに実施してき
た「子育て支援をきっかけとした共生のまちづくり拠点」を目指した取組を評価し、
サテライトの意味・意義を再検討するための、あるいは今後の取組の方向性を検討す
るための資料を得るという目的で、サテライト運営に責任をもつ教員 2 名（人間発達
環境学研究科ヒューマン・コミュニティ創成研究センターの子ども家庭部門と障害共
生支援部門）が中心となって、それまでのすべての利用者（利用登録者）を対象とし
た悉皆調査を実施した。 
大学サテライトでは、サテライト利用を希望する人々に対し、「おやこ会員（必ず親
子一緒に利用することを前提とした就学前の子どもと親のペア）」「こども会員（小学
生または中学生）」「おとな会員（高校生以上）」のいずれかの登録を求めている。この
調査は基本的に大人が回答することを想定してその質問内容を構成したので、調査対
象は会員登録者のうち「おやこ会員」と「おとな会員」とした。2005 年 9 月から 2010
年 6 月末（調査時期の前の月）までに大学サテライトに「おやこ会員」「おとな会員」
として登録した 2,043 名を研究対象と定め、その自宅宛てにアンケート調査用紙（返
送用封筒を同封）を郵送した。調査用紙のフェイスシートには「郵送で用いた氏名・
住所は大学サテライト登録時に提出した情報を基にしていること（登録時にはこの施
設を大学が運営している関係で、研究に協力いただくことがある旨を説明している）」
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「調査は無記名で実施するのに加え、調査票への回答は個人的に処理されるのではな
く全体傾向として統計的に処理されること」「回答したくない項目に関しては回答しな
くてもよいこと」を記載した。質問紙への記入を終えて投函したことが、調査への同
意とみなした。 
 
(2) 調査時期と回収率 
調査時期は 2010 年 7 月～8 月であった。返送された質問紙は 544 名分であり、回
収率は 26.6%であった。これらのうち、不適切な回答が含まれた質問紙を除き、さら
に以下の「調査内容(3) 立場」に対する回答において「育児中の親」と回答した者を
選んだ。なぜなら、本章研究は、大学サテライト全体を評価するという目的ではなく、
地域の親子を対象とした大学サテライトの取組「地域子育て支援拠点事業・ひろば型」
に焦点を当て、さらに利用者のエンパワーメントに関連する質問項目に対する回答を
取り上げて考察することを目的としているからである。このようなプロセスを経た結
果、本研究の分析対象者は最終的に 473 名となった。 
 
(3) 調査内容 
調査用紙は、(1)性別・年齢 (2)居住地 (3)立場(4)利用開始時の境遇 (5)利用家族構成 
(6)利用開始時期 (7)サテライトを知った情報源 (8)利用の目的（利用前の期待）(9)利
用後の満足度 (10)子どもの発達の状態と利用との関係 (11)現在の利用状況 (12)利用
したプログラム (13)関心を深めた問題 (14)他の利用者との関わりに関する質問と（15）
自由記述欄とで構成されていた。本章研究では、大学サテライト利用者のエンパワー
メントにかかわる状況を明らかにするという目的に合わせて、これらのうち、(1)(2)(4)
により回答者の属性を、(6)により標本の代表性を検討したうえで、(7)(8)(9)(11)(14)(15)
に関する分析をおこない考察を加えた。さらに、なお、データの入力・分析にあたっ
ては、SPSS Ver.13.0 for Windows を使用した。 
 
第 3 節 結果と考察 
(1) 回答者の属性 
回答者の属性を、上記「調査内容」のうち(1)性別・年齢 (2)居住地 (4)利用開始時の
境遇にもとづいて集計した（「(3) 立場」については、すでに分析対象者を同定する時
に利用している）。分析対象者 473 名中、女性が 462 名（97.7%）、男性が 5 名（1.1%）、
未記入者が 6 名（1.3%）であった。居住地については、385 名（81.4%）が灘区、35
名（7.4%）が東灘区、18 名（3.8%）が中央区、その他の地域が 27 名（5.7%）、未記
入者は 8 名（1.7%）であった。境遇としては、専業主婦が 382 名（80.8%）、パート
が 23 名（4.9%）、フルタイム 68 名（14.3%）であり、フルタイムのうち 30 名は産休・
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育休取得中である。利用者の平均年齢は 34.5 歳（標準偏差は 6.0）であった。以上か
ら、本調査の回答者は、そのほとんどが 30 歳代の専業主婦であり、その多くがサテラ
イトのある灘区に在住している。言い換えれば、「地域子育て支援拠点事業・ひろば型」
が主な対象とする地域住民が本調査の代表的回答者である。 
 
(2) 標本の適切性 
「調査内容」のうち（6）への回答にもとづいて、利用開始年度別の度数分布を算出
した。その結果を表 7-1 に示す。2005 年度と 2010 年度は、その登録期間がそれぞれ
7 か月と 3 か月と短いため、これらの年度に利用を開始した回答者の人数・割合は相
対的に低くなっている。また、2006 年度～2009 年度については、2008 年度と 2009
年度の割合が若干高いが、全体的には極端にいずれかの年度に偏った分布を示してい
るわけではない。以上から、本調査の回答者はこれまでのすべての利用者をほぼ適切
に代表する標本であると判断できる。 
 
表 7-1 回答者（473 名）の利用開始年度別の度数分布 
年度・期間 人数 割合（%） 
2005（9 月～3 月）7 か月分 
2006（4 月～3 月）12 か月分 
2007（4 月～3 月）12 か月分 
2008（4 月～3 月）12 か月分 
2009（4 月～3 月）12 か月分 
2010（4 月～6 月）3 か月分 
未記入者 
64 
75 
78 
96 
104 
44 
22 
13.9 
16.3 
16.9 
20.8 
22.6 
9.5 
－ 
 
(3) 大学サテライトを知った情報源 
大学サテライトを知ったきっかけ（調査内容の (7)）については、「その他」を含め
10 の選択肢を用意した（複数回答可）。選択肢を選択人数（選択率）の高い順に並べ
たものが表 7-2 である。「その他」を除き 10%以上の選択肢を順に挙げると、「友人・
知人」「区役所」「産婦人科クリニック」「新生児訪問」である。最も有効であった友人・
知人から（口コミ）に次いで、行政および産科施設との実践面における連携が、広報
面にも生かされていることが確認できた。 
 
(4) 利用前の期待と利用後の満足度 
「調査内容」のうち (8) への回答（4 件法）と（9）への回答（4 件法）とをクロス
させて、大学サテライトを利用する目的（利用前の期待）と利用してみた後の満足度
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との関係を検討した。集計の対象とした質問項目は 5 つあり、4 件法の「非常にあて
はまる」「ややあてはまる」を合わせて「高群」、「あまりあてはまらない」「全くあて
はまらない」を合わせて「低群」とした。その結果を、表 7-3-1～表 7-3-5 に示す。 
期待が低く満足度が高いセルが 10%を超えている項目は、「自分自身の友だちをつ
くる」「親子で長い時間過ごす」「子育てについての情報・ヒントを得る」であり、こ
れら 3 つの側面に関しては、利用前に期待をしていなかった利用者のうち一定数がこ
れらの側面の効果を実感していると判断できる。これに対し、期待が高く満足度が低
いセルが 10%を超えている項目は、「自分自身の友だちをつくる」「子育てについての
情報・ヒントを得る」「子育てについて相談にのってもらう」であり、これら 3 つの側
面に対し利用前に期待をしていた利用者のうち一定数がこれらの側面の効果を実感し
ていないと判断できる。なお、両ケースともに該当した「自分自身の友だちをつくる」
「子育てについての情報・ヒントを得る」については、利用の仕方によって効果に関
する評価が分かれる側面であることも示唆された。 
4 件法から算出される上記の 5 項目に関する得点が、利用前・後でどう変化してい
るのかを、対応のある t 検定によって検討した。その結果を表 7-4 に示す（t 値は絶対
値で表記してある）。ここから、「自分自身の友だちをつくる」「親子で長い時間過ごす」
「親子で楽しく遊ぶ」に関しては、利用前の期待よりも利用後の満足度の方が高くな
っており、「子育てについての情報・ヒントを得る」「子育てについて相談にのっても
らう」に関しては、利用前の期待よりも利用後の満足度が低くなっている。 
 
表 7-2 大学サテライトを知った情報源に関する度数分布（複数回答） 
情報源 選択した人数 選択率（%） 
友人・知人から 
区役所（健康診査、子育て支援係など）で 
産婦人科クリニックで 
新生児訪問（こんにちは赤ちゃん事業）で 
神戸大学の HP またはサテライトの HP で 
児童館で 
子育てサークルで 
家族・親戚から 
ミクシーなどのサイトで 
その他 
199 
138 
70 
50 
29 
28 
23 
19 
12 
62 
42.1 
29.2 
14.8 
10.6 
6.1 
5.9 
4.9 
4.0 
2.5 
13.1 
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表 7-3-1 「自分自身の友だちをつくる」に関する結果 
 満足度・高 満足度・低 計 
期待・高 
期待・低 
228（49.9%） 
89（19.5%） 
57（12.5%） 
83（18.2%） 
285（62.4%） 
172（37.6%） 
計 317（69.4%） 140（30.6%） 457（100.0%） 
 
表 7-3-2 「親子で長い時間過ごす」に関する結果 
 満足度・高 満足度・低 計 
期待・高 
期待・低 
383（83.3%） 
59（12.8%） 
7（1.5%） 
11（2.4%） 
300（84.8%） 
70（15.2%） 
計 442（96.1%） 18（3.9%） 450（100.0%） 
 
表 7-3-3 「子ども連れで楽しく遊ぶ」に関する結果 
 満足度・高 満足度・低 計 
期待・高 
期待・低 
433（93.5%） 
23（5.0%） 
4（0.9%） 
3（0.6%） 
437（94.4%） 
26（5.6%） 
計 456（98.5%） 7（1.5%） 463（100.0%） 
 
表 7-3-4 「子育てについての情報・ヒントを得る」に関する結果 
 満足度・高 満足度・低 計 
期待・高 
期待・低 
228（49.9%） 
89（19.5%） 
57（12.5%） 
83（18.2%） 
285（62.4%） 
172（37.6%） 
計 317（69.4%） 140（30.6%） 457（100.0%） 
 
表 7-3-5 「子育てについて相談にのってもらう」に関する結果 
 満足度・高 満足度・低 計 
期待・高 
期待・低 
226（51.1%） 
35（7.9%） 
56（12.7%） 
125（28.3%） 
282（63.8%） 
160（36.2%） 
計 261（59.0%） 181（41.0%） 442（100.0%） 
 
上記の結果は、「友だちはできても、情報・ヒントを友だちや拠点からは得られにく
い」と感じている利用者や、「親子で長時間過ごしても、友だちに相談にのってもらい
にくい、あるいは、拠点の相談員に相談にのってもらいにくい」と判断する利用者が
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一定数いることを示唆している。これらを、利用者である親のエンパワーメントを軸
として考えれば、拠点で知り合いができても、そうした自分の周囲にある支援資源（サ
ポーターとなりうる知り合い）を自分のニーズに合わせて主体的に活用するという段
階にまで至っていない利用者がいると推測できる。言い換えれば、拠点で知り合いが
できることが、自動的に、利用者どうしの交流の深まりや情報・意見の交換につなが
るわけではなく、それを促すような環境の設定やプログラムの開催といった工夫が必
要だと言えよう。 
 
表 7-4 利用前・後の期待度と満足度との全体的比較 
 
N 
利用前の期待 
平均値（S.D.） 
利用後の満足 
平均値（S.D.） 
t 値  df 
有意確率 
自分の友だちづくり 455 
2.76 
（0.95） 
3.01 
（0.93） 
5.26 454 
.000 
親子で長時間過ごす 460 
3.35 
（0.80） 
3.68 
（0.55） 
9.50 459 
.000 
親子で楽しく遊ぶ 461 
3.66 
（0.60） 
3.74 
（0.47） 
3.30 460 
.001 
情報・ヒントを得る 456 
3.32 
（0.80） 
3.20 
（0.79） 
3.20  455  
.001 
相談にのってもらう 442 
2.78 
（0.89） 
2.68 
（0.96） 
2.61 441 
.009 
 
(5) 調査時の利用状況と利用しなくなった理由 
「調査内容」のうち (11) への回答にもとづいて、現在（調査時において）、大学サ
テライトを利用しているかどうか、および利用しなくなった理由（選択肢あり 複数回
答可）の集計をおこなった。その結果を、表 7-5-1 および表 7-5-2 に示す。 
 調査時にすでに利用を止めた利用者は、回答者全体の約 60%であった。大学サテラ
イトの「おやこ会員」のうち 80%以上が 3 歳未満の子どもと親であること（寺村・伊
藤 2011）、利用しなくなった理由のうち「子どもが保育所・幼稚園に通うようになっ
た」が約 50%を占めていることから、調査時に大学サテライトを利用している「おや
こ会員」約 40%は 3 歳未満の子どもを育てている家庭であると推測できる（この悉皆
調査では、利用期間が利用者によって異なるため、特定の時期を固定して子どもの年
齢を尋ねることに意味がないため、子どもの年齢を記入する欄を設けていない）。また、
母親の（再）就職などがきっかけで利用を止めるケースが約 20%を占めている。これ
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は、子どもが保育所に通い始める時期と重なるという意味で首肯できる結果である。 
 
表 7-5-1 現在の利用状況（1 つを選択）の度数分布 
現在の利用の有無 選択した人数 選択率（%） 
利用していない 
利用している 
未記入 
285 
187 
1 
60.3 
39.5 
0.2 
 
以上の結果を、利用者である親のエンパワーメントを軸として考えれば、拠点を利
用してもエンパワーされることはなかった（あるいは、利用によってかえってディス
パワーされてしまった）に相当する「拠点のあり方に疑問を感じた」の選択率が低い
こと、回答の約 30%を占めている「その他」にも、エンパワーメントにかかわる記述
はほとんどないこと（多く見られた回答：子どもが外遊びをするようになった、活発
に動くようになり小さな子に迷惑がかかるようになった、もともと遠方であった、下
の子が生まれて多忙になったなど）から、拠点を利用しなくなることとエンパワーメ
ントの状態・過程とは無関係であると言えよう。 
ただし、「その他」の記述を含むこの項の結果は、視点を変えれば、大学サテライト
が提供している拠点は、3 歳を超える子どもを育てている家庭にとって利用しにくい場
になっているという可能性を示唆している。この点については、本章の自由記述欄の
分析の項で改めて議論する。 
 
表 7-5-2  利用しなくなった理由の度数分布（複数回答可） 
理由 選択した人数 選択率（%） 
子どもが保育所や幼稚園に通うようになった 
自分の仕事や勉強が忙しくなった 
子どもが小学校に通うようになった 
引越をしてサテライトが遠くなった 
子どもが成長し行きたがらくなった 
就職や結婚などで生活が変わった 
サテライトのあり方に疑問を感じた 
その他 
137 
56 
41 
31 
27 
21 
5 
86 
48.1 
19.6 
14.4 
10.9 
9.5 
7.4 
1.6 
30.2 
 
(6) 利用者どうしのかかわり 
「調査内容」のうち (14) は、利用者が他の利用者とかかわる態度ないしは構えを、
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ネガティブな内容（自分に当てはまる程度を 4 件法の選択肢から選択）を用意して尋
ねた項目群である。ネガティブな内容を採用したのは、ポジティブな内容の場合、回
答傾向に社会的望ましさが強く反映する可能性への懸念があったためである。 
「他の利用者から声をかけられることへの嫌悪感」を否定する回答は「社交性」へ
の志向が高いことを、「障害のある子どもとの交流への抵抗感」を否定する回答は「多
様性」への理解が深いことを、「他の利用者の悩みなどを聞くことへの嫌悪感」を否定
する回答は「共感」的態度が強いことを示すことになる。これら 3 つの質問項目への
回答を 4 件法に則して集計した結果を表 7-6 に示す。 
回答全体を見ると、どの質問にも否定的に回答する者が 90%を超えており、ネガテ
ィブな内容で尋ねても、回答には社会的望ましさが影響している可能性が推測される。
「ややあてはまる」との回答の割合に着目し、あえてこの結果に関する特徴を挙げれ
ば、他の利用者との交流は気にならないが、悩みまでは付き合い切れないとする利用
者が若干存在すること、大学サテライトの大きな理念の一つが障害児・者の居場所づ
くりを通した障害児・者との共生（障害共生部門が推進しているプログラムと目標）
であるにもかかわらず、約 4%の回答者が障害児との交流に抵抗感が少しあると答えて
いることであろう。 
 いずれにせよ、全体の傾向としては、利用者のほとんどが他の利用者の多様性を受
容しており、他の利用者に対する社交性や共感性は高く、交流の深まりや意味のある
情報交換・意見交換のための構え・素地はすでにできていると言えよう。 
 
表 7-6 他の利用者とのかかわりに関する度数分布（4 件法） 
かかわりの内容 
よく 
あてはまる 
やや 
あてはまる 
あまり 
あてはまらない 
まったく 
あてはまら 
ない 
他の利用者から声をかけ
られることへの嫌悪感 
0 
（0.0%） 
4 
（0.8%） 
154 
（37.6%） 
310 
（65.5%） 
障害のある子どもとの 
交流への抵抗感 
0 
（0.0%） 
21 
（4.4%） 
171 
（36.2%） 
277 
（58.6%） 
他の利用者の悩みなどを
聞くことへの嫌悪感 
0 
（0.0%） 
12 
（2.5%） 
181 
（38.3%） 
275 
（58.1%） 
 
(7) 自由記述欄の分析 
質問紙の最後（調査内容 (15) ）には、大学サテライトに関する意見等を書き込む
ことができる自由記述欄を設けておいた。ここに何らかの意見・感想・要求などを記
入した回答者は 473 名中 256 名（54.1%）であった。この 256 名分のデータ（意見等）
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を、「領域」と「種類」との組み合わせで分類した。意見の「領域」を決める際には、
いわゆる親子のためのドロップイン・サービスを運営する組織が公開しているイギリ
スおよびカナダの事業評価報告書（Howarth & Foreman 2006：4～9 ページ 20～28
ページ、Human Early Learning Partnership 2008：9～12 ページ）も参考とした。 
分析の第 1 段階として、これら 8 つの「領域」と 3 つの「種類（提案・要望、ポジ
ティブ、ネガティブ）」に従って、筆者と子ども家庭支援部門の教員が互いに独立して
自由記述を分類・カウントした。一人の回答者が複数の領域にまたがる意見を書いた
場合、それらは複数カウントしたが、一人の回答者が同じ領域の中で同じ種類の意見
を複数書いていた場合、複数カウントはしなかった。両者の一致率は約 85%であり、
一致しないものに関しては、合議して一致させた。その結果を表 7-7 に示す。 
 
表 7-7 自由記述の分類とカウント結果（第 1 段階） 
意見の領域 意見の種類 意見の人数（割合） 
仕組・ルール・設備（備品） 
に関する意見 
提案・要望 38（8.7%） 
ポジティブ 43（9.8%） 
ネガティブ 14（3.2%） 
プログラム・サービス 
に関する意見 
提案・要望 27（6.1%） 
ポジティブ 26（5.9%） 
ネガティブ 6（1.4%） 
スタッフ 
に関する意見 
ポジティブ 31（7.1%） 
ネガティブ 11（2.5%） 
施設へのアクセスに 
関する意見 
ポジティブ 1（0.2%） 
ネガティブ 32（7.3%） 
家族への影響 
に関する意見 
ポジティブ 39（8.9%） 
ネガティブ 0（0.0%） 
親自身への影響 
に関する意見 
ポジティブ 69（15.8%） 
ネガティブ 10（2.3%） 
子どもへの影響 
に関する意見 
ポジティブ 47（10.7%） 
ネガティブ 1（0.2%） 
その他（施設の意義、 
今後の展望等） 
ポジティブ 38（8.7%） 
ネガティブ 5（1.1%） 
全 体 
438 
（100.0%） 
提案 65（14.8%） 
ポジティブ 294（61.1%） 
ネガティブ 79（18.0%） 
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仕組・ルール・設備とプログラム・サービスに関しては、肯定的な意見と否定的意
見に加えて、具体的な提案・要望に当たるものが見られた。残りの 6 領域に関しては、
肯定的な意見と否定的意見が見られ、具体的な提案・要望に当たるものは見られなか
った。また、家族（家庭）への影響の領域には、親自身への影響あるいは子どもへの
影響であると明確に判断できない意見が含まれている。 
分析の第 2 段階として、各領域・各種類の意見を、その特徴に基づいて、さらに複
数のまとまりに整理（①、②…）した。その際、各領域・各種類において一人の回答
者が複数の意見を書いていれば、それを複数カウントした。その結果を、表 7-8-1～表
7-8-8 に示す。以下、領域ごとに結果の特徴を整理するとともに考察を加えていく。な
お、【 】内の数字は意見数を示す。なお、以下、利用者（女性）のエンパワーメント
にかかわると思われる部分には、表中および本文中に点線（  ）を附す。 
 
＜仕組・ルール・設備（備品）：表 7-8-1＞ 
①休館としている「日祝日・月曜」の開館を求める意見、早い開館時刻を求める意見
（現在 10：30 開館）が多くを占めている。これは、ドロップイン（誰もがいつでも
好きな時間に好きなだけ利用できる）の理念からすれば、今後考慮すべき事項である。 
②ほとんどの利用者が 3 歳児未満の子どもと親であることから、設備・備品が低年齢
児（幼児）向けに偏っていること、子どもの年齢が異なる家庭どうしの交流を重視し
ているため、スペースや時間帯を年齢別に分けていないことから、3 歳児以上の子ど
もと親が利用しにくいとする意見が、「提案・要望」や「ネガティブ」の中に見られた。
前者については、3 歳以上の子と親の利用促進という観点から改善すべき点であり（本
章内の「(5) 調査時の利用状況と利用しなくなった理由」でも指摘したように）、3 歳
以上の子どもと親が利用しづらい環境を取り除いていく必要がある。後者については、
異年齢の子どもの交流がきかっけとなって生じる多様な利用者どうしの「自由な対峙
（Vandenbroeck & Geens 2010：31～32 ページ）」が、ドロップインの重視すべき特
性であること、それがエンパワーメントにつながる交流の深まりや意味ある情報・意
見の交換を実現する可能性を持つことから判断すれば、スペースや時間帯を年齢別に
しないという現在の仕組は堅持すべきだと考える。 
＜プログラム・サービス：表 7-8-2＞ 
①現代の社会問題を反映した提案・要望として、多様性を意識したプログラム・サー
ビスの開催（ターゲット支援）を求める意見が見られる。具体的には、高齢者を含め
た多世代交流プログラム、アルバイト・非正規労働者（経済的に余裕のない層）やフ
ルタイム労働者（時間的に余裕のない層）を考慮したプログラム、女性のキャリア支
援・社会参画をテーマとしたプログラム、産後うつなど心身にリスクを抱える人を対
象にしたプログラム、思春期（中高生）のための居場所提供サービスであった。大学
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サテライトでは、2011 年度より、母子相談員の配置、ハローワークとの連携、コミュ
ニティ・カレッジ（テーマ別セミナー）などターゲット支援を目的とした取り組みを
開始しているが、さらに多様な層が利用できる取組を展開していく必要があろう。こ
うした取組の充実・発展によって、エンパワーメントを実現できる利用者層も増えて
いくと期待できる。 
 
表 7-8-1 仕組・ルール・設備（備品）に関する結果 
提案・要望 
49（38 人） 
開館日・時間帯への要望 14／飲食・ランチタイムへの要望 6／3 歳児
以上の利用しやすい環境への要望 5／備品への要望 4／障害児との交
流に関する要望 3／駐車スペースの確保 3／広報への要望 2／その他
の要望・提案 7 
ポジティブ 
53（43 人） 
ニーズ・ペースに合わせて自由に長時間利用できる 8／飲食・ランチ
タイム 7／低年齢から利用できる 6／遊ぶ環境・おもちゃの充実 5／
天候・気候に左右されず利用できる 4／子連れて気楽に利用できる 4
／利用料がない 3／安心して遊ばせられる 2／子どもを遊ばせながら
親同士話せる 2／気軽に交流できる 2／相談ができる 2／困った時の
拠り所・安心安全の場所・基地 2／その他 6 
ネガティブ 
14（14 人） 
子どもの年齢が高くなると利用しにくく危険 3／駐車スペース 2／利
用者のモラル向上のための工夫 2／以下すべて 1：共生プログラム時
のけがが心配／発達相談員が不定期になった／感染症への配慮／新 
規利用者が利用しにくい／HP の更新が不正確／広報が不十分／申
請手続が煩雑 
 
②いくつかのプログラムがその名称を具体的に挙げて高く評価されていた。これらの
意見【15】のうち、行政との連携によるプログラム（地域子育て応援プラザ灘と保育
所の保育士による週 1 回のアウトリーチ）が最も多く【7】、次に造形プログラム（地
域の画家がリーダー）と自閉児療育プログラム（地域の退職教員がリーダー）であっ
た。しかし、保育士プログラムは人気が高いために過密状態になる傾向があり、安全
の確保等スタッフにかかる負担が大きい点が今後解決すべき課題である。 
③特定のプログラム名を挙げてはいないが、大学サテライトが目指すプログラム・サ
ービスの姿を的確に評価している意見【5】が見られた。それらは「障害の有無を問わ
ず共に過ごせる場やプログラムは大切」「自分の状態によって他の利用者・相談員やス
タッフとの距離を自分で決められる」「いろいろな人（経験者）の意見を聞けることは
重要」「魅力的な場所づくりによって集まってくる人々が自然に良い雰囲気になってい
る」「あーち通信の有益な情報を毎月楽しみにしている」である。このサテライトが、
160 
 
地域の子育て家庭にとってホスピタリティの高い居場所となり、利用者が自分のペー
スで主体的に多様な人々との自由な交流を通して、自己を高めていることが正当に評
価されていると言えよう。 
 
表 7-8-2 プログラム・サービスに関する結果 
提案・要望 
28（27 人） 
現在対象となっていない層を対象とした新規プログラムの提案 6／
障害（病気）の子ども向けプログラムの要望 4／既存プログラム・
サービスの改善提案 4／3 歳以上・小学生も参加できるプログラム
増 3／初めての親子・友人の少ない親子向けプログラム 2／父親が
参加しやすいプログラム 2／出前プログラムの要望 2／その他（新
規プログラム・サービスの提案等）5 
ポジティブ 
26（26 人） 
特定のプログラム名を挙げての評価 15／多様で数多くのプログラ
ムが充実していることへの評価 6／その他（プログラムやサービス
の特徴を評価）5 
ネガティブ 
6（6 人） 
特定のプログラムやその関係者に対する不満・批判 3／その他の疑
問・不満 3 
 
＜スタッフ：表 7-8-3＞ 
①基本的に職員と相談員で構成されるスタッフの利用者に対するホスピタリティの高
さ（温かさ、声かけ、丁寧さ、親切さ）が高く評価されていることが確認できた。こ
れに応じて、利用者の側からもスタッフにアプローチしやすいという相互性も意見の
中に反映されている。なお、相談員との相談がもっとも数多く評価されている【11】
が、このうち 3 名の意見は発達（障害）に関するものであった。また、複数の相談員
を配置していることの効果が、意見の中での専門性ないしは個人名の記載から窺える。 
②ポジティブな意見の「その他」の中には、「学生さんの助け」「学生ボラさんにとて
もかわいがってもらった」というスタッフの一員としての学生の貢献がうかがえる記
述も見られた。 
③ネガティブな意見は相対的に少ないものの、改善すべき内容も多い。すべてのスタ
ッフは、初めての来館者は特に勝手が分からず不安が多いことを心に銘記し、より親
切で丁寧な対応に努めると同時に、互いに協力し合って子どもの安全を確保していく
必要がある。 
＜施設（大学サテライト）へのアクセス：表 7-8-4＞ 
①サテライトまでのアクセスに関しては、ネガティブという分類が妥当であるかどう
かの判断が難しい。なぜなら、アクセスのしやすさは、利用者の居住地と施設の場所
との距離等の物理的条件によって規定されるからである。記述の中では、もっと近け
161 
 
れば（便利であれば）もっと利用する・毎日でも利用するなどが見られており、この
結果は、むしろ、アクセスが多少悪くても利用している・していた家庭が一定数存在
するという事実を示唆している。 
②遠くて多少不便でも、このような拠点を利用する家庭がいるという事実は、ドロッ
プインというサービスへのニーズが高いこと、それを提供する拠点が増設され、さら
に地域性を高めるべきサービスであることを示していると考える。 
 
表 7-8-3 スタッフに関する結果 
ポジティブ 
37（31 人） 
スタッフ・相談員からの助言など 11／スタッフの温かい態度（ホス
ピタリティ）への評価 7／スタッフ・相談員へのアプローチのしやす
さ 5／スタッフ・ボランティアからの声かけ 4／スタッフの気遣い・
丁寧さ 3／子どもの相手（含しつけ）をしてくれる 3／その他 4 
ネガティブ 
12（11 人） 
スタッフの不親切さ 3／スタッフ・学生ボランティアの安全配慮の不
十分さ 3／初めての来館者に対する冷たい態度 2／相談員数および対
応の不十分さ 2／その他 2 
 
表 7-8-4 施設へのアクセスに関する結果 
ポジティブ 
1（1 人） 
近所にあって嬉しい 1 
ネガティブ 
34（32 人） 
自宅から遠い 18／駅から遠い 4／適当な交通手段がない 3／ベビー
カーで通いにくい状況 3／アクセスが大変 3／その他 3 
 
表 7-8-5 家族・家庭への影響に関する結果 
ポジティブ 
42（39 人） 
子どもが小さい（就園前）家庭にとって適した場 8／今は利用を止め
ているが再利用したい・ずっと継続利用したい 8／親子で楽しく過ご
せる・楽しみ 7／家族にとってなくてはならない場 3／気持ち良くあ
たたかい雰囲気で過ごせる 3／他の親子と知り合える・交流できる 2
／外遊びができない時（天候に応じて）に利用 2／その他 9 
 
＜家族・家庭への影響：表 7-8-5＞ 
①「親にとって」あるいは「子どもにとって」と明確に記述されていないケースも含
め（この場合は家族・家庭全体にとって、と判断した）、家族・家庭への影響に関する
意見を対象とした領域である。まず、大学サテライトは、就園前の家庭にとって利用
しやすい場であり、親子が共に楽しく利用できる場であることが示された。 
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②現在利用を止めている家庭も含めて、これからも継続的に利用したいとする意見も
多い。この点が、＜仕組・ルール・設備（備品）＞のところで考察した 3 歳以降の子
どもと親が利用しやすい運営上の工夫という課題と関連している。 
＜親自身への影響：表 7-8-6＞ 
①親自身への影響に関しては、記述した者の数も多いが、記述した内容数も多いのが
特徴である。これは、回答者が親であることを率直に反映していると考えられる。 
②ここでも、サテライトが、低年齢の子どもの親にとって子どもを連れてきやすい場
であることが評価されている。これは、サテライトが早期からのドロップイン利用を
促進する方略を採っていることによる成果でもあるが、逆説的には、3 歳児以降の子
どもと親が利用しにくい場でもあるというジレンマとなっている。 
③全体的には、ドロップインの目的である「地域の親（子）が、家族として・地域構
成員としてエンパワーしていくことの支援」と一致した結果となっている。具体的に
は、安心できる所属感の持てる場所で知己を得て（孤立感から脱し）、相互作用（出会
い、自由な対峙、経験の交流、相互助言など）を通して、育児に関する事柄を学ぶこ
とによって、親としての自信・力をつけていくという過程であるが、それが、この領
域のポジティブな意見に反映されていると言えよう。ただし、地域構成員としてのエ
ンパワーメントに関しては、「活動範囲の広がり」に見られる、サテライト運営（プロ
グラム）への参画、その他の地域活動への参画（育児サークルの立ち上げ）の 2 例に
過ぎず、地域資源として自ら成長していくことへの支援のあり方は今後の重要な検討
課題である。 
④ネガティブな意見としては、「利用し始めたばかりの親が、すでに出来上がっている
利用者の輪（グループ・ネットワーク）に入りづらい」が多かった。これは、意見数
としては少ないが、＜プログラム・サービス＞の提案・要望にある「初めての親子・
友人の少ない親子向けプログラム」と内容的に表裏一体である。今後は、初めての利
用者と以前からの利用者つなぐ機会、あるいは、初めての利用者どうしをつなぐ機会
を提供できるようなプログラム（コネクションの時間）を準備・提供する必要がある
と考える。 
＜子どもへの影響：表 7-8-7＞ 
①子どもへのポジティブな影響は、大きく「遊び」と「相互作用（含障害児・者との
交流）」とに表れている。広々としたスペースや相談員や学生ボランティアを含めたス
タッフの見守りによって、子どもが（家庭とはちがい）のびのびと体を十分に使って
自由に遊べることが高く評価されている。ただし、そのように遊ぶことによってどん
な効果が見られたかに関する記述はほとんどなかった（1 例のみ、「すくすく成長して
いる」という効果に関する記述が見られた）。 
②相互作用に関しては、子どもどうしの相互作用【6】、子どもと大人の相互作用【3】、
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効果のみの記述【2】があり、障害児・者との相互作用【6】も含めれば、多くの親が、
サテライトでの交流が子どもに与える影響を高く評価していることがうかがえる。 
③障害児・者との交流における 6 つの意見のうち 1 つは「障害のある子どもも潜在的
な才能を伸ばすことができる」といった一般的なものであり、他の 5 つを整理すると
「子どもの共感性の促進を期待できる」といった今後の期待を述べたもの、「障害への
気づき」「障害を個性として認識」など現在の効果を述べたもの、「障害者に子どもが
抱っこしてもらっている」という交流の実態を描いたものとなっている。なお、本章
内「(6) 利用者どうしのかかわり」のところで、少数だが「多様性（障害児との交流）」
を避けたいとする利用者の存在を指摘したが、おそらくは、表 7-8-7 におけるネガテ
ィブな意見【1】に示されている障害児の特性を反映しているものと思われる。このよ
うな障害児・者との交流を否定的に捉える家庭への対応は、今後の大学サテライトの
課題である。 
 
表 7-8-6 親自身への影響に関する結果 
ポジティブ 
102（69 人） 
対話・交流・出会い・助言（それらを通した悩みの共有・解決）30
／ストレス・悩み・不安・閉塞感からの解放 12／友人・知人の獲得
12／低年齢の子どもを（安心して）遊ばせられる・連れてきやすい
12／育児法・遊ばせ方や子どもの発達に関する気づきや学び 10／
ゆったり落ち着く・楽しくリラックス 9／孤立の解消 7／活動範囲
の広がり 2／相談を通した自身の変化 2／その他 6 
ネガティブ 
10（10 人） 
すでに出来ている親のグループに入りにくい 7／親に見守られてい
ない子どもによる不適切な行動（含乱暴）3 
 
表 7-8-7 子どもへの影響に関する結果 
ポジティブ 
55（47 人） 
（スペースの構造や運営の仕組によって）子どもが満足して遊べる
15／相互作用ができること（含それによって社会性が身についたこ
と）への評価 11／（共生プログラムによる）障害児・者との交流へ
の評価 6／おもちゃの充実への評価 5／造形・絵画活動があることの
評価 4／絵本・本の充実への評価 3／その他 11 
ネガティブ 
1（1 人） 
障害があり危害を加える子どもとは遊ばせたくない 1 
 
④障害児・者との交流を除いた相互作用において、どのような変化・効果が子どもに
見られるようになったかを意見の中から抜粋すると、「遊びを覚えられた」「年長の子
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どもを模倣する」「年少の子の世話をする」「社会性が育まれた」「人見しりが少なくな
った」「優しくなった」「度胸がついた」「愛想が良くなった」である。この部分が利用
によって実感する効果がもっとも具体的に記述されており、これらの内容を見ると、
拠点において子どもが経験する交流（インフォーマルなドロップイン）は、彼らの多
くが本格的な幼児教育を受け始める以前の時期に、そのレディネスを身につける機会
を提供しているとも言えよう（Teramura & Ito 2011）。 
 
表 7-8-8 その他（施設の意義、展望等）の結果 
ポジティブ 
38（38 人） 
サテライトが今後も子育て家庭の支えになることを期待 10／今後の
存続・継続を期待 7／身近に・あちこちに同様のスペース増設を望む
5／これからも利用したい 4／今後も誰もが気軽に活用できる場とし
て期待 3／障害児の支援の場として期待 2／サテライトで手伝いたい
2／その他（激励など）5 
ネガティブ 
5（5 人） 
すべて 1：親の対話の場に過ぎない／ベテランママに見られて声をか
けてもらえず／初めての参加者が疎外感をもつ／一歩踏み出せず／
年齢の高い子どもは迷惑をかけてしまう 
 
＜その他（施設の意義、展望等）：表 7-8-8＞ 
①自分と同じ立場にある地域の子育て家庭のために、利用者の多くは、サテライトの
今後の継続を期待している。 
②身近に・あちこちに同様の拠点（スペース）が増えることを望むという意見も一定
数見られた。これらに意見は、＜アクセス＞の箇所でも議論したように、居住地の近
くのアクセスしやすい場所に、ドロップイン・サービスを提供する拠点が数多く必要
であるという考察を裏付けている。 
③ポジティブな意見の中に、数は少ないものの「サテライトで手伝いたい」という意
見が 2 つ見られた。これは、＜親自身への影響＞の箇所で議論した「地域構成員とし
てのエンパワーメント」すなわち「親の地域資源としての成長」へ向かっている利用
者が存在していることの表われである。反対に、ネガティブな意見の中には、数は少
ないものの「対話の場に過ぎない」「初めての参加者が疎外感を持つ」「一歩踏み出せ
ず」などがあり、交流に価値はないとする意見や、すでに述べた「すでにできあがっ
ているグループに入りづらい」と類似の意見が見られる。ここでも、場の持つ雰囲気
が深い交流を阻んでおり、結果としてエンパワーメントに結びつかない可能性が示さ
れている。 
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第 4節 本章のまとめ 
 神戸大学人間発達環境学研究科は、神戸市から無償貸与を受けた灘区役所旧庁舎を
大学サテライトと位置づけ、そこを「子育て支援をきっかけとした共生のまちづくり
拠点」として、2005 年 9 月に地域貢献を開始した。爾来 5 年が経過した時点で実施さ
れた利用者対象の悉皆調査に、質問項目の検討にはじまりその全過程に参画した筆者
は、このサテライトが実施する事業のうち、「地域子育て支援拠点事業・ひろば型」に
かかわるデータをオリジナルなデータから取り出し、ここでのドロップイン・サービ
スが、利用者（ペリネイタル・アウトリーチ・サービス経由によるドロップイン・サ
ービスの利用者、あるいはそこを経由しないドロップイン・サービスの利用者）が十
分な仲間づくりや深い交流を通して自らをエンパワーメントしているかどうかという
視点から、それらを再分析した。以下、「利用者の自由な交流と対峙の促進」および「エ
ンパワーメント過程の促進」という 2 つの観点に応じて、得られた結論に考察を加え
るとともに、利用者の自由な交流を促進し利用者どうしが互いに高め合うピア・エン
パワーメントを実現させていくきっかけとなる「仲間づくり（コネクション）プログ
ラム」を構想・提案する。 
 
(1) 利用者の自由な交流・対峙の促進 
拠点において利用者どうしの交流を促進することは重要な観点とされている。今回
の調査結果によれば、交流の場の提供（大学サテライトではランチタイムの導入やベ
ビーベッド・授乳コーナー・飲食コーナーなどの設置により長時間利用を可能にする
工夫をしている）によって、友だちづくり・長時間の利用・子連れで楽しく遊ぶこと
が比較的容易に達成されることが明らかになった。さらに、自由記述の結果からは、
多様な人々との対話・交流・出会い・助言が親の悩みの共有や解決、あるいはストレ
ス・不安・閉塞感からの解放などにつながっていると同時に、交流が子どもの発達面
にとっても効果的であると親が評価していることも示された。しかしながら、すでに
出来上がっているグループに入りにくいとする意見も一定数見られ、コネクションの
時間などの工夫も必要であることが示唆された。さらに、交流が深まってくると、調
査結果には出てこなかったが、対話や助言にともなって価値観をぶつけ合うことから
口論に発展するケースも考えられる。こうした「自由な対峙」をどう引き出すか、そ
してそれをどう解決するかも、結果的には利用者のエンパワーメントに結びついてい
くと思われる。いずれにせよ、コネクション・プログラム等の導入によって、自由で
伸び伸びとした交流や意見・情報交換が常に展開される空間を創っていくことが拠点
（子育てひろば）の運営にとって極めて重要である。 
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(2) エンパワーメント過程の促進 
利用者のエンパワーメント支援が拠点の重要な役割として取り上げられることが多
いが、本章では、＜親自身の変化＞における活動範囲の広がり（2 名）や＜その他＞に
おけるサテライトで手伝いたい（2 名）という意見に、このようなエンパワーメントの
姿が具体的な行動ないしは意思の自由記述に表われている。前者は実際に活動を開始
しているのに対し、後者は「子どもの手が離れたら」「お手伝いすることがあれば」と
いった条件つきの意見となっている。つまり、意識レベルでのエンパワーメントと行
動レベルでのエンパワーメントがありうると言える。 
中谷（2006：165～173 ページ）は「競争原理よりも地域格差や所得格差の少ない安
定した社会の中で、単発ではなく長期的・定常的にいつでも歓迎される居場所があり、
支援内容や活動内容を主体的に自己決定しながら参画できるようになる」といった条
件の下でエンパワーメントは培われるとしており、ここでの「居場所」を「拠点（ひ
ろば）」と置き換えれば、利用者である女性が主体的にこのような場にかかわることは、
エンパワーメントの姿のひとつであろう。しかし、森田（1998：13～21 ページ）は、
何らかの分野で積極的に力をつけること、力のある者がない者に力を付与することな
どがエンパワーメントではなく、かかわる者たちがそれぞれに内在する力に互いに働
きかけ合い、その力を引き出し合ったり高め合ったりすることがエンパワーメントで
あるとしている。これは、ピア・エンパワーメントに近い概念であり、この考えを敷
衍すれば、支援の立場にある者と被支援の立場にある者が明確に分かれる場合であっ
ても、互いに影響し合って相互に成長していくという「相互性」がある限り、ピア・
エンパワーメントは成立するという包括的な捉え方も可能になる。 
筆者は、子育て支援におけるエンパワーメントとは、最終的に家族の問題は基本的
に家族で解決できるとの自信を持ち、それに取り組むこと、それが難しい時には、ソ
ーシャルサポートなどの諸資源を主体的に選択・利用しながら解決を目指すことであ
ると考えている。親講座を受講した対象者を 1 年後にインタビューした Zeedyk, 
Werritty & Riach（2008）は、受講者のうちの多くが、育児の方法に関して当初の専
門職を頼りにしていた段階から、自分を含めた家族メンバーをソーシャルサポート源
だと断言し、自信をもって育児を楽しむ段階に移行していることを明らかにし、親講
座はエンパワーメントを促進する契機であったと結論づけている。 
この点を踏まえると、産科施設において専門職から支援を受けたり、その専門職か
ら地域の拠点を紹介され利用したりすることは、自らをエンパワーメントさせていく
ための一つのきっかけと捉えることができる。であるならば、拠点利用の開始時に、
本章研究で明らかになった「交流への躊躇」を払拭し、拠点の利用を開始しようとす
る者どうしが、互いに知り合い、「交流への期待」を高め、お互いの成長を支え合って
いける契機となるプログラムを提供することには大きな意義があると考えられる。 
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(3) コネクション・プログラム（ビギナーズ交流会）の構想 
そこで、拠点を利用し始めたばかりの親（女性）が「交流への躊躇」を払拭し、互
いに知り合うための交流の契機を提供し、それ以後の「交流への期待」を高められる
ようなコネクション・プログラム（仲間づくりプログラム）を大学サテライトにおい
て実践することとした。次の章では、このような、ピアサポートを促し、拠点利用者
のエンパワーメントにつながると期待されるコネクション・プログラム（ビギナーズ
交流会）の実践内容を詳しく紹介し、合わせてその実践によってもたらされるプログ
ラム参加者へのエンパワーメント効果を非参加者との比較を通して検討する。 
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第 8 章 
拠点の利用開始期からのコネクション支援とその効果【調査 6】 
 
 前章では、神戸大学が運営する地域子育て支援拠点・ひろば型（以下、「大学サテラ
イト」とする）のドロップイン・サービスを利用し始めた女性たちが、相互交流によ
ってもたらされるエンパワーメントの機会を得る可能性があるにもかかわらず、すで
に大学サテライトを利用している女性たちが形成している仲間の輪に入りづらいとい
う「交流への躊躇」を感じることが明らかにされた。この障壁を払拭し、自由で活発
な交流を促し、ピアサポートを導く契機となるコネクション（仲間づくり）・プログラ
ムを筆者は構想・実践した。本章では、このプログラムの内容を紹介した上で、当該
プログラムの参加者へのインタビュー結果からエンパワーメントの指標を導出する。
その上で、質問紙調査によって、当該プログラムの参加者と非参加者における拠点利
用の程度とエンパワーメント指標に表れた結果との関係とを比較することを通して、
このコネクション・プログラムの効果を検討する。さらに、この調査を通して、子ど
もの発達および子育てひろばの機能に関する捉え方における両者の違いについても検
討する。なお、本章の【調査 6】については、神戸大学人間発達環境学研究科研究倫
理委員会による審査を受け、承認されている（受付・承認番号 85）。 
 
第 1 節 コネクション・プログラムの構築と実践 
 助産師の活動を起点とすることが、本論文の着眼点のひとつであるが、新生児訪問
指導事業との連携（大学サテライトの主な利用者が在住する灘区において、筆者は当
該事業の訪問者として、1 か月につき平均 8 世帯の家庭を訪問している）や産科施設
との連携（本論文 145 ページに記載した前アウトリーチ・ワーカーが担当している）
によって大学サテライト利用を促された女性は、コネクション・プログラムの存在も
同時に情報提供される。このプログラムの目的は、すでに述べたように、新規利用者
が「交流への躊躇」を感じることなく、拠点で他の利用者との交流をスムーズに開始
できるよう、拠点への新規登録者どうしが「知り合う」機会を提供し「交流への期待」
を高めることである。利用を開始したばかりの女性どうしで交流をするという意味で、
このプログラムを「ビギナーズ交流会」と呼ぶこととした。 
プログラムの内容は、以下の通りである。 
 
◆開催日時：毎月 1 回（木曜日）13 時 30 分～15 時（自由交流は 16 時まで） 
◆開催場所：「のびやかスペース あーち」内の「こらぼ・あーち（多目的室）」 
◆支援者：ファシリテーター1 名（筆者）・アシスタント 1～2 名（院生・研究生） 
◆参加者：子どもの月齢が 6 か月以下の新規利用者（申込制） 
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◆託児サービス：なし（同室内でアシスタントが必要に応じて子どもの相手をする） 
◆内容：受付→事前アンケート→交流（開始のあいさつとプログラムの目的と手順説
明／アイスブレークとして、ペアで自己紹介・全体に向けての他己紹介ゲーム／ポ
ストイットを使って、4 人前後のグループで、悩み・知りたいことを自由に出し合
う・話し合う／振り返り→「あーち」の利用方法と地域の子育て支援情報の提供）
→後日のインタビュー又はアンケート依頼と承諾書記入についての説明→終了のあ
いさつ 15 時以降は参加者有志による自由交流（30～60 分程度） 
 
なお、開始のあいさつにおいて、以下のような内容が参加者に伝えられた。これは、
参加者の交流への期待を高めるため、すなわち、誰と仲良くするのか、「あーち」やそ
の他の資源をどのように利用していくのかなどは自分で決めていくのだというエンパ
ワーメントの契機となる主体的な構えを形成することを目的として実施した。 
 
このプログラムでは、これからどのように「あーち」を利用するかを、参加者 
であるみなさんが主体的に考えていってほしいので、みなさんが互いを知り合 
う・理解し合う時間と、みなさんが自分たちの課題を出し合う・話し合う時間 
を多く取っていきます。ぜひ積極的に参加してください。また、プログラム終 
了後には、プログラム時間中に話すことができなかった人、もっと話したいと 
思った人とも交流できるよう、自由交流時間を設定します。ファシリテーター 
はあくまでもプログラムの進行役（黒子役）に徹します。また、個人的な質問 
や相談はプログラムの終了後に個別に受けつけます。 
 
この「あいさつ」で述べたことは、実際にプログラムの中でファシリテーターとし
ての筆者が果たす役割に当然のことながら連動している。それらは、本論文の第 1 章・
第 2 節ですでに検討した「親支援のための 12 の原則（Lafrance & Mailbot 2005）」「フ
ァシリテーションの原理・態度（中村 2004）」において示されている役割のいくつか
と共通している。 
まず、この交流会を開催すること自体が、12 原則のうちで言えば「求められるまで
待つのでなく積極的に支援を提供していくこと」に、原理・態度のうちで言えば「共
通の課題を抱える他者とのネットワーク作りやグループ（組織）への参加を促すこと」
に相当している。また、自己紹介・他己紹介の時間を取り参加者が知り合う・理解し
合うことを促すこと、グループに分かれて悩み・知りたいことを自由に出し合う・話
し合う時間を取ることは、12 原則のうちで言えば「自分の課題やニーズを親がどのよ
うに捉えているかに合わせる」「親が自分の課題をすぐに解決できそうだ・自分のニー
ズをすぐに満たせそうだと感じる」に、原理・態度のうちで言えば「外部の人間がや
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らせないこと」「個人のパワーを信じそれを見出していること」「グループにとって自
律性や民主性が大切だという価値観をもっていること」に当てはまる。さらに、「あー
ち」の利用方法と地域の子育て支援情報を提供していることは、原理・態度のうちで
言えば「情報が必要だと判断した時は的確な情報を伝えること」に相当する。交流会
終了後に自由時間を保障しその展開をすべて参加者に任せることは、12 原則のうちで
は「親にはっきりと自己決定を任せること」に、原理・態度のうちでは「変化は内側
から生じる・変化は可能という信念を持つこと」に当てはまる。交流会終了後に個別
に受け付ける個人的な質問・相談は、12 原則のうちで言えば「ポジティブかつ受容的
態度を採用すること」に、原理・態度のうちで言えば「傾聴と対話を重視し」「情報が
必要だと判断した時は的確な情報を伝えること」に当てはまる。 
このように、筆者は、女性のエンパワーメントを導くファシリテーションの原則や
原理・態度を意識しながらプログラムを実施した。 
研究対象として設定したプログラム実施期間は、2012 年 5 月から 2013 年 4 月まで
の 1 年間とした。その理由は、半年後にコネクション・プログラムの効果を検討する
ための質問紙調査を実施するという研究計画を立てており、最終データが入手できる
時期（2013 年 10 月）が博士論文の提出時期に近づくためである。生後 6 か月以下の
子どもをもつ親を対象として、毎月 1 回（8 月を除く）、交流会を開催した。対象を生
後 6 か月以下の子どもと親に限定したのは、大学サテライトをできるだけ早期から利
用するよう促すことが本博士研究のねらいであるため、また、実際の参加希望者の中
に、生後 6 か月を超える月齢の子どもと親がほとんどいなかったためである。さらに、
月 2 回以上のアシスタントの確保や場所の確保が困難であったことも、限定の理由で
ある。なお、参加者がこのプログラムに積極的・主体的に参加できるよう、ファシリ
テーターおよびアシスタントは、それぞれプログラムの進行と参加者の子どもの遊び
支援に終始し、参加者間の話し合いの内容にはできるだけ干渉しないよう努めた。ま
た、すでに述べたように、参加者からファシリテーターに相談がある場合は、プログ
ラム終了後に個別に対応した。 
表 8-1 は、2012 年 5 月～2013 年 4 月までの参加者の内訳である。1 回の参加組数
は 10 月を除いておおむね 10 組未満であり、3 組や 4 組と少ない回もある。1 年間に
合計 76 組（計 11 回 1 回の平均は 6.9 組）が本交流会に参加した。このうち、筆者が
助産師として新生児訪問指導でかかわり、この交流会を紹介し、それを受けて交流会
に参加した親子は 76 組中 27 組（35.5%）であった。拠点のコネクションン・プログ
ラムの参加者の約 3 組に 1 組が、地域における助産師活動を経由した家庭であった。
他の 3 組に 2 組は、大学サテライトが連携している産科施設での助産師による紹介と
それ以外のルートによって参加したことになる。 
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表 8-1 ビギナーズ交流会の参加者の内訳（月齢 6 か月以下の子どもと親） 
日付 参加組数 子どもの月齢別の人数 
2012 年 5 月 17 日 7（4） 1 か月 3 名 2 か月 1 名 3 か月 2 名 4 か月 1 名 
2012 年 6 月 7 日 4（3） 2 か月 2 名 3 か月 1 名 5 か月 1 名 
2012 年 7 月 12 日 8（4） 1 か月 2 名 2 か月 2 名 3 か月 3 名 5 か月 1 名 
2012 年 9 月 5 日 4（1） 1 か月 1 名 3 か月 2 名 4 か月 1 名 
2012 年 10 月 25 日 11（2） 3 か月 2 名 4 か月 4 名 5 か月 4 名 6 か月 1 名 
2012 年 11 月 22 日 6（2） 2 か月 1 名 3 か月 1 名 4 か月 2 名 5 か月 2 名 
2012 年 12 月 13 日 3（1） 2 か月 1 名 3 か月 1 名 9 か月 1 名 
2013 年 1 月 31 日 8（4） 2 か月 2 名 4 か月 3 名 5 か月 3 名 
2013 年 2 月 14 日 8（1） 1 か月 1 名 3 か月 3 名 4 か月 2 名 5 か月 2 名 
2013 年 3 月 28 日 9（3） 1 か月 1 名 2 か月 4 名 3 か月 1 名 4 か月 3 名 
2013 年 4 月 24 日 8（2） 2 か月 3 名 3 か月 1 名 5 か月 1 名 6 か月 3 名 
合 計 76（27） ― 
＊基本的に月齢 6 か月以下の子どもとその親に限定しているが、月齢 9 か月の子どもと親 1 組
から強い希望があったため受け入れた。参加組数の右側（ ）内は、筆者が新生児訪問指導
でかかわった家庭の数である。 
 
第 2 節 プログラムの評価とエンパワーメント指標の導出 
プログラムの評価およびエンパワーメント指標の導出のため、ビギナーズ交流会の
開始当初の 3 回（2012 年 5 月 17 日・6 月 7 日・7 月 12 日）に参加した 19 名のうち
から 4 名（月齢 2 か月の子の母親 1 名、月齢 3 か月の子の母親 2 名、月齢 5 か月の子
の母親 1 名）を選びインタビュー調査を実施した。また、エンパワーメント指標の導
出のために、ビギナーズ交流会に参加しなかった拠点利用者のうち 5 月・6 月・7 月に
利用登録をした女性から 4 名（月齢 2 か月の子の母親 1 名、月齢 3 か月の子の母親 1
名、月齢 4 か月の子の母親 1 名、月齢 5 か月の子の母親 1 名）を選びインタビュー調
査を実施した。8 名とも、第 1 子を育てている母親（子にきょうだい無し）であった。 
両群ともに、2 か月児の親、3 か月児の親、4 か月児の親、5 か月児の親から 1 名ず
つをランダムに選ぶ予定であったが、参加群のうち 5 月期の 4 か月児の親がこの調査
に参加できず、この期間中の参加者内に他に 4 か月児の親がいなかったため、月齢 3
か月児の親に依頼した。なお、ビギナーズ交流会に参加しなかった女性もインタビュ
ー調査の対象としたのは、出産後 6 か月までの一般の母親が、子どもが 1 歳に近づく
時期までにどのようにエンパワーされるかを測定するエンパワーメント指標を導出す
るためである。 
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インタビューの方法として、半構造化面接を採用した。調査時期は、2012 年 9 月～
10 月であり、利用開始時からおよそ 3 か月半～4 か月後であった。インタビュアーは
交流会のファシリテーターが担当した。語られた内容はボイスレコーダーにより録音
した。1 人あたりの所要時間は 30～45 分であった。交流会の参加者に対する質問は、
「①大学サテライトを利用したきっかけ」「②ビギナーズ交流会に参加した理由」「③
ビギナーズ交流会に参加したことによる影響」「④現在の自分と子どもの様子」「⑤ビ
ギナーズ交流会というプログラムの感想・印象」「⑥ビギナーズ交流会というプログラ
ムの評価できる点と課題点」であったのに対し、非参加者に対する質問は、「①大学サ
テライトを利用したきっかけ」「②大学サテライトを利用した理由」「③大学サテライ
トを利用したことによる影響」「④現在の自分と子どもの様子」であった。上記の②・
③の内容については、参加者での「ビギナーズ交流会」の部分が、非参加者では「大
学サテライト」となっており、若干の違いはあるものの、尋ねている内容はほぼ対応
しており、これらの質問への回答から得られる情報を分析することによって、子育て
ひろばの利用者が利用開始以降にどのような面でエンパワーメント状態に至ったのか
を測定するための指標（質問項目）の導出を試みた。した。また、交流会の参加者の
みに対して尋ねる質問である⑤および⑥への回答から得られる情報はコネクション・
プログラムの評価となる。 
 
(1) 参加者によるコネクション・プログラムの評価 
 まず、ビギナーズ交流会に参加した 4 名に対する質問である「⑤ビギナーズ交流会
というプログラムの感想・印象」「⑥ビギナーズ交流会というプログラムの評価できる
点と課題点」への回答を整理・抽出して、参加者が当該プログラムをどのように評価
しているのかを検討する。 
 ビギナーズ交流会に参加した 4 名（A さん、B さん、C さん、D さん）の上記 2 つ
の質問に対する回答を以下に順に示す。なお、以下の回答の中に出てくる「あーち」
とは、大学サテライトの名称である。 
 
【A さんの評価】＜5 月群＞ 7 組参加 
・子どもが小さいとなかなか外に出る勇気が湧かないが、こうしたプログラムがある
こと自体が外出のきっかけになるし、このプログラムを通して顔見知りができると、
断然「あーち」を利用しやすくなる。 
・参加人数（7 組）はちょうど良かった。多すぎると話しにくいし、少なすぎると気
が合う・合わないがあるので。 
・自分のことは聞かれないとなかなか話しにくいし、自分も相手に面と向かって聞く
のも抵抗があるので、他己紹介は、多少恥ずかしかったが、いろいろ聞ける良い機
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会になった。 
・ポストイットを活用して、参加者各自の子育ての悩みを出し合うワークは、単に「話
し合って下さい」と言われるのに比べて意見を出しやすいし、互いに共感しやすい
ので安心できる方法だと感じた。 
 
【B さんの評価】＜6 月群＞ 4 組参加 
・初めて「あーち」を利用する時は少し緊張するので、交流会は必要だと思う。 
・参加者が 4 組と少しさみしい気がしたが、振り返ってみれば、ゆっくり話ができた
ので、日頃のストレス解消になった。また、会場は、ほっこりとした雰囲気だった
ので、リラックスしたことを覚えている。 
・他己紹介は初めてだったので少し緊張したが、めずらしい方法に「なるほど！」と
感心した。初めての人でも抵抗なく紹介しあえたのでこの方法は良い。また、後日、
紹介し合った人とは気軽に話せた。 
・参加者どうしで話し合うことで、他のお母さんも同じようなことで悩んでいること
が分かったり、お子さんの話を聞けたりしたので、良いプログラム構成だと思った。 
・進行役が前面に出ていなかったので、参加者どうしで意見を出しやすかった。 
・子育てが初めての母親にとって必要なプログラムだと感じた。特に同じ月齢・同じ
年度生まれの赤ちゃんがいる人どうしが知り合えると、幼稚園・保育所に上がった
ときにも仲良し関係が続きそうで、より月齢の近い人どうしをつなぐ工夫をしてい
けば、さらに良いプログラムになると思う。 
 
【C さんの評価】＜7 月群＞ 8 組参加 
・この交流会で一度話し合っているので、「あーち」やその他の場所で出会った時に声
をかけやすいし、知り合いが地域にいることで安心感が持てるので、ぜひ継続して
いってほしいプログラムである。 
・最初の他己紹介の後、話がしやすくなり和やかな雰囲気でプログラムが進行したの
で、仲間づくりをすすめるという意味で良かった。 
・自分の意見をポストイットに書いて貼り付けるワークは、どんどん意見を出せる雰
囲気があって良かった。 
・ファシリテーターが前に出ていなかったので、母親どうし主体的に話をすすめるこ
とができた。また「今困っていることはないか？」と全体に話を投げかけてくれた
ので、他のグループの意見も聞くことができ、解決方法が様々にあることを知った。 
・ファシリテーターから参加者に対して、メールアドレス交換を促す働きかけがあっ
ても良かったのではないか。 
・ビギナーズ交流会というネーミングは、特に「あーち」を初めて利用する人には敷
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居が低く参加しやすいプログラムだという印象を与えるので、良いと思う。 
 
【D さんの評価】＜7 月群＞ 8 組参加 
・特に初めて「あーち」を利用するお母さん方のために、ずっと継続していってほし
いプログラムだと思う。 
・参加人数（8 組）は、ちょうど良いと感じた。多すぎると名前が覚えられないので。 
・今まで、会社で色々な研修を受けてきたが、他己紹介という方法はまったく初めて
だったので、少し緊張した。 
・グループに分かれて話し合ったが、子どもの月齢がある程度近いので、共通項があ
り話しやすかった。 
・ポストイットに自分の意見を書いて、どんどん出せる雰囲気が良かった。人それぞ
れ、いろいろなことで悩んでいるのだなと思った。 
・ファシリテーターがある程度の枠を作って進めてくれたので、話し合いがすすんだ
のだと思う。進行役は必要である。 
・このプログラムの影響は大きいと思うので、今後もこうした交流するプログラムが
あれば、ぜひ参加したい。 
 
以下、これらの意見を整理し、このプログラムに対する利用者評価という視点から
考察する。 
まず、「あーち」を初めて利用する母親のために、今後もこのプログラムの継続を希
望する声があった。理由は、「プログラムがあること自体が外出のきっかけになるから」
「プログラムを通して顔見知りができると、『あーち』やその他の場所で出会った時に
声をかけやすいから」「知り合いが地域にいることで安心感が持てるから」となってい
る。こうした意見の中に、すでにセルフ・エンパワーメント、ピア・エンパワーメン
ト、コミュニティ・エンパワーメントにかかわる萌芽的言及が見られている。 
次に、参加人数については、「顔と名前が覚えやすいので、7～8 組が適当だ」とい
う意見がある一方で、4 組という少ない場合でも「ゆっくり話ができ、日頃のストレ
ス解消になりリラックスできた」という意見もあった。 
プログラムの構成・内容に関しては、参加者全員が他己紹介に言及した。1 名が緊
張したということであったが、残りの 3 名の意見をまとめると「初めて会う人でも抵
抗なく紹介しあえるので良かった」「自分のことは聞かれないと自らは話しにくいし、
自分も相手に面と向かって聞くのも抵抗があるので、相手のことを知る良い機会にな
った」となる。さらに、4 人前後の小グループで話し合うことについては「子どもの
月齢が近いので共通点があり話しやすかった」「他の母親たちも同じようなことで悩ん
でいることが分かった」「他の子どもの話を聞けたりしたので良かった」という意見や、
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ポストイットを活用して参加者各自の子育ての悩みを出し合う方法については、「単に
『話し合って下さい』と言われるのに比べて意見を出しやすいし、お互いの悩みに共
感しやすい」という意見が見られた。 
ファシリテーターについては、「前面に出ておらず、母親どうしで主体的に話をすす
めることができた」「交流会終盤には全体に向けて『今困っていることはないか？』と
投げかけてくれたので、他グループの意見も聞くことができ、解決方法が様々にある
ことを知った」「ある程度の枠を作って進めてくれたので、話し合いがすすんだのだと
思うので、進行役は必要である」といった意見があった。 
最後に、今後の提案・改善点については、「同じ月齢、同じ年度生まれの乳児がいる
人どうしが知り合えると、幼稚園・保育所に上がった時にも関係が続くので、より月
齢の近い人どうしをつなぐ工夫をしていけば、さらに良いプログラムになる」「ファシ
リテーターから参加者に対して、メールアドレス交換を促す働きかけがあっても良か
ったのではないか」という意見があった。 
 以上から、参加者にとって、この「ビギナーズ交流会」が自分自身をエンパワーメ
ントしていく契機として捉えていることが、今後のビギナーズのために継続してもら
いたい理由の中に見られたこと、プログラムを構成している「他己紹介」が相互理解
を深めようとする動機を高めていること、「ポストイットを活用した話し合い」では互
いが同じ状況・同じ困難を抱えている者どうしであることに気づき、（今後出会った時
にも）一緒に解決法を考えていこうとする雰囲気がもたらされたこと、ファシリテー
ターが表に出ないことで主体的に意見を出し合えたことが特徴的な点である。おおむ
ねポジティブに評価されていることに加え、筆者の意図した「主体的な態度」「エンパ
ワーメントへの期待」がプログラムを通して高められていると言えよう。 
 
(2) エンパワーメント指標の導出 
録音された対象者 8 名（ビギナーズ交流会の参加者 4 名と非参加者 4 名）の語りか
ら、エンパワーメントの状態を表していると判断される部分を箇条書きの形で抜き出
し、さらに、それらについて、類似の内容を述べていると判断できるものをまとめて
カテゴリ化したところ、表 8-2内の①～⑩に示すような10の観点を得ることができた。
表内には、観点（カテゴリ）ごとの具体例として代表的な語りを 2 つずつ選択して示
し、その中心部分には下線部を付してある。また、表内の【参】は交流会参加者の語
り、【非】は交流会非参加者の語りである。なお、語りの中で出てくる「あーち」とは
大学サテライトの名称、「ふらっと」とは子育てひろば（ドロップインの場）を指す名
称である。 
表 8-2 に示した各観点に対応する質問項目を 1 つずつ考案し、本章第 3 節における
エンパワーメント効果の測定に利用することとした。具体的な質問項目については、
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本章第 3 節の表 8-4 に示す通りである（表 8-4 の①～⑩は、表 8-2 の①～⑩に対応し
ている）。なお、これらの質問項目については、育児期早期の女性が一定の時間経過の
中で特定の状態に変容したのかどうかを自己評定することを前提にしているので、各
項目の語尾を「…するようになった」「…できるようになった」「…感じるようになっ
た」など、行動あるいは意思・気持ちの変化をあらわす表現で統一している。また、
この指標が測定できる範囲は「子どもの月齢が 6 か月になる以前から子育てひろば（拠
点）を利用し始めて、それ以後半年程度拠点など地域の子育て支援資源を利用してい
る女性がエンパワーメントに向かう変化」に限定される。なお、これら 10 項目の指標
としての信頼性（内的整合性）については、次節の「（2）調査結果」で検討する。 
 
表 8-2 導出されたエンパワーメントの観点と語りの具体例 
①交流の価値の認識（仲間とかかわることの良さ・意義を感じる） 
【参】交流会でゆっくり話をしているので、「あーち」や他の場所で参加者に出会った時に、声をかけや
すいし、知り合いが地域にいることの喜びや安心感が持てるようになった。 
【非】「あーち」のような場でいろいろな方と交流することは非常に楽しいし、子育てを通して自分の人生
が豊かになったような気がする。子どもを出産するまではほとんど意識していなかったが、人との付き合
いの意味を感じる。 
②交流の広がり（知り合った人と別の場所においてもかかわりが持てる） 
【参】出産した産科施設での「産後クラブ」や近隣の助産所の「サロン」で「ビギナーズ交流会」の参加者
に偶然出会った。その時も顔なじみになっているので自然に話がはずんだ。やはり地域に知り合いがい
るということは、ひとりではないという安心感が持て、とても心強い。／【非】「あーち」以外の場所で「あー
ち」で知り合いになった母親に出会った時に、声をかけやすくなったことは嬉しい。また、「あーち」で知
り合った母親ではないが、地域の商店街やお店で偶然に同じ月齢の子どもさんの方と知り合いになれ
たのは、「あーち」で他の母親たちと話すことに慣れてきたからだと思う。 
③交流への積極性（仲間とのかかわりが積極的になる） 
【参】「あーち」を利用する時は、できるだけいろいろな母親たちと話すように心がけるようになった。なぜ
なら同じ地域で顔見知りが増えた方がいいと思うから。／【非】「あーち」を利用する時は、はじめて来ら
れた方へ、こちらから声をかけて話をするようにしている。なぜなら、私は「あーち」で、友人もできたが、
人とのコミュニケーションが苦手な方は、仲間づくりのハードルが高いだろうと思うからだ。 
④交流による成長の認識（仲間とのかかわりを通して学んでいる自分に気づく） 
【参】最近、「あーち」で遊んでいる他の子どもさんを見ていると、性格や成長・発達にそれぞれ個性があ
り、それでいいのだなと感じられるようになった。ゆったりとした眼差しで子どもを見ると、すべての子ども
は皆、可愛く思えるようになった。／【非】少し月齢の大きいお子さんとお母さんとかかわっていると、
色々な子育てのやり方があることが分かるようになってきて、役に立っている。 
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⑤育児の価値の認識（子育てを楽しいものと前向き・肯定的にとらえる） 
【参】「あーち」は近所にあるし、「ビギナーズ交流会」を通して母親仲間も出来たし、私自身も子育てに
少し余裕が出てきた。仕事に復帰しても何とかやっていけそうな気がする。／【非】母親仲間ができると、
皆同じような悩みがあることがわかり、これまで試行錯誤しながらおこなってきた自分の子育てを肯定的
にとらえることができるようになった。 
⑥育児に対する自信（子育てに関する自分なりの考え方・やり方に自信を持つ） 
【参】実際に会って交流すると、他の母親の生の声が聞けるし、具体的な方法もわかる。また、人により
子育てのやり方が異なるのだが、それも良いのだと感じられるようになった。／【非】4 月から保育所にい
れて仕事に復帰する予定だが、子どもと過ごすことが次第に大切に思え、子育ても楽しみたいという気
持ちなってきたのも、自分なりのやり方にも少しずつ自信が持てるようになってきたからなのだろうか。 
⑦育児に対する見通し（育児のスケジュールを主体的に工夫する） 
【参】子どもが成長し、ひとりで遊ぶようになったので、プログラムのない日も利用するようになった。その
結果「ふらっと」でも次第に、顔見知りが増えている。プログラムがないと広々としているので、子どもを自
由に遊ばせることができる。その中には、土曜日にもひとりで来ている人がいるので、自分もそのように
してみたいと思う。／【非】最近になって「あーち」に慣れてきたので利用しやすくなり、自宅にこもること
がなくなった。毎日、子どもと過ごすスケジュールを立てるのが楽しい。 
⑧育児に関する情報リテラシー（情報に振り回されず、意味ある情報を自分で選ぶ） 
【参】子どもはどんどん成長していくし、自分の子育てについてその都度、いろいろ迷うのは仕方がない
が、情報に振り回されないように自分の考えをしっかり持っていいのだと思えるようになってきた。／【非】
「あーち」で同じように悩んでいるお母さんの話を聞いて、子どもの成長は個人差があるということが分か
った。それからは、いろいろな情報が入ってきても自分なりに選択できるようにしようと心がけている。  
⑨夫との価値観の共有（育児に関する自分の考えを夫と対等に話し合い共有する） 
【参】夫は子どもをよく可愛がってくれるので、問題はない。ただ、他の母親から聞かされるように、仕事
に復帰した時、私にかかる負担は大きくなることが予想される。夫とは、今からその時にあわせて柔軟に
子育てができるよう、話し合いをしている。／【非】夫も子育てに対して協力はする気持ちではいるが、時
間的に厳しい現状もある。「あーち」で友達になった他の母親ともよく話し合うのだが、日頃から喧嘩にな
らないように、その都度感じたことや思ったことは話し合うことは大切だと感じている。 
⑩支援志向（育児経験などで得た自分の知識などを仲間・他者のために役立てる） 
【参】「ビギナーズ交流会」は、先輩ママから後輩ママに話（助言）をできる良い面もあると思う。私も先輩
ママから話しかけられたし、その方の経験などを教えてもらい役に立った。今、私も後輩ママに同じよう
に自分の経験や知識などを伝えることがある。／【非】】区役所の交流プログラムに参加した時に、他の
母親たちに「あーち」やプログラムの一部を紹介したところ、多くの方が関心を示された。 
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第 3 節 コネクション・プログラムのエンパワーメント効果 
 前節では、拠点を利用することによって、育児を中心とした生活の中で女性がどの
ような姿に向かって自己を変容させていくのかを明らかにするために、インタビュー
調査の結果から 10 項目のエンパワーメント指標を導出した。この節では、ビギナーズ
交流会への参加者（参加群）と非参加者（非参加群）を対象に、これら 10 項目とその
他の関連質問から構成される質問紙を用いた調査を実施することを通して、コネクシ
ョン・プログラムが女性のエンパワーメントにとって効果をもたらす仕組となってい
るかどうかを検討する。すなわち、大学サテライトを利用し始めた母親が自らをエン
パワーメントしていく契機を与えるコネクション・プログラムの効果を検証する。具
体的には、子育てひろばを利用し始めたばかりの育児早期にある女性のうち「ビギナ
ーズ交流会」への参加者と非参加者が、利用開始後半年の間に、子育てひろばや他の
資源を仲間とともにどのように利用するのか、また、どのような側面で育児に関して
エンパワーされるのかを比較することが本節の目的である。 
 
(1) 調査方法 
本章・第 1 節において述べたように、ビギナーズ交流会の対象者は、生後 6 か月以
下の子どもを育てており、大学サテライトを利用し始めたばかりの母親に限定してい
る。本章研究に際しては、さらに、これらの母親のうち第 1 子（きょうだい無し）を
育てている母親のみを調査の対象とした（第 2 子以降のいる母親は 1 名に過ぎなかっ
た）。つまり、参加群は、拠点の利用開始時の月齢が 6 か月以下の第 1 子を育てている
女性でビギナーズ交流会に参加した者となる。これに伴って、非参加群の対象者も、
拠点の利用開始時の月齢が 6 か月以下の第 1 子を育てている女性とした。 
調査対象となったプログラム実施期間は 2012年 5月から 2013年 4月までの 1年間
である。拠点利用開始時（参加群は交流会参加時）から約 6 か月後に、毎月まとめて
月末に、参加群および非参加群の女性の自宅あてに返信用封筒を同封した質問紙を郵
送した。住所等は、大学サテライトに新規登録時に提出した情報にもとづいている。
したがって、質問紙調査の実施期間は2012年11月末から2013年10月末までとなる。 
郵送などの具体的な手続きを 10 月期の場合を例にとると、次のようになる。参加群
については、2012 年 10 月 25 日の交流会に参加した 11 名中、第 1 子を育てている者
が 11 名いたので、その家庭に 6 か月後の 2013 年 4 月末に質問紙を郵送した。彼女ら
は、交流会に参加する月に大学サテライトに新規利用登録している。非参加群につい
ては、2012 年 10 月初めから 10 月末までに大学の子育てひろばに新規利用登録をし
た者のうち月齢が 6 か月以下の第 1 子を育てている母親（6 名）を選び、その家庭に 6
か月後の 2013 年 4 月末に質問紙を郵送した。したがって、同じ対象に 2 度以上質問
紙を送付することはない。 
180 
 
なお、エンパワーメント指標を導出するために協力を依頼した 8 名の女性と 2 人以
上の子どもを育てている女性は、この質問紙調査の対象とはしなかった。表 8-3 は、
参加群および非参加群における郵送数・返送数・回収率を示したものである。参加群
の回収率は約 75%、非参加群の回収率は約 50%であった。 
 
表 8-3 参加群・非参加群別の郵送数・返送数および回収率 
期 
参加群 非参加群 
郵送数 返送数 回収率（%） 郵送数 返送数 回収率（%） 
5 月期 5 5 100.0 13 8 61.5 
6 月期 3 3 100.0 23 13 56.5 
7 月期 6 5 83.3 7 3 42,.9 
8 月期 － － － 9 3 33.3 
9 月期 4 4 100.0 5 2 40.0 
10 月期 11 8 72.7 6 4 66.7 
11 月期 6 4 66.7 2 1 50.0 
12 月期 2 1 50.0 6 2 33.3 
1 月期 8 6 75.0 5 2 40.0 
2 月期 8 4 50.0 3 2 66.7 
3 月期 9 7 77.8 5 2 40.0 
4 月期 8 6 75.0 20 7 35.0 
計 70 53 75.7 104 49 47.1 
 
調査の内容は、「(1)表 4 に示す①～⑩までのエンパワーメント状態を測定する質問
項目（5 件法）」「(2)登録・利用し始めてから 6 か月間の大学の子育てひろばの利用頻
度（ほぼ毎日、週 2～3 回程度、週 1～2 回程度、月に 2 回程度、月に 1 回程度、隔月
に 1 回程度、ほとんど利用していない、登録後はまったく利用していない、という 8
つの選択肢から 1 つを選ぶ形式）」「(3)大学サテライト等の現在の利用の様子（自由記
述）」である。なお、(1)に関しては、「大学サテライトを利用したことがきっかけで、
どのように自分が変化したと感じているのか」を、5 つの選択肢（以前からできてい
る・とてもあてはまる・ややあてはまる・あまりあてはまらない・まったくあてはま
らない）から 1 つを選択するよう求めた。選択肢の順に、0 点、2 点、1 点、－1 点、
－2 点を与えた。(2)に関しては、8 つの選択肢（ほぼ毎日、週 2～3 回程度、週 1～2
回程度、月に 2 回程度、月に 1 回程度、隔月に 1 回程度、ほとんど利用しない、登録
後はまったく利用しない）から 1 つを選択するよう求めた。選択肢の順に、1～8 の得
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点を割り当てた。統計処理は、IBM SPSS Statistics Ver.21 を利用した。 
 
(2) 調査結果 
まず、表 8-3 に示す返送者の属性を以下に整理する。参加群 53 名（平均年齢 34.2
歳）のうち、有職者は 23 名（常勤 19 名、パートタイマー2 名、自営業 2 名）、専業主
婦は 28 名、未記入者は 2 名であったのに対し、非参加群 49 名（平均年齢 33.9 歳）
のうち、有職者は 20 名（常勤 17 名、パートタイマー2 名、自営業 1 名）、専業主婦は
27 名、未記入者は 2 名であった。いずれの群も、大学サテライトがある兵庫県 A 市 B
区内の在住者が 90%以上（参加群は 49 名、非参加群は 45 名）を占めていた。以上か
ら、2 つの群は、ほぼ等質であると判断できる。 
次に、エンパワーメント状態に関する質問に回答していなかった者と利用頻度の選
択肢のうち「ほとんど利用しない」「登録後はまったく利用しない」を選んだ者を分析
対象から除外した。その結果、参加群の分析対象者数はそのまま 53 名、非参加群の分
析対象者数は 38 名（11 名が除外）となった。大学サテライトを（ほとんど）利用し
なくなる理由には、問題と目的の箇所で議論したような「交流への躊躇」もありうる
ので、非参加群に「（ほとんど）利用していない」者がいたこと自体がコネクション・
プログラムの効果指標となりうる。しかし、現在の利用の様子に関する自由記述の中
には、利用しなくなった理由として「早くから保育所に入れたから」「子育てひろばが
自宅から遠いから」「子育てひろばが自宅から行くのに不便だから」との回答がかなり
多いため、コネクション・プログラムの効果を検討するためには、参加群と非参加群
の条件をできるだけ同一にする必要があると判断したため、「ほとんど利用しない」「登
録後はまったく利用しない」を選んだ者を分析対象から除外した。 
上記 91 名のデータを対象に、10 項目全体の内的整合性を確認するため、信頼性係
数を算出した結果、かなり高い値（α=0.789）を得ることができた。そこで、個人ごと
に項目①～項目⑩までの得点を合計した「エンパワーメント全体得点」を算出した。
これを従属変数として、その平均値に参加群と非参加群との間で有意差が見られるか
どうかを t 検定によって検討した。また、1 項目ごとにも、2 つの群間に有意差が見ら
れるかどうかを t 検定によって検討した。それらの結果を表 8-4 に示す。 
まず、エンパワーメント全体得点については、参加群の平均値が非参加群の平均値
より有意に高いことが明らかにされた。項目ごとの検定結果では、項目①「様々な人
と交流することの喜びや価値を感じるようになった」、項目②「知り合った人とは地域
でも声をかけ合うようになった」、項目⑥「子育てについて自分なりの考え方・やり方
に自信を持てるようになった」、項目⑦「子育てのスケジュールや子育ての将来像を自
分なりに立てることが楽しくなった」において、参加群の平均値が非参加群の平均値
より有意に高いことが明らかにされた。 
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表 8-4 エンパワーメント指標の平均値に関する参加群・非参加群間の t検定結果 
変数 
参加群 
（n=53） 
非参加群
（n=38） 
t値（df=89） 
有意確率 
Mean S.D. Mean S.D. 
エンパワーメント全体得点 
（以下①～⑩の合計点） 
8.21 4.87 3.95 7.34 
3.33 
.001** 
① 交流の価値認識 
様々な人と交流することの喜びや価値を感じ
るようになった 
1.17 1.11 0.55 1.39 
2.36 
.021* 
② 交流の広がり 
知り合った人たちとは地域で出会った時に気
軽に声を掛け合うようになった 
0.62 0.97 －0.13 1.12 
3.44 
.001** 
③ 交流への積極性 
ひろばなどを利用したばかりの人には積極
的・意識的に声掛けするようになった 
0.83 0.96 0.39 1.13 
1.97 
.052 
④ 交流による成長の認識 
他の親子の様子を意識的に観察することで
様々な気づきを得るようになった 
0.58 1.18 0.26 1.11 
1.31 
.192 
⑤ 育児の価値認識 
子育てに余裕ができ子育てを楽しいものとし
て前向きに捉えられるようになった 
0.60 1.01 0.26 1.25 
1.44 
.153 
⑥ 育児に対する自信 
子育てについて自分なりの考え方・やり方に
自信を持てるようになった 
0.11 1.17 －0.55 1.20 
2.65 
.010* 
⑦ 育児に対する見通し 
子育てのスケジュールや子育ての将来像を
自分なりに立てることが楽しくなった 
1.47 0.72 0.87 1.28 
2.86 
.005** 
⑧ 育児に関する情報リテラシー 
子育て情報を鵜呑みにせず自分なりに選択
して子育てに生かすようになった 
1.51 0.87 1.29 0.93 
1.16 
.250 
⑨ 夫との価値観の共有 
夫に対して育児に関する自分の考えをしっ
かり伝えて共有できるようになった 
0.94 1.01 0.82 0.83 
0.64 
.524 
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⑩ 支援志向 
子育てに関する自分の経験や知識を他者の
ために役立てたいと思うようになった 
0.36 0.92 0.18 1.04 
0.84 
.401 
**p<.01  *p<.05  
 
以上から、ビギナーズ交流会の参加者が非参加者に比べて明確にエンパワーメント
されていることが明らかにされると同時に、その具体的内容は、交流の良さを実感す
ることによって自ら積極的に交流を広め・深めていく（地域での声のかけ合いや利用
したばかりの拠点利用者への声かけ）という面と、自分の育児に対する自信が育児の
見通しを楽しいものにしているという面にあると言えよう。 
しかし、こうしたエンパワーメントに関する結果は、コネクション・プログラムへ
の参加だけによってもたらされたとは限らない。拠点をどの程度利用するかによって
も、こうした態度の形成すなわちエンパワーメントの状態がもたらされる可能性は高
い。そこで、拠点の利用頻度という変数とコネクション・プログラムへの参加の有無
という変数を考慮して、エンパワーメント指標の得点を比較・検討した。 
 利用頻度については、既に述べたように、「ほとんど利用しない」「登録後はまった
く利用しない」を選んだ回答者は分析対象から除外したので、実際の利用頻度の得点
のレンジは 1 点～6 点となる。この頻度得点という変数とエンパワーメント全体得点
という変数との間のピアソン積率相関係数を算出したところ、有意な逆相関（r=－
0.491,p<.01, n=91）が得られた。利用頻度が高いほど点数が低くなるよう得点化して
いるため、係数が負の値になっているが、この結果は、拠点の利用頻度が高いほどエ
ンパワーメントの状態に結びついており、拠点の利用頻度が低いほどエンパワーメン
トの状態から遠ざかっていることを明確に示している。このように、参加者・非参加
者をまとめてしまえば、拠点を頻繁に利用する母親のほうが総体的にエンパワーメン
ト状態への変容に結びつきやすいという結果が得られた。参加群と非参加群とを別々
に分析してみても、この利用頻度とエンパワーメント状態との関係は、両群をまとめ
た場合と同じ傾向を示している。すなわち、参加群のピアソン積率相関係数は r=－
0.492（p<.01, n=53）、非参加群のピアソン積率相関係数は r=－0.524（p<.01, n=38）
であった。 
そこで、利用頻度得点の平均値に着目し、t 検定をおこなったところ両群間に有意差
に見られた（表 8-5 を参照）。すなわち、参加群における大学サテライトの利用頻度は、
非参加群におけるそれよりも明らかに高いことが示されたのである。平均値の数値か
らすれば、参加群は週 1～2 回程度、非参加群は月に 2 回程度、大学サテライトを利用
していることになる。 
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表 8-5 利用頻度の平均値に関する参加群・非参加群間の t検定結果 
変数 
参加群（n=53） 非参加群（n=38） t値 df 
有意確率 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 
利用頻度得点 3.32 0.96 4.16 1.48 
3.28  89 
 p<.01 
 
では、大学サテライト以外の資源利用については、どうであろうか。すでに明らか
にになったエンパワーメント指標において、参加群は「拠点での知人とは拠点以外で
も声をかけ合う（項目番号②）」という面や「自分なりに育児のスケジュールを楽しく
立てる（項目番号⑦）」という面でエンパワーメントされているので、コネクション・
プログラムで親しくなった母親どうしで、大学サテライトだけを資源とせず、地域内
の他の資源も主体的・計画的に利用している可能性がある。 
実際に、大学サテライト等の現在の利用の様子について尋ねた自由記述の内容を分
析すると、参加者の母親たちは、「交流会で知り合った母親たちとランチに行ったり、
他の場所でイベントがある時に一緒に参加したりしています。また、曜日を決めて『あ
ーち』で会うこともある」「子どもの気分も変わるので、他に児童館なども合わせて利
用しています。『あーち』で知り合った母親友達とは、家を行き来したり、買い物やラ
ンチをしたりして、とても仲良くしてもらっています。月齢の近い子どもがいるお母
さんどうしなので、色々悩みや話ができて、良いお友達ができて良かった」「この頃は
『あーち』にあまり行くことができませんが、そこで知り合った方とそれぞれの自宅
で遊ぶ機会もあり、『あーち』行ってよかった」「もう仕事を再開したので直接会う機
会は減ったけれど、メールやフェイスブックでの交流は続いています」などと記して
おり、コネクション・プログラムが契機となり、参加者の約半数（53 名中 27 名 50.9%）
が自分たちで多様な場における交流を楽しんでいる様子がうかがえる。 
これに対して、非参加者の母親たちの代表的な回答は、「友だちを誘って一緒に『あ
ーち』に行ったり、『あーち』で待ち合わせたりして、一緒に過ごしている」「お弁
当を持って友達ママと一緒に『あーち』に行っている」「プログラムのないときにゆ
っくり話した人とは仲良くなれたが、その人とは『あーち』以外で会うことはない」
「『あーち』で話す人がいるが、その場だけである」「『あーち』には、いつも決まっ
た友だち親子と一緒か単独かで行く。出会った人には自分から話しかけるようにはし
ている。児童館でも、『あーち』の利用者をよく見かけますが、あいさつ程度で深くは
話せていない」などであり、交流の場所が「あーち」にほぼ限定されており、どちら
かと言えば、表面的な交流に留まっている様子がうかがえる。もちろん、「『あーち』
で知り合った人たちとたまの土曜日に『あーち』で待ち合わせをしたり、お出かけを
したりしています。知り合いができ仲良くなれたので、本当に良かった」「『あーち』
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で会った友だちと他のどこかで会った時に、話しかけやすくなり、友達になれたので、
『あーち』の存在はありがたかった」など、交流の広がり・深まりがうかがえる女性
も見られたが、そうしたケースは参加群に比べればそれほど多くない（38 名中 6 名 
15.8%）。 
以上から、大学サテライトに新規利用登録をした女性のうち、コネクション・プロ
グラムである「ビギナーズ交流会」に参加した女性のほうが、このプログラムに参加
しなかった女性に比べて、およそ半年後には、より高いエンパワーメント状態になっ
ていることが明らかになった。有意差の見られた項目から、主に交流面でのエンパワ
ーメントと子育ての主体化の面でのエンパワーメントが実現されていることが明らか
にされた。すなわち、コネクション・プログラムの参加者は、交流することの価値を
実感したため、大学サテライト以外の場所でも積極的に仲間に声をかけ合うようにな
ること、自分の育児に対する自信を高められたため育児のスケジュールを自立的に楽
しく立てるなど育児に前向きになっていることが示された。こうしたエンパワーメン
トの状態は、主体的態度やエンパワーメントへの期待を高める「ビギナーズ交流会」
のファシリテートによる対等な仲間づくりの効果であるとともに、交流の深まり・高
まりの中で知り合った者どうしが大学サテライト以外の場所（自宅、レストラン、児
童館、ショッピング街など）で交流することによってもたらされる効果でもあると推
測できる。 
 
第 4 節 コネクション・プログラムと子どもの変化に関する親の認識 
 子育てひろばの主な利用層の子どもよりも年齢が高い幼稚園児を持つ母親を対象と
した調査（文屋・目野 2001）によると、子どもは他の子どもとの交流的な遊びの中
で社会性や協調性を発達させていくことから、子どもの遊びやその環境が重要である
ことを多くの母親は十分に認識している一方で、現在、幼児が安全に遊ぶ場所が制限
されている中で、こうした遊びを保障しようと母親たちが努力している姿を明らかに
している。しかしながら、幼稚園児や保育所児の遊びは、保育時間中にある程度保障
されているのに対し、未就園の子ども（主に 3 歳未満）は、親や大人の力を介しなが
ら（例えば、子どもの間でおもちゃの取り合いが生じ、彼らがそれをどう解決してい
くかが暖かく見守られながら）その社会性・協調性の萌芽が育っていく大切な時期に
あることを考えると、彼らにも 3 歳以上の子どもと同様に交流的な遊びが経験できる
環境が必要であろう。3 歳未満の子どもと親に対して、こうした環境を提供できる可
能性を持った資源のひとつが地域子育て支援拠点である。 
北野（2004:156 ページ）は、3 歳児未満の子どもの発達について、保育の基本原理
という視点から「3 歳未満の時期は、人との関わりのなかで人間への愛情や信頼感を
育む大切な時期である。この人間への愛情と信頼感をもとに、まず親、そして、保育
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者、同世代の少数の友達、さらにはクラス全体の友達との人間関係が発達していく。
これがさらには、将来、人権意識、自主性、協調性、道徳性の育つ基盤となる。よっ
て、基本的信頼関係を築くために、愛情に満ちた、肯定的な雰囲気の環境が、乳幼児
教育の基本的前提となる」と述べている（下線部 は筆者）。 
 この下線部 に着目すると、地域子育て支援拠点には「保育士」はいないが、それ
に代わる「スタッフ・相談員・プログラム担当者」などが存在するし、利用者の子ど
もたちには「同世代の少数の友達」がいる。そして、こうした人々が織りなす暖かな
対人関係が、人権意識、自主性、協調性、道徳性などの基盤を育む点では、地域子育
て支援拠点事業も保育所も同じ役割をはたすと判断して良いであろう。具体的には、
親子間で展開される遊びを通した相互作用、子ども間で展開される遊びを通した相互
作用、家庭間で展開される遊びと対話を通した相互作用が交絡しながら子どもの発達
が促されていくことも子育てひろばの大きな機能である。 
 そこで、こうした「子どもの発達を支援する」という拠点の機能に着目し、コネク
ション・プログラム（ビギナーズ交流会）に参加した親とそれに参加していない親が、
この機能をどのように捉えているのか・どのように活用しようとしているかを、自由
記述欄の回答分析を通して明らかにすることとした。すでに、本章・第 3 節において
紹介したように、現在の「あーち」利用の様子に関して自由記述を求める設問を配置
しておいたが、その回答の一部には、広い意味での「あーち」の環境（広さなどの空
間特性、おもちゃなどの備品、プログラム内容、かかわる人々が紡ぎだす雰囲気や対
人関係など）によってもたらされる「子どもの利用の様子」「利用による子どもの変
化（発達）」「子どもの変化（発達）に伴う親自身の子どもへの対応の変化」などを
記したものも一定数見られている。 
 以下に、それらの記述を、コネクション・プログラムの参加群と同プログラムの非
参加群に分けて別々に整理する（点線部 、波線部 はいずれも筆者）。 
 
【参加群の記述】（53 名中 16 名 30.2%） 
・子どもが歩き始めてからは、プログラムへの参加ではなく、「ふらっと（ひろば）」
で自由に遊ばせるようになりました／子育てをする上での交流の場・子どもどうし
のかかわりを楽しむ場として利用している 
・手作りのおもちゃなどを使って、子どもが喜んで遊び、できなかったことができる
ようになるなど、子どもの成長を感じる 
・大きくなってきて、子どもを自由に遊ばせたいので、あえてプログラムのある時間
帯を避けて、「ふらっと（ひろば）」を利用している 
・ハイハイで移動するようになってからは、十分運動させたいので、プログラムのな
い時に利用するようにしている 
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・子どもの体力やコミュニケーション能力がつけばよいと思って、子どもを自由に遊
ばせている 
・何より子どもがいつも楽しそうにしていることが「あーち」利用の大きな動機にな
っている 
・生後 2～7 か月までは、自由な時間に「あーち」に行き、広い所で他の子どもが遊ぶ
様子を見せたり、手遊び・歌遊びに参加したりしている 
・活発に動くようになったので、手遊び・歌遊びのプログラム以外に、自由に遊ばせ
ている 
・ベビーマッサージに参加して子どもとのコミュニケーションの方法を学んでいる 
・手遊び・歌遊びのプログラムは、子どもも喜んでいるのでできるだけ参加している 
・子どもの気分に合わせて、児童館など他の資源と併用している 
・同じ月齢の子どもと一緒に遊べることが、わが子にとって良い刺激になると思って
「ふらっと（ひろば）」を利用している 
・子どもが大きくなり、家で遊ばせるのに限界があり、プログラムのない午前中を選
んで自由に遊ばせ、ランチタイムも「あーち」でママ友と楽しんでいる 
・交流会で知り合った母親たちと「あーち」で待ち合わせ、1 時間程度、子どもたち
が伸び伸びと動き回れるようにしている 
・夜泣きがあるとき、ベビーマッサージで習ったタッピングを家で試したら、子ども
は安心するのかスヤスヤと眠った 
・子どもが伸び伸び遊べるので、良いところだと思っている 
 
【非参加群の記述】（38 名中 11 名 28.9%） 
・子どもがおもちゃなどの取り合いをするようになり、他の子たちとは遊ばせにくい
と思い、「あーち」利用は月 1～2 回です。 
・子どもが歩けるようになったので、いつも一緒に利用してきたグループ単位では利
用しにくくなり、公園で遊んでいます。 
・「ふらっと（ひろば）」で遊ぶことは子どもにとっても楽しい様子であり、親子と
も良い気分転換になっている 
・不慣れな乳児との生活の中で、外出するきっかけとして「あーち」を利用できたこ
とは、大変プラスの経験でした 
・わが子が、さまざまな月齢・年齢の子どもたちとふれあう機会ができるので、あり
がたく利用しています 
・子どもが楽しそうにしているので、もっと頻繁に来たいと思う 
・成長してよく動くようになり、家では間が持たないので「あーち」を利用している 
・家でつかまり立ちや伝い歩きを始めたが、危ないため、「あーち」で伸び伸びと遊
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ばせたい 
・スペースが広すぎず・狭すぎず子どもにとって非常に適切であると思う 
・「あーち」で知った歌遊び・手遊びを、仕事を始めた後、家で実践している 
・「あーち」を利用することで、親子の「生活リズム」が確立しました 
 
 参加群のうち約 30%強が、また、非参加群のうち約 30%弱が、子育てひろばでの子
どもの様子や子どもの発達にかかわる記述をしており、記述者の割合ないしは記述数
といった量的レベルでは、両者にほとんど差がないと言える。そこで、質的なレベル
において、参加群と非参加群との間に違いが見られるかどうかを検討した結果、上記
の点線部 にあるように、参加群の親の一部には「子どもが自由に遊ぶことの重視」
が記述されているのに対し、非参加群の親の回答にはそうした記述はまったく見られ
ない。 
子どもが一定の月齢（本調査の場合は、生後 7・8 か月～12 か月）になると移動能
力がついてくるが、それに伴って、情動の表出が明確になり（裵・岩元 2012）、「～
がしたい」「～が欲しい」といった欲求にもとづいた旺盛な好奇心によって探索活動
に没頭する（遠藤 2011：83 ページ）ようになる。こうした、いわば自分の意思を明
瞭に表明するわが子の発達を感じ取った親であれば、それに合わせて「他律的なペー
スで進められるプログラムへの参加よりも、わが子が自分の意思にしたがって自由に
遊べる機会を与えようとする」のは当然である。 
また、生後 0 か月から 15 か月までには 3 か月ごとに、生後 18 か月以降は少なくと
も半年ごとにインタビューを受けている 18 名の母親の回答を分析した亀井（2008：
210～221 ページ）によると、「子どもの（発達的）変化」に関するエピソードは、子
どもの月齢が 12 か月になると急激に増えるという。すなわち、9 か月時点での 18 名
中 2 名が 12 か月時点では 18 名中 10 名へと増加しており、その具体的内容が、他児
と関われるようになったことなどの社会性、歩けるようになったことなどの行動範囲
の広がり、母親が子どもどうしのつきあいをガイドする様子などにまとめられている。 
本分析で、参加群 16 名のうち 6 名（37.5%）は、「移動能力に伴う好奇心と探索行
動の高まりという発達をポジティブに捉え、その保障とさらなる発達を期待して、ひ
ろばの自由な遊び・自由な交流の機会を活用している」ことになる。これに対し、波
線部 に示したように、非参加群のうち 11 名中 4 名（36.4%）は、「子どもに移動能
力がつくと（1 件はおもちゃの取り合いが始まると）、それによってもたらされる状
況をネガティブに認識し、それを避けるためにひろばを活用したり・活用しなかった
り」している。いずれも、35%強の回答であるので両者の差を強調できるわけではな
いが、なぜ、子どもの発達的変化をポジティブに捉える者が参加群に見られ、子ども
の発達的変化をネガティブに捉える者が非参加群に見られるのだろうか。なぜ、プロ
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グラム参加ではなく自由ひろば（ドロップイン「ふらっと」）の活用に切り替えたい
とする者が参加群に見られるのだろうか。本章の第 3 節で検証されたように、参加群
のほうが、コネクション・プログラムによって親としてよりエンパワーメントされて
いたが、そのことが、「子どもの変化を成長・発達として前向きに受け止めている」
「子どもが主体的に利用でき、自ら成長できる機会を重視する」などに結びついてい
るのかもしれない。 
いずれにせよ、ここで見られた参加群と非参加群との異同については、その理由も
含めて今後より詳細に検討していく必要がある。なぜなら、子育て支援で重視すべき
事柄のひとつは、子どもの成長・発達に関する親の認識・理解を深めていくことだか
らである。 
 
第 5 節 本章のまとめ 
 この章では、大学サテライト（子育てひろば）を初めて利用する母親のうち、第１
子の月齢が生後 6 か月以下の母親に焦点をあて、利用開始期にコネクション・プログ
ラムに参加した母親とそれに参加しなかった母親のおおよそ半年後におけるエンパワ
ーメント状態を比較した。その結果、エンパワーメント状態を測定する指標 10 項目の
うち 4 項目の平均値において有意に参加群が高く、10 項目を加算して得られるエンパ
ワーメント全体得点の平均値においても参加群が有意に高いことが明らかにされた。 
こうした結果は、参加群の女性たちが「コネクション・プログラムを契機にして知
り合った仲間との交流の良さに気づき、自分たちの関係性を大学サテライト以外の場
でも気軽に声をかけ合までに発展させる」とともに「自分の育児に自信を持てるよう
になり、育児のスケジュールを自分で立てることを楽しむという内発的動機にもとづ
く行動（すなわち自己コントロール）を高める」ようになったことを示している。 
次に、大学サテライトを利用する頻度が高ければ、それだけ仲間と交流することが
予測されるため、参加群と非参加群とを込みにして大学サテライトの利用頻度得点と
エンパワーメント全体得点との相関係数を算出した結果、大学サテライトの頻繁な利
用とエンパワーメント状態とが関連していることが明らかになった。また、参加群の
利用頻度得点の平均値と非参加群の利用頻度得点の平均値を比較したところ、前者は
後者よりも高かった。ここから、コネクション・プログラム参加者の方が非参加者よ
りも大学サテライトをよく利用すること、そして、そのことが参加者のエンパワーメ
ント状態への変化に結びついていることが示唆されたと言えよう。 
 本論文の第 1 章・第 2 節において、子育て支援における女性のエンパワーメントを、
河合（1997）による「自らの内に向かって変化を生み出すパワーを身につけ周囲との
関係性を作り直すことによって、それらに対する自信や信頼を取り戻すこと」や
Longwe（2002）が男女共同参画の文脈で述べた「コントロール」を筆者が子育て支
190 
 
援の文脈に置き換え「子育て支援のサービス・資源の利用も社会への参加活動も自分
で計画的に選択・決定できること」などとして示したが、本章の【調査 6】で得られ
たエンパワーメント指標による結果は、新しい関係性を再構築し、自分への自信と仲
間への信頼を高め、より積極的に多様な資源を自己決定にもとづいて利用している（本
論文の第 4 章【調査 2】において、対象者の女性が示した「地域活動への参画」は見
られていないが）姿を示している。 
 さらに、明瞭な証拠が得られたとは言えないまでも、コネクション・プログラムの
参加者と非参加者とでは、子どもの発達に対する捉え方とそれにかかわる拠点の活用
方法が異なるという特徴が見出された。すなわち、参加群の中に、移動能力が備わっ
てきたわが子にとって、他児との相互作用が重要であるとのポジティブな認識から、
他律的なプログラム参加ではなく自由に遊べる時間・機会を重視する女性が一定数存
在することが確認できた。これも、エンパワーメントの傍証と考えられなくもない。 
 こうしたエンパワーメントをもたらすためには、単にコネクション・プログラムを
開催すれば良いのではなく、拠点利用の開始期すなわち交流の初期段階にある女性に
対するファシリテーションのあり方も重要であると考えられる。すでに本章の第 1 節
で述べたように、エンパワーメントを導くとされる原則や原理にもとづくプログラム
構成およびファシリテーションを展開したこともエンパワーメント効果に寄与してい
ると思われる。 
 以上から、子育てひろば（拠点）での交流を躊躇することなく、積極的に他者との
関係性を広げたり深めたりしていくための契機として、拠点利用を開始したばかりの
女性に対し提供された一定の条件を備えたコネクション・プログラムは、少なくとも
参加後半年間のあいだに、女性のエンパワーメント、とりわけ交流の価値認識と交流
の広がりおよび自己コントロールによる多様で積極的な資源の利用という側面におけ
るエンパワーメントを導いていると結論づけられる。 
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終章 
コミュニティ・エンパワーメントに向けた家庭支援 
 
第 1 節 本研究の総括と課題 
 本博士研究の目的は、子育て支援という文脈の中で、地域の助産師活動と子育てひ
ろば（地域子育て支援拠点）という資源を軸にしながら、妊娠・出産・出産後早期に
ある女性のエンパワーメントを促進する支援システムを構築・実践し、その効果を検
証することであった。 
妊娠期を迎えた女性は、わが身に新しい命が宿ったことによって、自らのボディー
イメージの変化や様々な身体感覚の変化を自覚するとともに、出産や出産後の生活へ
の期待と不安が生じる。また、出産後には、頻回な授乳や泣きへの対処など新生児に
対する応答的養育に伴う疲労感、家族の一員として子どもが加わったことから生じる
パートナーや親族との関係性の変化への対応、地域社会における新たな人間関係の構
築など、数多くの課題に直面する。さらに、妊娠・出産を機に退職する女性も多く、
2005 年～2009 年に出産をしている女性群のうちの就業継続者の割合（26.8%）は、
育児休業法施行前の 1985年と 1989年に出産をしている女性群のうちの就業継続者の
割合は 24.0%から 26.4%とわずか 2.4%の増加にすぎず、逆に、この間に出産退職して
いる者の割合は 37.4%から 43.5%に増えている（国立女性教育会館 2012：23 ページ）。
このような退職女性の多くは、少なくとも妊娠前から無職であった女性に比べて、退
職後に社会との断絶も感じていると思われる。つまり、女性にとって、妊娠から出産・
出産後は、身体面においても心理面においても、自己感覚あるいは自己意識の安定性
が大きく揺らぐ時期であり、心理学的には「アイデンティティの危機」という発達課
題を突きつけられているともいえる。 
こうした危機は、周囲からの臨機で十分なソーシャルサポート、主に情緒的サポー
ト（安心感、信頼感、支援・奨励、自己価値観、自信、希望、親密感など）を得るこ
とで乗り越えやすくなると考えられるし、手伝いや情報を与えるといった手段的サポ
ートも有効である（河野 1997）。しかし、本論文の第 1 章でも指摘したように、現代
社会においては、こうしたソーシャルサポートの提供源であるはずの身近な存在、す
なわち、夫・兄弟姉妹・父母などの親族、あるいは近隣の人々とは疎遠な関係にある
女性が少なからずおり、育児にかかわる孤立感・負担感・困難感・焦燥感などから慢
性的に育児不安を抱え、場合によっては産後うつの状態に陥ることも珍しくない状況
にある。 
産後の抑うつ状態には、愛着の問題や困難な状況へのコントロール感などの内的要
因、すでに述べたソーシャルサポートが受けられる程度や産後のストレッサー（育児
能力不足、女性一人にかかる責任感、時間的拘束、体力の消耗、母乳不足、孤独感、
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他者との比較など）への対処などの環境要因がかかわっている（久米 2012：19～27
ページ）。産後うつ病は産後数週から 1 年以内に発症し、日本では 13.4%の出現頻度で
見られる。発症すれば当然、育児のあり方や子どもの発達にも影響が及ぶため、その
早期発見と治療の充実のため、産後の戸別訪問事業などで「エジンバラ産後うつ病自
己質問票」を利用したスクリーニングが広まってきている（宗田 2013）。 
 いずれにせよ、産後うつも含めて、こうした状況にある女性の多くは、かつては仕
事を持ち社会とのつながりの中で自立的・主体的な生活を送っていたのであり、上記
のような危機に気づかない・あるいはそれを乗り越えようとする気力が湧いてこない
とすれば、彼女らは一時的にディスパワーされていると捉えられる。ディスパワーの
状態にあると、その時点までの課題を解決できないまま、次の新たな課題に向き合う
ことになるため、徐々に複数の課題が蓄積していくことになる。また、こうした状態
が継続すると、「自力で解決した」という効力感ないしは有能感が得られないため、後
に同じような困難状況に陥ってしまうと、解決の糸口すらつかめない状態に陥ると推
測される。逆に、過去に自力で困難状況を乗り越えたという自信があれば、後に類似
の状況に置かれた場合、かつて効果的であった方法を再現することで、自力による解
決に至る可能性は高くなるだろう。 
 以上のように、身体や心理におけるさまざまな側面において、比較的多くの女性が
「しんどさ」を抱えやすい妊娠・出産・出産後早期から、そのエンパワーメント過程
を導き、エンパワーメント状態へと後押しすることを目指した支援が必要であること
を出発点とし、そうした時期の女性から信頼されやすいとされる「助産師活動」とい
う資源を活用し、当事者である女性を「子育てひろば（地域子育て支援拠点）」という
もう一つの資源の利用にスムーズにつなぎ、さらに、彼女たちの間に主体的な交流を
紡ぎ出し、その積極的な展開を促すシステムを構想・実践した。 
このシステムは「ペリネイタル・アウトリーチ・サービス」と「コネクション・プ
ログラム」であり、いずれも地域子育て支援拠点事業を実施する神戸大学のサテライ
ト施設が重視する「交流による育児の主体化」を促すための、積極的な「ドロップイ
ン・サービス」の利用へとつなぐ戦略的なシステムであった。本博士研究は、アクシ
ョン・リサーチとして、筆者自らもこの支援システムに関与しながら、こうした戦略
的システムが女性をエンパワーメント状態に導いていくのかどうかの検証を試みた。
その結果を、ここで再度、簡単に整理する。 
ペリネイタル・アウトリーチ・サービスでは、アウトリーチ・ワーカーである助産
師が、主に相談援助を通して予防的・介入的な支援をしながらも、サービス利用者で
ある女性の産後早期からの拠点利用も促し、女性たちから自分たちへの過度な依存に
も留意しながら、さらには拠点における相談員との協働も視野に入れ、そのエンパワ
ーメント過程への移行を導くという機能をはたしていた。しかし、このサービスによ
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って、利用者が仲間づくりに動機づけられたり、地域活動への参加に動機づけられた
りしてはおらず、基本的には、このサービスはセルフ・エンパワーメントを導くシス
テムであったと言える。 
次に、このサービスを利用した女性も、そうでない女性も、産科施設や産後の家庭
訪問の際に助産師などから、あるいはその他の広報によって、地域の拠点とそこで提
供されている仲間づくり促進を支援するコネクション・プログラムを紹介される。こ
のプログラムの参加者は、そのファシリテーションによって、自発的・主体的・積極
的に互いを知り合うこと・互いの状況を理解し合うことの価値や重要性に気づき、そ
の後、拠点以外での多様な交流を楽しむといったグループとしての内的発展を遂げて
いくことが調査を通して明らかとなった。また、それに伴って、育児への自信と前向
きな姿勢も高められていった。これはまさに、セルフ・エンパワーメントとピア・エ
ンパワーメントとの往還であり、ピア・エンパワーメントされた複数のグループどう
しのさらなる交流が進展すれば、女性たちの近隣社会で暮らすことへの安心感・近隣
社会への愛着や所属感が高まり、それがさらに地域づくりへの関心や具体的な地域活
動に結びついていく可能性もある。つまり、拠点での交流が契機となって、コミュニ
ティ・エンパワーメントへと結実していく可能性が拓かれていくことが期待できる。 
ここで、3 点にわたって、本研究の課題を議論したい。 
その一つは、地域子育て支援拠点の機能を「親支援」にほぼ限定して研究を進めた
点である。地域子育て支援拠点では、主に 0 歳～3 歳の子どもと親を対象とした第 2
種社会福祉事業が提供されている。言い換えれば、この拠点事業は、親が自らのライ
フ・キャリアの中で、育児を含めた充実した生活を送るという権利を保障すると同時
に、子どもが健全に発達していく権利を保障する公的サービスである。本研究では、
移動能力がつき始めた子どもの発達をポジティブに捉える親が、子どものさらなる発
達のために積極的な拠点利用を、利用時間帯等を工夫することによって継続する傾向
が見出すことができたものの、母親のエンパワーメントを導くために構想・実践した
支援システムが、子どもの発達にどのような影響を与えているのかを具体的かつ十分
に導き出すことができなかった。本研究の今後の課題としたい。 
いま一つは、女性（支援を利用する女性と支援を提供する女性）のキャリアと権利
保障に関する課題である。まず、本章冒頭で述べたように。1985 年と 1989 年に出産
退職をしている女性の割合を比較すると、37.4%から 43.5%に増えている。こうした
女性の中には、自ら納得して退職する者もいるであろうが、柏木（2013：149～151）
は、出産を機に就業継続を断念した無職女性が有職女性よりも育児不安が高くアイデ
ンティティが弱いこと、それが親子双方の自立不全につながる危険性があることを指
摘している。また、本研究では、妊娠・出産・出産後の女性（子どもをもつ母親）を、
相談対応を中心としながら、コーディネーター的な役割も果たす支援者として助産師
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に焦点を当てたが、それを医療施設に勤務する助産師が担うことは現実的に難しいこ
とを指摘した。つまり、子育て支援の領域で地域に根差して子育て家庭の支援を展開
できる助産師は、いわゆる潜在助産師（免許状は持っているが、病院等に勤務してい
ない者）となるが、こうした助産師が十分な対価を得て対人サービスを提供するとい
う現状にはないと思われる。こうした事実の背景には、特に第 2 次世界大戦後に浸透
した伝統的性役割観ないしはジェンダーバイアスが作り上げた社会構造が、現在でも
なお厳然と存在することを物語っている。つまり、妊娠・出産を機に職業的アイデン
ティティを中断せざるを得なかった女性が稼得を失う一方で、子育て支援に支援者と
してかかわる者の多くも女性であり（それが職業として広く認知されつつあるとはい
え）、安価な労働力として、あるいは、安易にボランティア的地域資源として利用され
る現状が垣間見える。女性の権利保障という文脈を踏まえた研究展開が今後必要とな
ると考える。 
最後の課題は、本研究におけるエンパワーメントの捉え方にかかわる。すなわち、
セルフ・エンパワーメントによってピア・エンパワーメントが導かれ、ピア・エンパ
ワーメントされた住民グループが地域内で増えていけば、それがコミュニティ・エン
パワーメントにつながるといった直線的な因果を前提としていた点にある。これは、
エンパワーメントという概念を、人が多様な場面で自己のあり方や行動を主体的に決
定していけることを重視する自己決定論に依拠している。コミュニティをどのレベル
で捉えるかにもよるが、それを住民の集団とすれば、グループ・ダイナミクス研究を
持ち出すまでもなく、集団と個人は相関関係にあり、個人やその仲間どうしの関係性
が集団の変容を規定すると同時に、集団の様相や特徴が個人やその仲間の変容に影響
を与えることは自明である。津田（2011：61～62 ページ）は、都市社会で孤立し分断
されて暮らす個人が対等で親密な関係を築けるようコーディネートされた場を「都市
型中間施設」と定義し、こうした空間が公共的な空間に向かって開いていくことの価
値に着目している。こうした施設は、その場に集う人々が、ここで醸成される場の力
によってエンパワーメントされるという大きな可能性を秘めている。こうした視点か
ら、さらにコミュニティ・エンパワーメントを追求していくことが、本研究の今後の
課題である。 
 以上を踏まえると、本研究の一連の調査において対象としたのは、妊娠期から育児
期早期にある女性だけであり、コミュニティ・エンパワーメントを考えるのであれば、
男女を問わず、年少者・大人・高齢者といったあらゆる層のコミュニティ構成員個々
のセルフ・エンパワーメントやピア・エンパワーメントとコミュニティのあり方との
相関関係を追及する必要があると言える。また、こうしたコミュニティも視野に入れ
た住民のエンパワーメントを支援する人々の努力が、社会的に正当に評価され、有償
労働として位置づけられるべきであることも忘れてはならない。 
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現在、地域は「地球規模の地域間競争」を強いられている（根本 2013：16～22 ペ
ージ）という現状にあり、中山間離島地域の過疎化も含めて、コミュニティ（近隣社
会）のあり方が人と人とのつながりとの関係で愁眉の課題となって久しく（山崎：57
～66 ページ）、その再生が全国いたる所で目指されてきた。これに成功したとして紹
介されている事例を詳細に分析することによって、コミュニティ・エンパワーメント
の本質とそれを実現するための手法などが明らかになると期待できるが、次節では、
こうした地域づくりを目指すために必要だと思われる拠点を利用した家庭支援のあり
方を展望して、本博士研究を締めくくりたいと思う。 
 
第 2 節 家庭支援を視野に入れた拠点における子育て支援 
 地域子育て地域拠点は、子どもの健全な発達に責任をもつ保護者や地域の人々が、
子育てや子育ち、あるいは子育て支援といった主題をめぐって出会い・交流し・活動
する居場所である。言い換えれば、子育て支援をテーマとしたある種のコミュニティ
がそこで形成されることになる。したがって、単純化すれば、多様な層の構成員が拠
点に積極的にかかわれば、コミュニティ・エンパワーメントが実現されることになる。 
しかし、拠点そのものは、近隣社会にある多くの資源のひとつに過ぎず、拠点にか
かわる人々がいくらエンパワーメントされても、それが近隣社会総体としてのコミュ
ニティ・エンパワーメントに結びつくためには、コミュニティの価値を多くの人々が
共有する必要がある。まずは、拠点を利用することを通して、近隣に暮らすあらゆる
層の構成員が、コミュニティの良さがどんな点にあるのかを共有し、やがてそれがコ
ミュニティ全体に波及していくという流れが想定できる。では、コミュニティの価値
とは何か。それは、まさに対等な相互性であろう。同じ地域に暮らす者として互いの
違いを認め合う・排除することなく互いを受容し合うこと、困ったときには一人で解
決しようとせず互いに協力・援助し合うことが当たり前の行動規範として、あらゆる
住民に根付くことが求められる。 
そのためには、まず、拠点が非排除・受容・共生の場であることが第一の条件であ
る。次に、拠点のプラットフォーム化は必須であろう。子育てに焦点をしぼったとし
ても、構成員の困りごとや悩みの範囲は広いことを考えれば、それに焦点化しない地
域づくりを視野に入れれば、さらに困りごとや悩みは広範囲にわたる。すでに述べた
ように、家庭のライフサイクルに応じて、各家庭がかかえる課題やニーズは異なって
くるし、各家庭の置かれている状況によっても課題やニーズは異なっているので、そ
れらに対応できる地域の支援者（専門職の場合もボランティアの場合もありえる）が
拠点にアウトリーチし、サービス提供の資源となることで、多様な層の地域構成員が
拠点を利用するようになる。また、利用者どうしの情報交換・意見交換・価値観のぶ
つけ合いや、時と場合に応じて支援者と非支援者という立場が入れ替わることも相互
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性の典型であろう。こうした展開は、支援者どうしの協働、利用者どうしの協働、支
援者と利用者（被支援者）との協働によってさらに質の高いものになっていくと期待
される。 
しかし、価値観ないしは行動規範は、同一家族内ではかなり強固に共有・維持され
ており、家族構成員の一人が何らかの体験を通して新たな考え方を家庭内に持ち込ん
でも、それまでに家族内で共有されてきた価値観・行動規範は容易に修正されないし、
こうした強固な「家族内価値観」への異議申し立てが子どもの不適応となって現れる
こともある（小俣 2010：142～147 ページ）という。例えば、ある家庭の女性だけが
拠点利用によって新たな価値に気づき、これまでとは異なる価値観に沿った生活を選
択しようとしても、家族システム内で鍵を握っている他の家族メンバー（キーパーソ
ン）の態度によって、それが阻害されてしまうことが往々にして起こる可能性が高い
（倉石 2012：62 ページ）。こうした家族システム論から考えると、ある家族を構成し
ているメンバー全員ないしはその多くが、一緒に拠点を利用してコミュニティの持つ
価値を共有・実感する必要があると結論づけられる。地域で暮らす各家庭の祖父母・
父母・子ども三世代が、できるかぎり同時期に拠点にかかわり、コミュニティの良さ
を体験的に納得・共有できるような機会の提供を考えることが、これからの地域拠点
のあり方として求められていくのではないだろうか。 
家事や育児に積極的に参加する「イクメン」の増加といった目的も重要ではあるが、
夫婦が「ワーク・ライフ・バランス」の中の「ライフ」に、プライベイトな空間にお
ける家庭での生活ばかりでなく、公共的な空間における地域での生活を視野に入れる
ことの重要性・必要性について互いの考えを深め合う機会を重視すべきであると考え
る。例えば、「夫婦と中高生の家族」と「夫婦と乳幼児の家族」とが交流するプログラ
ム、あるいは、「現役の子育て夫婦」と「高齢者の夫婦」とが自分たちの育児観や育児
の実態を紹介し合うプログラムなども構想できよう。参加する立場や世代のうち、ど
ちらかがどちらかに一方向的に教える・伝える関係にならないよう留意し、どのよう
な立場の人も、どのような世代の人も、相互に成長し合える「多世代育成」の取組を
長期間にわたって拠点で展開することが、コミュニティ・エンパワーメントにつなが
っていく端緒になると考える。 
 最後に、次世代を担う子どもたちを大切に育むという私たち人間の営為がもつ意味
を改めて考察してみたい。本論文の第 8 章でも触れたように、子どもが日常的に示す
ほんの少しの変化に、親や周囲の大人は一喜一憂する。また、家庭訪問で出会う母親
たち、拠点を利用する母親たちのわが子を見るまなざしは、時に優しく、時に輝き、
時に厳しく、時にさみしくて悲しい。これらはすべて、子どものすこやかな成長を心
より願っているがゆえの光景であろう。子どもの養育にしんどさ・つらさはつきもの
であるが、それを乗り越えるべく人々が互いに連帯すること、さらに、すべての子ど
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もの成長を喜び合うこと、こうしたことの中に親や大人としての成長が一歩一歩刻ま
れていく。そして、こうした成長の自覚が子どもへの感謝の念と、その存在を尊重す
る気持ちへとつながっていく。少子化による経済的危機感から、子どもの価値が「将
来の健全なる納税者」として矮小化されている今、本田（2009：205～214 ページ）
が鋭く指摘するように、新たな文化の創造者としての子どもを育むことが、私たち大
人の責務であり、子育て支援の要諦であろう。 
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お借りして深く御礼申し上げます。 
岡田由香先生から紹介を受け、修士課程・博士課程に進む機会を与えて下さったのが
本研究の主査であり、指導教員である伊藤篤先生です。伊藤先生には修士・博士論文の
指導だけでなく、実践活動を展開するにあたっての煩雑な手続きや他機関との連携など
にご尽力をいただきました。長期間にわたる実践研究に深い理解を示してくださり、ま
たその研究の意義を見出してくださいました。お礼の言葉をいくつあげても足りないく
らいです。 
本論文のご指導を賜りました神戸大学発達科学部・人間発達環境学研究科の前学部
長・前研究科長の朴木佳緒留先生からは、論文指導だけではなく、日頃の授業でもジェ
ンダー視点から子育て支援を考えるという問いをいただきました。単に女性だから、男
性だからと片づけるのではなく、人間としてどう生きるべきか、どう働くべきかなどを
意識するようになりました。また、「地位が人をつくる」という考え方を教えてくださ
ったのも先生です。このことは私にとって画期的なことでした。 
川畑徹朗先生には学部生の時に受けた授業で、ヘルスプロモーションの観点を教えて
いただきました。本論文では主に女性のエンパワーメントを対象としておりますが、自
らの強みに気づきそれを伸ばしていくという点では、両者は共通していることを実感し
ました。また、修士論文および本博士論文にかかわって、統計手法についてもご丁寧な
ご指導を賜りました。 
津田英二先生には本博士論文の指導だけではなく「のびやかスペース あーち」での
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実践でも多大なご協力をいただきました。「あーち」は子育て支援をきっかけとした共
生のまちづくりを目指している施設ですが、先生のお人柄を慕って多様な方々が集まっ
てこられます。そして、そのことによって「あーち」がより豊かなものになっていく実
践を傍で拝見することで、人が人を支援することとはどういうことかを常に考える機会
を与えていただいております。本論文では、産後にディスパワーされている女性の状況
をより綿密に具体的に描くことで、その困難さを社会にアピールすることができるとい
うことをご示唆いただきました。 
北野幸子先生には、子どもの発達という観点から本論文のご指導をいただきました。
予備審査の時点では、女性（母親）のみに目がいきがちでありましたが、子どもがどの
ように成長・発達をしていくのかは、子育て支援を考えるためには不可欠な視点である
ことをご示唆いただきました。また、折りにふれ、ねぎらいのお言葉を頂戴しました。
暖かい先生のお人柄にいつも励まされてきました。 
以上の先生方に加えて、人間発達環境学研究科のヒューマン・コミュニティ創成研究
センターの末本誠先生と松岡廣路先生には、アクション・リサーチのダイナミズムの面
白さを教えていただきました。また、講義だけでなくアカデミックな活動に参加させて
いただけましたこと、さらに、松岡先生には修士論文でもご指導を賜りましたことを御
礼申し上げます。 
 今回の実践研究では、「あーち」という地域子育て支援拠点を、本研究のまさしく拠
点にさせていただきました。この場を日々守ってくださっているのが「あーち」の歴代
のスタッフの方々です。中西美智子さん、薮本由喜子さん、佐原和美さんとは「あーち」
で一緒に勤務した時期もあり、私たちは日々「あーち」の場の持つダイナミックかつ不
思議な力に驚かされていました。また、橘京子さん、渡邉知津子さん、芝池祐子さん、
山名睦子さん、永野郁子さん、朝野規巳子さんには実践活動や研究に対するご理解・ご
協力をいただいただけでなく、いつも暖かく励ましていただきました。本当にありがと
うございました。さらに「あーち」相談員としての東口たまきさん、野口真紀さんには、
相談業務での調整や連携に加えて、相談システム関連の研究でご意見をいただいたり、
面倒な記録作業を丁寧におこなっていただいたりしました。その作業がなければ相談シ
ステムの研究は成立しませんでした。心からお礼を申し上げます。 
また、もうひとつの実践の場である産科施設からも多大なご協力を得ました。まず A
市の B 産婦人科医院の院長先生、そこで勤務する助産師・看護師のスタッフの皆様に
は、産後の女性のニーズ調査として質問紙の発送・回収作業を支援していただきました
こと深くお礼申し上げます。特に長年の友人である妹尾真紀さんは、その作業の中心的
な役割を自ら担当してくれました。本当にありがとうございました。 
そして、本論文のテーマのひとつであるアウトリーチに関しては、A 産科施設の院長
先生の研究に対する深い共感と理解がなければ、この論文の半分も成立していなかった
ことでしょう。さらに「あーち」で雇用した助産師のアウトリーチ・ワーカーのお二人
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がいなければ、産婦人科施設と「あーち」の実質的な連携は成しえませんでした。同じ
助産師として、地域における助産師活動の可能性を議論し、実践し、振り返り、さらに
実践をという繰り返しの作業に 3 年近く費やしていただきました。その経過のなかで、
私たちが出会った女性を一方的に支援するだけでなく、そうした多くの女性からも力を
いただいたことに気づかされました。一緒にアクション・リサーチの醍醐味を感じた仲
間でもあり、お二人には心より深謝をし、今後も意見などを交わしていくことができれ
ば幸いです。 
そして、伊藤篤研究室ゼミの先輩である、武庫川女子大学の倉石哲也先生からは、暖
かく励ましていただくだけではなく「実践の積み重ねがあるのだから自信を持って論文
を進めていってよいのだ」というお言葉をいただき、大変勇気づけられました。先生も
自らのプログラム実践を通した研究に携わっておられ、実践研究の持つ意義を感じさせ
ていただいています。同じくゼミ同期生の大阪樟蔭女子短期大学部の瀬々倉玉奈先生に
は、研究が遅々として進まず焦りを感じていることに共感いただき、孤独な作業の中で、
安堵できるひと時も与えて下さいました。先生方、本当にありがとうございました。 
6 年という長期間、陰になり日向になり支えてくださったのが、修士課程で同期であ
り、現在は発達支援論コースの高尾千秋先生と、前ヒューマン・コミュニティ創成研究
センターの事務スタッフの千葉佳代子さんです。心からお礼を申し上げます。お二人が
いらっしゃることで、心強く、安心して研究を進めることができました。 
最後に母にも感謝を述べたいと思います。母は幼くして両親と別れ、その後は母の祖
母とともに戦争を生き抜いたものの、幼少期に患ったポリオの後遺症で、一生涯ハンデ
ィを背負うことになりました。このような壮絶な過去があったにもかかわらず、常に前
向きで、正直で誠実であり、人のために生きることを喜びとしているような女性です。
子どもに対しては非常に厳しく、そのような母に対し、若い頃の私は常に反発しており
ました。高校生の頃、看護という道をいやおうなく選択させられ、しぶしぶ入学した看
護学校では、教員を困惑させたこともありました。しかし、助産師という道を応援して
くれたのも、社会人になってから大学入学を強く勧めてくれたのも母でした。彼女は、
私が人生の岐路に立った時、常に指南役として私を導いてくれ、この博士論文を書くき
っかけも与えたくれた大切な人でもあります。ありがとう、お母さん。 
 
 
 
 
